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ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01）

総括研究報告書

研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授

研究要旨：

事業者や産業保健スタッフが、ストレスチェック制度の集団分析および職場環境改善

を実施するにあたって、参考となるような事例を収集することを目的とした。職場環境

改善の課題や困難を克服している事例を発掘し、集団分析を活用した職場環境改善のさ

らなる展開に資することを目指す。さらに、小規模事業場や集団分析・職場環境改善の

対応が困難な単位集団のケースの事例や地域産業保健センターの支援の活用事例の収

集に努める。

初年度となる令和６年度は、聴取内容（フォーマット）の作成、職場環境改善の定義

の策定、インタビュー方法の策定、インタビュー対象のリストアップを行い、倫理審査

承認後、事例の収集を始めた。28件の好事例を収集し、ポイントをまとめ、要約をHP 

（https://www.med.kitasato-u.ac.jp/lab/publichealth/case.html）に掲載した。さ

らに、産業保健総合支援センターに所属するメンタルヘルス対策促進員10名か

ら、労働者 50人未満の事業場への支援経験について聴取した。 

ストレスチェック制度を使った集団分析、職場環境改善を進めていくうえで事例から

学ぶことは多い。次年度以降も、現場の活動に資するべく、事例を収集していく。

研究分担者

江口 尚 産業医科大学 産業生態科学

研究所 准教授

吉川 徹 独立行政法人労働者健康安全

機構労働安全衛生総合研究所 過労死等防

止調査研究センター 統括研究員

森口 次郎 京都工場保健会 産業医学研究

所 所長

今井 鉄平 OH サポート株式会社 代表取締

役

梶木 繁之 株式会社産業保健コンサルテ

ィングアルク代表取締役

井上 彰臣 産業医科大学 IR 推進センタ

ー 准教授

吉川 悦子 日本赤十字看護大学 看護学部

准教授

小田切優子 東京医科大学 公衆衛生学分野

講師

五十嵐 千代 東京工科大学 医療保健学部

看護学科・産業保健実践研究センター 教授

松崎 慶一 北里大学 医学部公衆衛生学

講師
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渡辺 和広 北里大学 医学部公衆衛生

学講師 

 
研究協力者 

井上嶺子 北里大学医療系研究科 一般

研究員 

関根康寛 北里大学医療系研究科 大学

院生 

菊池尚樹 北里大学医療系研究科 大学

院生 

 

Ａ．研究目的 

ストレスチェック制度は、事業場にお

けるストレスの状態を把握することでメ

ンタルヘルス不調を未然に防止すること

を目的とした仕組みとして 2015年に導入

された。しかし、令和５年度の精神障害

に関する事案の労災補償の支給決定件数

は 883 件と過去最多を更新している（厚

生労働省令和５年度「過労死等の労災補

償状況」）。さらに、令和５年労働安全調

査（実態調査）によれば、メンタルヘル

ス不調により連続１か月以上休業または

退職した労働者がいるとした事業場の割

合は 13.5%（事業所調査）、現在の仕事や

職業生活に関することで、強い不安、悩

み、ストレスとなっていると感じる事柄

がある労働者の割合は 82.7%（個人調査）

と、統計上メンタルヘルスに関する指標

の改善はみられていない。 

 

メンタルヘルス対策に取り組む事業場

の割合は、労働者数 50人以上の事業場で 

91.3％となっているが、30～49 人の事業

場では 71.8％、10～29 人で は 56.6％

と、小規模事業場においては未だ取組が

低調である。ストレスチェックを実施し

ている事業場の割合は、50 人以上の事業

場で 81.7％、実施が努力義務である 50

人未満の事業場で 34.6％となっている。

集団分析を実施した事業所の割合は 50人

以上の事業所で 64.5％、 10～49 人の事

業所で 22.6％にとどまっている。併せて、

職場環境改善の実施状況については、集

団分析結果を活用した事業所の割合は 50

人以上の事業所で 52.1％、10～49人の事

業所で 17.3％にとどまっている。 

 

令和３年度厚生労働省委託事業「スト

レスチェック制度の効果検証に係る調査

等事業報告書」によれば、職場環境改善

を実施しなかった理由として、「集団分析

結果から職場・部署ごとのリスク・課題

を洗い出すのが困難だった」が最も多く

３割を占めていた。「職場環境改善の仕方

が分からなかった」といった理由を挙げ

る事業場もあった。また、職場環境改善

の課題や困難として多く挙がっていたの

は、「従業員の理解や協力を得ることが難

しい」、「改善したいものの様々な制約に

より難しい課題がある」、「経営層や管理

職の理解を得ることが難しい」であった。 
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職場環境改善については、大規模事業

場であっても試行錯誤しながら取り組ん

でいる。職場環境改善の普及に向けては、

集団分析・職場環境改善の実施方法等に

ついて、事業者や人事労務、産業保健等

のストレスチェックの関係者の理解を促

進する必要がある。ストレスチェック制

度等のメンタルヘルス対策に関する検討

会 中間とりまとめでは、50人未満の事業

場に即した実施体制・実施方法等につい

て整理し、マニュアル（モデル実施規程

を含む。）を作成すべきとされている。マ

ニュアルにおいて示すべきポイントとし

て、下記が挙げられている：  

⚫ 労働者のプライバシー保護の観

点、職場の人間関係に対する配慮  

⚫ 衛生委員会等の設置がない場合

の、関係労働者の意見を聴く方法  

⚫ ストレスチェックの実施を労働者

のプライバシー保護の観点から外

部委託する場合であっても、事業

者としてストレスチェック制度に

主体的に取り組んでいくための実

施内容（外部機関を活用する場合

も含め、 実施者（医師、保健師等）、

実施事務従事者、実施責任者、ス

トレスチェック結果の保存、面接

指導、事後措置等）  

⚫ 産業医の選任の有無や安全衛生推

進者又は衛生推進者（選任義務は

10 人以上 50 人未満の事業場）の

選任の有無、10 人未満等の特に小

規模な事業場などのケースごと

に、現状に即した取り組み可能な

実施内容  

⚫ 集団分析・職場環境改善の対応が

困難な単位集団のケースにおける

対応等  

⚫ 地域産業保健センター等の支援の

活用 

 

本研究の目的は、「集団分析および職場

環境改善の事例を収集するとともに、事

業者や産業保健スタッフ等が集団分析お

よび職場環境改善を行う際に活用できる

マニュアル・手引き等の作成に向けて、

必要な情報の整理等を行う」ことである。

とくに、職場環境改善の課題や困難を克

服している事例を発掘し、集団分析を活

用した職場環境改善のさらなる展開に資

することを目指す。 

ストレスチェック制度の要諦は、職場

におけるメンタルヘルス不調の一次予防

であり、労働者個人のストレス対応（ス

トレスへの気づきと対処）とともに、集

団分析と職場環境改善は、組織的にスト

レス要因を軽減する重要な手法である。

ストレスチェックの結果を基にした集団

分析と職場環境改善の実施が低調である

ことはストレスチェック制度の効果を半

減させるものと言える。現場で使える事
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例を整理し、マニュアルに反映されるこ

とで、組織的な職場のメンタルヘルス対

策が進むことが期待される。 

現行の「ストレスチェック制度実施マ

ニュアル」（厚生労働省）では、事業場内

外の好事例を資料にまとめておくこと

は、職場環境改善の計画を立てるうえで

効果的とされている。本研究では、とく

に職場環境改善の課題や困難を克服して

いる事例を発掘し、集団分析を活用した

職場環境改善の実施のハードルを下げる

ことを目指す。集団分析と職場環境改善

の有効性や成功例を示すことにより、事

業者の効力感の向上を図り、動機づけに

資する。さらに、集団分析・職場環境改

善を具体的にどのようにしたかを示すこ

とにより、事業者が、自事業場で実施す

る場合のイメージを得ることを支援す

る。職種、規模別の事例を収集すること

により、自身の職場で適用できる職場改

善のヒントを得ることができるように工

夫する。 

集団分析の単位が定まっていた従来の

枠組みと異なる働き方、例：組織が変化

する型（プロジェクト型等）等、につい

ても事例を収集することで、今後増加が

見込まれる、新しい働き方への職場環境

改善にヒントを提供できることが期待さ

れる。 

さらに、産業保健分野においても、AI

の活用が求められている。将来的に、職

場診断や職場環境改善の適用に AIが利用

できるようになると、「集団分析結果から

職場・部署ごとのリスク・課題を洗い出

すのが困難だった」、「職場環境改善の仕

方が分からなかった」という職場の悩み

の解決にサポートできるツールとなる可

能性もある。多くの事例の収集は AI 活

用を進めていく上でのデータベースの構

築の第一歩となる。 

以上より、集団分析・職場環境改善の

さらなる展開を促進し、メンタルヘルス

不調の未然防止に貢献する。 

 
Ｂ．研究方法 

3 年間の研究計画の流れを流れ図にま

とめた。 

 
令和７年度 

聴取内容（フォーマット）の作成 

情報を聴取するポイントとして、以下

の課題に解決策を提案できるような事例

を収集できるよう、集団分析、職場環境

改善ができるような聴取内容を班会議で

抽出した。 

⚫ 「集団分析結果から職場・部署ご

とのリスク・課題を洗い出すのが

困難だった」という課題に回答を

出す（困難感を減らす事例を提示

する）。 

⚫ 事業場タイプの設定については、

大規模事業場、中小規模のみなら
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ず、小規模事業場の例や組織が変

化する例（プロジェクト型）等、

新しい働き方の例を探す。

⚫ 労働者のプライバシー保護にうま

く対応している小規模事業場の事

例等。

研究計画を整理し、倫理委員会の承認

を受けた。事業場の情報は、安全衛生委

員会等（委員会がない事業場では、事業

者、労働者の同意を得る）を通して公表

の了解を得た情報を聴取する。公表にあ

たっては、事業場名等は公表せず、回答

事業場が判明しないように配慮する。

倫理審査承認後、事例収集を開始し、

研究班で協議して決定した内容の聴取を

開始した。とくに小規模事業場について

は、研究者が関係する労働衛生機関や地

域産業保健センターの協力を得て「何が

できると集団分析・職場環境改善を進め

られるか」調査を行い、聴取項目に反映

させる。調査は、量的なものではなく、

質的な情報の収集となる。さらに、事例

収集時には、協力事業場に、「集団分析・

職場環境改善を始める、もしくは、進め

るために、何がわかるとよいか、何がき 

っかけとなったか」を尋ね、必要に応じ

て聴取項目に追加する。

部分的にでも職場環境改善ができなか 

った職場からは、どういう条件があれば

改善が可能であったか等、活動の障害と

なる状況を聴取し、職場環境改善の推進

に資する情報を得るようにする。

事例収集の方法（聴取先の選定）

⚫ 産業衛生学会の発表事例、好事例

等のレビュー（文献１，２）を基

に対象を選択する。

⚫ 申請者らが、集団分析および職場

環境改善を支援している事業場の

協力を得る。

⚫ 申請者らが、長く続けている日本

産業衛生学会の自由集会（職業性

ストレス調査票ユーザーズクラ

ブ）での呼びかけを含む、機縁法

で協力を募る。

⚫ 北里大学他、研究班員の施設 HP

等からの公募（呼びかけ）を行う。

⚫ 「 こ こ ろ の 耳 」

（https://kokoro.mhlw.go.jp/）と

連携を行い、協力を得られること

になった。

事例活用を意識したまとめ方の検討

グループに分かれ、まとめ方を検討す

る。

⚫ 使いやすいマニュアルの構成（小

田切、梶木、松崎）

⚫ 地域産業保健センターを含む地域

の支援の活用（江口、森口）

⚫ 職場環境改善（吉川（徹）、吉川

（悦））
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⚫ 小規模事業場における活用（五十

嵐、今井、森口） 

⚫ 職業性ストレス簡易調査票の活用

（井上、渡辺） 

 
令和８年度 

事例収集の継続と掲載方法の検討 

事例収集および事例活用法の検討を継

続する。必要な事例の補完を行う。 

HP および「こころの耳」掲載方法の検

討を始める。 

 
令和９年度 

事例収集の継続と掲載方法の検討 

上半期は、事例収集を継続（必要な事

例の補完）する。 

事例集の作成 

下半期に、聴取内容をまとめ、事例集

の作成を行う。  

HP を作成し、検索ができる電子媒体の

開発を目指す。 

成果が広く活用されるように、「こころ

の耳」と共有する。 

 

（倫理面への配慮） 

いずれの調査も、北里大学医学部・病

院倫理委員会（B25-021）、東京医科大学

倫理審査委員会、日本赤十字看護大学研究

倫理審査委員会および産業医科大学倫理

委員会といった関係諸機関の倫理委員会

の承認を得て実施した。 

 
Ｃ．研究結果 

ヒアリング調査に係る準備 

聴取内容（フォーマット）の作成 

想定している集団分析・職場環境改善

の課題に解決策を提案できるような事例

を収集できるよう、集団分析、職場環境

改善ができるような聴取内容を班会議で

抽出し、確定した（表１）。 

 

職場環境改善の定義の策定 

インタビュー調査を行うにあたり、調

査項目の内容が調査者間で一致している

必要があることから、とくに職場環境改

善の定義を策定した。 

 

職場環境改善は、現行の労働安全衛生

法に基づくストレスチェック制度実施マ

ニュアル（以下、ストレスチェックマニ

ュアル；文献３）の記載（88 頁）に準ず

ることとした：「職場環境等の改善とは、

職場の物理的レイアウト、労働時間、作

業方法、組織、人間関係などの職場環境

を改善することで、労働者のストレスを

軽減しメンタルヘルス不調を予防しよう

とする方法。改善の対象となる職場環境

にはさまざまなものが含まれる。」 

仕事のストレスに関する代表的な理論

である「仕事の要求度－コントロールモ

デル」では、仕事の要求度（仕事量や責

任など）と仕事のコントロール（裁量権）
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のバランス、特に仕事の要求度に見合う

ように仕事のコントロールを与えること

が重要であるとされる（仕事のストレス

判定図の応用例）。

米国職業安全保健研究所(NIOSH)や国

際労働機関（ILO）が、効果があった改善

として紹介しているストレス対策として

の職場環境の改善例を表２に整理した。

さらに、事例収集にあたって参考とな

る具体的な活動の例として、ストレスチ

ェックマニュアルにおいて、職場環境等

の改善計画の立案に活用することが勧め

られている「職場環境改善のためのヒン

ト集」「メンタルヘルス改善意識調査票」

の項目を整理した(表３)。

インタビュー方法の策定

聴取すべき内容を漏れなく、かつ、効

率的に聴取するためインタビュー方法を

作成した。基本、60 分で聴取することと

して審議の上確定した。実際のインタビ

ュー時に課題になった事項については、

留意点として改良を行い、現時点で３回

の更新を行っている（章末資料）。

インタビュー対象のリストアップ

機縁法でインタビュー対象のリストを

作成した。インタビューの対象は、事業

場のみならず、とくに、小規模事業場の

支援を行っている産業保健総合支援セン

ターに所属するメンタルヘルス対策促進員

も含まれた。今後、事業場規模や目標とす

る聴取内容が充足しているかを確認しなが

ら、インタビュー候補を適宜改訂する。

事例の収集

2025 年 10 月より事例の収集を開始し

た。50 事例の収集を当面の目標として倫

理審査の承認を得ているが、本年度は、

28 事例を収集した。

インタビューは、研究班で設定したイン

タビュー方法に基づいて、オンラインで、

約１時間をかけて行った。対象者の承諾の

もと、インタビューは録音し、逐語録を作

成した。

事例は、研究班で設定した事例提出用

フォーマットに沿ってまとめた。検索を容

易にするために、キーワードを付すように

した。また、事例のポイントを書きだすよ

うにしてまとめた。

事例の情報は要約して HP に掲載した

（https://www.med.kitasato-u.ac.jp/l

ab/publichealth/case.html）。今後、適宜

更新をしていく予定である。

収集した事例のポイントを表４に示す。

好事例に共通している事項として、以下の

ようなことが挙げられている：

 職場環境改善は、悪いところを直

そうではなくて、この職場を良くする
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ために何があったら良いのかを考えよ

うという思想で実施している（事例 1, 

3, 13, 14, 25）。 

⚫ 調査項目を加え、集団分析の視野

を広げたり、上層部への説明の仕方を

工夫したりしている（事例 1, 3, 14, 

25）。 

⚫ 経営層等による組織的な関与が集

団分析の有効活用や職場環境改善につ

ながっている（事例 11～13, 17, 23, 27, 

28）。 

 

京都府、大阪府、滋賀県および島根県

の産業保健総合支援センターに所属する

メンタルヘルス対策促進員から、労働者

50 人未満の事業場における 10 事例の支

援経験について聴取した。 

ストレスチェック導入の契機としては

健康経営への取組が多く、集団分析の活

用は管理監督者教育の一環として実施さ

れる事例が中心であった。職場環境改善

に関しては、厚生労働省が示す手引きや

チェックリストを活用した支援のほか、

集団分析に必ずしも依存しない労働者参

加型の改善手法や、あいさつ・声かけ等

の簡便な取組を促す支援が有効であるこ

とが示された。一方で、経営者の理解不

足、費用負担、職場環境改善の経営的効

果を明確に示しにくい点等が主な障壁と

して指摘された。 

 

Ｄ．考察 

事業者や産業保健スタッフが、ストレ

スチェック制度の集団分析および職場環

境改善を実施するにあたって参考とでき

る資料作りを目的として、ストレスチェ

ックに関わる産業保健スタッフなどから

28 の事例を収集した。さらに、小規模事

業場の支援を行っているメンタルヘルス

対策促進委員から 10 事例を聴取した。 

職場環境改善を実施しなかった理由、

または、職場環境改善の課題や困難とし

て多く挙がっていた点に対する解決のヒ

ントとなる事例が収集された。たとえば、

集団分析結果から職場・部署ごとのリス

ク・課題を洗い出すのが困難な場合の対

応（事例 15,17－職場巡視の活用など）、

職場環境改善の課題や困難について、経

営層や管理職の理解を得ることが難しい

場合への対応（事例 1,5,6,13,14,22,27）、

従業員の理解や協力を得ることが難しい

場合への対応（3,4～6；とくにフィード

バックの工夫について,8）、などである。

「職場環境改善の仕方が分からなかっ

た」といった課題については、収集され

た事例の一つ一つがヒントを提供してい

る。 

促進要因としては、ストレスチェック

が導入されてはいても、有効に活用され

ていなかったものが、各事業場の問題意

識から、集団分析の活用や職場環境改善

につながっている事例が得られた。健康
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経営優良法人認定制度の取得がドライブに

なっている事例もあった（事例 18, 25）。

工夫点として参考になることとして、

各事例から得られたポイントが挙げられ

た。職業性ストレス簡易調査票以外の指

標を有効活用しているもの（事例

1,3,14,22,25,28）や、集団分析の結果を

評価するのに経年変化に注目している事

例は多かった（事例 1～3,8）。集団分析

結果の見方や職場環境改善のやり方、スト

レスチェックに関わるアドバイスを管理

監督者研修や彼らとの相談の場で伝えて

いる例もみられる（事例 3,5,18,23）。比

較的小規模な事業場では、メンタルヘル

スや集団分析結果にこだわらず、身体的

健康や物理的改善を入り口として、身近

な改善を積み重ねていく職場環境改善活

動が進められていた（事例 20, 27, 28, 

メンタルヘルス対策促進委員のインタ

ビュー）。

小規模事業場における検討事項につい

ても、種々の情報が得られた。たとえば、

労働者のプライバシー保護の観点、職場

の人間関係に対する配慮（事例 2）、衛生

委員会等の設置がない場合の、関係労働

者 の 意 見 を 聴 く 方 法 （ 事 例

2,7,8,10,12,28）、産業医の選任の有無や

安全衛生推進者又は衛生推進者（選任義

務は 10 人以上 50 人未満の事業場）の選

任の有無、10 人未満等の特に小規模な事

業場などのケースごとに、現状に即した

取り組み可能な実施内容（事例15～17）、

集団分析・職場環境改善の対応が困難な

単位集団のケースにおける対応等（事例

10）である。

とくに、収集が困難と考えられたプロ

ジェクト型の職場について、営業部門や管

理部門の担当者が連携しながら、社員や客

先からのこまめな情報収集に努め、得られ

た情報を基に個々の適性に応じた職務マッ

チングに活用されている例が聴取された

（事例 10）。

また、地域産業保健センター等の支援

の活用等については、産業保健総合支援

センターに所属する小規模事業場の集団

分析および職場環境改善の支援を行って

いるメンタルヘルス対策促進員から多く

の情報が得られた（メンタルヘルス対策

促進委員のインタビュー）。

小規模事業場がストレスチェックに取

り組むきっかけは健康経営が有力である

ことが確認された。彼らが行う、集団分

析への支援は、管理監督者教育の一部で

の集団分析の読み方説明が多かった。過

半数のメンタルヘルス対策促進委員のイ

ンタビューが小規模事業場の職場環境改

善に対する支援を経験しており、さまざ

まなツールを使用していることが確認さ

れた。支援方法として、「労使の主体的な
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改善行動を促す」、「手順や形式に捉われす

ぎない」、「声かけや挨拶奨励などを促す」、

「イキイキ職場づくりなど親しみやすい言

葉を心がける」など柔軟な取り組みが共有

され、小規模事業場にストレスチェック制

度の集団分析や職場環境改善を導入する際

のヒントになると思われた。 
一方で、職場環境改善の障壁として、事

業者に対する経営的な職場環境改善のメリ

ット提示の困難さや実施者の選任の難しさ

が指摘された。今後、小規模事業場にスト

レスチェック制度を展開していくにあたり、

留意すべき事項として認識された。 
収集した事例の多く、とくに小規模事

業場の事例は、専門家の支援を必要とし

ていた（事例 14～17,21,22,27,28）。小規

模事業場への支援については、さらなる情

報収取を続けていく予定である。今後計画

されている小規模事業場へのストレスチェ

ック制度導入にあたり、ますます、重要に

なると思われる産業保健師の役割について

も情報を収集したい。 
 

小規模事業場の事例とともに、今後、

収集に力を入れていく事例としては、以

下のようなものを整理している： 

⚫ 集団分析の単位が定まっていた従来

の枠組みと異なる働き方（テレワー

ク、プロジェクト型） 

⚫ 生産性向上に役立っている事例 

⚫ 効果指標と結びついた好事例（例え

ば、経年変化で改善している） 

⚫ 集団分析のフィードバックの工夫 

 さらに、職場環境改善は集団分析結果

のデータそのものから改善すべき視点を

整理して、具体的な改善計画を立案する

ことは難易度が高い場合がある。好事例

の中には、日常生活上の課題など、必ず

しもストレスチェック制度とは関わりのな

い契機を職場環境改善に連動させている事

例（事例 18～20, 25,28）もあり、集団分

析によらない事例も参考になると考えて

いる。 

 
Ｅ．結論 

事業者や産業保健スタッフが、ストレ

スチェック制度の集団分析および職場環

境改善を実施するにあたって参考とでき

る資料作りを目的として、ストレスチェ

ックに関わる産業保健スタッフなどから

28 の事例を収集した。さらに、小規模事

業場の支援を行っているメンタルヘルス

対策促進委員から 10 事例を聴取した。 

ストレスチェック制度を使った集団分

析、職場環境改善を進めていくうえで事

例から学ぶことは多い。次年度以降も、

現場の活動に資するべく、事例を収集し

ていく。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

堤 明純. ストレスチェック制度につい

て. 建設機械 2025;61(9):9-13. 
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堤 明純. ストレスチェック制度をめぐ

る最新の動向：産業看護職の役割とは. 

産業保健と看護 2025;17(6):10-14. 

井上嶺子，関根康寛，渡辺和広，小田切

優子，島津明人，川上憲人，井上彰臣，

堤 明純. 職業性ストレス簡易調査票

を用いた集団分析とその活用の工

夫：システマティックレビューによる

組み入れ論文から抽出した 30事例. 

産業衛生学雑誌. 2026;68(1):2-16 

堤 明純. ストレスチェック制度の効果

検証. 日本精神科病院協会雑誌. 

2026;45(2):76-79. 

堤 明純. ストレスチェック制度につい

て. 建築設備と配管工事（印刷中）. 

Tsutsumi A, Matsuzaki K, Inoue R, 

Sekine Y, Kikuchi N, Watanabe K. 

Prospective association between 

high stress profile as defined using 

the Japanese Stress Check Program 

manual and long-term sickness ab-

sence among a working population 

with various backgrounds: a 

two-wave longitudinal study. En-

viron Occup Health Practice. 2025; 

7: eohp.2025-0021. 

https://doi.org/10.1539/eohp.2025

-0021. 

Tsutsumi A, Matsuzaki K, Inoue R, 

Sekine Y, Kikuchi N, Watanabe K. 

Usefulness of the Brief Job Stress 

Questionnaire to identify employees 

at risk of depression in the Jap-

anese Stress Check program: a 

large-scale cross-sectional study. 

Environ Occup Health Practice. (in 

press). 

 
２．学会発表 

なし。 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

 該当せず。 

 

Ｈ．文献 

1) 関根康寛、他．職業性ストレス簡易

調査票を用いた集団分析と職場環境

改善の現状と課題：文献レビュー．

労災疾病臨床研究 「職業性ストレス

簡易調査票に関する新しい基準値の

提案（230201）」 令和５年度 研究報

告書. 

2) 井上嶺子、他．集団分析の有効な活

用法について：文献レビュー．労災

疾病臨床研究 「職業性ストレス簡易

調査票に関する新しい基準値の提案

（230201）」 令和６年度 研究報告

書. 

3) 厚生労働省労働基準局安全衛生部 

労働衛生課産業保健支援室. 労働安

全衛生法に基づくストレスチェック
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制度実施マニュアル

(https://www.mhlw.go.jp/content/

11201250/001249076.pdf)
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【流れ図】 

TIME 項目   

    

R7 聴取項目に関する調査 

聴取項目（フォーマット）の作成（全員） 

倫理審査（北里、各分担施設） 

本研究における「職場環境改善の定義」の策定 

インタビュー方法の策定 

上半期 

 ↓  ↓ 

下半期 事例の収集 

⚫ 事例収集先へのアプローチ 

⚫ 適宜、聴取項目を整理し、必要と思

われる聴取項目（事例）を追加する 

⚫ 産業衛生学会等で活動を紹介し、さ

らに好事例を募る 

（全員） 

 事例活用を意識したまとめ方の検討 

⚫ 使いやすいマニュアルの構成（小田切、梶

木、松崎） 

⚫ 地域産業保健センターを含む地域の支援

の活用（江口、今井） 

⚫ 職場環境改善（吉川（徹）、吉川（悦）） 

⚫ 小規模事業場における活用（五十嵐、今井、

森口） 

⚫ 職業性ストレス簡易調査票の活用（井上、

渡辺） 

  

R8  

上半期  

下半期  

  

R9  

上半期  

 ↓  ↓ 

下半期 事例のまとめ（全員） 

事例の公開 [HP 作成]（北里） 

成果の共有 [こころの耳等] 

  （ ）内：主な担当、それぞれが協力しつつ補完 
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表１聴取内容 

１．企業基本情報  
 

企業（事業場）名、所在地、業種、従業員数、本社・支社の別、産業保健スタッ

フの配置状況  
２．事業場の概要 
 

ストレスチェック制度に関し、産業保健総合支援センターおよび地域産業保健セ

ンターへの相談の有無 
ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリン

グを想定） 
産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリング

を想定） 
３．ストレスチェ

ックの実施状況・

実施体制 

⚫ ストレスチェックの実施方法 
⚫ 委託した外部機関先 
⚫ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

４．ストレスチェ

ック制度の実施方

法 
 

⚫ ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 
⚫ ストレスチェックの実施形態 
⚫ ストレスチェックの際に使用した質問票 
⚫ ストレスチェックの受検率 
⚫ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 
⚫ 高ストレス者と判定された者のうち、本人による申し出により実際に医師に

よる面接指導を受けた者の割合 
⚫ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 
⚫ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 
⚫ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 
⚫ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

５．ストレスチェ

ック結果に基づく

集団分析 

⚫ 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 
⚫ 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
⚫ 集団分析の実施において工夫していること 

６．職場環境改善

の実施状況 
⚫ 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
⚫ 外部機関の活用内容 
⚫ 職場環境改善の実施において工夫していること 
⚫ どんな職場環境改善をやったか 
⚫ どれくらいのお金をかけたか 
⚫ 何があったから進められたか 
⚫ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
⚫ （小規模事業場において）職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が

上がった理由、実施しようとした動機） 
７．効果指標 ⚫ 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

⚫ MIRROR などの要望項目減少程度 
⚫ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
⚫ 心理的安全性 
⚫ 経済的効果 
⚫ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⚫ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
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表２米国職業安全保健研究所(NIOSH)や国際労働機関（ILO）が紹介しているストレス対策としての職場環境

の改善例 

①過大あるいは過小な仕事量を避け、仕事量に合わせた作業ペースの調整ができること 

②労働者の社会生活に合わせて勤務形態の配慮がなされていること 

③仕事の役割や責任が明確であること 

④仕事の将来や昇進・昇級の機会が明確であること 

⑤職場で良い人間関係が保たれていること 

⑥仕事の意義が明確にされ、やる気を刺激し、労働者の技術を活用するようにデザインされること 

⑦職場での意志決定への参加の機会があること 

⑧職場レイアウトの改善 

⑨人間工学的改善 

⑩チームワークや小グループ活動の活性化 

⑪作業のローテーション化 
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表３事例収集にあたって参考となる具体的な活動の例（「職場環境改善のためのヒント集」「メンタルヘルス

改善意識調査票」から） 

職場環境改善の具体例 

「職場環境改善のためのヒント集」に挙げられている項目 

作業計画への参加と情報の共有 

1作業の日程作成に参加する手順を定める 

2少人数単位の裁量範囲を増やす 

3個人あたりの過大な作業量があれば見直す 

4各自の分担作業を達成感あるものにする 

5必要な情報が全員に正しく伝わるようにする 

勤務時間と作業編成 

6労働時間の目標値を定め残業の恒常化をなくす 

7繁忙期やピーク時の作業方法を改善する 

8休日・休暇が十分取れるようにする 

9勤務時間制，交代制を改善する 

10 個人の生活条件に合わせて勤務調整ができるようにする 

円滑な作業手順 

11 物品と資材の取り扱い方法を改善する 

12 個人ごとの作業場所を仕事しやすくする 

13 作業の指示や表示内容をわかりやすくする 

14 反復・過密・単調作業を改善する 

15 作業ミス防止策を多面に講じる 

作業場環境 

16 温熱環境や音環境，視環境を快適化する 

17 有害環境源を隔離する 

18 職場の受動喫煙を防止する 

19 衛生設備と休養設備を改善する 

20 緊急時対応の手順を改善する 

職場内の相互支援 

21 上司に相談しやすい環境を整備する 

22 同僚で相談でき，コミュニケーションがとりやすい環境を整備する 

23 チームワークづくりを進める 

24 仕事に対する適切な評価を受け取ることができる 

25 職場間の相互支援を推進する 

安心できる職場のしくみ 

26 個人の健康や職場内の健康問題について相談できる窓口を設置する 

27 セルフケアについて学ぶ機会を設ける 

28 組織や仕事の急激な変化にあらかじめ対処する 

29 昇進・昇格，資格取得の機会を明確にし，チャンスを公平に確保する 

30 緊急の心のケアを行う体制を整える 

 

職場環境改善ができている具体例 

「メンタルヘルス改善意識調査票」にて、できていなければ、改善するとして挙げられている項目 

組織運営・教育  

1  人の配置や仕事量の割り当てが適切に行われ、特定の人に負荷が偏らない。 

2  仕事の指示をする人が明確になっており、誰に従うか迷うことはない。 

3  それぞれの技能に見合った難易度の仕事が割り当てられている。 

4  業務分担の内容は明確化されている。 

5  他のグループとの連携・協力はうまくいっている。 

6  配置転換・グループ換えは適切に行われている。 

7  仕事の方針はみんなの納得のいくやり方で決められている。 
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8  職場では、だれでも自由に意見や考えを述べることができる。 

9  顧客からの意見が製品開発やシステム作りに反映されている。 

10  仕事の目標、作業の見通しや位置づけの情報がきちんと伝えられている。 

11  進捗状況・達成度について上司と定期的に話し合う場が設定されている。 

12  ミーティングの回数や内容が適切で、情報や問題が共有できている。 

13  能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が行われている。 

14  上司が部下の訓練や研修の機会を積極的に与えている。 

作業・業務の改善  

15  本来の業務を圧迫するほどの余分な仕事はない。 

16  生産や注文などの入力作業による負荷は多すぎない。 

17  資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されている。 

18  出張業務時の連絡・支援のためのシステムが整備されている。 

19  仕事の大きな負荷が長期化する場合の補充・支援は速やかに行われている。 

20  顧客や関連業者とのトラブル発生時の相談・支援体制はできている。 

対人関係  

21  職場の中で、勝手にふるまう者はいない。 

22  職場の中で、取り残されたり孤立したりする者はいない。 

職場環境  

23  職場の分煙は適切に行われている。 

24  作業環境調整(空調・照明など)に、作業者の希望が反映されている。 

25  自分の業務に必要な作業空間は十分に確保されている。 

勤務時間・休息  

26  残業や休日出勤が多くなりすぎないよう配慮されている。 

27  休憩時間中は確実に休める。 

28  休憩中の電話や来客対応は、特定の人に偏っていない。 

29  仕事の区切りがついたら他の人に気がねせずに帰れる。 

30  「ノー残業デー」が設定され、活用されている。 

31  年休はとりやすい。 

32  時間が不規則な勤務でも、健康面に配慮した勤務体系になっている。 

33  休日出勤はないか、あっても連日にはならない。 

34  休日出勤の後には代休をとりやすい。 

35  混雑する時間・経路を避けて通勤できる。 

裁量・権限  

36  現場の担当者には、円滑に仕事を進めるために十分な権限がある。 

37  その日の業務量を、自らの裁量で調節できる。 

技能活用・やりがい  

38  職場では、各人の能力や工夫を生かすことができる。 

上司の支援  

39  上司が忙しすぎないので、部下からの相談を受ける余裕がある。 

40  上司は部下からの報告・相談を受け、適切な業務調整を行っている。 

41  上司が多忙な職場では、代理を務める者が設定されている。 

42  上司はみんなの仕事が円滑に運ぶよう取りはからっている。 

43  上司と部下の定期的な面接の際、部下の心身の健康状態を確認している。 

44  上司から部下へは、何事についてもきちんとした説明がなされている。 

同僚の支援  

45 同じ職場のメンバー同士で、互いに協力できている。 

 

職場環境改善の効果指標とされている例 

○対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

○MIRRORなどの要望項目減少程度 

○健康診断、休業などの統計情報の比較 
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○心理的安全性 

○経済的効果 

〇労働者からの感想、事業者・経営者・担当者の感想（とくに小規模事業場） 

〇事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
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表４ 収集された事例のポイント（事例番号は、本研究報告書全体を通じての事例の通し番号） 

事例１ 

⚫ 面接指導の申し出がない高ストレス者に、一般相談として産業医面接を推奨している。 

⚫ 厚生労働省の 57 項目版プラス WIN、それから独自項目として、エンゲイジメント系およびヘルスリテラシ

ー系の質問を５問ぐらい加えて実施している。WIN を使うと多少職場の中の問題点を掘り起こすのに便利。 

⚫ 「集団分析の結果を事業主に公表しますか」という質問はしないということにしている。この配慮により、

素直な回答が返ってくる。 

⚫ 自由記述も活用している。上に見せないと言っていることで、管理職批判など、辛辣な意見も上がってくる。

一つの単位で２－３人同様の意見が出てくると、真実に近い情報と判断される。 

⚫ 集団分析結果の良好な職場で座談会を開きヒアリングからグッドプラクティスを抽出して、その事例を使っ

て管理職研修とか、ストレスチェックの結果の説明会等で利用している。産業保健スタッフではなくて、職

場の人が話をすると現場で伝わりやすい。 

⚫ 上司も部下もあまり変わらない、総合リスクも真ん中辺のデータから、３年間くらいで、またさらに良くな

っていくような職場、徐々によくなっていくような職場をグッドプラクティス職場として探し出している。

そこで行われていることが多くの職場で実践できるグッドフラックスだろうと考えている。みなができるこ

とが水平展開できる。 

⚫ 総合リスク評価を３段階に層別化して、対応している。 

⚫ 職場環境改善は、悪いところを直そうではなくて、この職場を良くするために何があったら良いのかを考え

ようという思想で実施している。 

⚫ 現場の場合は、小集団活動の中でメンタルヘルス対策が選べるようにしてもらって、小集団活動の中で、自

分たちの職場をさらに働きよい職場するための行動を一つか二つ決めてもらうというような方法を埋め込

んだ。 

⚫ 自分がどうなりたいかっていうようことは重要。そう書いてあげると、アイデアは生まれてくる。 

⚫ 自分の単位の集団分析結果を、会社や所属部署の中で相対化してみることができる。 

⚫ 横に健康総合リスクを取って、縦に WIN の結果を取った図を作成して評価をしている。経営者にとってわ

かりやすい。 

 

事例２ 

⚫ 業界で義務付けられている集合教育の時間を利用して結果の返却や集団分析結果の検討をしている。 
⚫ 集団分析結果は社員全員で共有するが、安全衛生委員会で前もって議論することで、意見が出やすくなって

いる。 
⚫ 経年変化に注目して、全員で集団分析をしている。 
⚫ 年間計画の中でもう必ず職場環境改善を実施するところまで計画している。 
⚫ 業務（旅客）の安全性と結びつけてメンタルヘルスのことを考えている。 
⚫ ストレスチェックの結果をみて、メンタルヘルスに力入れた方がいいと思われることを標語に入れたりして

会社全体の目標にし、全体で共有している。 
 

事例３ 

⚫ 集団分析結果は、健康リスクとワーク・エンゲイジメントを組み合わせて使用している。偏差値で見せるの

はわかりやすい。 

⚫ どの職場も資料を使って安全衛生委員会での審議を行っている。結果を返す時期に、必ず管理監督者教育を

実施している。 

⚫ ストレス改善していくことも大事だが、みんなの活力向上にいかにつなげていくかというところにも役に立

てられるということで、ポジティブな目標を設定する。 

⚫ 現場の声を尊重し、スモールステップや低コストな対策の実施を勧奨する。 

⚫ 良好事例集を作成して、良好事例の見える化。良好事例を積み重ねて、水平展開することで、組織内での改

善活動の底上げすることができる。表彰制度を作ってインセンティブとしている。 

⚫ ICT を活用した職場内コミュニケーション活性化 
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事例４ 

⚫ 従業員参加型の職場改善意見交換会の実施 

⚫ 段階的な従業員参加型の職場環境改善を進めるツールの工夫 

⚫ 改善の進捗の見える化で従業員の関心や意欲を高める 

 

事例５ 

⚫ 経営指標として位置づけた活性度測定を軸とする併行運用 

⚫ 複数データを統合した職場状態のモニタリングとしての運用 

⚫ 管理職の気づき・振り返りを促す材料としての集団分析結果の活用 

⚫ 経営指標として位置づけた活性度測定を軸とする併行運用 

⚫ 複数データを統合した職場状態のモニタリングとしての運用 

⚫ 管理職の気づき・振り返りを促す材料としての集団分析結果の活用 

 

事例６ 

⚫ 良好事例の収集と展開 

⚫ 高リスク職場への重点的介入 

⚫ 他部門（人事部門）と連携した多角的な分析 

 

事例７ 

⚫ 労務管理の基本が店舗管理者のレベルに浸透するよう、繰り返し社内研修（１～２か月に一度）で伝

えている。 

⚫ 現場の声を拾い上げ、対応を講じるための報告ルートが確立されたことは職場改善を進める上で大き

な後押しとなった。 

⚫ 集団分析結果説明会を開催し、総務部門から各部門長を対象に、結果を次年度の部門の課題とし、目

標にも盛り込むよう依頼している。 

 

事例８ 

⚫ ワールドカフェ（グループワーク）を定期開催し、働きやすさ・やりがいについて自分たちで考える

機会を作ったことが、チームワークやコミュニケーションの円滑化など、組織改善の下地となってい

る。 

⚫ 売上減、パワハラ案件出現、他社の取組、コロナ禍など、一見ネガティブな要因が経営陣の意識変化

に寄与し、組織改善の後押しとなっている。 

⚫ 各部門のマネージャーを集め、エンゲイジメント向上のための組織を設置。まずは社員の声を拾い、

自分たちの声が改善につながるという実感を社員にもってもらうための取り組みを進めている。 

 

事例９ 

⚫ CSR 推進部門ができ、各現場任せであった安全や健康に関する取り組みを、会社として１つに集約して

行えるようになったことで、職場改善への取り組みは以前より行いやすくなった。 

⚫ 産業看護職による高ストレス部署の管理職との個別面談を実施、結果説明・改善に向けたアドバイス

や相談対応をしてもらっている。 

⚫ 男性ばかりだった製造現場で、女性の採用を増やしてから、雰囲気が明るくなり、２S活動なども以前

より活発になってきた。 

 

事例 10 

⚫ 営業部員による定期訪問等を通じて、在宅や客先常駐で分散して勤務、孤立しがちな社員との接点を

なるべく保ち、社員個々や客先の情報を得るようにしている。 

⚫ 本社の若手社員（女性）が、全員との面談（気軽な雑談）を年 1回行い、営業部員には言いにくいで

あろう情報を把握するようにしている。 

⚫ 集団分析結果を含め、前述の活動で得られた情報を基に、社員の適性に応じた客先とのマッチング、

上手くいかなかった際の再マッチング、問題が生じた際の客先への申し入れ等を行っている。 

 

事例 11 

⚫ つくる側が健康でないとよい作品は生み出せないという社風があり、経営層の理解もあることで進め
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やすい。 

⚫ 職種や社会経験も様々な人材が集まっており、最初は皆が同じ土台に立つ（共通認識をもつ）ことを

目標に、セルフケア研修を実施している。 

⚫ セルフケアセミナーは全員参加としており、特に受けてほしい社員が参加しやすい日時にセミナーを

設定している。 

 

事例 12 

⚫ 小規模事業場ほど経営層の意識が大きく関わってくる。人材の育成や定着などに危機感を感じている

企業ほど、一生懸命に職場改善に取り組もうとしている。 

⚫ 1 on 1 での関わり方や部下への関わり方など、管理職向けのコミュニケーション研修を実施。ちょっ

とした言い方に気を付けるだけでも、上司-部下間の関係性が変わるところがある。 

⚫ 管理職と部署員で意見交換の場をもった事業場では、お互いの気づきにつながったところもあった。

意見交換を通じて部署内の絆が深まったという感想もあった。 

 

事例 13 

⚫ 経営層・人事・産業保健の三位一体の連携： 工場長、人事総務部門、産業保健部門が共同で「心の健康づ

くり計画」を作成し、定期的な会議で進捗を確認する体制を構築している 。 
⚫ 戦略的な KPI 設定： 中期活動計画や KPI を設定するための「戦略マップ」を作成し、上級管理責任者が

年度の重点目標を社員集会（フォーラム）で宣言することで、組織全体への周知を図っている 。 
⚫ 「上司の支援」に注目したポジティブ・アプローチ： 総合健康リスクだけでなく、「上司の支援」が高い部

署にヒアリングを行い、良好事例を「Tips 集」としてリスト化し管理職に提供している 。 
⚫ 高リスク職場への階層的アプローチ： 高ストレス職場の課長の「さらに一つ上の上司（部長等）」を交えて、

工場長や産業保健スタッフと共に改善方法を検討する仕組みがある 。 
⚫ 面談率向上のためのオプトアウト形式： 高ストレス者に対し、本人の希望の有無に関わらず面談を設定し、

本人からの断りがない限り実施する形式をとることで、ケアの網羅性を高めている 。 
 

事例 14 

⚫ データ駆動型の課題抽出： BI ツール（Tableau）を活用し、一目で分かりやすい結果の可視化を行ってい

る。さらに、人事部門のワークエンゲージメント・スコアとの突合分析も実施している 。 
⚫ 特定部署・職位への重点対策： 集団分析から「グロサリー主任」の高ストレス割合が高いことを特定。経

営判断により営業部門主導の追加アンケートを実施し、具体的な業務改善（ストレス要因の除去）に繋げて

いる 。 
⚫ 保健師による店舗ヒアリング： 高リスク店舗だけでなく「低リスク（良好）」な店舗の店長にも保健師がヒ

アリングを行い、店舗の強みを認識させると同時に良好事例の収集を行っている 。 
⚫ 多角的な健康指標の活用： ストレスチェックだけでなく、プレゼンティーズム（Wfun、東大 1 項目版 SPQ）

や K6、生活習慣チェックなどを組み合わせて、多角的に従業員の健康状態を把握している 。 
 

事例 15  

⚫ 50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を設置（開催頻度は現場の負担に配慮して設定）

し、ストレスチェックの集団分析結果を共有する場として活用した。 
⚫ ストレスチェックの集団分析結果を踏まえて職場巡視を行い、現場に安全衛生の視点を意識してもらうこと

を職場環境改善のきっかけとした。 
 

事例 16 

⚫ 50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を立ち上げる準備を行った（今後、ストレスチェ

ックの集団分析結果を共有する場として活用する予定）。 
⚫ ストレスチェックの集団分析結果を踏まえ、中小規模事業所向けのアクションチェックリストを活用しなが

ら職員参加型の職場環境改善を行っている。 
 

事例 17 

⚫ 50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を設置し、年間計画（ストレスチェックの集団分
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析結果の報告や職場巡視を実施する時期）を立てて、開催頻度を段階的に増やしていった。 
⚫ ストレスチェックの集団分析結果を踏まえて職場巡視を行い、現場に 4S・5S の視点を意識してもらうこと

を職場環境改善のきっかけとした。 
 

事例 18 

⚫ 社長が健康経営の視点で職場環境改善に力をいれたいとの思いを社員に伝えトップダウンでメンタルヘ

ルス対策が行われている 
⚫ 社員教育に適した人材を担当役員に抜擢し、本社から遠方の拠点に対してもオンラインを用いた管理監

督者研修をマンツーマンで積極的に行っている 
⚫ 集団分析の結果では、拠点別の高ストレス者割合や（80 項目の職業性ストレス簡易調査票で）ストレス

反応の訴えのパーセンテージの高さに着目し、拠点の特徴に対応した取り組みを図っている。 
⚫ 全国に複数ある 50 人未満の拠点があるため、社内ポータルサイトを立ち上げ相談を受けやすい体制を構

築した。これにより、問題に対して本社が比較的早期から対応できるようになり、また本社が拠点の問

題に関わる姿勢に対して社員から感謝の念と信頼が生まれ、離職が避けられるという効果が見られてい

た。 
 

事例 19 

⚫ 食品を扱うという業種特性から HACCP を先行的に導入した結果、社員の衛生意識の向上、さらには職場

環境の重要性の認識が高まった。 
⚫ 従業員の高齢化と人員の確保の重要性を強く認識し、会社内での組織づくり（企画経営室）からスタートし、

業務の改善提案（システム導入、DX）を足掛かりにして職場環境改善に着手。 
⚫ グループ会社間での福利厚生の統一・底上げの検討も行っている。 
 

事例 20 

⚫ まずは目につくところから変化させることを意識し、社屋の改装や什器の入れ替え、事務職の制服着用を中

止するなど行った結果、会社の印象が明るくなり社員からも好意的に受け止められている。 
⚫ 従来はトップダウンで意向が伝えられることが多く会議が少なかったが、拠点の課長レベルを集めた会議の

開催を増やしたことにより、意見交換、拠点間の情報共有が盛んになり、その結果、拠点間で業務を相互支

援できる事案や機会が増え、結果として負担が軽減されたり、物品管理の好事例の横展開が行われている。 
⚫ 年功序列を廃止して若手を登用する制度改革を行ったり、グループウェアを導入して業務の効率化を図って

いる。 
 

事例 21 

⚫ 高ストレス者に対して、健康診断結果をあわせて産業保健師による面談。 
⚫ 厚生労働省の 80 項目版に加え、帰属意識，心理的安全性，KPI等のオリジナル項目＋女性健康管理の 3軸

からなる計 100項目としている。 
⚫ ウインドミルモデルによる職場診断をあわせることにより、職場の課題とウエルネスを明確にアセスメント

している。 
⚫ 産業保健師がストレスチェック集団分析の結果を職場診断と合わせて、部門長に対して 1時間から 1時間半

かけて対面にてフィードバックし、相互理解を深めるとともに、部門長の悩みについても相談にのっている。 
⚫ 企業の経営戦略の中にストレスチェックの集団分析を位置づけている。 
⚫ 職場環境改善は、職場主体で進め、良好事例は水平展開している。 
 

事例 22 

⚫ 集団分析は、様々な角度から丁寧におこない、職場の問題と強みを明確化する。 
⚫ 職場環境改善は職場が主体となっておこない、良好事例は水平展開する。 
⚫ 安全とセットで心身の健康づくりについても、職場で話し合ってもらう。 
⚫ 高ストレスが悪であるということにならないように配慮する。 
⚫ 産業保健師のやる気次第で、職場環境改善は健康施策とあいまって、どんどん広がっていく。 
⚫ 働きやすい職場とはどういうものか、従業員に対してポピュレーションアプローチで従業員全体に周知して

いく。 
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⚫ 今後は AＩを活用した職場環境改善もあり得るといえる。 
 

事例 23 

⚫ EAP 主導の集団分析と経営層を含む報告会を基盤に、産業保健看護職が管理監督者へ個別支援を行う体制

を整えている。 
⚫ 管理監督者を職場環境改善推進の重要な立場とし、管理監督者のメンタルヘルス対応への困難感を喚起する

よう働きかけている。 
⚫ 大きな予算を伴わない現場主体の小規模な職場環境改善から始めている。 

 

事例 24 

⚫ 委託先 EAP 機関の報告資料では見えない課題を、生データを取得して社内独自の解析で検証している。 
⚫ 解析に関する専門的スキルを持った人材 (産業保健スタッフ) が統計ソフウェア R のプログラムを作成・展

開している。 
⚫ ストレスチェックは本社労務が担当し、高リスク職場にヒアリングを行うなどの介入を行っている。産業保

健スタッフは別業務に専念して役割分担を図っている。 

 

事例 25 

⚫ 集団分析では「仕事の意義」「ワーク・エンゲイジメント」などポジティブ指標を中心に解析を行う。 
⚫ 健康経営優良法人認定への推進を絡めて職場環境改善策を実行している。 
⚫ そのほか、必ずしもストレスチェック制度とは関わりのない契機を職場環境改善に連動させている。 

 

事例 26 

⚫ 「仕事の判定図」から得られる総合健康リスク値を重要な指標とし、それに基づくセグメント化と介入を実

施している。 
⚫ ストレスチェック、および集団分析後の職場環境改善は、産業保健スタッフの配置を委託している事業者と

協力して進めている。 
⚫ 衛生部門において、メンタルヘルス対策が重要であり、先行投資に対する理解がある。 

 

事例 27 

⚫ 小規模企業が単独で産業保健スタッフを雇用することは困難だが、グループ全体や地域でリソースを共有す

る仕組みが有効。 

⚫ 実施事務の集約: 産業保健専門職が複数企業の実施事務を一括管理することで、各現場の事務負担を大幅に

軽減。 

⚫ 「保健師面談」の定着: 医師による面接指導（二次予防）だけでなく、産業看護職による日常的な相談窓口

を設けることで、不調の芽を早期に摘み取る「一次予防」が機能。 

⚫ 制度を「義務」ではなく「経営戦略」として位置づけることが、小規模組織では特に重要。 

⚫ トップメッセージの明確化: 「社員の健康が利益の源泉である」という経営哲学を浸透させ、ストレスチェ

ックをその具体策として提示。 

⚫ オーナーシップの醸成: 経営者自身が健康管理に関心を持つことによる、組織全体の優先順位の引き上げ。 

⚫ メンタルヘルスの概念が抽象的で捉えにくい場合、より具体的な身体的リスクと連結させて説明。 

⚫ 健診結果とのクロス分析: 肝機能数値や血圧などのデータとストレス状況を併せて検討し、具体的な生活習

慣の改善（禁酒・節酒指導など）に繋げる。 

⚫ 物理的環境改善からの着手: ヒートショック対策や腰痛予防など、目に見える職場環境の改善を通じて、会

社が社員を大切にしている姿勢を可視化。 

⚫ 他社の成功事例を知ることは、導入のハードルを下げる有力な手段。 

⚫ ポータルサイト等の活用: 厚生労働省の「こころの耳」などに掲載される良好事例を参照し、自社に合った

モデルを見つけることを推奨。 

⚫ グループ・地域内での情報共有: 集団分析の結果を経営層で共有し、互いの取り組みを「見える化」するこ

とで、組織全体を底上げ 

 

事例 28 
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⚫ 経営トップによる「安全・健康」の優先順位の明確化: 「安全と健康は、生産や品質よりも優先される」と

いう強いメッセージを経営層が発信し、改善活動に「組織としての許可」を与えることが不可欠である。 
⚫ 現場主導の「見守り役（推進員）」の配置: 各部署に「メンタルヘルス推進員」を置き、月 1 回の職場巡回

（「順思」活動）を通じて、数値には表れない「普段と違う様子」や「職場の空気感」を早期に察知する体

制が有効である。 
⚫ 「物理的・身体的」な改善からの着手: メンタルヘルスという抽象的な課題だけでなく、デスク配置の変更

や転倒防止といった、目に見える「働きやすさ」や「身体的安全」の確保から始めることで、従業員の抵抗

感を下げることができる。 
⚫ 事務負担の軽減と本質への集中: 複数の調査、サーベイを実施する場合に、類似した設問項目の重複を避け

ることで回答者と事務方の負担を減らしつつ、継続可能な仕組みにする。 
⚫ 管理職への「シビリティ（礼節）」研修: 精神論ではなく、職場での振る舞いやイライラへの対処といった

具体的な「礼節」をテーマにした教育を行うことで、心理的安全性の土台を築くことができる。 
⚫ 「声を上げれば環境が変わる」という成功体験の蓄積: 悪い情報も即座に上層部まで届くルートを確保し、

指摘された課題に対して迅速に改善アクション（配置変更など）を行うことで、従業員との信頼関係を醸成

する。 
⚫ 外部専門職（産業医・保健師）の戦略的活用: 必要に応じて、ストレスチェックを実施している外部機関の

保健師や、産業医の知見を活用する。 
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章末資料：インタビュー方法 ver.1.3 

1. 研究の説明と同意の取得 

説明文・同意書を基に研究の説明と同意の取得を行う。インタビュー前に行っていただきますが、あらかじめ

説明文・同意書を研究参加者にお送りいただいているとスムーズです。同意を得て、インタビューを実施してく

ださい。 

 

2. インタビュー内容…特に収集したいもの 

本研究の目的は、「集団分析及び職場環境改善の事例を収集するとともに、事業者や産業保健スタッフ等が集

団分析及び職場環境改善を行う際に活用できるマニュアル・手引き等の作成に向けて、必要な情報の整理等を行

う」ことです。とくに、職場環境改善の課題や困難を克服している事例を発掘し、集団分析を活用した職場環境

改善のさらなる展開に資することを目指します。次頁表の内容を聴取します。 

 

3. インタビュー方法 

情報の聴取方法は、まずは、表の項目５，６（※）に挙げている集団分析、職場環境改善の工夫の有無を尋ね、

工夫を行っている内容について重点的に聴取後、他項目を埋めていくことを基本とします。 
現時点でストレスチェック実施義務のない、小規模事業場については、とくに、ストレスチェックの実施状況・

実施体制（表、項目３）、ストレスチェックの実施方法（表、項目４）の情報を聴取し、小規模事業場でも実施

可能な体制や方法の情報を明らかにします。 
記録の補助として、必要に応じて、録音を行います（録画は行わないようにしてください）。 
地域産業保健センターや産業保健総合支援センターなどの支援側施設からは、支援の内容について聴取します。 
 
メモ（適宜、経験知を付け加えます） 
⚫ 表１～４の項目は、ほぼデフォルトで聞いていただくことになります。時間の節約のため、インタビュー

後に、あらためて情報をいただくようにされてもよいです。 
⚫ 1 回のインタビューは 60 分以内を目安としたいと思います（短いものは、短くても可能）。 
⚫ 「７. 効果指標」の⑥、⑦については、例えば「労働者の方から何か感想が挙がりましたか？」や「事業

場で集団分析・職場環境改善をすることのメリットを感じているといった話題が挙がっていますか？」な

ど、⑥や⑦に関連する回答を引き出すような質問を行うと聞き取りやすい。 
⚫ 効果のあるなしについて（読者が）分かる粒度で聞き取れるとよい。たとえば、「総合健康リスクが 120

点から 100 点になった」「メンタルヘルス不調による休職者が 1/3 になった」等 
 
※注１：研究計画書の表には５番がありません（５番の内容を削除した時に、編集ミスしました！）。 
※注２：すべての項目を聞かなければならないということではありません。事業場の活動で、該当しない項目

はスキップ可能です（たとえば、外部機関を活用していないところに、その活用内容はありません）。 
 

4. 記録の提出 

聴取した情報は、一事例ごとに、表の項目毎に聴取内容を記し、後述のチェック表とともにお送りください。 
 

※注３：聴取した事例は、事業場で行われている工夫（課題への対応）を中心にして、事例を閲覧する事業者

が集団分析・職場環境改善の実施のヒントが得られるような形でまとめる予定です。事例のまとめ方は、後の班

会議等で協議予定です。まずは、提出フォーマット（項目を並べたもの）でお送りください。 
 

5.  予定する研究対象者数 

現時点で、50 事例です。まずは、好事例を収集します！ 
次表で挙げた項目をできるだけ埋めることを目指します。聴取した項目内容は適宜集計します。必要な項目が

埋まらないようであれば、（倫理審査等必要な手続きをとったうえで）聴取数の増加等検討します。 
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6. 研究対象者への謝礼 

研究対象者が希望される場合、１回の調査につき 3000 円の Quo カードを謝礼として渡すこととしています。

各施設のルールにのっとって、謝礼をお渡ししてください。研究機関でない場合は、ご相談ください。 
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表 
１．企業基本情報  
 

企業（事業場）名＊、所在地＊、業種、従業員数、本社・支社の別、産業保健ス

タッフの配置状況  
２．事業場の概要 
 

ストレスチェック制度に関し、産業保健総合支援センターおよび地域産業保健セ

ンターへの相談の有無 
ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリン

グを想定） 
産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリング

を想定） 
３．ストレスチェ

ックの実施状況・

実施体制 

〇ストレスチェックの実施方法 
〇委託した外部機関先＊ 
〇ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

４．ストレスチェ

ック制度の実施方

法 
 

○ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 
○ストレスチェックの実施形態 
○ストレスチェックの際に使用した質問票 
○ストレスチェックの受検率 
○受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 
○高ストレス者と判定された者のうち、本人による申し出により実際に医師によ

る面接指導を受けた者の割合 
○高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 
○高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 
○面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 
○ストレスチェックの個人結果の返却方法 

５．ストレスチェ

ック結果に基づく

集団分析 

○集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 
○直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
〇集団分析の実施において工夫していること 

６．職場環境改善

の実施状況 
○職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
○外部機関の活用内容 
〇職場環境改善の実施において工夫していること 
〇どんな職場環境改善をやったか 
〇どれくらいのお金をかけたか 
〇何があったから進められたか 
〇職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
小規模事業場において 
〇職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようと

した動機） 
７．効果指標 ○対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

○MIRROR などの要望項目減少程度 
○健康診断、休業などの統計情報の比較 
○心理的安全性 
○経済的効果 
〇労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
〇事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

＊：事例聴取先の事業場が判明するような情報は、事例集として公表しない。 
研究報告書では、ご希望に応じて（謝辞でもお名前は挙げたくないという事業場以外）、謝辞としてお名前

を挙げることは可能 
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チェック表 

聴取した項目をチェックしてください（１～４は、基本的にすべて聴取してください※） 
１．企業基本

情報  
企業（事業場）名  
所在地  
業種  
従業員数  
本社・支社の別  
産業保健スタッフの配置状況  

２．事業場の

概要 
 

産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無  
ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ）  
産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ）  

３．ストレス

チェックの

実施状況・実

施体制 

ストレスチェックの実施方法  
委託した外部機関先  
ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容  

４．ストレス

チェック制

度の実施方

法 
 

ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）  
ストレスチェックの実施形態  
ストレスチェックの際に使用した質問票  
ストレスチェックの受検率  
受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合  
本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合  
高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属  
高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態  
面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること  
ストレスチェックの個人結果の返却方法  

５．ストレス

チェック結

果に基づく

集団分析 

集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例）  
直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  
集団分析の実施において工夫していること  

６．職場環境

改善の実施

状況 

職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無  
外部機関の活用内容  
職場環境改善の実施において工夫していること  
どんな職場環境改善をやったか  
どれくらいのお金をかけたか  
何があったから進められたか  
職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等）  
小規模事業場において 
職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 

 

７．効果指標 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）  
MIRROR などの要望項目減少程度  
健康診断、休業などの統計情報の比較  
心理的安全性  
経済的効果  
労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想  
事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット  
そのほか  

※：ご希望に応じて、事例の報告様式も含み、完全匿名は可能 
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事業場名：            インタビュー日時：     年  月  日 
 
担当名：            
 

事例提出用フォーマット 

こちら項目の頭出しをしたものです。不要なものは省いて結構です。 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
○○株式会社 

② 所在地 
神奈川県・・・・ 

③ 業種 
製造業 

④ 従業員数 
60 人 

⑤ 本社・支社の別 
本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
産業医（嘱託）1 名、衛生管理者 1 名 
 
 

２． 事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 
３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 
② 委託した外部機関先 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

 
４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 
② ストレスチェックの実施形態 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 
④ ストレスチェックの受検率 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

 
６． 職場環境改善の実施状況 
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① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
② 外部機関の活用内容 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 
④ どんな職場環境改善をやったか 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 
⑥ 何があったから進められたか 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
 

７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８． そのほか（特記事項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
事業場名：            インタビュー日時：     年  月  日 
 
担当名：            
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令和７年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01） 

分担研究報告書 

 

事例の収集 

 
研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授 
研究分担者 松崎慶一 北里大学医学部公衆衛生学講師 

 

研究要旨： 

事業者や産業保健スタッフが、ストレスチェック制度の集団分析および職場環境改善

を実施するにあたって、参考となるような事例を収集することを目的として、３つの好

事例を収集した。 

事例１は、大企業の実践例であった。集団分析の結果の見える化により、自分たちの

職場の位置を認識しながら、「自分たちの職場をより良くするにはどうすればよいか」

といった視点で職場環境改善を行っている。ストレスチェックの結果を総合健康リスク

とエンゲイジメント指標を組み合わせて示すことで、上層部の理解が得やすくなった。 

事例２は、小規模の旅客運送業の事例であった。業界で義務付けられている集合教育

の中で、集団分析の結果を取り入れ、従業員の意見を募るようにしている。旅客運送に

係る安全面とメンタルヘルスを結び付けた議論ができている。 

事例３は、鉄道関連の大企業の事例であった。総合健康リスクとワーク・エンゲイジ

メントの指標を組み合わせて、偏差値で示すなど、集団分析の結果を見やすくする工夫

をしている。結果を職場に返す際に、必ず管理職教育を行っている。職場環境改善は自

主性を重んじていて、ポジティブな目標を掲げる活動を促している。 

経営層や管理職の理解を得ることが難しい課題解決のヒントになる事例（事例１）、

比較的小規模な事業場で、関係労働者の意見を聴く方法のヒントになる事例（事例２）、

従業員の理解や協力を得ることが難しい課題解決のヒントになる事例（事例３）を収集

した。 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、「集団分析および職場

環境改善の事例を収集するとともに、事

業者や産業保健スタッフ等が集団分析お

よび職場環境改善を行う際に活用できる

マニュアル・手引き等の作成に向けて、

必要な情報の整理等を行う」ことである。

とくに、職場環境改善の課題や困難を克

服している事例を発掘し、集団分析を活

用した職場環境改善のさらなる展開に資
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することを目指す。 

ストレスチェック制度の要諦は、職場

におけるメンタルヘルス不調の一次予防

であり、労働者個人のストレス対応（ス

トレスへの気づきと対処）とともに、集

団分析と職場環境改善は、組織的にスト

レス要因を軽減する重要な手法である。

ストレスチェックの結果を基にした集団

分析と職場環境改善の実施が低調である

ことはストレスチェック制度の効果を半

減させるものと言える。現場で使える事

例を整理し、マニュアルに反映されるこ

とで、組織的な職場のメンタルヘルス対

策が進むことが期待される。 

現行の「ストレスチェック制度実施マ

ニュアル」（厚生労働省）（1）では、事業

場内外の好事例を資料にまとめておくこ

とは、職場環境改善の計画を立てるうえ

で効果的とされている。本研究では、と

くに職場環境改善の課題や困難を克服し

ている事例を発掘し、集団分析を活用し

た職場環境改善の実施のハードルを下げ

ることを目指す。集団分析と職場環境改

善の有効性や成功例を示すことにより、

事業者の効力感の向上を図り、動機づけ

に資する。さらに、集団分析・職場環境

改善を具体的にどのようにしたかを示す

ことにより、事業者が、自事業場で実施

する場合のイメージを得ることを支援す

る。職種、規模別の事例を収集すること

により、自身の職場で適用できる職場改

善のヒントを得ることができるように工

夫する。 

集団分析の単位が定まっていた従来の

枠組みと異なる働き方、例：組織が変化

する型（プロジェクト型等）等、につい

ても事例を収集することで、今後増加が

見込まれる、新しい働き方への職場環境

改善にヒントを提供できることが期待さ

れる。 

以上より、集団分析・職場環境改善の

さらなる展開を促進し、メンタルヘルス

不調の未然防止に貢献する。 

 
Ｂ．研究方法 

班会議で策定した事例収集の方法（聴

取先の選定）を基に、３つの好事例を収

集した。 

インタビューは、研究班で設定したイ

ンタビュー方法に基づいて、オンライン

で、約１時間をかけて行った。対象者の

承諾のもと、インタビューは録音し、逐

語録を作成した。 

事例は、研究班で設定した事例提出用

フォーマットに沿ってまとめた。検索を

容易にするために、キーワードを付すよ

うにした。また、事例のポイントを書き

だすようにしてまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は、北里大学医学部・病院倫理

委員会（B25-021）の承認を得て実施した。 
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Ｃ．研究結果 

事例１：経営層や管理職の理解を得るこ

とが難しい課題解決のヒントになる事例 

事例１は、全社で１万人を超える従業

員を有する大企業の事例である。 

ストレスチェックは、職業性簡易ストレ

ス調査票 57項目版に Win28項目と独自項目

（エンゲイジメント、ヘルスリテラシー）

を加えて実施している。 

千人規模の大企業であるが、各事業所の

安全衛生委員会で合意を得た上で、集団分

析の単位は 5 名まで分解している。集団分

析の結果は、全て見える化できるように集

計しているが、個別の結果は、集団分析の

単位で、「自分のところ」の位置が分かるの

みで、上層部に個別の分析結果は上がらな

いようにしている。自由記述（本音）も活

用している。 

職場環境改善は、集団分析のリスクで３

層に層別して、介入している（ハイリスク

群に力点をおいている）。職場環境改善の良

好事例は、その職場の人に発表していただ

いて水平展開を図っている。職場環境改善

は、「その職場を良くするためには、どうし

たらよいか」といった視点で行っている。

活動を進めるためには、何より、集団分析

の意義や内容をよくわかってもらうことが

大切だと考えている。 

横に健康総合リスク、縦に WIN の結果を

取って作成した図は、上層部が職場の状況

をつかみやすく、ストレスチェックの意義

を了解しやすい。数値は改善していて、職

場環境改善活動が受け入れられている。 

 

事例２：比較的小規模な事業場で、関係

労働者の意見を聴く方法のヒントになる

事例 

事例２は、60 人規模従業員の運輸関係

の会社である。代表取締役社長は、保健

師の資格を有しており、法律の定めると

ころでストレスチェックに関わっている。 

検査から集団分析、職場環境改善まで、

ストレスチェック全体のプロセスを年間

計画に落とし込んでいる。 

集団分析は勤務形態別に行っている。

業界で、毎月集合教育を行うことが義務

付けられており、この中で、集団分析の

結果について意見出しをしてもらってい

る。衛生委員会で、前もって議題にする

ことで意見が出やすい。経年変化は、業

界の状況を良く反映していて、従業員に

も理解されやすいので、参考にしている。

年間計画に落とし込んでいることで、必

ず実施される。旅客運送の安全面と従業

員のメンタルヘルスを結び付けて議論が

できている。 

安心・安全な職場をモットーに、年間

目標の中に、メンタルヘルス関係の目標

を、ストレスチェックの結果を基にして

設定して入れ込むようにしている。一人

職場（運転手）なので、できるだけコミ

ュニケーションをとるようにしている。 
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事例３：従業員の理解や協力を得ること

が難しい課題解決のヒントになる事例 

事例３は、鉄道関連の大企業の事例で

あった。 

総合健康リスクとワーク・エンゲイジ

メントの指標を組み合わせて、集団分析

の結果を見やすくする工夫をしている。

エンゲイジメントの指標は上層部が分か

りやすい利点がある。得点は偏差値にす

ると分かりやすい。結果を職場に返す際

に、必ず管理職教育を行っている。 

職場環境改善は自主性を重んじている。

「皆の活力向上につなげる」といったポ

ジティブな目標を掲げて活動を促してい

る。スモールステップで低コストの改善

を旨とし、実施した対策には振り返りを

することを勧め、うまくいかなかった対

策は中止するなど、メリハリをつけるよ

うにしている。 

 

Ｄ．考察 

事例１は、大企業の実践例であった。

集団分析の結果の見える化により、自分

たちの職場の位置を認識しながら、「自分

たちの職場をより良くするにはどうすれ

ばよいか」といった視点で職場環境改善

を行っている。ストレスチェックの結果

を総合健康リスクとエンゲイジメント指

標を組み合わせて示すことで、上層部の

理解が得やすくなった。 

事例２は、小規模の旅客運送業の事例

であった。業界で義務付けられている集

合教育の中で、集団分析の結果を取り入

れ、従業員の意見を募るようにしている。

旅客運送に係る安全面とメンタルヘルス

を結び付けた議論ができている。 

事例３は、鉄道関連の大企業の事例で

あった。総合健康リスクとワーク・エン

ゲイジメントの指標を組み合わせて、偏

差値で示すなど、集団分析の結果を見や

すくする工夫をしている。結果を職場に

返す際に、必ず管理職教育を行っている。

職場環境改善は自主性を重んじていて、

ポジティブな目標を掲げる活動を促して

いる。 

 
Ｅ．結論 

経営層や管理職の理解を得ることが難

しい課題解決のヒントになる事例（事例

１）、比較的小規模な事業場で、関係労働

者の意見を聴く方法のヒントになる事例

（事例２）、従業員の理解や協力を得るこ

とが難しい課題解決のヒントになる事例

（事例３）を収集した。 
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事例１ 経営層や管理職の理解を得ることが難しい課題解決のヒントになる事例      事例通し番号１ 

 
キーワード 
⚫ 経年変化 
⚫ 集団分析についての理解度向上 
⚫ 前向きな改善 
 
参考になるポイント 
⚫ 面接指導の申し出がない高ストレス者に、一般相談として産業医面接を推奨している。 

⚫ 厚生労働省の 57 項目版プラス WIN、それから独自項目として、エンゲイジメント系およびヘルスリテラシ

ー系の質問を５問ぐらい加えて実施している。WIN を使うと職場の中の問題点を掘り起こすのに便利。 

⚫ 「集団分析の結果を事業主に公表しますか」という質問はしないということにしている。この配慮により、

素直な回答が返ってくる。 

⚫ 自由記述も活用している。上に見せないと言っていることで、管理職批判など、辛辣な意見も上がってくる。

一つの単位で２－３人同様の意見が出てくると、真実に近い情報と判断される。 

⚫ 集団分析結果の良好な職場で座談会を開きヒアリングからグッドプラクティスを抽出して、その事例を使っ

て管理職研修やストレスチェックの結果の説明会等で利用している。産業保健スタッフではなくて、職場の

人が話をすると現場に伝わりやすい。 

⚫ 上司も部下もあまり変わらない、総合リスクも真ん中辺のデータから、３年間くらいで、またさらに良くな

っていくような職場、徐々によくなっていくような職場をグッドプラクティス職場として探し出している。

そこで行われていることが多くの職場で実践できるグッドフラックスだろうと考えている。みなができるこ

とが水平展開できる。 

⚫ 総合リスク評価を３段階に層別化して、対応している。 

⚫ 職場環境改善は、悪いところを直そうではなくて、この職場を良くするために何があったら良いのかを考え

ようという思想で実施している。 

⚫ 製造現場では、小集団活動の中でメンタルヘルス対策が選べるようにしてもらって、小集団活動の中で、自

分たちの職場をさらに働きよい職場するための行動を一つか二つ決めてもらうというような方法を埋め込

んだ。 

⚫ 自分がどうなりたいかっていうようことは重要。そう書いてあげると、アイデアは生まれてくる。 

⚫ 自分の単位の集団分析結果を、会社や所属部署の中で相対化してみることができる。 

⚫ 横に健康総合リスクを取って、縦に WIN の結果を取った図を作成して評価をしている。経営者にとってわ

かりやすい。 

 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 本社事業所 

② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

製造業 

④ 従業員数 

全社：17,320人 本社地区：2200人 

⑤ 本社・支社の別 

本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業医（常勤）２名、衛生管理（専任）者 1名、保健師（常勤：３名、非常勤 1名） 

事務職（非常勤１名） 

 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 
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② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託（Webによる回答） 

② 委託した外部機関先：＊＊＊株式会社 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェック Web 回答 個人結果通知 

 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：＊＊＊の産業医と保健師 

② ストレスチェックの実施形態 健康管理室が実施 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票 57項目版+Win28項目＋独自項目 

④ ストレスチェックの受検率：98.7％ 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：9.4％ 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：5.4％ 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：＊＊＊ 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：直接面談及び Web 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

一般相談として産業医面接を推奨 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web 閲覧 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について 
千人規模の大企業であるが、各事業所の安全衛生委員会で合意を得た上で、集団分析の単位は 5 名

まで分解している。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  

⚫ 調査票を追加して、幅広く情報収集している。厚生労働省の 57 項目版プラス WIN、それから

独自項目として、エンゲイジメント系およびヘルスリテラシー系の質問を５問ぐらい加えて実

施している。BJSQ だと、集団分析に 12 項目しか使っていないので、そうすると何が問題か

が非常に見えづらくなっていくので、WIN を使うと多少職場の中の問題点を掘り起こすのに

便利。 
③ 集団分析の実施において工夫していること  

⚫ 「集団分析の結果を事業主に公表しますか」という質問はしないということにしている。デー

タを全部事業主には見せないという前提で、最初から同意は取らない。同意をとってデータを

扱うと、見せてもよい人と見せない人が出てきて、事業者が見せられる人だけ見るという話に

なると非常に歪んだデータを見ることになるため。また、この配慮により、素直な回答が返っ

てくる。 
⚫ 自由記述も活用している。上に見せないと言っていることで、管理職批判など、辛辣な意見も

上がってくる。一人だけの意見だとそうでもないが、一つの単位で２－３人同様の意見が出て

くると、真実に近い情報と判断される。専門職として、種々工夫をしながら上層部にフィード

バックする。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無  

もともと自前でやっていたが、現在は実施だけは外部機関 
② 外部機関の活用内容  

検査のみ（ウェブ）と個人結果の Web 上での開示 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること  

－37－



 

⚫ まず、ポピュレーションとして何をするかというと、集団分析結果の良好な職場で座談会を開

きヒアリングからグッドプラクティスを抽出して、その事例を使って管理職研修や、ストレス

チェックの結果の説明会等で利用している。 
⚫ グッドブラックスの水平展開は意外と難しい。経験を重ねて気づいたことだが、とても良い集

団は、逆に言うと特殊で参考にしにくい（一般化しにくい：非常にデータがいい集団というの

は優秀な部下と優秀なリーダーがいて、非常にミッションがはっきりしてるような集団）。 
⚫ 最近は、上司も部下もあまり変わらずに、真ん中辺のデータ（自社では総合健康リスクが 85

ぐらい）から、３年間くらいで、またさらに良くなっていくような職場、徐々によくなってい

くような職場を探し出している。そこで行われていることが多くの職場で実践できるグッドフ

ラックスだろうと考えている。そうすると、その人達はそんな難しい事じゃなくて、意外と地

道な努力をしていて、みんなができるようなことをやって少しずつ良くなってるという現象が

よくわかる。 
⚫ そういった職場を３つくらい集めてきて、産業保健スタッフが話すのではなく、その職場の人

に話してもらう。リーダーとか、中間管理職が講師になって、ストレスチェックの結果、説明

会で、「うちではこんなふうになってこんな風に良くなりました」という説明をしてもらう。

そうすると聞いてる側は非常にわかりやすいみたい。産業保健スタッフが、モディファイして

類型化して何か形を作って説明するよりは、はるかにプラクティスがよくわかる。 
⚫ 次にハイリスクアプローチについて。リスクを三段階ぐらいに分けて、非常にリスクが高い職

場は、直接上司と（さらにその上の上司も含めて）お会いして、説明を聞きながら、どういう

風にしたらいいのかっていう計画を立てていただく。 
⚫ 計画を立てること自体は、第二段階のリスクグループまでは同じだが、一番リスクの高い職場

については、その上の上司まで入ってもらって一緒に計画を立ててもらう。「リスクの何が本

当の問題なのかということを考えていただいて計画を立てましょう」と。 
⚫ 第２段階のグループは、上司に対して計画を立てなさいと指示する。改善計画のフォーマット

も決まっているので、それを過去の結果を合わせて投げる（現場に任せる）。ストレスチェッ

クの集団分析結果は、基本的に三年間分トレンドで返すということにしてある。 
⚫ 一番リスクが低いグループは、希望する人に説明と資料を配って理解してください、と指示す

るぐらい。 
⚫ こうすると、一番手をかけなければならない職場に、確実に、介入が可能になる。パワハラに

近い事例などが出てくると、自分達とのヒアリングした上で対策を人事的な対策としてしっか

り考えてほしいと勧める。低いリスクのグループも取り残さない。 
⚫ ハイリスクグループを、どれくらい抽出するかは、自分たちのリソースでいくつ勝負できるか

ということなので、知恵を絞ることになる。 
 
 

④ どんな職場環境改善をやったか 
⚫ 初期（1999 年ごろ）は、その職場の人に集まってもらって、「こういう結果が出た、これにつ

いてみんなで話し合いましょう」ということをした。どうなったら良くなるかと。悪いところ

を直そうではなくて、この職場を良くするために何があったら良いのかを考えようという思想

で、職場の人とグループワークをするというのがまず一つあった。 
⚫ 次の時代になると、数年でその改善フォーマットみたいなのを作った。改善フォーマットを書

いてもらうことは、難しくない。ストレスチェック結果を前年の結果と比較して、数値データ

はこういうふうに動いてますということを説明する。その後はストレスに関する内外要因を自

分たちで書いてもらって、自分たちの職場のなりたい姿、目標を立ててもらって、それに対し

て、情報共有だとかコミュニケーションだとか、少しカテゴリーをいくつか並べてあげて、そ

れに対しそういうことに対して何をしますか？なんかできますか？それを作ってくださいと。

簡単に言うと普通の業務計画予算を作るようなフォーマットだが、それを作って配るというよ

うな手法を取った。しかしこれは、こんな面倒くさいことさせるのがみたいな話になって、現

場ではこれがかなりあの嫌がられた。本社でやると意外とそんなのはすっと受けられたのだが。 
⚫ なので、製造現場の場合は、小集団活動の中でメンタルヘルス対策が選べるようにしてもらっ

て、じゃあ自分たちの職場のストレスを改善するためには何をしますか？自分たちの職場をさ
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らに働きよい職場するための行動を一つか二つ決めてもらうというような方法を、小集団活動

の中に埋め込んだ。これは現場では意外と簡単にやってくれた。 
⚫ いずれも前提として、一番大事なことは、集団分析結果をちゃんと説明するってことが非常に

重要。分かってもらうこと。最初の頃は各所属長を回ってずっと説明をするというような時代

が続いたが、今では、200 人ぐらいの職場のデータを一覧にして、みんな集めて説明するよう

な状態になっている。逆に言うとあいつとこれはストレスが高いんだとお互いわかってしまっ

ても、もういいという形になった。 
⚫ こういった理解度があってくると、余計な憶測をせずに、まあ真摯に状態を受け止めるという

か、そういうことができるようになってくる。説明も簡単にできるようになる。今では、本社

だったら文章だけ。一般的な説明は文書だけになってしまった。 
⚫ 自分がどうなりたいかっていうようことは重要。そう書いてあげると、アイデアは生まれてく

る。「ストレスが高いから何とかしろ」ではなくて、「なりたい姿があるでしょ？」と。前向き

な改善こそが本当の姿で、調査の中には、そのヒントがただ隠されてるだけですね。 
 

⑤ どれくらいのお金をかけたか 
調査自体はそれほどかからない（全社で 200 万） 
保健師の工数がかなり取られてる。集団分析結果をまとめるとか、自由記述欄をうまくまとめてい

くとかは、技能を要する。保健師は各事業所で 0.5人ぐらいはもうストレスチェックにかかりつく。

システムの自由度がさらに向上すれば大きな問題ではなくなる。 
 

⑥ 何があったから進められたか 
⚫ ストレスがあること自体はみんな理解してるけども見えないので、ストレスというものを見え

る化したかったというのが動機。相対的に、ストレスが多いか少ないかってあることが理解で

きないと、その差を直そうとはしないわけなので。ストレスが、あることを見せるということ

が、ストレスチックの意味だというふうに考えている。経年変化も含めて、差ができているこ

とを、うまく使っている。 
⚫ 今は自分の部署から、全部の結果が見えるようにしている。自分の課の集団分析結果は見える、

自分が属している部が見える、今自分が属している本部が見る、自分が属している会社の平均

値が全部見える。自分より大きな集団の平均値が全部見えるので。自分の単位まで来た時に、

自分たちの職場が大きな集団からずれているかどうかわかる。 
⚫ その他、データを返すときにランキングをつけてある。自分の部署だけが名前が載ってて他は

匿名になっていると、自分達は、ワーストワンにいるのか、ワーストツーにいるのか、トップ

に近いのかとかわかる。 
⚫ ヒストグラムを載せて、一個一個の項目の全体的な全体の中の位置がわかるようにして返す。

あの相対評価ができるだけわかりやすく見えるような図表をつけて返している。偏差値をつけ

るのも簡単。 
 

⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
⚫ リーダーたちがその認識と合わないという考え⇔部下の認識との差 
⚫ リーダーたちが自分たちの認識と合わないと言われるのは障害。リーダーたちの想いが強すぎ

る。間違えたことをやってるわけじゃないんだけれど、部下の気持ちを理解せずに自分の理論

で走ってる人たちは、ちょっと困る。ストレスチェックは、上司がどう思ってるかじゃなくて、

部下がどう思ってるかを調査しているものなので。 
⚫ もう一点は、細かな努力をしなくても上司から得たらいいんじゃないの？という意見。上が変

わればコロッと変わるので、さっさとうちの上司変えてくれませんかね？みたいな話が出てき

てしまうといけない。 
 

⑧ 小規模事業場において 
職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
NS 
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７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

⚫ 横に健康総合リスクを取って、縦に WIN の結果を取る。各得点は、非常によく相関する。左

上の事象に来るところは、総合健康リスク（感覚的ストレス）が低く・メンタルヘルス風土調

査がいいので、職場の仕組みが非常にうまく回っている職場群ということになる。右下の事象

に来るところは、総健康リスク 110 以上で WIN が 47.5 以下のところということで、感覚的

ストレスが高くて、職場の仕組みがうまく回っていない。メンタルヘルス風土が悪いというと

ころ。この二つが何パーセントあるかということを指標にしている。 
⚫ 初期の頃は、左上の職場の風土が非常にいいと思われるところは 23%だったが、ストレスチェ

ックの集団分析結果を丁寧に説明し、社内 HP に集団分析結果をまとめとグッドプラクティス

を毎年掲載し、説明会を計画実施し、グッドブラックスを周知しることを繰り返すことによっ

て、50％まで上がった。一方、右下の風土の得点が、7.7％から 2.2％に下がった（下図）。 
⚫ 明らかに、数字上良くなった。感覚的にも、上直接部下のマネジメントをしている上司の皆さ

んから話を聞くと、やっぱり職場の雰囲気を良くすれば働きやすくなる、働きやすくなればみ

んな働きますよと実感として思ってらっしゃる。彼ら自身も自分たちでこんな努力をしたので、

早く結果を見たいというような人達が出てくるようにはなった。 
⚫ こちらは、経営層説明用にどうやって見せようかと考えて作った。本社地区では、地区のすべ

て年ごとの組織が載っている。全社で作った上で、〇〇工場はこの点ですと分かると、その工

場がどっちに寄ってるかっていうのがわかる。各工場全社を作って各工場を色付けるといい。

工場の特徴が分かる。また、工場をだけを取り出してきて、例えば研究部門、現場間接部門で

やると、それぞれの特徴が見えてくる。 
⚫ 健康指標は分かりづらい。疾病休業統計も、そんなにめちゃくちゃよくならない。ある同じ調

査を繰り返しているので、まあ風土が変わってきたっていうことになるんだろうなとは思う。

（メンタルヘルス中でお休みになるのは、必ずしも会社の話だけじゃない）圧倒的に個人要素

が強い。風土が変わっているというのは上にも見せやすい。 
⚫ 自社で指標を作るのであれば、できれば二軸がいい。または偏差値にするのもよい。意外と計

算は簡単。ただ、偏差値は動きが少ないので、スケールを引き延ばして使う必要がある。 

 
 

日本産業衛生学会 GPS ＊＊＊事例 
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事例２ 比較的小規模な事業場で、関係労働者の意見を聴く方法のヒントになる事例     事例通し番号２ 

 
キーワード 
⚫ 安心・安全な職場 
⚫ 経年変化 
 
参考になるポイント 
⚫ 業界で義務付けられている集合教育の時間を利用して結果の返却や集団分析結果の検討をしている。 
⚫ 集団分析結果は社員全員で共有するが、安全衛生委員会で前もって議論することで、意見が出やすくなって

いる。 
⚫ 経年変化に注目して、全員で集団分析をしている。 
⚫ 年間計画の中で、必ず職場環境改善を実施するところまで計画している。 
⚫ 業務（旅客）の安全性と結びつけてメンタルヘルスのことを考えている。 
⚫ ストレスチェックの結果をみて、メンタルヘルスに力入れた方がいいと思われることを標語に入れたりして

会社全体の目標にし、全体で共有している。 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 

② 所在地 
＊＊＊ 

③ 業種 
一般常用旅客自動車運送事業 

④ 従業員数 
60 人 

⑤ 本社・支社の別 
本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
産業医（嘱託）1 名（健康診断をお願いしている医療機関の病院長）、保健師 1 名、衛生管理者 1
名（常勤者兼務）、安全管理者 1 名（常勤・内勤者）、安全衛生委員 3 名（常勤・乗務員） 
 

２． 事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 無 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ）事業継承時の労災事例が

きっかけ 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 
３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 4 月開始翌年 3 月までの年間計画でじっくり少しずつ実施する形 
ストレスチェック自体は、毎年 9 月に実施。 
集合教育を行う際に、調査票を配って期間を置いて一人ずつ封書で提出をしてもらう。それを＊＊

＊の方に送ると一ヶ月ぐらいで結果が返却されるので、それを、集合教育のところで、実施事務従

事者の方から個人に（封してある）返してもらう。 
実施の時に必ず、結果の開示を事業者にしていいかを確認する同意書を入れている。同意があった

もののみ、データを事業者が見れるようにしている。集団分析を必ずしている。隔年で、健康診断

時に得られる生活習慣をプラスして検討している。 
② 委託した外部機関先 ＊＊＊（検査のみ） 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 ＊＊＊（検査のみ） 

 
４． ストレスチェック制度の実施方法 
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① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：産業医。社内で一番重要な役割を担っているの

は、実施事務従事者（一名選任）。 
② ストレスチェックの実施形態 紙ベース。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 職業性ストレス簡易調査の 57 項目。隔年で、総合版の

90 項目。 
④ ストレスチェックの受検率 約 90% 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 1 割 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 十年目に入っ

たが、今まで面接指導をしたものは 1 名だけ。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 健診先 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 
実施事務従事者の方から高ストレス者に対しては、医師の面談を希望するかどうかということを伝え、

本人の申し出を待つ。最終的には一声ずつ声をかけている。面接を希望した者に対しては、産業医の面

接が入る。その時に必要がある、あるいは本人が希望すれば専門医に紹介してもらう。産業医の方には、

勤務状況、情報提供書を発行している。実際に面接指導をした場合には、産業医の方から意見書をもら

う。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること  

同意がある場合には、保健師が面談の時間を作る。 
ストレスについての話をしたり、少しこんなことを改善できるんじゃないかっていうようなことを話

したりする。同意がなければ事業者の方は知る由もなしという状況なので、ちょっとそこが漏れてる可

能性があるため、事業者と保健師を兼務してることでよろしくないと感じているが、普段の様子見てる

とストレスのあるなしはわかってくるので、同意あるなしに関わらず、多分この人はそうなんだろうな

って思われる人には、声かけを多くしたり、面談の時間を取ったり、全者面談の時に聞いたりしている。 
 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 月例会で。参加できなかった人は出勤時のその店舗で、

実施事務従事者の方から個人に返却。 
 

５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 
① 集団分析の単位について 

全体、内勤者、乗務員（勤務形態別）に分けて実施。乗務員を勤務形態別に、隔日、日勤、夜日勤

の３つに分ける。 
 

② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
９月に実施、10 月下旬に結果が戻る。タクシー会社に義務付けられている２日間にわたる集合教

育で個人および集団分析の結果を返している（注：集合教育は毎月開催される。1 回 1 時間）。全

員に話をする。単年度の結果を分析するのも大切だが、着目するのは経年変化。働き方がこうよく

なっていくと、やっぱりメンタルの面も落ち着いてくるのがわかる。 
どうしてこのような結果になったのかを皆で分析している。従業員にも問いかけをしている。それ

はこうだから、あーだからっていうことで意見が出てくる。 

集合教育の１時間の 11項目の中で「健康項目の重要性」があり、45分くらいで、全員に直接聞く。

出席は多い時で 20名から５，６名。 

 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

結果の共有を必ずする時間を設ける。皆で意見を出す→職場環境改善につながりやすい。 
安全衛生委員会で集団分析結果を報告、事前にもんでおくと意見が出やすい。 

 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

職場環境改善そのものにはない。関連する研修会などの情報を積極的に取り入れている（ネタ探し

をしている）。 
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② 外部機関の活用内容 
NS 

③ 職場環境改善の実施において工夫していること 
年間計画の中でもう必ず職場環境改善を実施するところまで計画している。 
安全衛生委員会で、結果が出てくると、今年はどんなことを取り組んでみようかとか、今までやっ

てきたことの評価してみようかというような取り組み等が議題として自然挙がる仕組みになって

いる。 
旅客の安全など毎回挙がるが、メンタルヘルスが交通事故にもつながるという意識が共有される。 
安全衛生委員会だけではなく、タクシー会社なので、運行管理の部門が非常に重要な位置づけにな

っている。そこで、旅客輸送の安全とか、あるいは交通事故の分析とか再発防止に向けた審議が毎

回議題にあがるので、そこともタイアップして、安全性の部門だけではなくって、結局そのメンタ

ルの状態が、交通事故に繋がることもあるんじゃないかというようなことが、皆で共有できている。

運行管理会議でも、交通事故のリスクアススメントと関連付けて職場環境改善を考える。 
 
 

④ どんな職場環境改善をやったか 
・年間目標を４つ掲げる。交通安全や接客、に加えて、必ず健康に関する目標を入れる。 
安全衛生委員会で検討し、ストレスチェックの結果をみて、メンタルヘルスに力入れた方がいいと

思われることを標語に入れたりして会社全体の目標にし、全体で共有している。「みんなで笑顔で

挨拶にしよう」「ストレスチェックのあの集団分析を生かそう」など継続している。お金かからな

い。 
・保健師が健康教育をする際に、大切と思うテーマを実施（お金かからない） 
・大学の看護学部の保健師課程の実習を受け入れている 会社のヘルスニーズをテーマに入れて講

話をしてもらっている。 
・コミュニケーションの促進：集団分析の上司の支援が低めに出る←業界ならではの制約（とくに

夜勤！）→内勤者の出勤時間を変えて会えるようにしたり、集合教育の際に必ず声をかけたりして

いることが、効果が出てきていると感じている。 
・全社面談３年目（３年前から、一人一人と、話すようにした。２－３か月かける；４月から有機

契約の話がある際に年度更新の話題を兼ねて、一年間の振り返り）ストレスチェックを通して作っ

た。時間取るのは大変（短くて１５分、長くて１時間；その日出勤している人）で、１か月で終わ

らないが、非常に手応えがある。普段知らなかった家族のことを語ってくれたり、健康診断では出

てこないような健康上の何か問題とかも出てきたりする。 
・運行管理、労働時間管理の徹底。業界全体の課題だが、休憩時間を含め、時間を守ることを徹底。

皆で制限を決める。安全衛生委員会だけでなくて、運行管理の会議ともタイアップし徹底するとこ

ろに繋がってくる。 
・人事総務の担当：有給休暇の取得を進める。従業員個々に「あと何日」と知らせるなど、きめ細

かな対応をすることで、取得率挙がっている。 
・ストレスチェックの結果（57 項目）と＊＊＊の生活習慣のチェックリスト（隔年実施、合わせ

ると 90 項目）の関連や、定期健康診断の関連を見る（保健師の立場） 
・歩合制賃金なのでプレゼンティイズムの把握が重要。←点呼をしているときにチェックリストで

把握している（車の整備点検票と一緒にした。皆で決めた。簡単でよい）。対面で診れる。薬飲ん

でいるかもわかる。健康状態で何かいつもと違うとか、問題を抱えてるという場合には、必ず事業

者の方に報告が来るようしている。もしそういうような状態の人がいたら、運行管理者が途中で何

回か声かけをしたり、休憩時間を多くしたり、あるいは必要があれば治療をしたり、そういうよう

なことにまで繋げる対応をしている。高齢化で治療が必要な従業員が増えていることに対応できて

いる。 
・乗客に対する恐怖心みたいなものがストレスになるというようなデータがあったので、会社全体

として、ハラスメントの防止規定を作成した。ドライバーのストレス要因（乗客がストレス要因）

そういうものがあると安心・安全な職場になる （今のところ相談窓口の相談がないのが実態） 
・高齢化で治療を必要とする人が増えている→治療と仕事の両立支援規定を作成。両立できるよう

に協力する（産保センターの協力） 
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・健康上の取り扱い規定を策定した（産保センター協力） 
・運転者の働きやすい職場認定（国交省）２０２１に一つ星 ２０２３に二つ星を取得（取得する

のに環境整備が必要）  
・重層的な対応 

 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

安全衛生委員会、運行管理会議で意見が出てきた時、お金の面は制約がある。お金がかかること「会

社としてここまではできる、これまではできない」と明確に言っている。 
お金をかけないで、効果が上がるものって一体なんだろうって考えるようにしている。工夫と言っ

ていいかわからないけれども、いくつか出てきた意見の中で、じゃあどれを採択しようかっていう

時には、必ず資金的なことを考えながらできるものをきちんとしている。 
やりたいことはあってもできないというジレンマもある。 
 

⑥ 何があったから進められたか 
背景として労災が発生したことが経緯「もう二度とああいったことを発生させたくない」 
 

⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
ストレスチェックそのものに抵抗がある社員がいる 職場環境改善に乗ってこない 
←安全衛生委員会、運行管理者に進めていく（社長だけがやるというのでなく）じわじわと理解者

を広げていく 
 

⑧ 小規模事業場において 
職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 

 
７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
健康リスクは経年変化で診ている 
外部要因に左右されやすい←対応も考えられる 

② MIRRORなどの要望項目減少程度 

③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

職場全体の意識が挙がっている 
会社全体のメンタルヘルスを改善したり、向上するために、その一つが 9 月に実施するストチェッ

クなんだっていうような意識付けを一生懸命している。全体の一つであること！ 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８． そのほか（特記事項） 
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事例３ 従業員の理解や協力を得ることが難しい課題解決のヒントになる事例       事例通し番号３ 

 
キーワード 
⚫ ありたい職場 
⚫ ポジティブな目標 
⚫ 見える化 
 
参考になるポイント 
⚫ 集団分析結果は、健康リスクとワーク・エンゲイジメントを組み合わせて使用している。偏差値で見せるの

はわかりやすい。 

⚫ どの職場も資料を使って安全衛生委員会での審議を行っている。結果を返す時期に、必ず管理監督者教育を

実施している。 

⚫ ストレスを改善していくことも大事だけれども、みんなの活力向上にいかにつなげていくかみたいなところ

にも役に立てられるんじゃないかということで、ポジティブな目標を設定する。 

⚫ 現場の声を尊重し、スモールステップや低コストな対策の実施を勧奨している。 

⚫ 良好事例集を作成して、良好事例の見える化をしている。良好事例を積み重ねて、水平展開することで、組

織内での改善活動の底上げすることができる。表彰制度を作ってインセンティブとしている。 

⚫ ICT を活用した職場内コミュニケーション活性化の事例がある。 

 
１．企業基本情報  
企業（事業場）名：＊＊＊株式会社 
 
所在地：＊＊＊ 
 
業種：陸運、鉄道、関連事業 
 
従業員数：18514 名（2024/3） 
 
本社・支社の別：本社、＊＊＊事業本部 
 
産業保健スタッフの配置状況 ： 
東京、静岡、名古屋、新大阪：産業医 13 名、保健師 25 名、臨床心理士 4 名、事務 18 名 
 
 
２．事業場の概要 
 
ストレスチェック制度に関し、産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 
 
ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリングを想定）：‐ 
 
産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリングを想定）：－ 
 
３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
〇ストレスチェックの実施方法： 
 年１回、全社員、オンライン回答、健康管理センター集計 
〇委託した外部機関先＊ 
〇ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 
 
 
４．ストレスチェック制度の実施方法 
○ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：医師、保健師、公認心理師 
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○ストレスチェックの実施形態：事業場内実施 
 
○ストレスチェックの際に使用した質問票：職業性ストレス簡易調査票 57 項目＋＠ 
 
○ストレスチェックの受検率：100％ 
 
○受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：-- 
 
○高ストレス者と判定された者のうち、本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた者の割合：

-- 
 
○高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：健康管理センター 
 
○高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：産業医による面談（オンライン等含む） 
 
○面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること： 
実施者（医師・保健師）による状況確認と面談勧奨 

 
○ストレスチェックの個人結果の返却方法：オンライン配信 
 
 
５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 
○集団分析の単位について： 
全社、部門、事業所レベル（10 人以上） 

 
○直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法： 
管理者主導型職場環境改善（業務配分、物理的環境等の見直し、相談しやすい環境整備、社員研修の実施など）、

社員参加型職場環境改善。どの職場も資料を使って安全衛生委員会での審議を行っている。 
 
〇集団分析の実施において工夫していること： 
結果の見やすさは工夫している。デザインを工夫し、健康リスクと WE を主な結果として扱うとわかりやすい。

偏差値にするとみなピンとしやすい（得点よりわかりやすい）。安全衛生委員会で、産業医が説明するのによい 
。平均も、職責の系統別に、全社と比較ができるように見せている。経年変化も出している。 
結果を返す時期に、必ず管理監督者教育を実施している（結果の見方や一次予防対策での管理監督者の役割）。 
ワーク・エンゲイジメントは上層部に見せるのによい。ストレスだとマイナスの話、一部の話になりやすい。社

員全体のものと認識されずに先に進まないが、ワーク・エンゲイジメントは、生き生きとか活力とか、前向きな

話になって、対象が全員になるように認識される。 
 
６．職場環境改善の実施状況 
○職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：無 
 
○外部機関の活用内容 
 
〇職場環境改善の実施において工夫していること： 
 ・強制ではなく、職場の自律的な活動（動機づけ・準備性）を大切にする（人事・健管セは支援） 
 ・職場の健康増進担当者を任命している 
 ・会社の理念や大切にしている価値につながることを明示している（ストレス改善していくことも大事だけれ

ども、みんなの活力向上にいかにつなげていくかみたいなことにも役に立てられるのではないかというようなこ

とで、ポジティブな目標を設定する） 
 ・管理監督者への事前の教育を結果返却時に年１回実施する。オンライン研修を取り入れている（時短）。 
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 ・安全衛生委員会等での審議の勧奨（実際の現場の情報（社員の声など）を大切にする） 
 ・スモールステップや低コストな対策の実施の勧奨 
 ・身体的な健康増進の取組も勧奨 
 ・対策の振返り機会設定の勧奨（よいものは続け、よくないものは見直す・やめる） 
 ・良好事例の水平展開（良好事例集やニュースを作成）や良好事例へのインセンティブの付与（表彰制度を作

っている） 
 ・総合健康リスク 120 以上の職場へは、産業医による状況確認を行う 
 ・職場レベル ワーク・エンゲイジメントの値が上位 15%以上の職場の状況の聴き取りと改善内容の事例化と

水平展開。 
 ・意見箱の設置で WE が年々上昇している。社員の声「意見を受け止めてもらえる」。タブレットですぐ、改

善点や意見が言えるような例もある。 
 
 
〇どんな職場環境改善をやったか：下段資料「個別の事業所事例」参照 
 
〇どれくらいのお金をかけたか：様々 
 
〇何があったから進められたか： 
 ・組織の風土（職場環境改善に価値をおく風土） 
 ・管理者のリーダーシップ（積極的な姿勢、声掛け、協力など） 
 ・担当者チームや事業所内の人的資源（実務の中心となる社員、中堅社員など） 
 ・改善を推進する枠組み（改善グループ、安全衛生委員会など） 
 ・他職場の良好事例 
 ・実施した後の手応え 
 
〇職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
 ・業務の優先順位が他にあり、リソースを割きづらい 
 ・効果の不明瞭さや予測不可能性への不安 
 ・適切な手続きが理解されづらい（社員の声⇒実現可能な対策への落とし込み⇒実行⇒振り返り）※途中のフ

ァシリテーションや説明（マネジメントスキル）の不足 
 ・職場環境改善以前の個別の問題がある（多忙など） 
 
小規模事業場において 
〇職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
 
７．効果指標 
○対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
○MIRROR などの要望項目減少程度 
○健康診断、休業などの統計情報の比較 
○心理的安全性 
○経済的効果 
 
〇労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想：各資料参照 
 
〇事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット： 
 ・適切に行うことができると、生産性やストレス改善、ワーク・エンゲイジメント向上にポジティブな効果が

見込める。組織の活性化、不調者の予防につながる。 
 ・コンプライアンス等社会的な要請への対応となる。 
 ・良好事例の見える化。良好事例を積み重ねて、水平展開することで、組織内での改善活動の底上げすること

ができる。 
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◆個別の事業所事例 
 
○ICT を活用した職場内コミュニケーション活性化を進めた職場環境づくり：管理者主導型 
【概要】 
事業所内建屋が複数離れており、社員間のコミュニケーションをはかることが難しかった。日常的に観察され

る業務改善の声もあがりにくい課題があった。 
【対策】 
 従業員が所持しているタブレット端末に「復命入力フォーム」を作成。勤務終了後に従業員が、日々気づいた

課題や改善点を含めて復命する仕組みとした。管理者は内容をすぐに把握し、箇所長に報告。箇所長から担当管

理者にすぐに対応を指示できるようにした。 
 加えて、復命フォームの中で「他従業員のよかった点」「業務上等の悩み」も記載できるようにし、従業員の

活躍や悩みを把握しやすいようにした。活躍や悩みの内容については管理者からのフィードバックやフォローに

すぐにつながるようにした。 
【効果】 
 総合健康リスクの改善、職場の一体感や対人関係スコアの向上。 
 若い社員からは ICT 活用することで、対面では伝えづらいことも記載しやすいという声があった。 
 管理者には、すぐに対応する意識やポジティブなフィードバックを心がけることにつながっているという。 
 
 
○スローガンのもと、従業員の意見を吸い上げ、迅速対応によって社員の改善モチベーションを高めた職場環境

づくり：管理者主導型 
【概要】 
「全員の知恵を結集して『より安全』で『より効率的』な仕事に挑戦しよう！」という職場のスローガンの 

もと、従業員から意見を集める意見箱を設置し、職場の課題を迅速に解決する仕組みを構築した。 
【対策】 
 「安全の向上」「人材育成」「業務効率化」を目的とした改善チームを複数設置し、従業員はいずれかのチーム

に所属するようにした。グルーピングは担当業務のチームとは別に、業務チーム横断的に様々な社員が交流しや

すい構成とした。加えて、中核となる社員をそれぞれのグループにリーダーとして抜擢し、チーム運営が進みや

すいように工夫した。 
 職場内に業務改善に関する意見箱を設置し「どんな意見でも大歓迎で、改善チームが必ず対応すること」を明

言した。投かんされた意見はどんな小さなものでも、まずは感謝の上、受取、関連する改善チームで検討し、対

応可能なものについては迅速に検討・対応される仕組みとした。また検討された内容は必ず全従業員にフィード

バックされるようにした。良好な意見については、所属長からの表彰というインセンティブを設けた。意見の例

としては、作業のより効率的な進め方や簡易な打合せスペースの設置など。 
【効果】 
 ワーク・エンゲイジメントの向上。まずはやってみようと思えるようになったという社員の声。改善アイデア

の数の向上。成功体験を重ねることでの改善活動へのモチベーションの向上。 
 
 
○対話を重視した活気ある職場づくり：従業員参加型 
【概要】 
 もともと職場の基本方針として「対話」を重視し、活気ある職場づくりの推進を掲げていた。対話を重視した

よりよい職場づくりに取組みたいということで、健康管理センターと共同で社員参加型職場環境改善を実施した。

職場のよい点やありたい職場の姿を社員同士の対話の中から確認し、ありたい職場の姿を実現するために、職場

内で行うことのできる改善活動のアイデアを募った。 
【対策】 
 「業務グループの垣根を超えた、従業員間の対話がもっと必要」という意見から、「担当を超えた、業務の相

談の奨励」「担当外の業務グループの作業に参加し、それぞれの業務を学ぶ機会の設定」「環境改善のための担当

を超えたワーキンググループの設定」などを実施し、日々の業務の効率化や改善を進めた。 
【効果】 
 社員間のコミュニケーションが増加し、職場内が明るくなったという社員の意見があった。若い社員から相談
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しやすいという声があった。他職場からも「雰囲気が明るい」という意見がある。総合健康リスクの低下、ワー

ク・エンゲイジメントや職場の一体感の向上。 
 
 
○従業員参加型職場環境改善を経て、自律的な職場環境改善を継続 
【概要】 
新規事業の工事の設計や施工管理を行う部署であった。新しい仕事のため、その内容は複雑で、量的にも多く、

仕事のストレス度は高い状態があった。健康管理センターと協力し、従業員参加型職場環境改善を実施し、職場

環境づくりに取り組むことを企画した。「ありたい職場の姿」を確認し、「職場の課題を社員全員のアイデアで乗

り越え、社員が健康でいきいきと働ける環境をつくっていこう！」という事業所長のスローガンのもと、継続的

に職場環境改善に取組んだ。 
【対策】 
 初年度は、職場内により話しやすい環境ができるとよいという意見から、「気軽に打合せできるスタンディン

グテーブルの設置」や「従業員が集まりやすい昼食環境の整備」、社員のよい点が認められる機会がさらにある

とよいという意見から「四半期ごとにテーマを決め、表彰する機会を拡充」などといった、すぐにできる改善活

動から取り組んだ。 
 実践を重ねる中で、従業員たちは「自分たちでよりよい職場をつくることができる」という自信を強めた。次

年度以降は、職場環境改善を支える事業所長のリーダーシップや中堅社員の従業員間における意見聴取など積極

的な働きかけのもと、従業員同士が必要なときには、自発的に話し合いを行う機会が増えた。 
そのような中から、業務担当の縦割りによる情報分断を防ぐための「担当者横断ミーティング」、若い従業員

のニーズや悩みを積極的に取り上げるための「若手従業員ヒアリング」、培ってきたベテラン従業員のスキルを

継承していくための「スキル継承講習会」、地域への貢献や交流を促進するための「地域と共催する交通安全教

室」などが実施された。 
【効果】 
総合健康リスクの低下やワーク・エンゲイジメントの向上がみられた。 
従業員からは意見が言いやすく、働きやすい職場だという意見がある。 
改善活動へのモチベーションが高まり、職場内で自律的に改善活動に取組む雰囲気ができあがった。 
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令和７年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究

（250301-01）分担研究報告書 

 

ストレスチェックにおける職場環境改善の事例収集：集団分析を活用した

職場環境改善に関する工夫と課題 
 

研究分担者 吉川悦子 日本赤十字看護大学看護学部 准教授 

      吉川 徹 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

           過労死等防止調査研究センター 統括研究員 

研究要旨： 

【目的】本研究は、ストレスチェック制度における集団分析を活用した職場環境改善の好事例

を収集・整理することを目的とする。とくに、職場環境改善を進める過程で生じた課題や困難

をどのように克服してきたのかという実践的な工夫に着目し、事業者、産業保健スタッフ等が

自らの事業場で集団分析および職場環境改善に取り組む際の参考となる知見を抽出するこ

とを目指す。 
【方法】集団分析結果を活用した職場環境改善に関与した経験を有する人事労務担当者、

衛生管理者、産業医、保健師等を対象に半構造化面接によるインタビュー調査を実施した。

研究デザインは質的記述的研究とし、ネットワークサンプリングにより事業場規模や業種を限

定せずに調査対象を選定した。インタビュー内容を逐語録に起こし、集団分析の活用状況お

よび職場環境改善の文脈に着目してコード化し、共通性に基づき整理・分析した。 
【結果】3 つの事業場から職場環境改善の事例を収集した。いずれの事業場においても、集

団分析結果は管理職へのフィードバックの機会を通じて、職場支援者である産業保健スタッ

フと管理職による状況把握等に活用されていた。好事例に共通して、①事業場規模や組織

構成に応じた集団分析単位や返却方法の柔軟な運用、②他部署との単純比較を避け、職場

の良好な点に着目した管理職向けフィードバックの工夫、③従業員参加型、管理職主導型、

高リスク職場への重点介入を組み合わせた対象職場の状況にあわせた職場環境改善アプロ

ーチの選択と実践が行われていた。一方で、組織再編に伴う分析単位の不一致や、集団分

析結果が管理職の評価と受け止められることへの懸念が課題として挙げられた。 
【考察】集団分析結果を職場環境改善につなげるため、画一的な運用ではなく事業場の規模

や組織特性に応じた柔軟な設計が重要である。集団分析結果を評価ではなく対話の材料と

して位置づけ、管理職が前向きに受け止められるよう配慮したフィードバックを行うことが、職

場の改善行動を促す鍵となる。従業員参加型と管理職主導型、重点介入を状況に応じて組

み合わせることが、職場環境改善の実効性と継続性を高めることが示唆された。 
【結論】本研究により、集団分析結果を改善のための気づきの材料として活用し、産業保健ス

タッフが継続的に関与しながら事業場の特性に応じた支援を行うことが、ストレスチェック制度

におけるメンタルヘルス一次予防を実効性のあるものにする実践的知見として示された。 
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A. 研究目的 
ストレスチェックは職場のメンタルヘ

ルス一次予防を主たる目的としており、

メンタルヘルス不調の未然防止、すなわ

ち労働者のストレスマネジメントの向上

及び職場環境等の把握と改善を進めてい

くことが重要である（厚生労働省，2021）。 
2021 年の労働安全衛生調査（事業所調査）

の特別集計結果によると、ストレスチェッ

ク結果を集団分析し、その結果を活用した

事業場の割合は 59.6%であった（厚生労働

省，2022）。第 13 次労働災害防止計画で目

標値としていた 6 割をほぼ達成したといえ

る。しかし、ストレスチェックを実施して

いる事業場のうち、集団分析を実施し、さ

らにその結果を職場環境改善に活用して

いる事業場は依然として限られており、

とくに 50 人未満の小規模事業場におい

てその割合は低いとの報告もある（厚生

労働省，2024）。 
職場環境改善は、ストレスチェック制

度における一次予防の中核をなす取組で

あり、集団分析結果を活用して職場のス

トレス要因を把握し、働きやすい職場環

境を整備することが期待されている（吉

川，2024）。しかし、「集団分析結果から

職場・部署ごとの課題を整理することが

難しい」「職場環境改善の具体的な進め方

が分からない」「労働者や管理職の理解・

協力を得ることが難しい」などの課題に

よる、現場では集団分析を活用した職場

環境改善を進めることが困難であること

が指摘されている（みずほリサーチ＆テ

クノロジーズ株式会社，2022）。 
本研究は、こうした現状を踏まえ、スト

レスチェック制度における集団分析を活

用した職場環境改善を促進するために利

用できるその好事例を収集・整理するこ

とを目的とする。とくに、職場環境改善を

進める過程で生じた課題や困難をどのよ

うに克服してきたのかという実践的な工

夫に着目し、事業者、産業保健スタッフ等

が自らの事業場で集団分析および職場環

境改善に取り組む際の参考となる知見を

抽出することを目指す。 
本研究は令和 7～9 年度の 3 年間が計

画されており、本年度は初年度として研

究班全体で作成された好事例収集のため

のインタビュー項目を利用して、質的記

述的研として 3 事業場インタビュー調査

を実施し、職場環境改善に関連した好事例

を収集し、その実践内容およびその過程

における工夫や課題の整理を行った。 
 
B. 研究方法 
1. インタビュー調査 
1） 研究デザイン 
 本研究は、ストレスチェック制度にお

ける集団分析結果を活用した職場環境改

善の実践内容およびその過程における工

夫や課題を明らかにすることを目的とし

た質的記述的研究デザインである。 
2） 研究対象者 
 研究対象者は、ストレスチェック制度

を実施している事業場において、集団分

析結果を活用した職場環境改善に関与し

た経験を有する者とした。具体的には、事

業者、人事労務担当者、衛生管理者、産業

医、保健師等の産業保健スタッフのとし

た。 
研究対象者はネットワークサンプリン

グで募り、調査対象事業場の規模や業種
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については特に限定せず、多様な事業場

の実践事例が収集できるよう配慮した。 
3） 研究期間ならびにデータ収集期間 
研究期間は、2025 年 8 月から 2028 年

3 月末日まで、データ収集期間は 2025 年

8 月からから 2026 年 3 月末日とした。 
4） データ収集方法 
インタビューガイドを用いた半構造化

面接を行った。インタビューは対面また

はウェブ会議システム（Zoom または

Teams）を用いたオンライン形式で実施

した。インタビュー時間は 1 回 1 時間程

度とした。インタビュー内容は研究参加

者の合意を得て IC レコーダーに録音す

るとともに研究者がフィールドノーツを

作成した。 
5） データ分析方法 

IC レコーダーの音声データを逐語録に

起こしたうえで、逐語録を精読しながら、

ストレスチェック後の集団分析活用状況

と職場環境改善の文脈に着目して分析を

行った。分析にあたっては、集団分析活用

状況や職場環境改善の実際の取り組み状

況、実践内容や工夫、課題を端的に表すコ

ードを抽出した。抽出したコードを比較・

整理し、内容の共通性に基づいてサブカ

テゴリとしてまとめ、事業場における集

団分析活用および職場環境改善の実態が

分かるよう整理した。 
6） 倫理的配慮 

本研究は、多機関共同研究として北里

大学医学部・病院倫理委員会において一

括承認を受け（B25-051）、日本赤十字看

護大学学長の許可を得て実施した

（J2025-002）。研究参加の任意性、参加

の撤回の自由、個人情報の保護および研

究データの管理方法について、文書およ

び口頭で説明を行い、十分な理解が得ら

れた上で、文書および口頭による同意を

得た者を研究対象者とした。 
 

C. 結果 
1. 調査対象事業場の概要 
 3 つの事業場（A 社、B 社、C 社）から職

場環境改善の事例を収集した。表 1 に対象

事業場の概要を示した。また、A 社、B 社、

C 社の 3 つのヒアリング結果の詳細につい

ては、それぞれ別添 1、別添 2、別添 3 とし

て添付した。 
 
表 1 対象事業場の概要 
 A 社 B 社 C 社 
研究参

加者 
産 業 医

(1)管理

者(1) 

人事（2） 

保健師（2） 

保 健 師

(1) 

業種 製造業 製造業 金融業 
従業員

数 
100人

以下 

1,000人

以上 

1,000

人以上 

集団分

析活用 

管 理 職

へ返却 
管理職へ

返却 
管 理 職

へ返却 
職場環

境改善 

従 業 員

参加型 
一部で実

施 
一 部 で

実施 
 
調査対象事業場は、製造業および金融業

に属する中規模から大規模の事業場であっ

た。A 社は従業員約 100 名以下の製造業事

業場であり、嘱託産業医、嘱託保健師、衛生

管理者および外部健診機関の心理職が関与

していた。B 社および C 社はいずれも従業

員数が 1,000 名以上の大規模事業場であり、

常勤産業医、看護職、精神科医、カウンセラ

ー等から成る複数職種による産業保健体制
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が整備されていた。 
すべての事業場において、ストレスチェ

ックは Web 方式で実施されており、外部委

託機関または社内のシステムを用いて運用

されていた。受検率はいずれの事業場にお

いても高く、A社およびC社ではほぼ100％、

B 社においても約 87～95％であった。高ス

トレス者の割合は、3～10％の範囲であった。

高ストレス者への対応としては、産業医に

よる面接指導の推奨に加え、産業保健看護

職や心理職による面談・相談対応が行われ

ていた。 
 
2. ストレスチェック後の集団分析結果の

活用状況 
1） 集団分析結果のフィードバック方法と

関係者の反応 
いずれの事業場も管理職への集団分析結

果のフィードバックを実施していた。衛生

管理者を通じて管理職へ配布されていたり、

部署ごとの返却会の実施、衛生委員会での

全体結果を共有、部長・課長へ段階的なフィ

ードバックを実施したりするなどのフィー

ドバック方法の工夫がなされていた。 
フィードバック時には、他部署との単純

比較を避けるとともに、「良い点を褒める」

ことを重視したフィードバックが行われて

いた。一方で、集団分析結果が管理職自身の

成績表のように受け止められることが多く、

管理職の受け止め方には温度差がみられる

との意見もあった。産業保健スタッフにと

って、管理職の関わり方が職場の状態に影

響することへの気づきにつながったとこと

が認識されていた。 
 

2） 集団分析結果活用上の課題 

組織再編や人事異動により、集団分析の

単位が実際の職場実態と一致しにくくなる

状況が課題として報告された。とくに、地区

が異なる複数の職場が同一部署として扱わ

れることで、管理職が複数の結果を読み解

く必要が生じる、または、自分の部下以外が

集団分析結果に含まれてしまう場面がある

との課題が述べられた。 
また、B 社では人数の多い部署において、

個々のメンタルヘルス不調が集団の中に埋

もれてしまう可能性が指摘されていた。 
いずれの事業場も衛生委員会や管理職へ

のフィードバックのみを実施しており、職

場に集団分析結果をフィードバックするこ

とは実施されていなかった。 
 

3. 集団分析結果に基づく職場環境改善の

実施内容 
 インタビューを実施した 3 つの事業場で

の特徴的な職場環境改善の取り組みについ

て概要を述べる。 
1） 従業員参加型の職場環境改善（A 社） 

A 社では、従業員参加型の職場改善意見

交換会を実施し、アクションチェックリス

トを用いた意見集約と改善計画の検討が行

われていた。改善の進捗は一覧表として可

視化され、対応状況が職場内で共有されて

いた。改善内容としては、整理整頓や工具棚

の改善、マニュアル整備、席配置の工夫など

が挙げられていた。この取り組みは、職場の

衛生管理者がアクションチェックリストを

用いた意見集約を行い、職場改善意見交換

会には産業医が参加し、意見交換をサポー

トしていた。その後、職場改善意見交換会の

報告書が職制を通じて回覧され、交換会で

出された意見や提案された対策、改善に取
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り組んだ結果について管理職も含めて共有

するツールとなっていた。 
2） 管理職を軸とした改善の促進（B 社） 
 B 社では、集団分析結果を管理職の振り

返り材料として位置づけ、活性度測定や管

理職研修と組み合わせた職場環境改善の運

用が行われていた。また、外部 EAP 機関に

研修講師を依頼し、職場環境改善に関する

研修を管理職（グループリーダーも含む）対

象に実施していた。研修後に受講者を対象

にアンケートを実施し、各職場での取り組

み状況を把握したところ、8 割以上の職場

で何らかの改善が行われていると報告され

ていた。 
3） 高リスク職場への重点介入（C 社） 

C 社では、集団分析結果に基づき総合健

康リスクが一定基準を超えた職場を抽出し、

管理職にアクションプランシートの作成・

提出を求める重点介入が行われていた。ア

クションプランシートの提出依頼は、人事

部門等会社として上位の立場にある職位名

で発信し、会社として正式な依頼であるこ

とが伝わるような工夫がなされていた。 
改善内容としては、1 on 1 の実施、声か

けや承認の増加、席配置の工夫、交流機会の

創出などが挙げられていた。健康管理部門

では、集団分析結果を参考に職場の管理職

から、マネジメント上の工夫点や意識して

いる点を聴取し、資料を作成していた。これ

らの資料を管理職に提供し、アクションプ

ランシートや職場環境改善の参考資料とし

て活用してもらうなどの工夫がなされてい

た。 
 

D. 考察 
1. 集団分析結果の活用における共通点と

事業場規模による特徴 

本研究では、事業場規模や業種の異な

る 3 つの事業場において、ストレスチェ

ック後の集団分析結果が一定程度活用さ

れている実態が明らかとなった。いずれ

の事業場においても、集団分析は部・課単

位または組織単位で実施され、管理職へ

のフィードバックを通じて管理職が職場

の状態を把握し、改善に向けての行動を

促すための材料として位置づけられてい

た。 
一方で、集団分析の運用方法や活用の

深さには、事業場規模や組織構造に応じ

た違いがみられた。A 社のような比較的

小規模な事業場では、集団分析の単位設

定や返却の可否について、産業保健スタ

ッフが柔軟に判断しながら運用していた。

これにより、少人数職場においても集団

分析結果を活用しやすい工夫がなされて

いたと考えられる。一方、B 社や C 社の

ような大規模事業場では、一定人数以上

を分析対象とする明確な基準を設け、全

社的な運用として集団分析を位置づけて

いた。これらのことから、集団分析の活用

においては、画一的な基準を適用するの

ではなく、事業場の規模や組織構成に応

じた柔軟な運用が重要であることが示唆

された。 
 

2. 集団分析のフィードバックと受け止め

方が職場環境改善に与える影響 

 本研究の結果から、集団分析結果のフ

ィードバック方法や、その際の管理職の

受け止め方が、職場環境改善の進展に大

きく関与していることが示された。すべ

ての事業場において、管理職へのフィー
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ドバックは実施されていたが、その方法

や伝え方には工夫がみられた。 
A社では、他部署との単純比較を避け、

「良い点を褒める」ことを重視したフィ

ードバックが行われていた。このような

フィードバックは、管理職が防衛的にな

らずに結果を受け止めやすくし、改善に

向けた前向きな姿勢を促す効果があると

考えられる。一方で、B 社や C 社では、

集団分析結果が管理職自身の「成績表」の

ように受け止められることも多く、管理

職の受け止め方に温度差が生じていた。

井上ら（2026）は、集団分析結果のフィ

ードバックにあたって、管理職の心情を

鑑み、管理職の心情に寄り添うといった

工夫が重要であることを述べている。集

団分析結果を単なる評価指標として一方

で気に提示するのではなく、職場の状況

を振り返るための対話の材料として位置

づけることが、職場管理者の心情に寄り

添い、職場環境改善に向けた関心や意欲

を高める上で重要であると考えられる。

また、産業保健スタッフが結果の背景や

現場の状況を補足しながら集団分析の結

果を解釈し、説明することが、管理職の理

解を深める上で有効である可能性が示唆

された。 
 
3. 職場環境改善を促進する実践的な工夫

とその意義 

本研究では、集団分析結果を職場環境

改善につなげるための具体的な工夫が、

事業場ごとに異なる形で実践されている

ことが明らかとなった。A 社では、従業員

参加型の職場改善意見交換会を通じて、

アクションチェックリスト（職場環境改

善のためのヒント集、吉川ら 2007）を活

用しながら改善点を整理し、改善の進捗

を可視化する取り組みが行われていた。

このような取り組みは、従業員の主体的

な関与を促し、改善活動に対する納得感

や継続性を高める点で有効であると考え

られる。 
B 社では、集団分析結果を管理職の振

り返り材料として活用し、活性度測定や

管理職研修と組み合わせることで、管理

職主導による職場環境改善が進められて

いた。大規模事業場において、多数の職場

を横断的に把握しつつ、管理職の役割や

関与の重要性を再認識させる仕組みとし

て機能していると考えられる。 
C 社では、集団分析結果が一定の基準

を超えた職場を抽出し、アクションプラ

ンシートの作成・提出を求める重点介入

が行われていた。アクションプランシー

トの提出依頼者を上位組織の責任者名に

することで、会社全体の取り組み方針で

あることがわかるよう、また、職場の管理

職が、対策に取り組む重要性を理解し、忙し

い中でも真摯に取り組めるよう工夫がなさ

れていた。さらに、各職場の取り組みを好

事例として整理・共有することで、アクシ

ョンプランシート作成の参考になるよう、

負担への配慮がなされていた。 
吉川（2022）は、ストレスチェック制

度を活用した職場環境改善においては、

従業員参加型、管理職主導型等の改善主

導別の職場環境改善の進め方があり、事

業場の働き方の文化特徴、職場の抱える

健康課題等にあわせて実効性ある職場環

境改善に取り組む重要性を示している。

本研究結果からも、管理職がアクション
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プランシートを作成し、管理職主導での

職場環境改善の取り組みや、アクション

チェックリストや職場改善意見交換会を

通じた従業員参加型での取り組みなど

様々なバリエーションによる職場環境改

善の取り組み事例が収集された。いずれ

にせよ、職場の特性や実情に合わせなが

ら、重点介入と自走型改善を組み合わせ

ることが、全社的な職場環境改善の推進

に寄与する可能性が示唆された。 
 
4. 集団分析結果を職場環境改善につなげ

るための工夫 

集団分析結果を職場環境改善に結びつ

けるためには、①事業場の規模や特性に

応じた集団分析の運用、②管理職が結果

を前向きに受け止められるフィードバッ

クの工夫、③従業員参加型または管理職

主導の改善手法を適切に組み合わせるこ

とが重要であることが明らかになった。 
とくに、集団分析結果を管理職や職場

の評価資料ではなく、改善のための気づ

きの材料として位置づけ、産業保健スタ

ッフが継続的に関与しながら職場との対

話を重ねていくことが、職場環境改善の

実効性を高める上で重要であると示唆さ

れた。また、職場環境改善は集団分析結果

のデータそのものから改善すべき視点を

整理して、具体的な改善計画を立案する

ことは難易度が高い場合もあり、具体的

な職場環境改善を想像、計画しやすい、支

援ツールなどの活用が重要と考えられる。

次年度以降、集団分析結果のフードバッ

クの対象者、また具体的な改善を行う主

体（経営者、管理職、社員・従業員など）

に応じたツールを含む好事例の提示が重

要と思われた。 
 
E. 結論 

本研究は、ストレスチェック制度にお

ける集団分析結果を活用した職場環境改

善の好事例を収集・整理することを目的

にインタビュー調査を行った。本研究を

通じて収集した事例では、集団分析結果

は事業場規模や業種にかかわらず、職場

の状態を把握し、改善を検討するための

重要な手がかりとして活用されていた。

集団分析結果を活用した職場環境改善の

好事例の共通点として、①事業場の規模

や組織構成に応じた集団分析の柔軟な運

用、②管理職が前向きに受け止められる

フィードバックの工夫、③従業員参加型・

管理職主導型・重点介入を組み合わせた

改善の進め方が実践されていた。 
以上より、集団分析結果を評価ではな

く改善のための気づきの材料として位置

づけ、産業保健スタッフが継続的に関与

しながら事業場の特性に応じた支援を行

うことが、メンタルヘルス一次予防とし

ての職場環境改善を実効性のあるものに

する実践的知見として示された。 
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ストレス簡易調査票を用いた集団分析

とその活用の工夫：システマティック

レビューによる組み入れ論文から抽出

した 30 事例，産業衛生学雑誌，68(1). 
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吉川悦子（2022）．メンタルヘルス一次予

防に資する職場環境の改善とその効

果．保健の科学 64(6) 397-401 
吉川悦子（2024）．【ストレスチェックの現

在地点と今後の課題-施行から 10 年目
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G. 研究発表 
1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況(予定

を含む) 
1. 特許取得 

 該当せず 
2. 実用新案登録 

該当せず 
3. その他 

該当せず 
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別添1 ヒアリング結果：A社                             事例通し番号４ 

 

タイトル：従業員参加型で、意見を交換しながら職場環境改善を進めている事例 

 

ポイント 

1. 従業員参加型の職場改善意見交換会の実施 

2. 段階的な従業員参加型の職場環境改善を進めるツールの工夫 

3. 改善の進捗の見える化で従業員の関心や意欲を高める 

 

【キーワード】改善進捗の見える化、フィードバック、段階的導入、意見交換会、アクションチェックリス

ト、従業員参加型職場改善 

 

1. 企業基本情報  

企業（事業場）名：＊＊＊＊＊＊ 

従業員数：99名（第二地区） 

本社・支社の別：本社は東京。九州工場は第一地区・第二地区・黒崎地区の 3地区構成。 

産業保健スタッフの配置状況 

 嘱託産業医（同じ企業の別工場の産業医月1回、過重労働面接等が多い時期は月2回） 

 嘱託保健師（月1回、2025年5月～） 

 衛生管理者（第一地区所属、週 1回第二地区対応） 

 企業外健診機関の心理師（月 1回「心の相談室」、メンタルヘルス研修も実施） 

 

2. 事業場の概要 

産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

 ストレスチェックの実施方法：Web方式 

 委託した外部機関先：外部委託（＊＊＊＊＊社） 

 外部機関に委託した内容：Web上での回答システムの構築、回答者がその場で個人結果を確認できる

仕組み、集団分析結果作成、健康経営の推進担当者が集まる会議にて全社の結果報告 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

 ストレスチェックの実施者：産業医 

 実施形態：毎年9月に実施（約1ヶ月間）、Web上の回答システムに個人がアクセスし、回答。回答後

はその場で個人結果を確認できる。  

 使用した質問票：新職業性ストレス簡易調査票（80項目）から健診等で聴取する項目を抜いた外部委  

託業者のオリジナルの質問票（57項目）に追加項目を加えて実施。 

追加項目（ハラスメント、心理的安全性、健康意識、前年度職場環境改善効果等） 

結果的に約 80項目規模の質問をしている。  

 受検率：100％ 

 高ストレス者の割合：約 10％ （2025年10名） 

 高ストレス者への対応：メールで面接指導を推奨する。希望者は産業医と面談、希望なしの場合は心    

理カウンセリングをすすめる。A社では産業保健スタッフとの全員面接を実      

施しているため、高ストレス者は優先的に対応するように順番を調整する。 

 高ストレス者の内、医師の面接指導を受けた者の割合：不明 

 高ストレス者の面接指導を担当する医師：産業医  

 面接指導の形態：対面  

 面接指導を申し出ない高ストレス者への工夫：心理カウンセリング、または全員面接を早める。 

 個人結果の返却方法：Web上で即時閲覧 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

 集団分析の単位：課単位を基本として実施。3人未満は分析しない。3～7人未満は産業保健スタッフ   
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から分析しても良いかを聞いた上で結果を出す。7～10 人未満はストレスチェック     

実施時にあわせて分析の同意をとるようにして分析結果を出すかを決めている。 

 集団分析の活用方法：本社の健康増進室から拠点の衛生管理者に職場の組織分析結果を配布し、衛生   

管理者から管理職に自部署分のみ PDFで集団分析結果をフィードバックする。 

部署ごとに返却会を実施している。工場長には工場全体に加え、2023 年からは        

部署別の分析結果も産業医からフィードバックしている。            

 集団分析での工夫点：他部署との単純比較を避けるよう、集団分析結果を示す範囲などを決める。    

管理職の集団分析返却会では「良い点を褒める」ことに重点を置き、「現場が          

工夫しながら働きやすい職場に取り組んでいること」や「会社を思って行動して

いる」ことを管理職に伝えるようにしている。 

 集団分析における課題：2024年から組織編成が変わり、第一工場と第二工場の一部職場が同じ部署に  

なったりして、集団分析の職場の単位がわかりにくくなってしまった。管理         

職によっては、複数の結果を見る必要があったり、結果に自分が直接的には管

理していない従業員が入っているなど。 

職場に集団分析結果を返すことに抵抗を示す管理職もいる（自分自身の評価    

6. 職場環境改善の実施状況  

 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：なし 

 外部機関の活用内容：なし 

 職場環境改善をどのように進めているか：従業員参加型の職場改善意見交換会を実施して、職場の世  

良好な点と改善したい点や改善計画を話し合っている。職         

場改善意見交換会では、アクションチェックリストを事前にチ

ェックした集計結果を見ていただいた上で意見交換し、意見交

換会の内容を産業医が報告書としてまとめる。 

報告書は小集団（職場の従業員）から管理職、健康管理室     

と回覧する。 

意見交換会で出された改善点の内、会社側検討課題につい         

ては、その対応策や進捗を一覧にしたリストを職場改善意見交

換会にて共有する。（出された改善意見について対応されてい

る、されていない含めて可視化する） 

 職場環境改善の実施において工夫していること： 

① 改善活動の整理と集約 

- 過去には、小集団活動とストレスチェックに基づく職場環境改善が並行して実施されてお

り、報告書をそれぞれ作ったり、評価する主体が異なるなどの理由から現場に混乱や負担

感が生じていた。 

- 現場からは「どちらに書けばよいのか分からない」「同じことを二重に求められている」と

いう意見が出たことを受け、職場環境改善はストレスチェックに基づく取組みという形に

整理・集約した。 

② 見直しながら段階的に取り組みを進める 

- 2017年ころから取り組みを進めていたが、当初はどのような意見が出たかを記載すること

までが中心で、具体的な計画立案までは求めていなかった。 

- 改善意見報告書に記載する項目を工夫する（優先順位を整理することや具体的な改善計画

を記載する欄を設ける）ことで、段階的に現場の負担を抑えた進め方を選択している。 

③ 従業員参加型と管理職主導の改善主導別アプローチの両立 

- 従業員が意見を出す参加型の取り組みと会社側・管理職が主導して対応する取り組みの 2

つの軸で同時に改善を進める形をとっている。 

- 現場のやらされ感、意見を出しても対応されないと感じる不満があったことから、会社側

で改善内容を整理した一覧を作成している。「自分たちだけがやっている」という受け止め

を減らす工夫を行っている。 
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④ 丁寧なフィードバックによる納得感の醸成 

- 過去には、「どうせ言っても変わらない」「またやるのか」という否定的な反応があった

が、改善の経過や結果を丁寧にフィードバックしていく中で、否定的な反応が徐々に減っ

てきている。 

⑤ キーパーソンと専門性を活かした推進 

- 環境安全質の管理職が交代し、設備・保全分野の経験を持つ管理職が着任したことで、誰

にどう頼めば職場環境改善が進むのかが分かり、取り組み進みやすくなったと認識してい

る。工場の統合や予算状況など設備面の改善が一気に進んだ時期とも一致。 

- 衛生管理者が外部の研修会・勉強会に継続的に参加し、職場環境改善の意義やツールを理

解していることが取り組みを支える要因になっている。 

- アクションチェックリストの活用についても、手間はかかったが従業員にチェックしたも

のを集計・共有を続けてきたという現場の粘り強い取り組みがあった。 

 どんな職場環境改善をやったか（従業員参加型で取り組む改善） 

- 整理整頓、５S 

- 取り出しやすく保管場所がわかりやすい工具棚の整理 

- 計器類のラベルの張替え 

- 共有フォルダの整理整頓 

- マニュアルの更新や作成 

- スケジュール共有アプリの活用 

- 火災発生時や停電時等緊急事態の対応体制の見直し 

- 席配置や体制の工夫 

（会社側検討課題の職場環境改善の例） 

- エアコンの保守と整備 

- 職場のWIFI環境の強化（ルーターの設置） 

- 有害物質（臭気や熱気含む）ばく露軽減策として異物除去装置の設置 

- 作業灯位置変更や増設（夜間パトロール時の安全確保） 

 どれくらいのお金をかけたか：不明 

 何があったから進められたか 

- 産業医・衛生管理者等、産業保健スタッフの強い関与と継続的な支援 

- 管理職（健康管理責任者）の理解 

- 段階的、継続的なフィードバックによる職場との関係性形成 

 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

- 人員減少による業務量増加 

- 組織再編に伴う分析単位の分かりにくさ 

7. 効果指標 

 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：総合健康リスクは、経年的に大

きな悪化は見られず。職場環境改善の整理とフィードバック強化を進める中で、現場の受け止めは改

善してきている  

 MIRRORなどの要望項目減少程度：使用なし 

 健康診断、休業などの統計情報の比較：不明 

 心理的安全性：関連項目をストレスチェック項目として実施。そのほか、職場のいきいき度、一体感

なども項目に入れている。 

 経済的効果：不明 

 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

- 労働者：以前は「どうせ言っても変わらない」という意見があったが、最近はない。 

    現場ならではの前向きな意見が出てきている。 

- 管理職：集団分析の結果は、成績表のように受け取られることが多い。 

- 担当者：職場巡視など日ごろの活動しやすくなった（衛生管理者）。  
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職場改善意見交換会を継続することで、集団分析結果も読み解きやすくなった。管理職へ

のフィードバックもポイントを伝えられていると思う（産業医） 

管理職（課長）が『産業医が何か改善しないといけないことを教えてくれる』と言ってい

た（産業医）。 

 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

- 集団分析およびそれに基づく職場環境改善に取り組むことで、職場の状態を多面的に把握しやす

くなったと感じている。 

- ストレスチェックの数値だけを見るのではなく、意見交換会を通じて現場の声を把握すること

で、「なぜこの数値になっているのか」「現場では何が起きているのか」を産業医として具体的に

イメージしながら結果を読み解けるようになったと認識している。また、集団分析結果をもとに

管理職へ説明する際にも、現場の具体的な意見や背景と結び付けて伝えられるようになった点が

メリットとして挙げられている。 

- 職場環境改善を継続してきたことで、職場の一体感が高まってきた（ストレスチェック結果よ

り）。工場では、人員が減少し、業務量が増えている状況にあるが、意見交換会などの場を通じ

て課題を共有し、「この状況をどう乗り越えるか」を話し合う機会が生まれており、そのことが

職場のまとまりや協力意識につながっているのではないか？ 

- こうした取組を通じて、産業保健スタッフと現場との関係性が深まった点もメリットとして認識

されている。意見交換会や集団分析のフィードバックを重ねる中で、現場の担当者や管理職と顔

を合わせて話す機会が増え、職場環境改善とは直接関係しない個別の悩みや相談についても声が

届きやすくなったと感じられている。 
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別添2 ヒアリング結果：B社 事例通し番号５

※B社は本社と支社から同時にインタビューを実施したため、B-１、B-2とする。

タイトル：数年をかけて管理職主導型の集団分析結果の活用を定着させた事例

ポイント

1. 経営指標として位置づけた活性度測定を軸とする併行運用

2. 複数データを統合した職場状態のモニタリングとしての運用

3. 管理職の気づき・振り返りを促す材料としての集団分析結果の活用

【キーワード】KPI、経営指標との比較、活性度調査、複数データ統合

B-1 

8. 企業基本情報

企業（事業場）名：B社 所在地：東京都、業種：輸送用機械器具製造業、従業員数：1,186人、

本社・支社の別：本社

産業保健スタッフの配置状況

 常勤産業医：1名（専任）

 保健師・看護師：5名

 精神科医：非常勤（週 1回）

 カウンセラー：非常勤（週1回）事業場の概要

産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無

9. ストレスチェックの実施状況・実施体制

 ストレスチェックの実施方法：社内システムによる Web方式

 委託した外部機関先：あり(＊＊＊のシステムを使用)

 外部機関に委託した内容：ストレスチェックシステムの提供、集団分析結果の作成



10. ストレスチェック制度の実施方法

 ストレスチェックの実施者：産業医

 実施形態：毎年7～8月に実施。社内システムからの回答。回答後はその場で個人結果を確認でき

る。

 使用した質問票：80項目版（追加項目あり）

 受検率：87.5％

 高ストレス者の割合：3.4％

 高ストレス者への対応：ストレスチェック回答時に面談の希望を聞く項目がある。高ストレス該当者

および相談希望者について、まず看護職が話を聞き、必要に応じて産業医につなぐ体制としている。

本年度は高ストレス者の中では面接希望者は 0人。

 高ストレス者の内、医師の面接指導を受けた者の割合：0人

 高ストレス者の面接指導を担当する医師：産業医

 面接指導の形態：対面

 面接指導を申し出ない高ストレス者への工夫：看護職面談によるフォロー、相談窓口の案内

 個人結果の返却方法：Web上で本人が即時確認

11. ストレスチェック結果に基づく集団分析

 集団分析の単位：部課単位で実施し、10名未満は非開示（希望があれば返却）

 集団分析の活用方法：メンタルヘルス推進チームで集約し、安全衛生委員会、部長・課長へ段階的に

フィードバックする。部課長へはメールでフィードバック

 集団分析での工夫点：
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- ストレスチェック、活性度測定、過重労働、休業者データ等複数データを組み合わせて確認す

る。 

- 管理職の関わりに関する指標（例：上司の支援）に着目し、管理職へのフィードバックや研修に

活用している。 

12. 職場環境改善の実施状況  

 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：なし 

 外部機関の活用内容：該当なし 

 職場環境改善の実施において工夫していること： 

- 集団分析のフィードバック時に、アクションプランシートを部課長に配布している。ただし、ア

クションプランの作成・提出は求めていない。 

- 実施状況の把握やフォローアップは行っていない。アクションプランシートは、「具体的に何かを

やってほしい」というよりも、各部門で課題を考えてもらうための参考資料という位置づけにと

どまっている。 

  どんな職場環境改善をやったか：特になし 

 どれくらいのお金をかけたか：追加費用無 

 何があったから進められたか：該当なし 

 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

- 活性度測定と同時期に実施するため、従業員・管理職ともに負担が大きい。 

- 過去には、参加型の「ワイガヤ」を用いた職場環境改善や、他事業所にも展開可能なツールの提

供、ファシリテーター養成研修などが実施されていたが、当時の取組を主導していたキーパーソ

ンが不在となったことが、現在同様の取組が継続できていない一因であると認識されている。 

- ファシリテーター養成は行われていたものの、人事異動により担当者がその場から離れることが

多く、取組の進め方や技術が十分に伝承されず、形骸化してしまった可能性があると捉えられて

いる。ツール自体は残されているが、それを活用し、実際に運営・推進できる人材が不足してい

る。 

- 組織や人事異動など、職場環境改善のノウハウや実践が継続しにくいという課題があるが、過去

の取組を経験し、その有効性を理解している管理職の中には、参加型職場環境改善の考え方を自

主的に取り入れて活性度測定の取組に活用していると思われる者もいるが、個人の経験に依存し

ており、組織としての定着には至っていない状況である。 

 活性度測定における取り組みの概要：  

① 位置づけ 

活性度測定は経営指標として位置づけられている。 

対応について、一定の実施責任・強制力を伴う取組として運用されている。 

ストレスチェックと同時期に実施されており、内容や課題が重なる部分が多いと認識されている。 

② 活性度測定の結果を踏まえた取り組みの進め方 

活性度測定の結果を踏まえ、各部門において「何を行うか」を考えることが求められている。 

取組内容は、部門（領域）ごとに検討・実施され、その結果は翌年の活性度測定において振り返られる

というサイクルで運用されている 

③ 活性度測定の結果として実施されている主な取り組み内容 

コミュニケーション研修 

職場環境の調整 

レイアウトの変更 

④ ストレスチェックとの関係性 

活性度測定で求められている取組内容は、ストレスチェックのアクション項目と重なる部分が多い。「両

者を一緒にできないか」という意見や認識があるが、実態としては、具体的な取組は活性度測定側で実
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施されている。 

13. 効果指標 

 各種効果指標（健康指標・経済指標等）：ストレスチェックの集団分析と休業者や休業率を並べて検証

している。 

 事業場が感じているメリット： 

- 複数のデータを組み合わせることで、職場の状況を把握しやすい点 

- 4月に組織変更や異動などがあり、7月にストレスチェックを実施するので、組織改編後の早い

段階で職場の状況を把握でき、下期に向けた部門運営や管理職の関わり方を考える材料として活

用できる点。 

- 職場分析結果は管理職が変わることで大きく動くなど、上司の支援やマネジメントの影響が職場

分析の結果として可視化され、管理職の役割への気づきにつながっている点。 

- ストレスチェックや集団分析の結果を、新たな取組を生み出すためのツールとして過度に活用す

るのではなく、職場に本当に大きな問題が生じていないかを確認するためのチェックとして位置

づけられる点。 

- 日常的な面談や相談対応などの活動を基本としつつ、その活動が適切に行われているかを振り返

る材料として、無理のない形で活用できる点がメリットと感じられている。 

 

B-2 

ポイント 

1. 外部EAPを活用した管理職研修を軸とした職場環境改善の定着化 

2. 活性度測定とストレスチェックの相乗り運用 

3. 実施率を把握しながら進めるトップダウン型の改善推進 

 

【キーワード】管理職研修、外部 EAP、活性度測定、実施率把握 

 

1. 企業基本情報  

企業（事業場）名：B社 X工場 所在地：埼玉県、業種：輸送用機械器具製造業、従業員数：約2,000人、 

本社・支社の別：支社 

産業保健スタッフの配置状況 

 常勤産業医：1名 

 保健師・看護師：5名 

 精神科医：非常勤（週 1回） 

 カウンセラー：非常勤（週1回）事業場の概要 

産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

2. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

 ストレスチェックの実施方法：社内システムによる Web方式 

 委託した外部機関先：あり(＊＊＊のシステムを使用) 

 外部機関に委託した内容：ストレスチェックシステムの提供、集団分析結果の作成 

  

3. ストレスチェック制度の実施方法 

 ストレスチェックの実施者：産業医  

 実施形態：毎年7～8月に実施。社内システムからの回答。回答後はその場で個人結果を確認できる。  

 使用した質問票：80項目版（追加項目あり） 

 受検率：95％  

 高ストレス者の割合：5.3％ 
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 高ストレス者への対応：高ストレス該当者および相談希望者について、まず看護職が話を聞き、必要

に応じて産業医につなぐ体制としている。本年度は高ストレス者の中では面接希望者は 0人。 

 高ストレス者の内、医師の面接指導を受けた者の割合：7人  

 高ストレス者の面接指導を担当する医師：産業医  

 面接指導の形態：対面  

 面接指導を申し出ない高ストレス者への工夫：看護職面談によるフォロー、相談窓口の案内 

 個人結果の返却方法：Web上で本人が即時確認 

4. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

 集団分析の単位：部課単位で実施。課であっても大人数（30人以上）は希望に応じて少ない単位(グ

ループ)での結果を出している。 

 集団分析の活用方法：メンタルヘルス推進チームで集約し、安全衛生委員会、部長・課長へ段階的に

フィードバックする。部長へは産業医が説明する説明会を実施。 

一定基準を超える職場について、当該職場の管理職でだけでなく、一段上の管理職も含めて結果を確認

し、管理職の関わり方も含めて職場の状況を検討している。 

 集団分析での工夫点： 

- 総合健康リスク、上司の支援等の指標を経年的に確認。 

- 集団分析結果を管理職へフィードバックする中で、活用に対する受け止め方には、部長・課長に

よって大きな温度差があることを感じている。 

- メンタルヘルス不調者が増えている職場であっても、集団分析の結果が良好に見える場合があ

り、人数の多い職場では個々の不調が集団の中に埋もれてしまう可能性を感じている。 

5. 職場環境改善の実施状況  

 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：あり 

 外部機関の活用内容：外部 EAP機関に研修講師を依頼し、職場環境改善に関する研修を実施。 

 職場環境改善の実施において工夫していること： 

- 研修の受講対象者は、管理職（課長）およびグループリーダーで、ストレスチェックおよび集団

分析終了後（1月頃）に研修を実施している。 

- 研修後、受講者を対象にアンケートを実施し、各職場での取組状況を把握している。8割以上の

職場で何らかの職場環境改善に取り組んでいるとの回答が得られている。 

 どんな職場環境改善をやったか：全社的に実施している活性度測定の取組みと相乗りして実施 

- 職場内での「わいがや」などの話し合いの実施 

- ベテラン社員から若手メンバーへの講義 

- 同僚支援を目的としたコミュニケーション強化の取組  

 どれくらいのお金をかけたか：予算を確保しているという話は聞かれないので物品購入などを伴う改

善は実施されていないと思う。 
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 何があったから進められたか： 

- 過去には職場環境改善が定着していなかったが、産業医、産業保健スタッフ、メンタルヘルス

推進チームが中心となり、数年かけて職場環境改善の取組を継続してきた。その積み重ねによ

り、管理職が職場環境改善の重要性に気づくようになってきたと感じている。 

- ストレスチェック由来の取組と、活性度測定等の取組が相乗りする形で進められているため、

取組が進んでいるのではないかと認識している。 

 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

- 職場環境改善が十分に進んでいない職場では、人員が少ない、業務が忙しく、取組の時間が確保

できないといった理由が多く挙げられている。 

- 今後の課題としては、継続性の確保、形骸化の防止 

6. 効果指標 

各種効果指標（健康指標・経済指標等）：不明 

事業場が感じているメリット：管理職の関与が職場の状態に影響することを確認できる点 

 

以上 
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別添3 ヒアリング結果：C社                             事例通し番号６ 

 

タイトル：高ストレス職場に重点的に介入を行っている事例 

 

ポイント 

1. 良好事例の収集と展開 

2. 高リスク職場への重点的介入 

3. 他部門（人事部門）と連携した多角的な分析 

 

【キーワード】集団分析、アクションプランシート、リスク別介入 

 

1. 企業基本情報  

企業（事業場）名：匿名希望 所在地：匿名希望（全国に支社あり）、業種：金融業 

従業員数：全社で約20.000人、 

本社・支社の別：本社の他、全国に分散拠点あり 

産業保健スタッフの配置状況 

 健康相談室：本社、分散拠点に配置 

 各健康相談室に産業医を配置（本社：常勤産業医 1名＋非常勤産業医1名） 

 看護職：本社、分散拠点に配置 

 主要拠点に精神科嘱託医・臨床心理士を配置 

2. 事業場の概要 

産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

 ストレスチェックの実施方法：Web方式 

 委託した外部機関先：外部委託 

 外部機関に委託した内容：Web上での回答システムの提供、回答者がその場で個人結果を確認できる

仕組み、集団分析の実施 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

 ストレスチェックの実施者：全ての産業医・精神科嘱託医・看護職 

 実施形態：毎年7～9月に実施、Web上の回答システムに個人がアクセスし、回答。回答後はその場で

個人結果を確認できる。  

 使用した質問票：職業性ストレス簡易調査票（57項目） 

追加設問（新職業性ストレス調査票の項目、健康リテラシー、健康施策の効果測定項

目、ウェルビーイング尺度） 

毎年、追加項目は外部委託機関と相談して決定  

 受検率：98％以上 

 高ストレス者の割合：約 10％  

 高ストレス者への対応：メールで面接指導を推奨し、辞退者には看護職面談を案内し実施 

 高ストレス者の内、医師の面接指導を受けた者の割合：（公表不可、全国平均と変わらない） 

 高ストレス者の面接指導を担当する医師：各健康相談室の産業医  

 面接指導の形態：原則対面だが、遠隔支援の事業所ではオンライン面接の場合あり  
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 面接指導を申し出ない高ストレス者への工夫：看護職面談によるフォロー 

 個人結果の返却方法：Web上で即時確認 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

 集団分析の単位：組織単位で実施、衛生委員会の審議を経て、7名以上の職場で実施。6名以下    

の組織は集団分析なし組織編成の特性として、毎年の機構改革による変動はあるが、プロジェクト型

ではない。比較的固定的。 

 集団分析の活用方法：総合健康リスク 140以上の場合、アクションプランシートの作成・提出を依頼

し、目標・取組内容・結果を報告してもらっている。140未満の場合は、職場に集団分析結果をフィ

ードバックする際、結果の見方と改善の視点をまとめた資料を配布し、自走型の職場環境改善を促進

している。 

 集団分析での工夫点： 

① 他部門（人事部門）と連携した背景分析 

- 集団分析で総合健康リスクが高い職場について、健康管理室内での検討にとどまらず、人

事部門など関連部署と、個人が特定されない範囲で結果を共有し、多角的に分析をしてい

る。 

- 当該職場における、組織体制や業務内容の変化、人の入れ替わりや配置、働き方やマネジ

メント上の特徴など、数値結果の背景にある要因について関係部門と意見交換を実施。 

- あわせて、人事部門で実施しているエンゲージメント調査の結果と突き合わせながら、職

場で起きている状況を多面的に捉えている。 

② 良好な職場の工夫点等を資料化 

- 集団分析にて良い結果を示した職場の管理職から、マネジメント上の工夫点や意識してい

る点を聴取し、資料を作成している。これらの資料を管理職に提供し、アクションプラン

シートや職場環境改善の参考資料として活用している。 

- 管理職が実践している内容を整理したところ、1on1の実施や日常的な声かけ・承認、ラン

チ会などによる交流の促進、職場の状況に応じた席配置や体制の工夫、 

- メンバーが話しかけやすい環境づくりといった点が、複数の職場で共通して挙げられてい

た。 

③ 高リスク職場への重点的介入 

- 集団分析結果に基づき、総合健康リスクが一定基準（140以上）となった職場を抽出してい

る。 

- 該当職場に対して、アクションプランシートの作成・提出を求め、「目指す姿」「具体的な取

り組み内容」「実施結果」を整理・報告してもらっている。 

- アクションプランシートの提出依頼は、人事部門の部長職など、会社として上位の立場にあ

る者の名前で発信されている。会社として正式な依頼であることが伝わる形をとっている。

高リスク職場の管理職が重要性を理解し、忙しい中でも真摯に取り組むよう促している。 

6. 職場環境改善の実施状況  
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 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：なし(2018年頃に参加型職場環境改善の

介入研究の協力をしたことがあったが、それ以降はなし) 

 外部機関の活用内容：なし 

 職場環境改善の実施において工夫していること：総合健康リスクの高い職場への重点介入を実施して

いる。アクションプランシート提出依頼は、上位管理職名で依頼文を発出している。 

 どんな職場環境改善をやったか(アクションプランシートで取り組まれた内容) 

- 1on1の実施 

- 声かけ・承認の機会の増加 

- 席配置や体制の工夫 

- ランチ会などによるコミュニケーション促進 

 どれくらいのお金をかけたか：不明 

 何があったから進められたか 

- 上位管理職からの発信による影響力 

- 高リスク職場であることへの危機認識 

 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

- 業務多忙 

- エンゲージメント調査など他施策との優先順位の重複 

- 140未満の職場の取り組み状況が把握できない点 

7. 効果指標 

 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：アクションプランシートによる

取り組みで翌年度に改善傾向となった職場もあった。 

 MIRRORなどの要望項目減少程度：使用なし 

 健康診断、休業などの統計情報の比較：あり 

- 高ストレス者割合 

- メンタル不調による休業者数 

※ いずれも経年推移として把握（社外非公表） 

 心理的安全性：不明(直接的評価なし) 

 経済的効果：不明 

 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

- 集団分析の結果などは、成績表のように受け取られることが多い。 

- 他社比較・全国平均への関心が高く、同業他社、最新のデータとの比較について質問されること

がある。 

 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

－69－



- 個人の気づきの促進：ストレスチェックを通じて、働く人自身が自分の状態を振り返る機会とな

り、高ストレスに該当した場合には、産業医や看護職からの説明を受けることで、自身の状態に

気づくきっかけになっていると受け止められている。 

- 高ストレス者への早期・多層的支援：高ストレス者に対しては、医師による面接指導の推奨に加

え、辞退した場合にも看護職による面談を行うなど、複数の関わり方を用意して対応している。

そのため、不調が深刻化する前の段階で、産業保健職が関与できる点がメリットとして認識され

ている。 

- 組織課題を考える材料になる：集団分析結果を通じて、必ずしも特定の職場が毎年固定的に高リ

スクになるわけではなく、年度ごとに変化があることが把握されている。その結果を踏まえ、

「なぜこの結果になったのか」を関係部門で共有し、組織体制や業務の状況など、職場で起きて

いることを考える材料として活用されている。 
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令和 7 年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究

研究分担者 今井鉄平 （OH サポート株式会社・代表） 

研究要旨 

ストレスチェックに基づく、集団分析、職場環境改善は、ストレスチェック制度において

活用される、職場のメンタルヘルスの一次予防の有力な方策であるが、大規模事業場であっ

ても試行錯誤しながら取り組んでいる状況にある。本研究では、集団分析・職場環境改善を

効果的に進めている事業場の協力を得て、ストレスチェックを有効に活用するための事例

集を作成することを目的に、2025 年 12 月～2026 年 1 月に、小規模事業場を含む様々な規

模の企業 5 社と中小企業を支援している EAP 機関 1 団体を対象にインタビュー調査を行っ

た。

職場環境改善の取り組みについては、「従業員や管理職向けに教育を実施している」企業

が多くみられ、教育の内容については、セルフケア・ラインケア、コミュニケーション、労

務管理など様々であった。また、「従業員の声を拾い上げる仕組み」に力を入れている企業

も多くみられ、プロジェクト型の組織では、拾い上げた声を個々の適性に応じた業務のマッ

チングに活用していた。その他、「労働時間の削減・休日の確保」、女性の採用を増やすなど

「職場の多様性改善」に取り組む企業もみられた。職場環境改善の促進因子としては「経営

層の意識の変化」、阻害因子としては「現場の忙しさ」があげられた。職場環境改善で得ら

れたメリットとして、「職場の雰囲気が明るくなった」、「早期発見につながるケースが増え

た」、「コミュニケーションの改善につながった」などがあげられた。

 いずれの企業も社内人材が中心となり、企業の課題や状況に応じた様々な職場環境改善

に関する工夫がみられた。特に、「関係労働者の意見を聴く方法」、「職場環境改善の対応が

困難な単位集団のケースにおける対応」、「従業員や管理職の理解や協力を得ることが難し

い」といった課題解決のヒントになる事例が収集できたことは、今後の有用な資料になるこ

とが期待される。

A.研究目的

ストレスチェックに基づく、集団分析、職

場環境改善は、ストレスチェック制度にお

いて活用される、職場のメンタルヘルスの

一次予防の有力な方策であるが、大規模事

業場であっても試行錯誤しながら取り組ん

でいる状況にある。職場環境改善の普及に

向けては、集団分析・職場環境改善の実施方

法等について、事業者や人事労務、産業保健

等のストレスチェックの関係者の理解を促
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進する必要がある。 
労働安全衛生法に基づくストレスチェッ

ク制度実施マニュアルでは、職場環境改善

の計画立案時の際の参考として、事業場内

外の良好事例の活用が勧められている。集

団分析・職場環境改善を上手に実施してい

る事業場の事例は、ストレスチェック制度

の職場環境改善を浸透していく上での有用

な資料になりうる。本研究では、集団分析・

職場環境改善を効果的に進めている事業場

の協力を得て、ストレスチェックを有効に

活用するための事例集を作成することを目

的とした。 
 

B.研究方法 

 分担研究者のネットワークによる機縁法

にて対象企業および中小企業を支援してい

る EAP 機関を募り、承諾の得られた 5 社・

1 機関を対象に、2025 年 12 月から 2026 年

1 月にかけて、インタビュー調査をそれぞ

れ行なった。対象企業の内訳は、大手企業 1
社・中規模企業 3 社・小規模企業 1 社で、

業種は情報サービス業 3 社（プログラム開

発業を含む）・飲食業 1 社・製造業 1 社とな

っている（表１）。 
インタビュー対象者は、各社において中

心的に関わっている人事総務担当者、およ

び EAP 機関の代表者とした。インタビュー

は分担研究者が実施、方法はオンラインも

しくは対面で約 60 分かけて行った。 
調査内容は、以下の項目とした。 

１．企業基本情報 
２．事業場の概要 
３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
４．ストレスチェック制度の実施方法 
５．ストレスチェック結果に基づく集団分

析 
６．職場環境改善の実施状況 
７．効果指標 
調査結果は対象企業・団体名が特定され

ない形で記録・保存し、項目ごとに結果の概

要を整理した。 
 

C.研究結果 

 概要を資料１に示す。 
１）ストレスチェック結果に基づく集団分

析（表２） 
いずれの企業も集団分析結果を、少なく

とも管理職のレベルにまではフィードバッ

クしていた。なお、プロジェクト型の組織で

は、短期間で組織が変わってしまうため、参

考程度の活用となってしまうようであった

（④）。小規模事業場の支援を行っている

EAP 機関においては、多くの事業場におい

て結果の活用にまでは至っていないとのこ

とであった。 
２）職場環境改善の実施状況（表３） 

職場環境改善の取り組みについては、「従

業員や管理職向けに教育を実施している」

企業が多くみられた。教育の内容について

は、セルフケア・ラインケア（②⑤）、コミ

ュニケーション（⑥）、労務管理（①）など

様々であった。また、「従業員の声を拾い上

げる仕組み」に力を入れている企業も多く

みられた（①②④）。特に、プロジェクト型

の組織では、拾い上げた声を、個々の適性に

応じた業務のマッチングに活用していた

（④）。その他、「労働時間の削減・休日の確

保」（①）、女性の採用を増やすなど「職場の

多様性改善」（③）に取り組む企業もみられ

た。 
３）外部機関の活用（表４） 
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職場環境改善は基本的に社内人材を中心

に行う企業が多く、外部機関の活用は集団

分析結果の説明やセミナー（ラインケア・セ

ルフケア教育等）など限定的なものであっ

た。 
４）職場環境改善の促進因子（表５） 

「経営層の意識の変化」を促進因子とし

てあげる企業が多くみられた。経営層の意

識が変わったきっかけとしては、「コンプラ

イアンスへの意識」の高まり、コロナ禍で

「社員の孤立化」が進んだことなどがあげ

られた。 
５）職場環境改善の阻害因子（表６） 
 「本業の忙しさ」や「職場環境改善の優先

度の低さ」を阻害因子としてあげる企業が

多くみられた。忙しさにつながる要因とし

て、人手不足（人材が定着しない等）などが

あげられた。 
６）職場環境改善を行うメリット（表７） 
 職場環境改善で得られたメリットとして、

「職場の雰囲気が明るくなった」、「早期発

見につながるケースが増えた」、「コミュニ

ケーションの改善につながった」などがあ

げられた。 
 

D. 考察 

 本研究では機縁法により対象企業を選定

したため、ある程度産業医との連携ができ

ている企業についての調査となった。いず

れの企業も社内人材が中心となり、企業の

課題や状況に応じた様々な職場環境改善に

関する工夫がみられた。職場環境の促進因

子として、「経営者の意識の変化」をあげる

企業が多く、特に小規模事業場に職場環境

改善を普及させる上で、「経営者の意識向上」

は極めて重要な要素になることが推察され

た。 
 ①飲食業では労組との定期的な意見交換

会で、②情報サービス業では自由参加の座

談会で、④プログラム開発業では営業部門

や管理部門による定期ヒアリングで、⑥

EAP サービス業の客先企業では EAP 機関

の方でセミナー前にヒアリングの機会を設

けて、それぞれに関係者労働者の意見を聴

く仕組みができている。これらの事例は、事

例収集ポイントの「関係労働者の意見を聴

く方法」のような課題解決のヒントになる

ことが考えられる。 
 ④プログラム開発業では、短期間で組織

が変動するプロジェクト型の組織で、かつ

従業員が自宅や客先に分散して勤務してり、

社員が孤立しやすい環境にある。このよう

な状況下で、営業部門や管理部門の担当者

が連携しながら、社員や客先からのこまめ

な情報収集に努め、得られた情報を基に

個々の適性に応じた職務マッチングに活用

されていた。この事例は、事例収集ポイント

の「職場環境改善の対応が困難な単位集団

のケースにおける対応」のような課題解決

のヒントになることが考えられる。 
 ②情報サービス業では、定期的にワール

ドカフェを開催し、様々なテーマでゲーム

の要素も取り入れつつ、会社の課題を自分

ごととして考える習慣を身につけさせてい

った。また、管理職らによるエンゲージメン

ト向上のための組織を新たに立ち上げ、自

分たちが当事者として職場環境改善に取り

組む仕組みをつくっている。この事例は、事

例収集ポイントの「従業員や管理職の理解

や協力を得ることが難しい」のような課題

解決のヒントになる。 
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E.結論 

小規模事業場に職場環境改善を普及させ

る上で、「経営者の意識向上」は極めて重要

な要素になることが推察された。 
いずれの企業も社内人材が中心となり、

企業の課題や状況に応じた様々な職場環境

改善に関する工夫がみられた。特に、「関係

労働者の意見を聴く方法」、「職場環境改善

の対応が困難な単位集団のケースにおける

対応」、「従業員や管理職の理解や協力を得

ることが難しい」といった課題解決のヒン

トになる事例が収集できたことは、今後の

有用な資料になることが期待される。 
 
F.謝辞 

本研究の遂行に当たり多大なご協力をい

ただきました各企業の皆様に御礼を申し上

げます。 
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資料 1 

インタビュー調査結果概要 
 
表１. 企業基本情報 

 
  

①飲食業

•本社所在地：関東地区。複数工場を設置、全国で多店舗を展開。ほとんどが50名未満の小規模事業場。
•従業員数：パート社員を含め約42,000人（うちストレスチェック対象は約14,000人）
•本社を含めた複数工場、および首都圏の7店舗に嘱託産業医を選任している。ストレスチェックは、上記と
は別に1名の産業医と短期契約して全体をみてもらっている。

②情報サービス業（１）
•本社所在地：関東地区。東北地区にも小規模拠点あり。
•従業員数：パート社員を含め約80人
•本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。

③製造業
•本社所在地：関東地区。
•従業員数：パート社員を含め約100人
•嘱託産業医および産業看護職を選任している。

④プログラム開発業

•本社所在地：関東地区。本社には管理部門・営業部門の社員が在籍。多くの社員は在宅勤務か客先常駐の形
で、プロジェクト単位で、プログラム開発を請け負っている。
•従業員数：53名
•本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。

⑤情報サービス業（２）

•本社所在地：関東地区。3割ほどの社員が在宅勤務を行っている。部門はあるが、プロジェクト（作品）単
位で、部門の枠を超えて社員同士が関わることになる。プロジェクトは2年以上の長期にわたるものが多い。
•従業員数：38名
•本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。

⑥EAPサービス業

•本社所在地：関東地区。
•従業員数：2名
•ストレスチェックを含め、カウンセリング・コーチング・各種セミナー等のEAPサービスを提供している。
カウンセラー、社労士、産業医とも提携しており、顧客のニーズに応じて紹介している。
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資料 1 

表２. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

 
  

①飲食業

•工場・店舗のそれぞれで、総務部門・人事責任者を対象にEAP機関による結果報告会を毎回実施している。
その後、集団分析結果説明会を開催し、総務部門から各部門長を対象に、結果を次年度の部門の課題とし、
目標にも盛り込むよう依頼している。が、実際に各部門でどのような改善を行っているかまではフォローで
きていない。

②情報サービス業（１）
•各マネージャーに自部署の結果をフィードバックした。また、管理職向けのパワハラ研修の中で、自社の状
況を示すデータとして集団分析結果の一部を示した。

③製造業
•各管理職に自部署の結果を返却している。また、高ストレス部署（高ストレス者が10％を超え、かつ総合健
康リスクが100を超える部署）の管理職には産業看護職との個別面談を受けてもらっている。

④プログラム開発業
•同社から2～3人が入り、半年～1年くらいのプロジェクトが大半のため、集団分析の実施が難しい。
•4名の営業部員（客先と社員の間で調整を行っている）と共有し、客先の印象と分析結果を比較して、より
実態に近い状況把握に活かしている。

⑤情報サービス業（２）

•集団分析結果は良かった。特に職場の支援がよかった。意識づけになればと思い、結果は全社員に公開し
た。
•クリエーター、在宅勤務者、気になるプロジェクトなど、人事側で気にしているポイントで分析できるよう
にしている。

⑥EAPサービス業

•活用できている小規模企業場は少ないと感じている。社内打ち合わせ等で、管理職にフィードバックする事
業場はあった。
•どのような単位でみたいかを客先に確認している。3年分の経年比較ができる設計だが、頻回に組織改編を
繰り返す企業があって、そこでは経年比較が難しい。

－76－



資料 1 

表３．職場環境改善の実施状況 

 
  

①飲食業

•高ストレス面談結果（産業医の報告内容）から、個別の職場環境改善につながるケースもある。その場合
は、速やかにかつ関係部署と連携しながら対応するようにしている。特にハラスメントが疑われるケースで
は、社内のハラスメント対応チームと情報を共有し、しかるべき対応をとるようにしている。
•2019年頃から、労務管理の基本が店舗管理者のレベルに浸透するよう、繰り返し社内研修（１～２か月に一
度）で伝えていった。変形労働制から固定勤務制に変更することで労働時間を抑え、スケジュールを組む段
階から労働時間・休日確保に留意するようにしている。また、アルバイトへの教育を体系化・統一化するこ
とで、スキルを持つアルバイトが定着するようになった。アルバイトが定着することで、人手不足の解消に
つながり、管理者にも余裕が出て、休日確保や店舗の雰囲気などにもよい影響が出るようになった。労組と
も定期的に働き方協議会を開催、現場の声を拾うようにしている。集団分析結果、個別のケースなど、問題
が把握できた際は、定期的な社内研修の場で早めに店舗管理者に伝えていくようにしている。最近では、臨
時で店舗責任者を務める可能性があるアルバイトにも社内研修を受けてもらうようにしている。

②情報サービス業（１）

•2020年頃から、ワールドカフェ（グループワーク）を年に2回開催している。最初は事業・売上に関する
テーマを設定し、参加者に考えてもらっていたが、2023年頃からは働きやすさ・やりがいなどを取り上げる
ようになった。
•2023年頃から、ラインケア研修とセルフケア研修を年1回行っている。教材はこころの耳、社会保険労務士
会、日経セミナーなどを参考にし、Hさんが講師となって実施している。また、ハラスメント事例が発生し
たのを機に、ハラスメント研修・コンプライアンス教育も行った。
•最近、企業文化の浸透と社員のエンゲージメント向上を目的に、各部門からマネージャー1名を選出し、
CEO（Culture ＆ Engagement Office）という組織を作った。CEO主催で自由参加の座談会を開催、参加者
から出た意見を拾い上げ、実際の改善につなげている（例：帳票の改善）。
•コロナ禍でテレワークの機会が増えたが、チャットでのコミュニケーションに疎外感を訴える社員も多かっ
た。このため、仮想空間を作り、自分のアバターを置き、何かあればすぐに話しかけられる仕組みを作っ
た。

③製造業

•高ストレス部署の管理職と産業看護職との個別面談を実施、結果説明・改善に向けたアドバイスや相談対応
をしてもらっている。
•実際の職場改善は管理職にまかせてあり、その後の進捗確認などは行っていない。事務局として、面談日程
調整、資料の準備（集団分析結果や労働時間など2年分の資料）などを行っている。
•集団分析結果を受けてのことかは定かではないが、製造現場は男性ばかりの職場だったが、女性の採用を増
やしている。

④プログラム開発業

•在宅や客先常駐で分散して勤務、孤立しがちな社員との接点をなるべく保ち（営業部員が定期的に訪問する
など）、社員個々の情報を得るようにしている。また、本社の若手社員（女性）が、全員との面談（気軽な
雑談）を年1回行い、営業部員には言いにくいであろう情報を把握するようにしている。
•営業部員等がもつ客先と社員の情報を基に、個々の適性にあった客先とのマッチングを行っている。マッチ
ングが上手くいかなかった時は、社員に我慢を強いることはせずに早めに次のマッチング先をアサインする
ようにしている。特に、社員からハラスメントの相談があった時は、社長名で客先に申し入れることも行っ
ている。

⑤情報サービス業（２）

•全社員向けに計3回（1回30分）のランチタイムセミナー（セルフケア教育）を行ってもらった。また、管理
職向けに、部下のケアの悩みを話し合う場を設け、看護職にはファシリテーターとして入ってもらった。
•誰が何を行っているかを見える化し、疑問をもったら声掛けするしてもらうようなしかけをつくった。具体
的には、議事録を公開し、チャットを使っていつでもコミュニケーションがとれるようにした。コミュニ
ケーションのきっかけづくりにと思っている。
•日本にルーツがない社員も少なくなく、職種や社会経験も様々な人材が集まっており、最初は皆が同じ土台
に立つことを目標に置いた。共通認識をもってもらうことに主眼をおき、最初のセルフケアを実施しても
らった。また、全員参加としており、特に受けてほしい社員が参加しやすい日時にセミナーを設定した。

⑥EAPサービス業

•初めて実施するという事業場の担当者には、Mさんがリモートで、結果の見方や読み取れるものを説明し、
現場の実態と照らし合わせての気づきやそこから何ができるかなど考えてもらうようにしている。
•コミュニケーションに関するセミナーの実施。内容は、1 on 1での関わり方、部下への関わり方など。事前
に現場のヒアリングをした上でセミナー内容を作る場合もある。また、管理職と部署員で直接意見交換する
場をつくり、ファシリテートすることもある。
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資料 1 

表４．外部機関の活用 

 
  

①飲食業 •総務部門・人事責任者を対象に、EAP機関に結果報告会の実施をお願いしている。

②情報サービス業（１）
•基本的には内部で実施しているが、いくつかの取り組みでスポット的に外部機関を活用した。
•外部機関を活用した場面としては、集団分析の読み方（EAP機関）、ワールドカフェでのグループワーク
（脱出ゲーム、ペーパータワー作り）など、単発での活用。

③製造業
•産業看護職を活用している。
•高ストレス部署の管理職との個別面談を実施、結果説明・改善に向けたアドバイスや相談対応をしてもらっ
ている。

④プログラム開発業 •基本的には社内人材で実施できている。

⑤情報サービス業（２） •契約している産業看護職を活用した

⑥EAPサービス業
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資料 1 

表５．職場環境改善の促進因子 

 

  

①飲食業
•世の中の流れもあり、社内でコンプライアンス意識の向上が図られ、インフラ整備に取り組むようになっ
た。また、現場の声を拾い上げ、対応を講じるための報告ルートが確立されたことは大きい。

②情報サービス業（１）

•経営陣の意識の変化。そのきっかけとして、売上減、パワハラ案件出現、他社の取組、コロナ禍などが重
なったことがあげられる。まず、売上減により新しい取り組みへの機運が高まった。また、パワハラ案件が
発生したことや、そのことで他社での取り組みを学んだことで、コンプライアンスへの意識が高まった。コ
ロナ禍では、テレワークを始め、柔軟な働き方がしやすくなった。さらに、5年前からワールドカフェを続け
ており、改善のための下地を作ってきたことも大きい。

③製造業
•グループ企業全体で健康経営に取り組むことになり、経営陣の健康管理に関する意識が変わってきたと感じ
る。また、2022年にCSR推進部門ができ、各現場任せであった安全や健康に関する取り組みを、会社として
１つに集約して行えるようになったことも大きい。

④プログラム開発業
•コロナ禍で在宅勤務中心となり、社員からの情報がえられにくくなったこと、社員の孤立化が進んだことに
は、会社として危機感を感じた。加えて、社長からの提案もあり、社員全員面談を含めて、社員との接点を
より積極的に求めるようになった。

⑤情報サービス業（２）
•こころを揺さぶる作品を世におくりだすことが会社のミッション。つくる側が健康でないとよい作品は生み
出せないという社風があり、経営層の理解もあることで進めやすかった。また、タイムリーに産業保健専門
職が協力してくれたことも助かった。

⑥EAPサービス業
•小規模事業場ほど経営層の意識が大きく関わってくる印象。ある程度規模が大きくなってくると、担当者の
意識・意欲が大きく関わってくると思う。人材の育成や定着などに危機感を感じている企業ほど、一生懸命
に職場改善に取り組もうとしている。
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資料 1 

表６．職場環境改善の阻害因子 

 
  

①飲食業
•人員不足が最大の障害だった。いくら現場の意識向上を訴えても、アルバイトが定着せずに、慢性的な人員
不足に陥っていると、店舗責任者の余裕がなく、現場の切り盛りに忙殺され、改善どころではなくなってし
まう。

②情報サービス業（１）
•障害としては、パート社員と正社員の温度差、本業の忙しさのため改善のための時間がとれなかったことな
ど。

③製造業
•障害としては、何をやったら効果的なのか、事務局として有効な手立てが未だにわからないこと。現場の管
理職からすると、従業員の健康や働きやすさよりも、安全・品質・生産（きちんと利益をあげること）の方
の優先度が高く、現場での職場改善の優先度は必ずしも高くないこと。

④プログラム開発業
•障害としては、客先との関係性。重要な顧客だと、会社として要望を言いづらい。が、そのような客先は大
手企業が多く、先方の体制がしっかりしているので、問題があがってくることは少ない。社員が自分の殻に
こもりがち、趣味もゲームなど、あまり自らコミュニケーションを取りたがらない性格の社員が多い。

⑤情報サービス業（２） •障害としては、忙しさがあげられる。わかってはいるが、作品をつくる方がどうしても優先されてしまう。

⑥EAPサービス業
•義務だからやっている、健康経営認証に役立つからやっているという事業場では結果に対する反応が薄い。
また、小規模事業場だと、1回きりで終わってしまうところも。担当者のゆとりや、改善しようというモチ
ベーションに左右されることが大きい印象。
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資料 1 

表７．職場環境改善を行うメリット 

 

①飲食業
•特に特別な効果指標を設けてはいないが、高ストレス者の割合は経年的に減ってきていると感じている。
•アルバイト等の人材が定着してきていること、それに伴い職場の雰囲気がよくなってきていると感じる。

②情報サービス業（１）

•職場改善を始めて、ようやく会社らしくなってきたと感じる。会社が目指すものを他人事ではなく、自分ご
ととして考えてくれる社員が増えてきた感がある。また、グループワークなどでも、他部門の人たちとチー
ムでまとまって動けるようになってきたと感じる。
•イベントの後、参加してよかった、やりがいが上がったなどの感想をもらうことが増えた。また、実際の業
務でも、スムーズに他部門の人と連携できるようになったとの声もあった。

③製造業
•製造現場（2か所）で、女性が増えてきてから、雰囲気が明るくなり、２S活動なども以前より活発になって
きたと感じている。

④プログラム開発業
•営業部員の定期訪問、全員面談などから、早期発見につながったケースもある。また、適性管理にもつな
がっていると感じている。幸いプロジェクトの数はたくさんあり、社員に無理強いをすることなく、早期の
対応がとりやすい。

⑤情報サービス業（２）

•休職者の数、高ストレス者の割合は減ってきた。
•社員も限界を迎える前に上司にエスカレーションしてくれるようになったと感じる。また、上司も自分で抱
え込まず、人事に早めにリファーしてくれるようになった。これらを通じて、早期対応につながるケースが
出てきた。

⑥EAPサービス業

•コミュニケーションの改善につながったという声も。ちょっとした言い方に気を付けるだけでも、上司-部
下間の関係性が変わる部分がありそう。
•管理職と部署員で意見交換の場をもった事業場では、お互いの気づきにつながったところもあった。例えば
若手が意外と管理職のことを尊敬していることなど。セッションを通じて部署内の絆が深まったという感想
もあった。

－81－



タイトル：労務管理の徹底がアルバイトの定着等につながり、職場の環境に好影響を与

えていると思われる事例                     事例通し番号７ 

 

2025-12-29 職場環境改善インタビュー: 飲食業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2025-12-29  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [飲食業・総務部 Aさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。複数工場を設置、全国で多店舗を展開。店舗のほとん

どが 50名未満の小規模事業場。 

• 従業員数：パート社員を含め約 42,000 人（うちストレスチェック対象は約

14,000人） 

• 本社を含めた複数工場、および首都圏の 7店舗に嘱託産業医を選任している。

ストレスチェックは、上記とは別に 1名の産業医と短期契約して全体をみても

らっている。 

2. 事業場の概要  

• 産業保健総合支援センター等への相談はしていない。 

• 2019年より小規模事業場も含め、全事業場を対象にストレスチェックを開始。

事業拡大に伴い、従業員数も増加、従業員のメンタルヘルスの優先度が高くな

った。また、コンプライアンスへの意識が社内で高まり、社内のインフラ整備

を整えていっていたことも関連している。 

• ストレスチェックの実施を依頼した EAP機関より、産業医の活用を勧められ、

現在の産業医を紹介されたのがきっかけ。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• ウェブでの実施。 

• EAP機関および嘱託産業医への外部委託。 

• EAP 機関には集団分析・結果報告説明会までを委託、嘱託産業医には高ストレ

ス者の面談対応までを委託。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者は嘱託産業医、事務従事者は総務部と EAP機関から選任。 

• 質問票は 80 項目版。 

• 受検率は 60％台。 

• 高ストレス判定割合は 17％。 

• 面接指導実施割合は 1%ほど。 

• 担当医は前述の短期契約している嘱託産業医（1名）。 

• リモート面談で実施、面談場所の用意は店舗・工場に任せている。事務所内や

自宅で実施することが多い。 

• 申し出がない高ストレス者に対しては特に対応を行っていない。 
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• WEB上で個人結果が閲覧できる。 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 受検者が 3 人以上の店舗・部単位で分析している。 

• 工場・店舗のそれぞれで、総務部門・人事責任者を対象に EAP 機関による結果報

告会を毎回実施している。その後、集団分析結果説明会を開催し、総務部門から

各部門長を対象に、結果を次年度の部門の課題とし、目標にも盛り込むよう依頼

している。が、実際に各部門でどのような改善を行っているかまではフォローで

きていない。 

• 部門長への説明会ではあまり細かい情報には触れないようにしている。 

6. 職場環境改善の実施状況 

• 総務部門・人事責任者を対象に、EAP 機関に結果報告会の実施をお願いしてい

る。また、高ストレス面談結果（産業医の報告内容）から、個別の職場環境改善

につながるケースもある。 

• 個別に介入するケースでは、速やかにかつ関係部署と連携しながら対応するよう

にしている。特にハラスメントが疑われるケースでは、社内のハラスメント対応

チームと情報を共有し、しかるべき対応をとるようにしている。 

• 2019年頃から、労務管理の基本が店舗管理者のレベルに浸透するよう、繰り返

し社内研修（１～２か月に一度）で伝えていった。変形労働制から固定勤務制に

変更することで労働時間を抑え、スケジュールを組む段階から労働時間・休日確

保に留意するようにしている。また、アルバイトへの教育を体系化・統一化する

ことで、スキルを持つアルバイトが定着するようになった。アルバイトが定着す

ることで、人手不足の解消につながり、管理者にも余裕が出て、休日確保や店舗

の雰囲気などにもよい影響が出るようになった。労組とも定期的に働き方協議会

を開催、現場の声を拾うようにしている。集団分析結果、個別のケースなど、問

題が把握できた際は、定期的な社内研修の場で早めに店舗管理者に伝えていくよ

うにしている。最近では、臨時で店舗責任者を務める可能性があるアルバイトに

も社内研修を受けてもらうようにしている。 

• 社内研修を含めると数千万円規模の投資になる。講師はすべて社内の人材（総務

部など）。 

• 世の中の流れもあり、社内でコンプライアンス意識の向上が図られ、インフラ整

備に取り組むようになった。また、現場の声を拾い上げ、対応を講じるための報

告ルートが確立されたことは大きい。 

• 人員不足が最大の障害だった。いくら現場の意識向上を訴えても、アルバイトが

定着せずに、慢性的な人員不足に陥っていると、店舗責任者の余裕がなく、現場

の切り盛りに忙殺され、改善どころではなくなってしまう。 

7. 効果指標 

• 集団分析結果を経年的に追ってはいない。特に特別な効果指標を設けてはいない

が、高ストレス者の割合は経年的に減ってきていると感じている。 

• アルバイト等の人材が定着してきていること、それに伴い職場の雰囲気がよくな

ってきていると感じる。 

 

事例のキーワード 

• 労務管理への意識向上、報告ルートの整備、集団分析結果説明会 

事例のポイント 
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• 労務管理の基本が店舗管理者のレベルに浸透するよう、繰り返し社内研修（１～

２か月に一度）で伝えていった。 

• 現場の声を拾い上げ、対応を講じるための報告ルートが確立されたことは職場改

善を進める上で大きな後押しとなった。 

• 集団分析結果説明会を開催し、総務部門から各部門長を対象に、結果を次年度の

部門の課題とし、目標にも盛り込むよう依頼している。 
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タイトル：エンゲイジメント向上を目的にワールドカフェを活用している事例 

事例通し番号８ 

 

2026-1-13 職場環境改善インタビュー: 情報サービス業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2026-1-13  

• 場所: 情報サービス業・M社会議室 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [情報サービス業・S事業部 Hさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。東北地区にも小規模拠点あり。 

• 従業員数：パート社員を含め約 80人 

• 本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。 

2. 事業場の概要  

• 産業保健総合支援センター等への相談はしていない。 

• 嘱託産業医から EAP機関を紹介してもらった。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• ウェブでの実施。 

• EAP機関および嘱託産業医への外部委託。 

• EAP 機関には集団分析までを委託、初回実施の際には集団分析結果の見方に関

するレクチャーをしてもらった。嘱託産業医には高ストレス者の面談対応まで

を委託。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者は嘱託産業医、事務従事者は総務部と EAP機関から選任。 

• 質問票は 80 項目版。 

• 受検率は 94％。 

• 高ストレス判定割合は 17％。 

• 面接指導実施割合は 8%ほど。 

• 契約している嘱託産業医。 

• 嘱託産業医の定期訪問時に会議室で対面の面談を実施。 

• 申し出がない高ストレス者に直接声掛けはせず、全体会議・朝礼等の場を利用

して、全体に対して何度か呼びかけを行った。 

• WEB 上で個人結果が閲覧できる。 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 基本は部単位だが、2～3人しかいない部はいくつかまとめて 10名以上になるよ

うにしている。所帯が大きい部については、正社員・パート社員に分けて分析し

ている。 

• 各マネージャーに自部署の結果をフィードバックした。また、管理職向けのパワ

ハラ研修の中で、自社の状況を示すデータとして集団分析結果の一部を示した。 

• 経年で比較できるよう、分析の単位は大きく変えないようにしている。 
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6. 職場環境改善の実施状況 

• 基本的には内部で実施しているが、いくつかの取り組みでスポット的に外部機関

を活用した。 

• 外部機関を活用した場面としては、集団分析の読み方（EAP 機関）、ワールドカ

フェでのグループワーク（脱出ゲーム、ペーパータワー作り）など、単発での活

用。 

• 全員が参加する仕掛け。忘年会・新年会を社内の大教室で開催、他の部門と入り

混じってコミュニケーションを取る場を設けている。が、若いパート社員で、そ

の日を早退するものがいた。振り返ってみると、過去のイベントの場で、孤立す

るパート社員などがおり、それも原因だったかもしれない。現在は、全員が参加

できるようなグループ分け（声掛けが上手な社員を配置する等）やゲーム内容に

留意している。 

• 2020年頃から、ワールドカフェ（グループワーク）を年に 2回開催している

（①）。最初は事業・売上に関するテーマを設定し、参加者に考えてもらってい

たが、2023 年頃からは働きやすさ・やりがいなどを取り上げるようになった。

また、その頃から、ラインケア研修とセルフケア研修を年 1回行っている

（②）。教材はこころの耳、社会保険労務士会、日経セミナーなどを参考にし、

Hさんが講師となって実施している。また、ハラスメント事例が発生したのを機

に、ハラスメント研修・コンプライアンス教育も行った。最近、企業文化の浸透

と社員のエンゲージメント向上を目的に、各部門からマネージャー1名を選出

し、CEO（Culture ＆ Engagement Office）という組織を作った（③）。CEO 主

催で自由参加の座談会を開催、参加者から出た意見を拾い上げ、実際の改善につ

なげている（例：帳票の改善）。コロナ禍でテレワークの機会が増えたが、チャ

ットでのコミュニケーションに疎外感を訴える社員も多かった。このため、仮想

空間を作り、自分のアバターを置き、何かあればすぐに話しかけられる仕組みを

作った（④）。 

• お金はあまりかけていない。仮想空間の費用も 100万円以下。 

• 経営陣の意識の変化。そのきっかけとして、売上減、パワハラ案件出現、他社の

取組、コロナ禍などが重なったことがあげられる。まず、売上減により新しい取

り組みへの機運が高まった。また、パワハラ案件が発生したことや、そのことで

他社での取り組みを学んだことで、コンプライアンスへの意識が高まった。コロ

ナ禍では、テレワークを始め、柔軟な働き方がしやすくなった。さらに、5年前

からワールドカフェを続けており、改善のための下地を作ってきたことも大き

い。 

• 障害としては、パート社員と正社員の温度差、本業の忙しさのため改善のための

時間がとれなかったことなど。 

7. 効果指標 

• これまでは特に指標は決めていなかったが、経営幹部の間では、ストレスチェッ

クの項目（職場のサポート）を指標にしようかという意見があがっている。 

• CEOでは企画発表の際にアンケートを実施し、点数（10点満点）だけでなく、コ

メントももらった。取り組みをポジティブに評価してくれる声も多かった。 

• CEOへの参加率（正社員・パート社員）、メンタルヘルス不調者の数なども、今

後、指標として着目していきたいと考えている。 

• 職場改善を始めて、ようやく会社らしくなってきたと感じる。会社が目指すもの

を他人事ではなく、自分ごととして考えてくれる社員が増えてきた感がある。ま
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た、グループワークなどでも、他部門の人たちとチームでまとまって動けるよう

になってきたと感じる。 

• イベントの後、参加してよかった、やりがいが上がったなどの感想をもらうこと

が増えた。また、実際の業務でも、スムーズに他部門の人と連携できるようにな

ったとの声もあった。 

 

事例のキーワード 

• ワールドカフェ（グループワーク）、経営陣の意識変化、エンゲージメント向上

のための組織 

事例のポイント 

• ワールドカフェ（グループワーク）を定期開催し、働きやすさ・やりがいについ

て自分たちで考える機会を作ったことが、チームワークやコミュニケーションの

円滑化など、組織改善の下地となっていった。 

• 売上減、パワハラ案件出現、他社の取組、コロナ禍など、一見ネガティブな要因

が経営陣の意識変化に寄与し、組織改善の後押しとなった。 

• 各部門のマネージャーを集め、エンゲージメント向上のための組織を設置。まず

は社員の声を拾い、自分たちの声が改善につながるという実感を社員にもっても

らうための取り組みを進めている。 
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タイトル：安全・衛生の担当部門が一元化したことにより職場改善の取組がやりやすく

なっている事例                         事例通し番号９ 

 

2026-1-21 職場環境改善インタビュー: 製造業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2026-1-21  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [製造業・総務部 Sさん, Yさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。 

• 従業員数：パート社員を含め約 100人 

• 嘱託産業医および産業看護職を選任している。 

2. 事業場の概要  

• 産業保健総合支援センター等への相談はしていない。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• 紙での実施。 

• ストレスチェック業者および嘱託産業医（産業看護職）への外部委託。 

• ストレスチェック業者には集団分析までを委託、データ・紙で結果を納品して

もらっている。嘱託産業医には高ストレス者の面談対応、産業看護職に高スト

レス職場の管理者との個別面談を委託。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者は嘱託産業医、事務従事者は総務部とストレスチェック業者から選任。 

• 質問票は 57 項目版。 

• 受検率は 100％。 

• 高ストレス判定割合は 18％。 

• 面接指導実施割合は直近では 0％。 

• 契約している嘱託産業医。 

• 嘱託産業医の定期訪問時に会議室で対面の面談、ないしオンラインでの面談を

実施。 

• 申し出がない高ストレス者への声掛け等は行っていない。 

• 紙の個人結果を本人に配布。 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 基本は部署単位だが、10 名に満たない部署は大きな単位にくくって 10名以上に

なるようにしている。 

• 各管理職に自部署の結果を返却している。また、高ストレス部署（高ストレス者

が 10％を超え、かつ総合健康リスクが 100 を超える部署）の管理職には産業看

護職との個別面談を受けてもらっている。 

• 経年で比較できるよう、分析の単位は大きく変えないようにしている。 

6. 職場環境改善の実施状況 
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• 産業看護職を活用している。 

• 高ストレス部署の管理職との個別面談を実施、結果説明・改善に向けたアドバイ

スや相談対応をしてもらっている。 

• 実際の職場改善は管理職にまかせてあり、その後の進捗確認などは行っていな

い。事務局として、面談日程調整、資料の準備（集団分析結果や労働時間など 2

年分の資料）などを行っている。 

• 集団分析結果を受けてのことかは定かではないが、製造現場は男性ばかりの職場

だったが、女性の採用を増やしている。 

• お金はあまりかけていない。 

• グループ企業全体で健康経営に取り組むことになり、経営陣の健康管理に関する

意識が変わってきたと感じる。また、2022 年に CSR推進部門ができ、各現場任

せであった安全や健康に関する取り組みを、会社として１つに集約して行えるよ

うになったことも大きい。 

• 障害としては、何をやったら効果的なのか、事務局として有効な手立てが未だに

わからないこと。現場の管理職からすると、従業員の健康や働きやすさよりも、

安全・品質・生産（きちんと利益をあげること）の方の優先度が高く、現場での

職場改善の優先度は必ずしも高くないこと。 

7. 効果指標 

• 集団分析結果や残業時間は効果指標にしている。経年的にみて、少しずつだが改

善傾向にはある。 

• 製造現場（2か所）で、女性が増えてきてから、雰囲気が明るくなり、２S活動

なども以前より活発になってきたと感じている。 

 

事例のキーワード 

• CSR推進部門の設置、看護職による管理職との個別面談、製造現場の多様性向上 

事例のポイント 

• CSR推進部門ができ、各現場任せであった安全や健康に関する取り組みを、会社

として１つに集約して行えるようになったことで、職場改善への取り組みは以前

より行いやすくなった。 

• 産業看護職による高ストレス部署の管理職との個別面談を実施、結果説明・改善

に向けたアドバイスや相談対応をしてもらっている。 

• 男性ばかりだった製造現場で、女性の採用を増やしてから、雰囲気が明るくな

り、２S活動なども以前より活発になってきた。 
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タイトル：プロジェクト型事業でのストレスチェック実施の工夫事例通し番号 10 

 

2026-1-22 職場環境改善インタビュー: プログラム開発業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2026-1-22  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [プログラム開発業・管理部 Iさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。本社には管理部門・営業部門の社員が在籍。多くの社

員は在宅勤務か客先常駐の形で、プロジェクト単位で、プログラム開発を請け

負っている。 

• 従業員数：53名 

• 本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。 

2. 事業場の概要  

• 産業保健総合支援センター等への相談はしていない。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• メールで質問票の配布・回収を行っている。 

• なし。社内スタッフが実施している。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者は嘱託産業医、事務従事者は管理部門から選任。 

• 質問票は 57 項目版。上司に関する項目につき、会社側と客先側（プロジェクト

側）のそれぞれの上司を訊いている。 

• 受検率は 94％。 

• 高ストレス判定割合は 8％。 

• 面接指導実施割合は 66%ほど。 

• 契約している嘱託産業医。または、産業看護職による健康相談。 

• 自宅か客先からのオンライン面談。客先の場合は、客先の会議室を借りるか、

難しい場合は外で会議室を借りて実施。 

• 高ストレス者には事務従事者が直接声掛けをし、面接希望の有無を確認してい

る。 

• メールで個人結果を個別に返却している。 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 同社から 2～3人が入り、半年～1年くらいのプロジェクトが大半のため、集団

分析の実施が難しい。 

• 4名の営業部員（客先と社員の間で調整を行っている）と共有し、客先の印象と

分析結果を比較して、より実態に近い状況把握に活かしている。 

• 集団分析結果は参考程度の活用。 
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6. 職場環境改善の実施状況 

• 基本的には社内人材で実施できている。 

• 在宅や客先常駐で分散して勤務、孤立しがちな社員との接点をなるべく保ち（営

業部員が定期的に訪問するなど）、社員個々の情報を得るようにしている。ま

た、本社の若手社員（女性）が、全員との面談（気軽な雑談）を年 1回行い、営

業部員には言いにくいであろう情報を把握するようにしている。 

• 営業部員等がもつ客先と社員の情報を基に、個々の適性にあった客先とのマッチ

ングを行っている。マッチングが上手くいかなかった時は、社員に我慢を強いる

ことはせずに早めに次のマッチング先をアサインするようにしている。特に、社

員からハラスメントの相談があった時は、社長名で客先に申し入れることも行っ

ている。 

• 社内スタッフの取り組みで完結しており、お金はあまりかけていない。 

• コロナ禍で在宅勤務中心となり、社員からの情報がえられにくくなったこと、社

員の孤立化が進んだことには、会社として危機感を感じた。加えて、社長からの

提案もあり、社員全員面談を含めて、社員との接点をより積極的に求めるように

なった。 

• 障害としては、客先との関係性。重要な顧客だと、会社として要望を言いづら

い。が、そのような客先は大手企業が多く、先方の体制がしっかりしているの

で、問題があがってくることは少ない。社員が自分の殻にこもりがち、趣味もゲ

ームなど、あまり自らコミュニケーションを取りたがらない性格の社員が多い。 

7. 効果指標 

• これまでは特に指標は決めていなかったが、定量的な評価として集団分析結果は

みていきたい。現在、客先の上司支援の項目は注意してみており、マッチングの

際の参考にしている。 

• 相談しやすさ、高ストレス者の数（経年比較）なども着目している。 

• 営業部員の定期訪問、全員面談などから、早期発見につながったケースもある。

また、適性管理にもつながっていると感じている。幸いプロジェクトの数はたく

さんあり、社員に無理強いをすることなく、早期の対応がとりやすい。 

 

事例のキーワード 

• 営業部員の定期訪問、社員全員面談、プロジェクトとのマッチング 

事例のポイント 

• 営業部員による定期訪問等を通じて、在宅や客先常駐で分散して勤務、孤立しが

ちな社員との接点をなるべく保ち、社員個々や客先の情報を得るようにしてい

る。 

• 本社の若手社員（女性）が、全員との面談（気軽な雑談）を年 1回行い、営業部

員には言いにくいであろう情報を把握するようにしている。 

• 集団分析結果を含め、前述の活動で得られた情報を基に、社員の適性に応じた客

先とのマッチング、上手くいかなかった際の再マッチング、問題が生じた際の客

先への申し入れ等を行っている。 
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タイトル：小規模事業場でのストレスチェック実施の工夫           事例通し番号 11 

 

2026-1-23 職場環境改善インタビュー: 情報サービス業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2026-1-23  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [情報サービス業（デジタル漫画の製作）・人事労務 Oさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。3割ほどの社員が在宅勤務を行っている。部門はある

が、プロジェクト（作品）単位で、部門の枠を超えて社員同士が関わることに

なる。プロジェクトは 2年以上の長期にわたるものが多い。 

• 従業員数：38名 

• 本社に嘱託産業医および産業看護職を選任している。 

2. 事業場の概要  

• 産業保健総合支援センター等への相談はしていない。 

• 社員数が 50 名を超えそうだったため、産業医を選任、ストレスチェックも開始

することになった。が、その後、社員数は減少することになり、現在に至る。

クリエイター（漫画家）など繊細な社員も多く、実際に不調者も出ていたこと

もあり、産業医契約やストレスチェックの実施は継続している。会社方針の変

更により 1 人 1人により大きなプレッシャーがかかっていることもあり、個々

のケアをきちんとしていきたいということも理由の一つ。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• ウェブでの実施。 

• EAP機関および嘱託産業医への外部委託。 

• EAP 機関には集団分析までを委託、嘱託産業医には高ストレス者の面談対応ま

でを委託。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者は嘱託産業医、事務従事者は管理部門と EAP機関から選任。 

• 質問票は 57 項目版。 

• 受検率は 61％。 

• 高ストレス判定割合は 5％。 

• 面接指導実施割合は 0% 

• 契約している嘱託産業医 

• 自宅からのオンライン面談 

• 該当者にリマインドメールを送っている 

• ウェブ上で閲覧可。 
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5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 部署単位が基本だが、プロジェクト（作品）単位でもチェックしている。その

他、職位・在宅・職種にも注意してみている。 

• 集団分析結果は良かった。特に職場の支援がよかった。意識づけになればと思

い、結果は全社員に公開した。 

• クリエーター、在宅勤務者、気になるプロジェクトなど、人事側で気にしている

ポイントで分析できるようにしている。 

6. 職場環境改善の実施状況 

• 契約している産業看護職を活用した。 

• 全社員向けに計 3回（1回 30分）のランチタイムセミナー（セルフケア教育）

を行ってもらった。また、管理職向けに、部下のケアの悩みをお互い話し合う場

を設け、看護職にはファシリテーターとして入ってもらった。 

• 誰が何を行っているかを見える化し、疑問をもったら声掛けするしてもらうよう

なしかけをつくった。具体的には、議事録を公開し、チャットを使っていつでも

コミュニケーションがとれるようにした。コミュニケーションのきっかけづくり

にと思っている。 

• 日本にルーツがない社員も少なくなく、職種や社会経験も様々な人材が集まって

おり、最初は皆が同じ土台に立つことを目標に置いた。共通認識をもってもらう

ことに主眼をおき、最初のセルフケアを実施してもらった。また、全員参加とし

ており、特に受けてほしい社員が参加しやすい日時にセミナーを設定した。 

• 産業保健専門職との契約料（月 1万円程度）のみ。 

• こころを揺さぶる作品を世におくりだすことが会社のミッション。つくる側が健

康でないとよい作品は生み出せないという社風があり、経営層の理解もあること

で進めやすかった。また、タイムリーに産業保健専門職が協力してくれたことも

助かった。 

• 障害としては、忙しさがあげられる。わかってはいるが、作品をつくる方がどう

しても優先されてしまう。 

7. 効果指標 

• 休職者の数、高ストレス者の割合は減ってきた。 

• 社員も限界を迎える前に上司にエスカレーションしてくれるようになったと感じ

る。また、上司も自分で抱え込まず、人事に早めにリファーしてくれるようにな

った。これらを通じて、早期対応につながるケースが出てきた。 

• 産業看護職には顔出しでセミナーを行ってもらった。何かあったらこの人に相談

すればよいという社員の安心感にもつながっているように思う。 

• 今回は最初のステップとして、多様性に富む社員たちが同じ土台にあがるという

ことを目標とした。次のステップとしては、集団分析で具体的に見えてきた「仕

事の質的負担」や「身体愁訴が多い」という課題に対して、具体的にどう切り込

んでいけばよいかを模索しているところ。 

 

事例のキーワード 

• 経営層の理解、皆が共通認識をもつ、セルフケア教育の全員実施 

事例のポイント 

• つくる側が健康でないとよい作品は生み出せないという社風があり、経営層の理

解もあることで進めやすかった 
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• 職種や社会経験も様々な人材が集まっており、最初は皆が同じ土台に立つ（共通

認識をもつ）ことを目標に、セルフケア研修を実施した。 

• セルフケアセミナーは全員参加としており、特に受けてほしい社員が参加しやす

い日時にセミナーを設定した。 

 

－94－



タイトル：ストレスチェックを提供している EAP サービス業の経験  事例通し番号 12 
 

2026-1-24 職場環境改善インタビュー: EAP サービス業 

 
ストレスチェック 職場環境改善  

インタビュー情報 

• 日時: 2026-1-24  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [今井] 

• インタビュイー: [EAPサービス業 Mさん] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 本社所在地：関東地区。 

• 従業員数：2名 

• ストレスチェックを含め、カウンセリング・コーチング・各種セミナー等の

EAPサービスを提供している。カウンセラー、社労士、産業医とも提携してお

り、顧客のニーズに応じて紹介している。 

2. 事業場の概要  

•  

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• ストレスチェックを 250社ほどに提供している。大手企業もあるが、50～100

名の規模が一番多い。小規模事業場は 30社ほど。大半はウェブでの実施だが、

運輸業の 2 社は紙での実施となっている。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施事務従事者として関わっているが、先方の嘱託産業医が実施者になるのを

拒否することがあり、その際は Mさん（公認心理師）が実施者となることもあ

る。 

• 質問票は 80 項目版を使う企業が 9 割ほど。 

• 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応に関しては、システムから該当

者にリマインドメールを送れるようになっている。企業側に一度はリマインド

を送ることを推奨している。 

• 結果はウェブ上で閲覧可。 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• 部署単位が基本、3階層まで設定できるが、小規模事業場だと 1階層しか使えな

いところが多い。プロジェクト単位でみたいという要望はこれまでないが、入社

歴でみたいという要望はこれまであった。 

• 活用できている小規模企業場は少ないと感じている。社内打ち合わせ等で、管理

職にフィードバックする事業場はあった。 

• どのような単位でみたいかを客先に確認している。3年分の経年比較ができる設

計だが、頻回に組織改編を繰り返す企業があって、そこでは経年比較が難しい。 

6. 職場環境改善の実施状況 
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• 初めて実施するという事業場の担当者には、Mさんがリモートで、結果の見方や

読み取れるものを説明し、現場の実態と照らし合わせての気づきやそこから何が

できるかなど考えてもらうようにしている。 

• コミュニケーションに関するセミナーの実施。内容は、1 on 1 での関わり方、

部下への関わり方など。事前に現場のヒアリングをした上でセミナー内容を作る

場合もある。また、管理職と部署員で直接意見交換する場をつくり、ファシリテ

ートすることもある。 

• 小規模事業場向けセミナーだと 5万円くらい。 

• 小規模事業場ほど経営層の意識が大きく関わってくる印象。ある程度規模が大き

くなってくると、担当者の意識・意欲が大きく関わってくると思う。人材の育成

や定着などに危機感を感じている企業ほど、一生懸命に職場改善に取り組もうと

している。 

• 義務だからやっている、健康経営認証に役立つからやっているという事業場では

結果に対する反応が薄い。また、小規模事業場だと、1回きりで終わってしまう

ところも。担当者のゆとりや、改善しようというモチベーションに左右されるこ

とが大きい印象。 

7. 効果指標 

• 集団分析結果を指標にしている事業場が多い。年 2回調査を行っている事業場な

どは特に。研修の実施後、しばらくして振り返りの場をもち、ヒアリングやアン

ケートなど実施している事業場もある。 

• コミュニケーションの改善につながったという声も。ちょっとした言い方に気を

付けるだけでも、上司-部下間の関係性が変わる部分がありそう。 

• 管理職と部署員で意見交換の場をもった事業場では、お互いの気づきにつながっ

たところもあった。例えば若手が意外と管理職のことを尊敬していることなど。

セッションを通じて部署内の絆が深まったという感想もあった。 

• セミナー後、カウンセリングへの相談が増えた。セミナーで顔が見える関係をつ

くれたことが大きいと感じている。 

 

事例のキーワード 

• 経営層の意識、コミュニケーション研修、上司-部下間の意見交換の場 

事例のポイント 

• 小規模事業場ほど経営層の意識が大きく関わってくる。人材の育成や定着などに

危機感を感じている企業ほど、一生懸命に職場改善に取り組もうとしている。 

• 1 on 1での関わり方や部下への関わり方など、管理職向けのコミュニケーショ

ン研修を実施。ちょっとした言い方に気を付けるだけでも、上司-部下間の関係

性が変わるところがあった。 

• 管理職と部署員で意見交換の場をもった事業場では、お互いの気づきにつながっ

たところもあった。意見交換を通じて部署内の絆が深まったという感想もあっ

た。 
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令和７年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01） 

分担研究報告書 

 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善事例の収集 

 

 
研究分担者 梶木 繁之 株式会社産業保健コンサルティングアルク代表取締役 

 

研究要旨： 

本研究は、ストレスチェックによる集団分析の結果を用いて、職場環境改善の事例を収

集するとともに、事業者や産業保健スタッフ等が集団分析及び職場環境改善を行う際に活

用できるマニュアル・手引き等の作成に向けて、必要な情報の整理等を行うことである。

とくに、職場環境改善の課題や困難を克服している事例を発掘し、集団分析を活用した職

場環境改善のさらなる展開に資することを目指している。今年度は、研究趣旨に同意の得

られた複数企業の産業保健スタッフに対し、研究班で準備したヒアリング（調査）項目に

沿ったインタビューを実施した。インタビューには２つの企業の産業保健職の協力を得ら

れた。 
1 つ目の企業では、ストレスチェック後の集団分析の結果を用いて、工場長、人事総務部

門、産業保健部門が三位一体となって「心の健康づくり計画」を策定し、中期活動計画や

KPI を明確化した「戦略マップ」に基づいた職場環境改善を実践していた。具体的には、

集団分析の結果から「総合健康リスク」だけでなく「上司の支援」が高い部署を特定して

ヒアリングを行い、良好事例を「Tips 集」としてリスト化して他の管理職へ提供していた。

また、高ストレス職場（総合健康リスク 120 以上）に対しては、その管理者の上長（部長

級）と工場長・産業保健スタッフ・人事が共同で改善策を検討する体制を構築していた。

さらに、高ストレス判定者への対応として、本人の申し出の有無に関わらず医療職による

面談を設定する「オプトアウト形式」を採用することで、面談実施率の向上と早期介入を

図っている点が特徴であった。 
2 つ目の企業では、BI ツール（Tableau）を活用して集団分析結果を多角的に可視化し、

特定の職位における課題抽出と業務改善に繋げていた。具体的には、集団分析により「グ

ロサリー主任」の高ストレス割合が高いことを全社的課題として特定し、経営会議等での

報告を経て、営業部門主導による詳細な追加アンケートを実施した。この調査で可視化さ

れたストレス要因に基づき、関連部署と連携して具体的な業務改善を実践していた。また、

高リスクおよび低リスクの店舗（事業所）店長に対して保健師が個別にヒアリングを行い、

良好事例の収集とともに、集団分析結果から自店舗の強みと弱みを認識させる働きかけを

行っていた。さらに、人事部門が実施するワークエンゲージメントやプレゼンティーズム

（WFun 等）のデータとストレスチェック結果を突合・分析することで、課題解決に向け

た客観的な根拠として活用している点が特徴であった。 
2 つの企業の産業保健職の協力のもと、ストレスチェック後の集団分析の結果を用いた職

場環境改善の具体的な取り組み事例が収集された。その結果、集団分析を実効性のある職

場環境改善に繋げるための 3 つの共通要因が抽出された。第一に、経営層が集団分析結果

を組織課題として正しく認識し、工場長や営業部門といったラインの責任者が主導する「組

織横断的な連携体制」の構築である。第二に、BI ツール等を用いたデータの可視化や、エ

ンゲージメント、プレゼンティーズムといった多角的な指標との突合による「客観的な根

拠に基づく課題抽出」である。第三に、産業保健スタッフが現場の責任者に対して個別フ

ィードバックを行い、具体的なアクションプランを共創する「伴走型支援」の重要性が確

認された。これらの知見は、集団分析を単なる評価に留めず、組織開発へと転換させるた
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めの有用な指針となり得る。次年度は、他の分担研究者からも収集された良好事例を参照

し、ストレスチェック後に集団分析の結果を活用した職場環境改善の進め方の留意点や工

夫すべき視点、ポイントなどをまとめる予定である。 

 
Ａ．研究目的 

本研究の目的は、ストレスチェックの集団分析

結果を活用して職場環境改善を実践している事

例を収集し、その成果や課題、困難の克服過程を

整理することである。 
ストレスチェック制度は、メンタルヘルス不調の

未然防止（一次予防）を目的に導入されたが、集

団分析結果を職場環境改善に結びつけられてい

る事業場は、50 人以上の事業場でも約 5 割、50
人未満では 2 割弱に留まっている。改善が進まな

い理由として、リスク・課題の洗い出しの困難さ

や、具体的な改善手法の不明確さ、経営層・管理

職の理解不足などが挙げられている。 
本研究では、これらの課題を克服している具体的

な好事例を収集・分析することで、事業者や産業

保健スタッフが自らの職場で適用できるヒント

を得られるようにし、将来的な活用マニュアルや

手引き等の作成に向けた基礎資料を整理するこ

とを目指す。特に、組織が変化するプロジェクト

型等の新しい働き方や、小規模事業場における実

効性の高い取り組みに焦点を当てる。 
 
Ｂ．研究方法 

集団分析および職場環境改善に造詣の深い研究

者や、中小企業を含む実践経験豊富な産業医・保

健師らで構成される研究チームを組織し、多角的

な視点から事例収集を行った。 
具体的には、以下の手順で調査を実施した。 
１）聴取項目の策定: 集団分析の活用方法、職場

環境改善の具体的施策、その効果指標（総合健康

リスク、休業統計、労働者の感想等）、および実

施の障害となった要因などを網羅した調査フォ

ーマットを作成した。 
２）事例の選定とアプローチ: 日本産業衛生学会

等の学術集会での発表事例や、研究班員が支援し

ている事業場、および「こころの耳」等の既存ネ

ットワークを通じた機縁法により、研究趣旨に同

意の得られた企業を抽出した。 
３）インタビューの実施: 選定された企業の産業

保健スタッフに対し、作成したフォーマットに基

づく半構造化インタビューを実施した。調査では、

量的・統計的な分析に留まらず、改善を可能にし

たきっかけや工夫などの質的な情報を重点的に

聴取した。 

４）情報の整理と匿名化: 収集した情報は、個別

の事業場が特定されないよう配慮した上で、職種

や規模別の好事例として、他組織への適用可能性

（マニュアル作成の視点）を考慮して整理した。 
 
Ｃ．研究結果 

 主任研究者と分担研究者により策定した調査

フォーマットを利用し、分担研究者の呼びかけに

回答した 2つの企業の調査結果は以下の通りであ

る。 
 
事例 1 

本事例では、工場長、人事総務部門、産業保健

部門が強固に連携し、「心の健康づくり計画」に

基づいた戦略的な職場環境改善を実践していた。

特筆すべきは、中期活動計画や KPI を可視化した

「戦略マップ」の運用である。集団分析において

は、単に高リスク部署を抽出するだけでなく、逆

に「上司の支援」が高い部署を特定し、その管理

職へのヒアリングを通じて良好事例を収集して

いた。収集されたノウハウは「Tips 集」としてリ

スト化され、他の管理職へ提供することで組織全

体の底上げを図っていた。高ストレス職場（総合

健康リスク 120 以上等）に対しては、当該部署の

管理者だけでなく、その上長（部長級）や工場長、

産業保健スタッフ、人事が一堂に会して改善策を

検討する体制を構築していた。さらに、高ストレ

ス者への対応として、本人の申し出を待たずに医

療職が面談を設定する「オプトアウト形式」を採

用し、産業医面談の実施率向上と早期介入を実現

している点も、組織的なバックアップ体制の強さ

を示していた。 
 
事例 2 

本事例では、大規模な小売業という特性を活か

し、BI ツール（Tableau）を用いた多角的なデー

タ分析と、それに基づく現場主導の業務改善を実

践していた。集団分析の結果は経営会議や部室店

長会議で報告され、組織的な意思決定の根拠とし

て活用されていた。例えば、特定の職位（グロサ

リー主任）のストレスリスクが高いことが全社的

課題として特定された際、営業部門が主導して詳

細な追加アンケートを実施し、これにより可視化

された具体的なストレス要因に基づき、関連部署
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と連携した業務改善が実行された。分析の単位に

ついても、店舗ごとの結果を店長にフィードバッ

クするだけでなく、職位や部門別の層化分析を適

宜行うことで、ピンポイントな対策を可能にして

いた。また、産業保健スタッフ（保健師等）が、

高リスク・低リスク双方の店舗責任者に個別のフ

ィードバックを行い、自店舗の強みと課題を認識

させる働きかけを行っていた。人事部門が実施す

るワークエンゲージメントやプレゼンティーズ

ム（WFun 等）の調査結果とストレスチェック結

果を突合・分析することで、職場改善の効果を客

観的な数値で多角的に評価している点が特徴で

あった。 
 
Ｄ．考察 

本年度の事例収集を通じて、ストレスチェック

の集団分析を形骸化させず、実効性のある職場環

境改善に繋げるための共通要因が明らかとなっ

た。 
第一に、「経営層の関与と組織横断的な連携」

である。両事例ともに、集団分析の結果が経営層

に報告される体制が整っており、工場長や営業部

門といったラインの責任者が職場改善を自らの

課題として捉えている。改善活動が産業保健部門

のみの「専門的な取り組み」に閉じることなく、

人事や各事業部門を巻き込んだ経営戦略の一部

として位置づけられていることが、施策の推進力

を生んでいる。 
第二に、「データ活用の多角化と可視化」であ

る。標準的な調査票の結果に留まらず、BI ツール

を用いた詳細な層化分析や、エンゲージメント、

プレゼンティーズムといった他指標との突合を

行うことで、現場が納得感を持って受け入れられ

る客観的な根拠が提示されている。また、課題部

署への指摘だけでなく、良好事例（Tips）の抽出

と横展開という「ポジティブ・アプローチ」を組

み合わせることで、管理職の心理的ハードルを下

げ、自発的な改善を促す工夫が見られた。 
第三に、「産業保健スタッフによる個別支援の

重要性」である。結果の通知（数値の提供）に終

わらず、保健師や産業医が店長や部長級へ直接フ

ィードバックを行い、対話を通じて結果の解釈を

助け、具体的なアクションプランに落とし込む

「伴走型支援」が、現場の変化を引き出す鍵とな

っていた。以上の知見は、職場環境改善に苦慮す

る多くの事業場にとって、集団分析を「点」の評

価で終わらせず、組織開発という「面」の活動へ

転換させるための極めて有用な指針になると考

えられた。 
 
Ｅ．結論 

本研究により、ストレスチェックの集団分析結

果を活用した職場環境改善における成功事例の

共通要素が明らかとなった。収集された事例から

は、以下の 3 点が職場環境改善を促進する鍵であ

ることが示唆された。 
1 点目（経営・人事・現場の三位一体の体制）: 

メンタルヘルス対策を産業保健部門の限定的な

活動とせず、工場の「心の健康づくり計画」や本

社の「経営会議」等の枠組みに組み込み、組織戦

略として推進すること。 
2 点目（ポジティブ・アプローチとデータの高

度活用）: 高リスク部署の指摘に留まらず、良好

事例（Tips 集）の収集・横展開といったポジティ

ブな働きかけや、BI ツールを活用した層化分析に

よって、現場の納得感と自発的な改善意欲を高め

ること。 
3 点目（オプトアウト面談や伴走型フィードバ

ック）: 面談のハードルを下げる仕組み（オプト

アウト形式）や、専門職による責任者への個別支

援を通じて、早期介入と実効性のある改善策の定

着を図ること。 
以上の要素を整理し、次年度はより多様な業種

や規模（特に小規模事業場）における事例を補完

することで、実務者が自社に適用可能な「職場環

境改善マニュアル」の策定に向けた基礎資料を完

成させる予定である。 
  
Ｆ．研究発表 

１．論文発表 
 なし 
２．学会発表 
  なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 該当せず。 

 

Ｈ．文献 

1) 厚生労働省労働基準局安全衛生部 労働衛

生課産業保健支援室. 労働安全衛生法に基

づくストレスチェック制度実施マニュアル 

(https://www.mhlw.go.jp/content/112012

50/001249076.pdf) 
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事例 1 経営層との強固な連携と「戦略マップ」の活用による職場環境改善         事例通し番号 13 

 

キーワード 
⚫ 中期計画 
⚫ 戦略マップ 
⚫ 良好事例（Tips 集） 
⚫ オプトアウト形式の面談 
 
参考になるポイント 
⚫ 経営層・人事・産業保健の三位一体の連携： 工場長、人事総務部門、産業保健部門が共同で「心の健康づ

くり計画」を作成し、定期的な会議で進捗を確認する体制を構築している。 
⚫ 戦略的な KPI 設定： 中期活動計画や KPI を設定するための「戦略マップ」を作成し、上級管理責任者が年

度の重点目標を社員集会（フォーラム）で宣言することで、組織全体への周知を図っている。 
⚫ 「上司の支援」に注目したポジティブ・アプローチ： 総合健康リスクだけでなく、「上司の支援」が高い部

署にヒアリングを行い、良好事例を「Tips 集」としてリスト化し管理職に提供している。 
⚫ 高リスク職場への階層的アプローチ： 高ストレス職場の課長の「さらに一つ上の上司（部長等）」を交えて、

工場長や産業保健スタッフと共に改善方法を検討する仕組みがある。 
⚫ 面談率向上のためのオプトアウト形式： 高ストレス者に対し、本人の希望の有無に関わらず面談を設定し、

本人からの断りがない限り実施する形式をとることで、ケアの網羅性を高めている。 
 

１． 企業基本情報 
① 企業（事業場）名 

＊＊＊株式会社 Ｋ工場 

② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

製造業 

④ 従業員数 

全社：12,000人 Ｋ工場：2700 人（社員のみ） 

⑤ 本社・支社の別 

本社（本社工場） 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業医 4 名（常勤 3 名、非常勤 1 名）、産業保健看護職 4 名（常勤保健師 4 名）、衛生管理者 6 名（う

ち 3 名は保健師が兼務） 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：なし 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：社内システム（富士通ヘルスケアソリューション組織ストレスアセ

スメント e 診断システム）を使用。 

② 委託した外部機関先：なし（自社システム活用） 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容：なし 

 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：常勤産業医 

② ストレスチェックの実施形態：社内イントラネット（ウェブ上）で入力・閲覧 
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③ ストレスチェックの際に使用した質問：80 項目版に、社内独自の質問（運動習慣、座位時間、孤

独感、不安感、人生の満足度、働き方の満足度、上司や同僚の配慮、チーム内の居場所、キャリア・

チームの見通し、仕事上の工夫、セルフケアなど 37 項目）を追加。 

④ ストレスチェックの受検率：例年 97〜98％ 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：11.4％（2025年実績） 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：1.7％ 

高ストレス者 293 名に対し、本人申し出による医師面接は 5 名 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：専属産業医 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：対面、リモート（実績は対

面のみ）  
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

希望の有無に関わらず、医師・保健師・公認心理師による面談を原則設定する「オプトアウト形式」

を採用。2025 年は医師面談を除く 59 名が医療職面談を実施。 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web 閲覧 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について 
構成メンバー5 名以上の職場（主に課単位）。希望があれば「係単位」でのフィードバックも実施。 

② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  
工場長、安全衛生委員会、全社員向けフォーラム（年 4 回）、管理職研修での報告・周知。 

③ 集団分析の実施において工夫していること  
80 項目以外の追加項目（上司の行動と部下が感じる支援度の関連など）の相関分析を実施。「上司

の支援」が高い割合を職場の評価指標として経年追跡している。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：なし 
② 外部機関の活用内容：なし 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること  

⚫ 産業保健部門が工場長・人事総務と強固に連携。 
⚫ 「心の健康づくり計画」などの中期計画の策定。 
⚫ KPI 管理のための「戦略マップ」の活用。 
⚫ 上級管理者が重点目標を社員の前で宣言し、責任を明確化。 

④ どんな職場環境改善をやったか 
⚫ 共同での中期計画作成と定期的な進捗確認。 
⚫ 「上司の支援」が良好な部署へのヒアリングと良好事例（Tips 集）の作成・提供。 
⚫ 非管理職（係長）向け研修における職場環境の阻害要因・良好事項の調査と工場長への報告。 
⚫ 総合健康リスク 120 以上の高リスク職場に対し、その部長・工場長・産業保健スタッフ・人事

が合同で改善策を検討。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

追加コストなし 
⑥ 何があったから進められたか 

他工場より不調者が多かった背景があり、工場長の問題認識、人事の協力、産業医の熱意、そして

追加コストが不要であったことが推進力となった。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

現状は特になし（以前は経営層の無関心やスタッフ不足があった）。課題として、部門長の問題意

識が低い部署での改善の遅れが挙げられる。 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
NS 
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７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：総合健康リスク 120 以上の割

合。 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較：メンタル不調者の休職率（1 ヶ月以上）、新規発生率、再

発率、休職・職場離脱日数、相談件数などを精査。 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想：教育研修の際に意見を収集 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット：組織全体の見える化。 
⑧ そのほか 

⚫ 上司の支援度を指標化。 
 
8. そのほか（特記事項） 
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事例 2 BIツールによる可視化と特定職位への重点アプローチ                            事例通し番号 14 

 
キーワード 
⚫ 小売業 
⚫ BI ツール（Tableau） 
⚫ ワークエンゲージメントとの突合分析 
⚫ 特定職位への深掘り 
 
参考になるポイント 
⚫ データ駆動型の課題抽出： BI ツール（Tableau）を活用し、一目で分かりやすい結果の可視化を行ってい

る。さらに、人事部門のワークエンゲージメント・スコアとの突合分析も実施している。 
⚫ 特定部署・職位への重点対策： 集団分析から「グロサリー主任」の高ストレス割合が高いことを特定。経

営判断により営業部門主導の追加アンケートを実施し、具体的な業務改善（ストレス要因の除去）に繋げて

いる。 
⚫ 保健師による店舗ヒアリング： 高リスク店舗だけでなく「低リスク（良好）」な店舗の店長にも保健師がヒ

アリングを行い、店舗の強みを認識させると同時に良好事例の収集を行っている。 
⚫ 多角的な健康指標の活用： ストレスチェックだけでなく、プレゼンティーズム（Wfun、東大 1 項目版 SPQ）

や K6、生活習慣チェックなどを組み合わせて、多角的に従業員の健康状態を把握している。 
 

１． 企業基本情報 
① 企業（事業場）名 

＊＊＊株式会社 
② 所在地 

＊＊＊ 
③ 業種 

小売業 
④ 従業員数 

3559 人（パートタイマー含めて約 1 万人規模） 
⑤ 本社・支社の別 

本社 
⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

専属産業医 2 名（修練医 1 名含む）、保健師 4 名、看護師 1 名 
 

２． 事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：なし 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 
３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：社内人事労務システム（SmartHR）を使用  
② 委託した外部機関先：なし（自社システム活用） 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

 
４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：本社統括産業医。 
② ストレスチェックの実施形態：社員が人事労務システム上で回答し、約 1 ヶ月後に健康管理システ

ムの個人ページで結果を閲覧。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票：23 項目版に、エンゲージメントに関する 2 項目（活力、

誇り）を追加。 
④ ストレスチェックの受検率：2024 年度 71.86％、2025 年度 87.71％と上昇傾向。 
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⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：13.9％（2025 年実績） 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：2025 年度 1 名、

2024 年度 2 名（以前は 10 名程度）。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：専属産業医。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：対面、リモート（実績はリ

モートのみ）。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること：現状は特になし（来期

に向けて検討中）。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法：ウェブ上で閲覧。 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について： 
構成メンバー5 名以上の事業所（店舗）ごと、および社員区分別（正社員/パート）。さらに部門や

職位別のセグメント分析も実施。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法： 

経営会議や店長会議で報告。特定部門（グロサリー主任）の課題を経営課題として認識し、営業部

門主導で追加調査と改善策を実施。 
③ 集団分析の実施において工夫していること： 

BI ツール（Tableau）を用いて可視化を容易にし、人事部門のワークエンゲージメント調査と時期

を合わせることでデータの突合を可能にしている 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：なし 
② 外部機関の活用内容 

③ 職場環境改善の実施において工夫していること 
営業部門などの関連部署との連携を強化している。 

④ どんな職場環境改善をやったか 
⚫ グロサリー主任への追加アンケートに基づき、ストレス要因となっていた特定業務の改善を実

施。 
⚫ 高リスクおよび低リスクの各 3 店舗の店長へ保健師がヒアリングを実施。強み・弱みの認識を

促し、良好事例を収集。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか：追加コストなし 
⑥ 何があったから進められたか：経営陣のストレスチェックへの関心が高まったことと、データ分析

用の BI ツール導入が大きな要因となった 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等）：一部の店長の関心が低いことが課題 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
NS 

 
７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：総合健康リスクではなく「高

ストレス割合」で評価。 
② MIRRORなどの要望項目減少程度 

③ 健康診断、休業などの統計情報の比較：プレゼンティーズム（Wfun、SPQ）、K6、ワークエンゲ

ージメントスコアを活用。 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット：課題解決のための取り組みを

実施する上での「客観的な根拠」となること。 
⑧ そのほか 
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８． そのほか（特記事項）  
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ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究 

（250301-01）研究代表者：堤 明純 
分担研究報告書 

 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善の好事例： 

産業保健専門職へのヒアリング調査 
 

研究分担者 井上 彰臣 産業医科大学ＩＲ推進センター・准教授 
 
研究要旨 本研究では、事業者や産業保健スタッフがストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環

境改善を実施する際に活用可能な情報を整理することを目的に、事業場でストレスチェック制度の実施

に関与している開業保健師（労働衛生コンサルタント）（以下、被面接者）を対象にヒアリング調査を行

い、労働者数 50 人未満の小規模事業場における集団分析とその結果に基づく職場環境改善の具体的な

取組事例を収集した。ヒアリング調査では、九州圏内に本社・本部を置く小規模事業場における取組事

例が 3 例報告された。いずれの事例においても、法定義務の対象外であるにもかかわらず、ストレスチ

ェック制度を導入し、職業性ストレス簡易調査票（57 項目）を用いてストレスチェックを実施してい

た。集団分析結果は、安全衛生委員会等の会議を通じて職場内で共有された後、職場巡視の実施や既存

のアクションチェックリストの活用を通じて、整理整頓や情報共有の工夫、コミュニケーションの改善

といった、現場の実情に即した職場環境改善の取組につなげられていた。また、会議の開催頻度や改善

内容については、事業場の規模や業務負担に配慮しながら柔軟に設定・検討されていた点も共通してい

た。さらに、被面接者が外部の産業保健専門職として継続的に関与し、集団分析結果の解釈や職場環境

改善の進め方について助言を行うことで、事業場内の関係者が無理なく改善活動に取り組める体制が整

えられていた。これらの事例から、小規模事業場においても、形式にとらわれない話し合いの場の設定

や、既存のツールを活用した現場主導の取組を通じて、ストレスチェックの集団分析結果を職場環境改

善に結び付けることが可能であることが示唆された。今後、ストレスチェック制度の実施義務対象が小

規模事業場にも拡大されることを踏まえると、本研究で整理した事例は、小規模事業場におけるストレ

スチェックの実施や集団分析結果の活用を検討する際の実践的な参考資料となるだけでなく、ストレス

チェックを「実施する」段階から「活用する」段階へと発展させていく上での基礎資料としても活用で

きるものと考えられる。 
 
Ａ．研究目的 
 わが国では、2014（平成 26）年 6 月 25 日に公

布された「労働安全衛生法の一部を改正する法律」

（平成 26 年法律第 82 号）に基づき、2015（平成

27）年 12 月 1 日より、常時 50 人以上の労働者を

使用する全ての事業場において「ストレスチェッ

ク制度」を実施することが義務付けられた（労働

安全衛生法第 66 条の 10）。 
 本制度では、ストレスチェックの個人結果を事

業場内の一定規模の集団ごとに集計・分析（以下、

集団分析）し、その結果に基づき、職場環境の改

善に取り組むことを事業者の努力義務としてい

るが、2024（令和 6）年「労働安全衛生調査（実

態調査）」では、労働者数 50 人以上の事業場でス

トレスチェックを実施し、かつ集団分析まで行っ

ている割合は 67.7%、さらに、その結果を職場環

境改善にも活用している割合は55.6%であること

が報告されており（厚生労働省，2025）、毎年、微

増傾向にあるものの、ストレスチェックの集団分

析結果を活用した職場環境改善の取組が十分に

定着しているとは言い難いのが現状である。 

 また、2025（令和 7）年 5 月 14 日に公布され

た「労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を

改正する法律」（令和 7年法律第 33号）に基づき、

今後（本法律の公布後）3 年以内に、労働者数 50
人未満の小規模事業場においてもストレスチェ

ック制度の実施が義務化されることから、ストレ

スチェックを「実施する」だけでなく「結果をい

かに活用するか」が、これまで以上に重要な課題

になると考えられる。とりわけ、集団分析とその

結果に基づく職場環境改善を実効性のある取組

にするためには、事業者や産業保健スタッフ等が

共通して活用できる実践的なマニュアル・手引き

等の整備が必要である。 
 そこで本研究では、事業者や産業保健スタッフ

等がストレスチェックの集団分析結果に基づく

職場環境改善を実施する際に活用できるマニュ

アル・手引き等の整備に資する情報を整理するこ

とを目的とする。3 年計画の 1 年目である今年度

は、事業場でストレスチェック制度の実施に関与

している産業保健専門職を対象にヒアリング調

査を行い、集団分析とその結果に基づく職場環境
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改善の好事例を収集するとともに、実施の際に生

じた課題やそれに対する対応・工夫を整理するこ

とを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 事業場でストレスチェック制度の実施に関与

している開業保健師（労働衛生コンサルタント）

（以下、被面接者）を対象にヒアリング調査を行

い、以下の 7 項目を中心に、集団分析とその結果

に基づく職場環境改善の具体的な取組に関する

情報を聴取した。 
 
① 企業基本情報 
② 事業場の概要 
③ ストレスチェックの実施状況・実施体制 
④ ストレスチェック制度の実施方法 

⑤ ストレスチェック結果に基づく集団分析 
⑥ 職場環境改善の実施状況 
⑦ 効果指標 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、北里大学医学部・病院倫理委員会に

よる中央一括審査で承認（承認番号：B25-051）
を得た後、当該承認に基づき、産業医科大学倫理

委員会の許可（承認番号：IK25-005）を得て実施

した。 
 
Ｃ．研究結果 
 被面接者から、九州圏内に本社・本部を置く労

働者数 50 人未満の小規模事業場（分散型事業場

を含む）における取組事例が 3 例報告された。以

下、各事例について、事業場の概要、ストレスチ

ェック制度導入の経緯、ストレスチェック制度の

実施状況（ストレスチェックの実施方法、受検率、

高ストレス者の割合、集団分析および職場環境改

善の取組内容）を中心に報告する。 
 
（１）事例 1 
 本事例は、従業員数 36 名（うち、本社の従業員

数は約 30 名）の製造業の小規模事業場における

取組である。本社のほか、関西圏内と関東圏内に

営業所を有する分散型の事業場であり、衛生管理

者（総務課長）と非常勤の保健師（労働衛生コン

サルタント）（被面接者）が産業保健スタッフとし

て関与している。 
 本事業場では、無断欠勤が散発的に見られたこ

とや、社員間の人間関係の悪化、管理職によるパ

ワーハラスメントを契機とした離職事例が発生

したことから、被面接者から予防的な取組として

ストレスチェック制度の導入が提案され、法定外

ではあるが、ストレスチェック制度が実施されて

いる。 
 ストレスチェックは、職業性ストレス簡易調査

票（57 項目）を用いて WEB 方式で実施し、受検

率は 100％、高ストレス者の割合は 2.8％であっ

た。高ストレス者に対しては、申出者に対する医

師による面接指導に加え、申出のない者に対して

も、被面接者による健康相談を通じたフォローが

行われている。 
 集団分析は外部機関に委託し、事業場全体のほ

か、10 名以上の集団を対象に、男女別や職種別の

分析が行われている。集団分析結果は、年に 3 回

開催している安全衛生委員会で報告・共有され、

課題点に加えて良好な点についても言及するな

ど、肯定的なフィードバックが行われている。そ

の後「職場巡視チェックリスト」を用いた巡視と

社員への聞き取りを行い、安全衛生の視点を職場

に浸透させる取組が行われている。 
 職場環境改善の取組としては、業務負担やコミ

ュニケーションに関する課題への対応として、衛

生管理者による日常的な声かけ、顧客対応業務の

負担軽減を目的とした電話の自動音声機能の導

入、書棚や書庫の整理整頓などが実施されており、

これらの一連の取組は、被面接者の助言のもとで

進められている。 
 
（２）事例 2 
 本事例は、従業員数 120 名の社会福祉・介護事

業を主とする分散型の小規模事業場（社会福祉法

人）における取組である。学童保育、知的障害者

の生活介護・日中一時支援事業、高齢者の小規模

多機能型居宅介護に加え、就労継続支援 B 型とし

て飲食事業も展開しており、本部と 10 施設の 11
事業場で構成されている。各事業場（本部および

施設）の従業員数は 10 名前後であり、衛生管理

者（事務長）、健診担当の准看護師、非常勤の保健

師（労働衛生コンサルタント）（被面接者）が産業

保健スタッフとして関与している。 
 本事業場では、健康経営優良法人の認証取得を

目指す過程で「50 人未満の事業場におけるストレ

スチェックの実施」が要件に含まれていたことを

契機として、法定外でストレスチェック制度が導

入された。産業保健総合支援センターへの相談を

きっかけに被面接者と契約し、被面接者がストレ

スチェックの実施者として関与している。 
 ストレスチェックは、職業性ストレス簡易調査

票（57 項目）を用いて WEB 方式で実施し、受検

率は 100％、高ストレス者の割合は 8％であった。

高ストレス者に対しては、申出者に対する医師に

よる面接指導に加え、申出のない者に対しても、

被面接者による健康相談を通じたフォローが行

われている。 
 集団分析は外部機関に委託し、法人全体のほか、

10 名以上の集団を対象に、男女別や事業場別の分

析が行われている。集団分析結果は、解説動画を

クラウド上にアップロードするとともに、健診担
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当の准看護師（実施事務従事者）による口頭での

説明も行われている。 
 職場環境改善の取組としては、総合健康リスク

が高かった知的障害者の施設において、施設長の

了承のもと職員参加型の会議を開催し、既存のア

クションチェックリストを用いた取組が行われ

ている。また、前年度から総合健康リスクが改善

した飲食部門において、管理者へのヒアリングを

通じて改善要因を聴取するとともに、知的障害者

の施設で実施した改善事例を共有するなどの取

組が行われている。 
 
（３）事例 3 
 本事例は、従業員数 40 名の社会福祉・介護事

業を主とする分散型の小規模事業場（株式会社）

における取組である。高齢者の介護付きホームや

入居者のデイケアを展開しており、本部と支部の

2 事業場で構成されている。本部と支部の従業員

数はいずれも 20 名前後であり、本部の部長（衛

生推進者）と非常勤の保健師（労働衛生コンサル

タント）（被面接者）が産業保健スタッフとして関

与している。 
 本事業場では、社長が「社員の不満を抽出した

い」と考えたことをきっかけに、法定外ではある

が、ストレスチェック制度が導入された。産業保

健総合支援センターへの相談を契機に被面接者

と契約し、被面接者がストレスチェック制度の設

計から実施、集団分析および職場環境改善までを

一体的に進めている。 
 ストレスチェックは、職業性ストレス簡易調査

票（57 項目）を用いて紙媒体で実施し、受検率は

100％、高ストレス者の割合は 10～12.5％であっ

た。これまでに高ストレス者から面接指導の申出

があった例はないが、日常業務の中で被面接者が

高ストレス者に対して最近の体調を尋ねるなど

のフォローが行われている。 
 集団分析は事業場内で行い、全社のほか、10 名

以上の集団を対象に、事業場別や属性別の分析が

行われている。集団分析結果は、年に 7 回（本部

で 4 回、支部で 3 回）開催している安全衛生委員

会で報告・共有され、社員間で意見交換を行った

後、職場巡視と組み合わせて活用されている。 
 職場環境改善の取組としては、集団分析で「コ

ミュニケーション不足」が示唆されたことを受け、

インカム（トランシーバー）を導入して情報共有

を円滑化したほか、施設内の整理整頓や休憩室の

環境の見直しなど、4S・5S の視点を取り入れた

改善活動を進めている。その結果、社員が主体的

に職場環境に関心を持つようになり、集団分析結

果を次年度の取組につなげる意識が醸成されて

いる。 
 以上の 3 事例の取組内容をそれぞれ資料 1～資

料 3 に掲載した。 

 
Ｄ．考察 
 本研究で示された 3 事例は、いずれも労働者数

50 人未満の小規模事業場において、法定外でスト

レスチェック制度を導入し、集団分析結果を職場

環境改善につなげている点で共通している。とく

に注目すべき点は、集団分析結果を「分析して終

わる」ものとせず、職場内で共有し、具体的な取

組につなげるための場や仕組みを工夫して整備

している点である。 
 まず、3 事例に共通して見られたのは、法定義

務の有無にかかわらず、安全衛生委員会（あるい

はそれに準ずる話し合いの場）を設け、ストレス

チェックの集団分析結果を共有する枠組みを確

保している点である。事例 1 および事例 3 では、

50 人未満の事業場でありながら、安全衛生委員会

を設置し、開催頻度や年間計画を現場の負担に配

慮しながら調整していた。事例 2 においても、安

全衛生委員会の立ち上げに向けた準備が進めら

れており、今後、集団分析結果を共有する中核的

な場として活用される予定である。このように、

小規模事業場であっても、必ずしも形式的な委員

会運営を求めるのではなく、実情に応じて柔軟な

形で「共有の場」を設けることが、集団分析結果

の活用において重要であることが示唆される。 
 次に、集団分析結果を踏まえた「職場巡視」が

職場環境改善のきっかけとして活用されていた

点も重要である。事例 1 および事例 3 では、集団

分析結果を踏まえて職場巡視を実施し、現場に安

全衛生の視点や 4S・5S の視点を意識してもらう

取組が行われていた。事例 2 においても、既存の

アクションチェックリストを用いた職員参加型

の会議を通じて、集団分析結果を具体的な改善活

動に落とし込む工夫がなされていた。これらの取

組は、専門的な分析結果をそのまま示すのではな

く、「現場を一緒に見て、気づきを共有する」とい

うシンプルな方法によって、職場環境改善への第

一歩を踏み出している点に特徴がある。 
 また、被面接者が外部の産業保健専門職として

ストレスチェック制度に継続的に関与し、助言を

行っている点も重要である。小規模事業場では、

産業医や常勤の産業保健スタッフを確保するこ

とが難しい場合が多いが、本事例では、非常勤の

保健師（労働衛生コンサルタント）である被面接

者がストレスチェックの実施、集団分析の解釈、

職場環境改善の進め方について伴走的に支援し

ていた。このような関与は、事業場側に過度な負

担をかけることなく、集団分析結果を実務に活か

す上で有効であると考えられる。 
 さらに、これらの事例からは、小規模事業場に

おける職場環境改善が必ずしも大規模な制度改

変やコストを伴う取組である必要はないことも

示唆される。日常的な声かけ、職場の整理整頓、
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情報共有の工夫、既存のチェックリストの活用な

ど、比較的取り組みやすい改善策を積み重ねるこ

とで、集団分析結果を職場の変化につなげている

点は、小規模事業場にとって重要な実践的示唆と

言える。

以上より、本研究で示された 3 事例は、今後、

労働者数 50 人未満の事業場でストレスチェック

制度の実施が義務化されることを見据えた際、集

団分析とその結果に基づく職場環境改善を無理

なく進めるための具体的な手がかりを提供して

いると考えられる。とりわけ、安全衛生委員会等

の場の工夫、集団分析結果に基づく職場巡視や従

業員参加型の改善活動、外部専門職の活用といっ

た要素は、小規模事業場においても導入できる可

能性が高く、今後のマニュアル・手引き等を検討

する上で重要な視点になると考えられる。

Ｅ．結論

本研究では、労働者数 50 人未満の小規模事業

場において、法定外でストレスチェック制度を導

入し、集団分析結果を職場環境改善につなげてい

る 3 事例を整理した。その結果、小規模事業場で

あっても、安全衛生委員会等の話し合いの場を工

夫して設け、集団分析結果を共有し、職場巡視や

既存のチェックリストを活用することで、無理な

く職場環境改善を進められることが示された。

 また、外部の産業保健専門職が関与し、集団分

析結果の解釈や改善の進め方について助言を行

うことは、取組の実効性を高める上で有効である

と考えられた。今後、労働者数 50 人未満の事業

場においてもストレスチェック制度の実施が義

務化されることを踏まえると、本研究で整理した

事例は、集団分析結果を活用した職場環境改善を

検討する際の実践的な示唆を提供するものと考

えられる。

Ｆ．研究発表
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津明人, 川上憲人, 井上彰臣, 堤明純. 職業性

ストレス簡易調査票を用いた集団分析とその

活用の工夫：システマティックレビューによ

る組み入れ論文から抽出した 30 事例. 産業

衛生学雑誌 2026; 68(1): 1-15.

２．学会発表

井上彰臣, 渡辺和広, 小田切優子, 島津明人, 川
上憲人, 堤明純. 仕事の適性と働きがいが精
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幸太郎. 職業性ストレス簡易調査票パルスサ
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研究成果としての支援ツールの展開. 第 33 回
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井上彰臣, 渡辺和広, 小田切優子, 島津明人, 川

上憲人, 堤明純. 職場での「意見の食違い」は

常にリスクか？―「友好的な雰囲気」との組合
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
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調査）」の概況. 東京: 厚生労働省, 2025. 
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 資料 1  事例 1 集団分析結果の報告・共有に安全衛生委員会を活用している小規模事業場の事例 

事例通し番号 15 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場） 

開業保健師（労働衛生コンサルタント）（以下、被面接者）が外部の産業保健専門職として関与して

いる事業場 
② 所在地 

九州圏内 
③ 業種 

製造業 
④ 従業員数 

36 名（←九州圏内の本社、関西圏内の営業所、関東圏内の営業所の総従業員数。うち、本社の従業

員数は約 30 名） 
⑤ 本社・支社の別 

本社（←被面接者が関与している事業場） 
⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

衛生管理者（総務課長）1 名、非常勤の保健師（労働衛生コンサルタント）1 名（←被面接者） 
 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

あり（事業場から産業保健総合支援センターに相談があり、その後の被面接者との契約につながっ

た） 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

（1）月に 3～4 回、無断欠勤をする社員がいたこと（現在も継続中）、（2）女性の社員同士の関係

が良くなかったこと（現在は解決済みだが、パーソナリティ障害が疑われる社員がいた）、（3）課

長のパワーハラスメントで社員が辞めてしまったというケースが見られたことから、予防的な取組

として、被面接者から事業場担当者にストレスチェックの実施を提案した。 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

事業場から産業保健総合支援センターに相談があった当初は、社会保険労務士が対応していた（無

断欠勤者への対応を就業規則の観点から対応していた）が、社員の健康確保という観点からの対応

が難しかったため、被面接者が対応することになり、契約につながった。 
 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 

厚生労働省が提供している「ストレスチェック実施プログラム」を基にしたシステム（回答内容が

外部委託機関のクラウドに送信・蓄積されるようにしたもの）を使用している。 
② 委託した外部機関先 

被面接者が代表を務める会社の HP のデザインを請け負っている業者 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

回答内容の集約・集計、被面接者への回答データの送信、個人結果の出力、集団分析 
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４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

実施者：被面接者 
実施事務従者：事業場の総務担当者（←衛生管理者が課長職で人事権があるため、その部下にあた

る総務担当者［社内のハラスメント窓口も担当］を実施事務従事者として選任している） 
② ストレスチェックの実施形態 

WEB で実施している。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

職業性ストレス簡易調査票（57 項目） 
④ ストレスチェックの受検率 

100% 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

2.8%（←直近の結果：ストレスチェックを開始した当初は 10%くらいだった） 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

0% 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

面接指導の申出があった場合は、被面接者が業務委託している産業医科大学所属の医師が面接指導

を担当している。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

面接指導の申出があった場合は WEB による面接指導を実施している。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

保健師（被面接者）による「健康相談」という形で対応している。その際、健診結果のフォロー面

談も合わせて実施している。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

紙媒体に出力し、封をして返却している。 
 

５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（ｔプロジェクト型等の組織が変化する例） 

事業場全体のほか、男女別や職種別（←10 名以上で構成されている単位に限る）の集団分析を行っ

ている。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

安全衛生委員会を 4 ヵ月に 1 回（年 3 回）の頻度で開催し、その中で集団分析結果を報告している。 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

集団分析結果を報告する際に、良好な結果が見られた箇所は褒めるようにしている。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

被面接者 
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② 外部機関の活用内容 

衛生管理者が被面接者に職場環境改善に関する相談を行い、アドバイスを受けている。 
 

③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

（1）安全衛生委員会の機会を活用し、集団分析結果を報告している。「4 ヵ月に 1 回開催」という

のが、ちょうど良い頻度になっている（←50 人未満の事業場なので、安全衛生委員会の設置は必須

ではないが、設置した方が事業場全体の安全衛生のレベルが上がり、社員の意見が聞ける貴重な機

会にもなるため、被面接者の提案により設置が実現した。被面接者が安全衛生委員会の書記も行っ

ており、議事内容をその場でモニターに映写している）。 
（2）初めてストレスチェックの集団分析を実施した際は、安全衛生委員会で集団分析結果を報告

した後、「職場巡視チェックリスト」を用いて各職場を巡視し、聞き取りを行った（←2 回目以降の

巡視になると「職場巡視チェックリスト」の項目だけでは少し物足りなくなるが、初めて巡視を行

う際には、安全衛生の視点を知ってもらう上で役立つ項目が挙げられており、使い勝手が良い）。2
回目以降の巡視では、チェックリストを用いなくても、社員の方から自然と意見が挙がるようにな

った。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

（1）衛生管理者がコミュニケーションのきっかけを作るような声かけを行った（←営業部門では、

個人で業務が完結していることが多いことや、本来は営業部門で対応すべき電話受付業務を一般事

務の女性社員が対応しており、負担が増えていることなどが意見として挙がったことから、社員同

士で情報共有を行うよう、声かけを行った）。 
（2）現在、リコールで不良品の回収を行っているが、リコールに対する電話対応の負担が大きい

という意見が営業部門から挙がったため、被面接者の提案で、電話に自動音声機能（顧客からの問

い合わせ内容別に担当者を割り振る機能や、音声の録音機能）を導入した（←結果的にカスタマー

ハラスメントの抑止につながっていると思われる）。 
（3）書棚や書庫などの整理整頓を行った（←整理整頓しても、次回の巡視までに元に戻ってしま

うことも多々あるため、この状態を維持するよう、声かけを行っている）。 
（4）コロナ禍の際に、感染対策の一環で各社員の机の周りに背の高いパーテーションが設置され

たが、コロナも落ち着き、パーテーションが社員同士のコミュニケーションの妨げになっているこ

とから、撤去する案が社員から挙げられている（←現時点では撤去の実現には至っていないが、今

後、撤去される可能性が高い）。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

被面接者の契約料を除き、実質的に費用はほとんどかかっていないのではないか。 
⑥ 何があったから進められたか 

（1）安全衛生委員会を立ち上げ、集団分析結果を報告する場を設けたこと、（2）少人数のコンパ

クトな事業場であること、（3）衛生管理者が積極的に動いてくれること。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

とくにない（障害というほどのものではないが、ストレスチェックに正直に回答しない社員がおり、

正確な集団分析ができていない部分がある）。 
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⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 

安全衛生委員会で集団分析結果を共有したことで、事業場全体で職場環境に対する問題意識が高ま

ったことが、職場環境改善の実施につながった。 
 

７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

閑散期・繁忙期による多少の変動はあるものの、総合健康リスクが徐々に下がってきていることを

確認している。 
② MIRROR などの要望項目減少程度 

なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 

なし（休業自体はもともと発生していない） 
④ 心理的安全性 

なし（心理的安全性が高まっているという実感はあるが、測定自体は行っていない） 
⑤ 経済的効果 

なし 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

衛生管理者からは、集団分析結果に基づく職場環境改善の取組に対して興味を持ってもらっている

印象がある。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

社員から直接聴取したわけではないが、「気付かなかった点に気づけるようになること」や「客観

的に自身の職場を見られること」がメリットとしてあるのではないか。また、他部門との比較や前

年度との比較についても結果を共有しているので、「職場環境が変わってきている」ということを

社員も実感できているのではないか。 
⑧ そのほか 

なし 
 

８． そのほか（特記事項） 

なし 
 
 ポイント  

・50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を設置（開催頻度は現場の負担に配慮して設定）し、

ストレスチェックの集団分析結果を共有する場として活用した。 
・ストレスチェックの集団分析結果を踏まえて職場巡視を行い、現場に安全衛生の視点を意識してもらうことを

職場環境改善のきっかけとした。 
 キーワード  

・小規模事業場における安全衛生委員会の設置と活用 
・集団分析結果に基づく職場巡視の実施 
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 資料 2  事例 2 既存のチェックリストを活用して参加型職場環境改善を実施した分散型小規模事業場の事例 

事例通し番号 16 

 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場） 

開業保健師（労働衛生コンサルタント）（以下、被面接者）が外部の産業保健専門職として関与して

いる事業場 
② 所在地 

九州圏内 
③ 業種 

社会福祉・介護事業（児童：学童保育、成人：知的障害者のデイケア［生活介護、日中一時支援事

業］、高齢者：小規模多機能型居宅介護のほか、飲食店［就労継続支援 B 型］なども展開している） 
④ 従業員数 

120 名（分散型事業場：全部で 11 の事業場からなり、各事業場の従業員数は平均で 10 名前後） 
⑤ 本社・支社の別 

本社（法人本部）＋10 支社（施設）（←同一郡内を中心に点在） 
⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

衛生管理者（事務長）1 名、健診担当の准看護師（常勤）1 名、非常勤の保健師（労働衛生コンサ

ルタント）1 名（←被面接者） 
 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

あり（健康経営優良法人の認証を受けたいということで、産業保健総合支援センターに相談があっ

たことが、その後の被面接者との契約につながった）。 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

健康経営優良法人の認証を目指しており、その認定要件に「50 人未満の事業場におけるストレス

チェックの実施」が含まれていたため。 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

産業保健総合支援センターに相談があった当初は、所長が対応していたが、立場上、所長が当該法

人のストレスチェックの実施者となることができなかったため、今後の対応について所長から被面

接者に相談があった。結果的に被面接者がストレスチェックの実施者として関わることになり、契

約につながった。 
 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 

厚生労働省が提供している「ストレスチェック実施プログラム」を基にしたシステム（回答内容が

外部委託機関のクラウドに送信・蓄積されるようにしたもの）を使用している。 
② 委託した外部機関先 

被面接者が代表を務める会社の HP のデザインを請け負っている業者 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

回答内容の集約・集計、被面接者への回答データの送信、個人結果の出力、集団分析 
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４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

実施者：被面接者 
実施事務従事者：健診担当の准看護師 

② ストレスチェックの実施形態 

WEB で実施している。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

職業性ストレス簡易調査票（57 項目） 
④ ストレスチェックの受検率 

100%（総従業員数は 120 名だが、パート等は対象外となっているため、総受検者数は 99 名） 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

8%（8 名） 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

25%（2 名） 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

被面接者が業務委託している産業医科大学所属の医師 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

WEB による面接指導（被面接者も面接指導に同席している） 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

保健師（被面接者）による「健康相談」という形で対応している。その際、健診結果のフォロー面

談も合わせて実施している。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

紙媒体に出力し、封をして返却している。 
 

５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

法人全体のほか、男女別や事業場別（←10 名以上で構成されている単位に限る）の集団分析を行っ

ている。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

（1）知的障害者の施設において、総合健康リスクが高かったため、被面接者が施設長の了解を得

て、職場環境改善の会議を行うことを提案し、「元気職場づくりアクションチェックリスト（中小

規模事業所向け）」（平成 15～17 年度 厚労科研［錦戸班］で開発）を用いて、職員間でアクション

プランを立て、3 ヵ月間の職場環境改善を実施した。実施後に再度、会議の場を設け、上手くでき

た要因や、できなかった要因を挙げてもらった。 
（2）飲食店の施設において、昨年度は総合健康リスクが高かったが、今年度は好転していたため、

被面接者が施設長と担当者にその結果を報告し、この 1 年間で好転した理由を聴取した（←もとも

と問題のある職員がいたり、入れ替わりが激しかったりする職場で、少し気になっていたため「ス

トレスチェックの集団分析結果に基づく職場巡視」の名目で、この 1 年間の変化を聴取した）。同

時に、職場巡視や（1）の取組事例、福祉施設向けの食品衛生に関する情報提供を行った。 
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③ 集団分析の実施において工夫していること 

①に記載した通り、集団分析は 10 名以上で構成されている単位に限っており、個人が特定されな

いよう、配慮している。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

被面接者 
② 外部機関の活用内容 

事業場の担当者が被面接者に職場環境改善に関する相談を行い、アドバイスを受けている。 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

（1）これまで、ストレスチェックは実施していたものの、集団分析結果を活用できていなかった

ため、今年度から各事業場で安全衛生委員会を立ち上げることになった。まずは、各事業場の衛生

推進者（←WEB 等で衛生推進者養成講習を受講済み）に集まってもらい、被面接者の主導で、安

全衛生委員会の進め方に関する研修会を実施した。今年度は、安全衛生委員会の中で集団分析結果

を報告できる機会がなかったため、集団分析結果を説明した動画をクラウド上にアップロードし、

各事業場で視聴してもらうようにした（←動画を視聴しない人もいるため、実施事務従事者の准看

護師が集団分析結果を口頭でも説明している）。 
（2）10 人未満の事業場では集団分析を実施できない（11 事業場のうち、3～4 事業場しか集団分

析を実施できていない）ため、定期健康診断の結果などを参考にしながら、気になる事業場があれ

ば、直接出向いて、職場巡視を行うようにしている。 
（3）ストレスチェックの集団分析を予防活動の「入口」にするのではなく、あくまでも予防活動

の「切り口の 1 つ」と位置付けている。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

知的障害者の施設で職員参加型の職場環境改善を実施した。施設内の整理整頓（ゴミ箱の設置場所

を決める）や、休憩する時間と場所の確保（職員同士で休憩時間が把握できるよう、ホワイトボー

ドとマグネットを設置する、休憩室の活用を促す）などのアクションプランが挙げられ、改善活動

を行った。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

被面接者の契約料を除くと、ゴミ箱の購入費くらいではないか（←もともと事業場内にあったもの

を活用しながら職場環境改善を行ったため、ほとんど費用は発生していない）。 
⑥ 何があったから進められたか 

（1）集団分析の結果、総合健康リスクが高く、職場環境改善を実施するきっかけを作りやすかっ

たこと、（2）実施事務従事者の主たる所属が当該事業場（知的障害者の施設）であったこと、（3）
施設長自身が「高ストレス者」で、職場環境改善の実施を提案しやすかったこと、（4）他の事業場

に比べて、職員数の多い事業場であったこと（他の事業場が 10 名前後なのに対し、当該事業場は

18 名）。 
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⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

知的障害者の施設で実施した職場環境改善では、とくに障害はなかったが、職員数が少なすぎる事

業場では、1 人あたりの負担が大きくなり、職場環境改善を実施しづらい印象がある（一方で、職

員数が多すぎる場合もアクションプランの意見がまとまらなくなる場合がある）。 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 

当時、ストレスチェックの集団分析に基づく職場環境改善に取り組んだ事業場に助成金を支給する

制度（労働者健康安全機構の「職場環境改善計画助成金」）があったため、助成金を受けることを目

的に職場環境改善の取組が始まった（←この助成金制度は不正受給の事例が多かったため、現在は

廃止されている）。 
 

７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

なし（←対策の効果指標としての活用はできていないが、職場巡視を行う際の資料としての活用は

行っている） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 

なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 

なし（←対策の効果指標としての活用はできていないが、職場環境改善の実施を検討する際の資料

としての活用は行っている。小規模事業場は労働者数が少ないので、健康診断の有所見割合や休業

割合などの指標を用いた効果評価は難しいように思う） 
④ 心理的安全性 

なし 
⑤ 経済的効果 

なし 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

職場環境改善を実施した施設の職員からは「整理整頓を行ったことで、動線が良くなった」、「職場

の雰囲気が良くなった」、「話しやすくなった」、「情報共有しやすくなった」、「見える化ができた」

という感想が挙がった。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

（1）集団分析によって、職員が肌感覚として感じていたことが数値として「見える化」されるこ

と、（2）集団分析の対象外である 10 名未満の事業場の職場環境にも意識が向けられるようになる

こと 
⑧ そのほか 

定量的な効果評価ではないが、アクションプランに記載した活動の達成度（達成／部分達成／未達

成）と、今後の活動の継続方針（そのまま活動を継続しても良いか、活動を継続できない場合は、

どうすれば活動を継続できるか）を振り返ってもらうシートを配付し、記入してもらっている。 
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８． そのほか（特記事項） 

なし 
 
 ポイント  

・50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を立ち上げる準備を行った（今後、ストレスチェック

の集団分析結果を共有する場として活用する予定）。 
・ストレスチェックの集団分析結果を踏まえ、中小規模事業所向けのアクションチェックリストを活用しながら

職員参加型の職場環境改善を行った。 
 キーワード  

・小規模事業場における安全衛生委員会の立ち上げ 
・既存のチェックリストを活用した職員参加型の職場環境改善 
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 資料 3  事例 3 職場巡視を通じて 4S・5S の視点から職場環境改善を実施した小規模事業場の事例 

事例通し番号 17 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場） 

開業保健師（労働衛生コンサルタント）（以下、被面接者）が外部の産業保健専門職として関与して

いる事業場 
② 所在地 

九州圏内 
③ 業種 

社会福祉・介護事業（高齢者の介護付きホーム、入居者のデイケア） 
④ 従業員数 

40 名（本部と支部の 2 事業場からなり、各事業場の従業員数は 20 名前後だが、本部の方が支部よ

りも若干多い） 
⑤ 本社・支社の別 

本部＋1 支部 
⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

衛生推進者（本部の部長）、非常勤の保健師（労働衛生コンサルタント）1 名（←被面接者） 
 
２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

あり（ストレスチェックを実施したいということで、社長から産業保健総合支援センターに相談が

あったことが、その後の被面接者との契約につながった）。 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

社長が「社員の不満を抽出したい」ということで、ストレスチェックの実施を希望したことがきっ

かけになった。 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

産業保健総合支援センターが提供している「メンタルヘルス対策支援事業」を通じて被面接者が当

該事業場の「ストレスチェック制度実施規定」や「心の健康づくり計画」の作成に関わったことが

契約につながった。 
 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 

各社員に紙媒体の質問票を配付し、回収後、厚生労働省が提供している「ストレスチェック実施プ

ログラム」をインストールした PC に実施事務従事者が回答内容を手入力している。 
② 委託した外部機関先 

外部機関には委託せず、事業場内で実施している。 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

外部機関には委託せず、事業場内で実施している。 
 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

実施者：被面接者 
実施事務従者：支部の施設長（←管理職ではあるが、他に実施事務従事者になれる社員がおらず、

代表者ではないため、守秘義務を課した上で、実施事務従事者として選任している） 
② ストレスチェックの実施形態 

紙媒体で実施している。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

職業性ストレス簡易調査票（57 項目） 
④ ストレスチェックの受検率 

100% 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

10～12.5%（4～5 名） 
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⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

0%（←面接指導の申出を行うと、その情報が社長に提供されることになるため、現時点では面接指

導の申出があった例はない） 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

面接指導の申出があった場合は、被面接者が業務委託している医師が面接指導を担当することにな

っている。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

面接指導の申出があった場合は、WEB による（相談室または自家用車内で Wi-Fi を接続して）面

接指導を実施することになると考えられる。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

管理職が「高ストレス者」として選定される場合が多いため、別途「健康相談」の時間を設定する

のではなく、高ストレス者と被面接者が一緒に作業をしたり、打ち合わせを行ったりする中で、最

近の体調などを尋ねるようにしている（←そうすることで、本人が「高ストレス者」であることを

他の社員に知られずに済むというメリットがある）。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

紙媒体に出力し、封をして返却している。 
 

５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

全社（本部＋支部）のほか、男女別や事業場別（←10 名以上で構成されている単位に限る）の集団

分析を行っている。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

定期的に安全衛生委員会を開催し、その中で集団分析結果の報告と社員同士の意見交換を行った後、

職場巡視を行っている。 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

①に記載した通り、集団分析は 10 名以上で構成されている単位に限っており、個人が特定されな

いよう、配慮している。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

被面接者 
② 外部機関の活用内容 

事業場の担当者が被面接者に職場環境改善に関する相談を行い、アドバイスを受けている。 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

（1）これまで、年に 2 回（本部と支部で 1 回ずつ）の頻度で安全衛生委員会を開催していたが、

一昨年度から頻度を増やし、本部と支部で交互に（本部では年に 4 回、支部では年に 3 回）安全衛

生委員会を開催し、50 人以上の事業場に近い形式にした。被面接者の出務時間が限られている（費

用の関係で 1 月あたり最大 90 分の契約となっている）ため、ストレスチェックの実施や集団分析

結果の報告時期も含め、事前に安全衛生委員会や職場巡視等の年間計画を立てるようにしている。 
（2）職場環境改善に取り組んだ後、改善が認められた場合は褒めるようにしている。 

④ どんな職場環境改善をやったか 

（1）施設内の整理整頓を行った（←職場環境改善を開始して 3～4 年くらいは、年に 3 回程度の巡

視を行うも、改善はあまり進まなかったが、その後、改善が急に進むようになり、現在では社員が

自ら進んで清掃活動に取り組むようになっている。但し、清掃に脚立等を利用しているので、怪我

のリスクには注意喚起を行っている）。 
（2）「社員間のコミュニケーションが良くない」という集団分析結果が出ていたため、インカム（ト

ランシーバー）を導入し、インカムを通じて社員同士で利用者の情報を共有できるようにした。 
（3）敷地内の別棟にある休憩室を見直し、休憩できる空間を充実させた。 

⑤ どれくらいのお金をかけたか 

被面接者の契約料を除くと、整理整頓に必要な小道具やインカムの購入費くらいではないか。 
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⑥ 何があったから進められたか 

（1）不要な物品の廃棄に後ろ向きだった社員が退職したこと、（2）部長（衛生推進者）から職場

環境改善の具体的なアクションの提案がなされたこと。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

紙媒体を主に使用している事業場のため、安全衛生委員会で集団分析結果を報告する際も PC の画

面を映写するのではなく、紙媒体を用いて説明している（資料が膨大になる）。 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 

社長が「社員の不満を抽出したい」ということで、ストレスチェックを実施したのが最初のきっか

けではあるが、被面接者が「ストレスチェックの本来の目的は一次予防」であることを説明し、職

場環境改善の取組に繋がった（←その際、安全衛生委員会を活用し、被面接者も一緒に加わりなが

ら改善活動を進めることを提案し、「職場環境改善」を前面に出すのではなく、4S・5S の視点から

改善のヒントを出すようにした）。 
 

７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

職場環境改善の前後で「仕事のストレス判定図」を比較し、上司・同僚の支援が上昇していること

を確認した。 
② MIRROR などの要望項目減少程度 

なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 

なし 
④ 心理的安全性 

なし（心理的安全性が高まっているという実感はあるが、測定自体は行っていない） 
⑤ 経済的効果 

なし 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

整理整頓を行ったことで、社長の応対にも肯定的な変化が見られた（←施設には、利用者だけでな

く、その家族や訪問診療・訪問看護の医療スタッフ等も来るため、社長も整理整頓を重視していた）。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

集団分析・職場環境改善を実施したことで、社員が職場環境に関心を持ち、毎年の集団分析結果を

楽しみに待つようになった。 
⑧ そのほか 

なし 
 

８． そのほか（特記事項） 

なし 
 
 ポイント  

・50 人未満の事業場ではあるが、法定外で安全衛生委員会を設置し、年間計画（ストレスチェックの集団分析結

果の報告や職場巡視を実施する時期）を立てて、開催頻度を段階的に増やしていった。 
・ストレスチェックの集団分析結果を踏まえて職場巡視を行い、現場に 4S・5S の視点を意識してもらうことを

職場環境改善のきっかけとした。 
 キーワード  

・小規模事業場における安全衛生委員会の設置と年間計画に基づく運用 
・集団分析結果に基づく職場巡視の実施 
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ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01） 

分担研究報告書 

 

事例の収集 

 
研究分担者 小田切優子 東京医科大学公衆衛生学分野講師 

 

研究要旨： 

本研究では、ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境の改善について、

特に今後ストレスチェックの実施が必要となる労働者 50 人未満の事業場でも活用可能

なヒントを得ることを目的として、３つの事業場にてインタビューを行い、事例の収集

を行った。 

事例１は、ストレスチェックの集団分析で上司の支援の得点の拠点間の差異が大きい

ことがハラスメント問題の顕在化と一致していたという背景があり、分散事業場を統括

管理する本社が、社内ポータルサイトの立ち上げとリモートを用いた管理監督者研修を

実施し、離職意向の改善など効果が実感されていた。事例２は、衛生管理の定着が職場

環境の維持管理の重要性の認識につながり、業務効率化の推進により働きやすい職場づ

くりが進められていた。事例３は、「まず目につくところから」物理的な職場環境改善

を始め、働きやすさを重視した制度・風土改革が進められている事例であった。社員相

互交流や研修の機会を増やしたことにより、拠点間の交流や連携が進み好事例の横展開

がなされていた。 

３事例とも、日常的に生じる課題感に対応するために職場環境改善の取組をスタート

しており、ストレスチェックの集団分析結果が情報として活用されていたのは 1事例だ

った。今後はいずれの事業場においても、職場環境改善の取り組みの効果検証において、

集団分析結果を用いることが期待できる。また小規模事業場のストレスチェックの実施

においては外部機関を活用する場合が多いと想定され、ストレスチェック結果を事業場

に提供する際に、集団分析結果の活用のアドバイスや好事例の紹介などを外部機関が積

極的に行うことで、制度の有効性を高めることができると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、ストレスチェックの

集団分析結果を活用し職場環境改善を進

めるためのヒントを好事例等から収集

し、最終的に事業者等がストレスチェッ

ク結果を活用しながら職場環境改善を実

施するためのマニュアルを作成すること

である。今般、労働安全衛生法の改正に
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より、労働者 50人未満の事業場において

もストレスチェックが義務化されること

になり、小規模事業場におけるストレス

チェックの実施のための準備も重要とな

っている。現時点ですでにストレスチェ

ックを実施している中小規模事業場の実

情を知り、工夫例を多く収集し、マニュ

アルや事例集として提供することで、あ

らたにストレスチェックを始める事業場

のストレスチェック実施のハードルを低

くすることや、すでにストレスチェック

を実施している事業場においても、好事

例を参考としてストレスチェック結果を

より有効に活用して職場環境改善を行う

一助となることが期待できる。 

 
Ｂ．研究方法 

研究班会議で検討した事例収集の方針

に従い、３つの事業場に研究協力の依頼

を行いインタビューの内諾を得た。研究

分担者が事業場を訪問し約 1 時間のイン

タビューを実施した。インタビューは、

事業場担当者の同意を得て録音し、必要

に応じて記録の確認に用いた。研究班で

設定した事例提出用フォーマットを用い

てインタビュー内容を整理した。また、

インタビューを振り返り、事業場に特徴

的な内容について、キーワードおよびポ

イントとして列記した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針（新指針）に

従い東京医科大学医学倫理委員会の承認

を得て実施した（E2025-0058）。 

 
Ｃ．研究結果 

事例１：社内ポータルサイトの活用やリ

モートも含むマンツーマンの管理監督者

研修により分散事業場のメンタルヘルス

対策に取り組んでいる事例 

事例１は、全体では社員数が 300 名強

だが、本社とひとつの拠点の除き、７つ

の拠点が労働者 50人未満という分散事情

業の存在が特徴の企業である。近年、こ

の企業では拠点の数が増え、本社と拠点

の労働者との間の心理的な距離が大きく

なっていた。ストレスチェックの集団分

析の結果、拠点により高ストレス者割合

や上司の支援の得点に差があり、これは

拠点からハラスメントや人間関係の相談

が寄せられることと合致していたという。

そのような課題を解決するために立ち上

げた社内ポータルサイトは、社員が気軽

にメールで相談を寄せるきっかけとして

有効に機能しており、本社が相談に迅速

に対応できる事実とともに本社の取り組

み姿勢が労働者の離職防止にも寄与して

いる好事例である。また、すべての管理

監督者を対象としたハラスメント研修を、

リモート面談も用いながらマンツーマン

で実施している点は、当該事例の特筆す
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べき取り組みである。健康経営の重要性

を認識している社長のトップダウンで組

織づくりに取り組み、適任者を役員に抜

擢して実施ができているという。今年か

ら始まったマンツーマン研修の効果が来

年以降のストレスチェック結果の改善に

寄与することを期待しているという。 

事例２：組織づくりからスタートし、業

務の改善提案（システム導入、DX）を足

掛かりに職場環境改善に着手している事

例 

事例２は食品製造、飲食店と販売を行

う 8 社からなるグループ会社で、衛生管

理の定着が職場環境の維持管理の重要性

の認識につながっているという。高齢の

労働者が多いため、インタビューイーは

日頃の健康管理の重要性を感じておられ

るとのことであった。同時に、組織づく

りの重要性についても認識があり、企画

経営室を立ち上げて共通して使用できる

システムの導入、DX という業務改善提案

を行い、今後運用していく予定とのこと

であった。ストレスチェックの集団分析

は今年度初めて実施され、結果からは特

記すべき課題は見られていないが、シス

テム導入などの取り組みの成果が次年度

以降の集団分析結果にも表れることが期

待される。 

事例３：「まず目につくところから」物理

的な職場環境改善が始められ、制度・風

土改革も進行している事例 

事例３は、倉庫物流関連の会社で、近

隣に複数の拠点を持つ。「まずは目につく

ところ」を良くすることからスタートし、

社屋の改装や什器の入れ替えなどを行い

社員から好評を得ているとのことであっ

た。物理的な環境改善ばかりでなく、以

前は会議など集まりの機会が少ない会社

であったところ、社員相互交流や研修の

機会を積極的に増やすようインタビュー

イーが働きかけた。このことにより、拠

点間の交流や連携が進み、職場の整理整

頓の好事例等の横展開がなされていると

のことであった。また若手を登用する制

度改革やグループウェアの導入など、ソ

フト面とハード面の両方で変化を推進さ

せている。ストレスチェックの集団分析

結果では職場環境によるストレスの不良

があるが、冷蔵倉庫という業種の性質上、

就業環境の寒冷は不可避な点であり、会

社として可能な対応は行っており労働者

の不満にはつながっていない。社員相互

交流の取り組みの成果は、ストレスチェ

ック集団分析の会社全体集計において支

援の上昇に寄与していく可能性がある。 

 

Ｄ．考察 

３つの事例は、職場環境改善の取り組

みにおいてストレスチェックの集団分析

結果が必ずしも事由であったわけではな

く、いずれの事業場も日常的な課題感か

ら改善の取り組みがスタートしていた。
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それは什器の入れ替えや社屋の階層とい

う目に見えるところの物理的な職場環境

改善であったり、業務の IT化、さらには

DX であった。これらの効果評価は、労働

者の満足度の上昇、相談件数の減少、離

職率の低下、休業者の減少等で測定が可

能ではあるが、ストレスチェックの集団

分析結果を詳細に観察することで定量的

な効果評価も可能と考えられる。また、

小規模事業場のストレスチェックの実施

においては、プライバシーの配慮の重要

性から外部機関を活用する場合がより多

いと想定される。ストレスチェック結果

を事業場に提供するにあたり、集団分析

結果の活用のアドバイスや好事例の紹介

などを外部機関が積極的に行うことでス

トレスチェック制度の有効性がさらに高

まることが期待できる。 

 
Ｅ．結論 

3事例を収集した。いずれも日常的に生

じる課題感に対応するため職場環境改善

の取り組みが行われており、その効果評

価にストレスチェックの集団分析結果が

活用できる可能性がある。また、ストレ

スチェックを受託する機関の事業者への

積極的な情報提供と関与が重要と考えら

れた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 
２．学会発表 

なし。 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
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事例１ 社内ポータルサイトの活用やリモートも含むマンツーマンの管理監督者研修により分散事業場の

メンタルヘルス対策に取り組んでいる事例 

事例通し番号 18 

キーワード 
⚫ 健康経営 
⚫ 離職防止 
⚫ 社内ポータルサイト 
⚫ リモートによる社員教育 
⚫ ハラスメント研修 

 
参考になるポイント 
⚫ 社長が健康経営の視点で職場環境改善に力をいれたいとの思いを社員に伝えトップダウンでメンタ

ルヘルス対策が行われている 
⚫ 社員教育に適した人材を担当役員に抜擢し、本社から遠方の拠点に対してもオンラインを用いた管理

監督者研修をマンツーマンで積極的に行っている 
⚫ 集団分析の結果では、拠点別の高ストレス者割合や（80 項目の職業性ストレス簡易調査票で）スト

レス反応の訴えのパーセンテージの高さに着目し、拠点の特徴に対応した取り組みを図っている。 
⚫ 全国に複数ある 50 人未満の拠点があるため、社内ポータルサイトを立ち上げ相談を受けやすい体制

を構築した。これにより、問題に対して本社が比較的早期から対応できるようになり、また本社が拠

点の問題に関わる姿勢に対して社員から感謝の念と信頼が生まれ、離職が避けられるという効果が見

られていた。 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 本社事業所 

② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

サービス業（コールセンター業務）、情報通信業（システム開発） 

④ 従業員数 

全社：321人 50 人以上の事業場は本社と 1拠点、他 7拠点は 50人未満 

⑤ 本社・支社の別 

本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業医 1名（嘱託、１回２時間／月）、 

衛生管理者２名 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託（全員 Webによる回答） 

② 委託した外部機関先：公益財団法人パブリックヘルスリサーチセンター付属健康増進セン

ター(以下 PHRF) 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

提供しているシステムで、社員がアクセスして WEB上で結果を閲覧。高ストレス者にはメ

ール機能で連絡。 

 

－127－



 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：嘱託産業医 

② ストレスチェックの実施形態 実施事務従者が主体となって外部ウェブシステムを利用

して実施 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票 新職業性ストレス簡易調査票 80項目 

④ ストレスチェックの受検率：86.8％（拠点により 71%～100％） 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：会社全体で 23％、（今年、繁忙期に

実施したことの影響ありと思われる）一か所 40％以上の拠点がある。 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：なし。 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：嘱託産業医（PHRF より派遣） 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：本社は対面面談、

地域の拠点はＷＥＢ面談（本人申し出は今年度無だが推奨により産業医面談実施） 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること：面談の推奨 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法：ＷＥＢ上で回答後、高ストレス者判定を含め結

果をその場で閲覧可能。詳細なコメントを付した結果は後日、連絡があって閲覧が可能。 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例）：本社（業務内

容で 2つに分けて分析）、事業場９か所（九州地方の人数の少ない 2か所を合わせて分析）、

それぞれで 1 単位として集計。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法：衛生委員会に

おいて産業医と共有、意見交換。 
③ 集団分析の実施において工夫していること：特になし 

 
６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：有（管理職向けセミナー） 
② 外部機関の活用内容  

管理監督者向けと一般向けのメンタルヘルス研修の実施                  
2024 年度メンタルヘルス研修  

管理職向け「リーダーのためのストレスマネジメント研修」 
   一般職向け「改めて見直したい対人コミュニケーション研修」  
    2025 年度メンタルヘルス研修 （インタビュー後実施予定）（タイトルは案の段階） 
   管理職：ストレスチェック集団分析の見方と職場環境改善へのアクション 
   一般職：ストレスチェックを活用したセルフケア 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること  

本事業場の職場環境改善は ア）ポータルサイトの立ち上げと運用 イ）管理職を対象と

したマンツーマンのハラスメント対応研修 ウ）専門家による管理監督者研修 だが、

ア・イでは、仕事や人間関係が良くわかっている社員が改善活動にかかわることがカギで

効果を大きくしている印象がある。  
④ どんな職場環境改善をやったか 

ア）ポータルサイトの立ち上げと運用をスタートすると同時に、相談窓口と体制の整備を

行った。ストレスチェックの集団分析の結果、上司の支援の点数が拠点によって差が大き

いことが判明した。遠方の拠点の社員にも平等に対応していくことが重要と考え、メンタ

ルヘルスに関する情報を提供する社内ポータルサイトを開設し、広報し周知を図り、その

存在が浸透してきた。サイト内に社員が個別に相談を寄せられるメールアドレスを提示し、

本社の担当者 3 名がメールやリモート面談を実施して対応にあたっている。  
イ）すべての管理職を対象として、マンツーマンで約 1 時間のハラスメント研修を実施し

た。管理職者約 40 名に研修を実施してきた。リモートの場合も含めマンツーマンで研修

を行うことで、一方的な研修の受講で済まされることなく、「そういえば○○と言ったこ

ともハラスメントにあたるのかもしれない」といった振り返りの声が聞かれるようになっ

ている。集団研修を受けても自分のことだと認識して修正できる人ばかりではないので、
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マンツーマンの研修ではそういった管理職に対して効果が高い。この管理職に対するマン

ツーマンの研修は、本社の管理職１名が実施している。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

管理職研修のセミナー費用（385 千円（機器使用費用含））、社内ポータルサイト作成費は

システム開発部門があり支出無。 
⑥ 何があったから進められたか 

社長が健康経営の視点で職場環境改善に力をいれたいとの思いを社員に伝えトップダウ

ンで動いた。具体的には、契約社員であったある人物を正社員かつ課長に抜擢し、管理監

督者に対する社内研修を担当しマンツーマンで研修を行っているほか、ハラスメント案件

の対応や部署のトラブル対応も行っている。その人物が職責を自覚し、積極的に社員の対

応にあたっている。健康経営に関しては、北海道働き方改革推進企業認定制度に申請し、

シルバー認定を獲得している。さらに上位のゴールド認定を目指し申請を行っている。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

拠点が遠方に複数あり、現場の問題の早期把握や早期対応がしにくいこと 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実

施しようとした動機） 
離職率の低下、働きやすい環境づくり 

 
７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：対策に着手した効果

を来年度以降確認したい 
② MIRROR などの要望項目減少程度：なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較：なし 
④ 心理的安全性：なし 
⑤ 経済的効果：おそらくありと考えているが評価はしていない 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想：離職を思いとどまり働き続けよ

うと思う、拠点の課題に対して本社が向き合ってくれていることが分かって安心した、と

いった社員の声が複数届いている。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

集団分析の結果から、上司の支援の結果が拠点により差があることに気が付けた。（対策

の必要性が法制化されたハラスメント対策を材料にして、管理監督者研修を各拠点の管理

監督者全員に展開していく必要性の根拠にもなったものと思われる。）以前は、遠方の拠

点でトラブルが起きていても問題が大きくなるまで情報が入ってこず対応が遅れること

によって問題解決が難しくなってしまうケースが多かった（ハラスメントや対人関係不良

による職場環境の悪化）。問題が小さいうちに本社から支援や介入がしやすくなることが

メリット。離職率低下、高ストレス者割合の低下を期待している。 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 
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事例２ 組織づくりからスタートし、業務の改善提案（システム導入、DX）を足掛かりに職場環境改

善に着手している事例 

事例通し番号 19 

キーワード 
⚫ 社内組織づくり 
⚫ 業務効率化への投資 
⚫ 衛生文化の醸成 
⚫ DX 活用 
 
参考になるポイント 
⚫ 食品を扱うという業種特性から HACCP を先行的に導入した結果、社員の衛生意識の向上、さらには職

場環境の重要性の認識が高まった。 
⚫ 従業員の高齢化と人員の確保の重要性を強く認識し、会社内での組織づくり（企画経営室）からスター

トし、業務の改善提案（システム導入、DX）を足掛かりにして職場環境改善に着手。 
⚫ グループ会社間での福利厚生の統一・底上げの検討も行っている。 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
株式会社＊＊＊ 

② 所在地 
＊＊＊ 

③ 業種 
食品製造、販売サービス 

④ 従業員数 
61 人 

⑤ 本社・支社の別 
本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
産業医 1名（嘱託、１回１時間／年６回訪問）、衛生管理者と衛生推進者を中心に活動 
 

２． 事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：産業医の選任

登録開始時の案内で全社実施を開始。 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：健診実施機関と

しての問い合わせを受けた際に併せてのお問合せ 
 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 
① ストレスチェックの実施方法：外部委託 57 項目を紙で実施。 
② 委託した外部機関先：公益財団法人パブリックヘルスリサーチセンター付属健康増進セン

ター(以下 PHRF) 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容：PHRF に手配を依頼。従業員

一人一人宛の用紙を配布、回収。結果を出力して個人あてに作成、会社宛てに返送。 
 

４． ストレスチェック制度の実施方法 
① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：嘱託産業医（PHRF より派遣） 
② ストレスチェックの実施形態：PHRF が提供する回答用紙。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票：職業性ストレス簡易調査票 57 項目 
④ ストレスチェックの受検率：62.4％（対象者全体で 61 名中 38 名回答） 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：会社全体で 10.5％ 
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⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：なし。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：予定は嘱託産業医だが面接指導の実績な

し 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：対面面談（予定） 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること：なし 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法：紙媒体で委託先 PHRF が作成、厳封され、会

社を経由して個人に返却。 
 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例）：業務内容によ

って 2 つに分けて実施。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法：集団分析は今

年初めて本インタビューを機に PHRF が作成、実施。結果の説明書とともにインタビュー

前に送付し、インタビュー当日にインタビューアが概略を説明し現場感との相違について

確認した。 
③ 集団分析の実施において工夫していること：特になし 

 
６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：無 
② 外部機関の活用内容：該当なし 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること：業務の効率化を足掛かりとして実施 
④ どんな職場環境改善をやったか 

ア）衛生管理のために HACCP を 2011 年頃より（義務化の前に）導入。これにより従業員

の衛生意識が向上し清潔で気持ちの良い職場が当然という雰囲気が生まれた。 
イ）グループ会社８社すべてで共通に使用できるシステムの導入を決定した。実際の運用は

これからである。紙の文化が残っている部署からは反対意見も上がってくると思われるが結

果的に仕事が効率よくすすみ使ってよかったと思ってもらえるよう期待している。 
ウ）経営企画室を立ち上げ、福利厚生（社食を導入など）や社員の保険についてグループ間

で異なっている状態をグループ全体で整えていくことを予定している。社員にとって在って

良いものは失くさず、基準をあげていく方法で整備していく予定でいる。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか：（業務効率化の）システムの導入に約 300 万円 
⑥ 何があったから進められたか：部署によっては平均年齢が 70 歳という従業員の高齢化と人員

の確保の重要性をインタビューイー（執行役員、経営企画室長）が強く認識していること。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等）：現時点では特に無 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施し

ようとした動機）：体調不良による突発休の防止、離職率の低下、働きやすい環境づくり 
 

７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：なし（来年以降） 
② MIRROR などの要望項目減少程度：なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較：なし 
④ 心理的安全性：なし 
⑤ 経済的効果：不明 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想： 取組を開始しているところで今後

に期待。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット：離職率の低下、体調不良

による急な病欠の減少。腰痛の訴えの減少。 
⑧ そのほか 

 
８． そのほか（特記事項） 
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事例３ 眼に見えるところから改善を始め拠点間交流の機会を従業員の理解や協力を得ることが難しい課

題解決のヒントになる事例 

事例通し番号 20 

キーワード 
⚫ 物理的職場環境改善 
⚫ 拠点間交流の活発化 
⚫ 制度改革 
⚫ DX 活用 
 
参考になるポイント 
⚫ まずは目につくところから変化させることを意識し、社屋の改装や什器の入れ替え、事務職の制服着用

を中止するなど行った結果、会社の印象が明るくなり社員からも好意的に受け止められている。 
⚫ 従来はトップダウンで意向が伝えられることが多く会議が少なかったが、拠点の課長レベルを集めた会

議の開催を増やしたことにより、意見交換、拠点間の情報共有が盛んになり、その結果、拠点間で業務

を相互支援できる事案や機会が増え、結果として負担が軽減されたり、物品管理の好事例の横展開が行

われている。 
⚫ 年功序列を廃止して若手を登用する制度改革を行ったり、グループウェアを導入して業務の効率化を図

っている。 
 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 

② 所在地 

＊＊＊ 
③ 業種 

冷蔵冷凍倉庫業 

④ 従業員数 

138 人（正社員・契約社員） 

⑤ 本社・支社の別 

本社 ほかに 4拠点（港工場、大阪港物流センター、南港工場、咲洲工場） 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

労働衛生嘱託医 1名（産業医選任登録なし、全事業年１回２時間訪問）衛生推進者 5名 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：公益財団法人パブリ

ックヘルスリサーチセンター付属健康増進センター(以下 PHRF)からの案内 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：事業場単位ではなく会

社全体としてメンタルヘルスに関連する問題について近医クリニックに相談をしていたが、その

クリニックに依頼することができなくなった事情が生じ、健康診断委託先であった PHRF に相

談。 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託（57項目、紙によるによる回答） 

② 委託した外部機関先：公益財団法人パブリックヘルスリサーチセンター付属健康増進センター 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容：PHRFに手配を依頼。従業員一人一

人宛の用紙を配布、回収。結果を出力して個人あてに作成、会社宛てに返送。 

 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：労働衛生嘱託医（PHRFより派遣） 
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② ストレスチェックの実施形態：PHRFが提供する回答用紙。 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票：職業性ストレス簡易調査票 57項目 

④ ストレスチェックの受検率：97.1％（対象者全体で 138名中 134名回答） 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：会社全体で 18.7％ 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：1名

（1/138）。高ストレス者面談以外に、会社側が勧めて面談を行うことがあった。年間 6名。 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：予定は労働衛生嘱託医だが面接指導の実

績なし 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：対面面談（予定） 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること： 

嘱託医による対象者抽出にて、面談勧奨 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法：紙媒体で委託先 PHRFが作成、厳封され、会社を

経由して個人に返却。 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例）：本社本社と 4
拠点 

② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法：本社のインタ

ビューイーが結果を参照している。拠点に対して集団分析のフィードバックはおこなって

いない 
③ 集団分析の実施において工夫していること：特になし 

 
６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：無 
② 外部機関の活用内容：なし 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること：まずは目につくところから始めるよう意識し

ている  
④ どんな職場環境改善をやったか： 

ア）本社については、古い建物をそのまま活かし、壁紙の張替え改装や什器の入れ替えなどか

ら着手している。明るい色を選んだ結果、受付の印象も明るくなった。 
 イ）女性の事務員の制服を廃止した。意識が変わりかえって清潔な身なりをするようになっ

た。冬季はパンツを着用することもできるので下肢の冷え防止にもなり好評 
ウ）もともとほとんど会議のない会社であったところ、拠点に所属する工場長や課長レベルの

会議を開催するようにした。意見交換の場が増え、拠点間の情報共有が盛んになり、拠点間で

責任者が業務のヘルプができるようになり、また他拠点へ足を運ぶ機会も作っている。 
エ）社内研修の機会を増やした。その結果、仕事以外の交流も増えるようになった。会社から

交流会の補助費などを援助する仕組みを作った。 
オ）（ウ、エ、の二次的効果とも考えられるが、）ある拠点での物品管理の方法（棚とテプラを

活用した置き場所の指定）にヒントを得て別の拠点でそれを倣い実施するという横展開がみら

れている。 
 カ）年功序列制度を廃止し、30 歳代、40 歳代でも管理職に抜擢するようにした。年齢の高い

社員が若い社員の言動を否定しつぶすような様子も一部に見られていたところ、他社を知って

いる中途入社の社員の意見やアイディアを取り入れ、成功体験を積ませるようにしている。 
 キ）グループウェアを導入した。スマートフォンでも各個人のスケジュールを他の社員が見

ることができるようになったため、ワークフロー、タスク管理がしやすくなった。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか：本社の什器の交換と壁紙の張替えで 200 万円 グループウェア

の導入で 100 万円 社内研修の費用年間 500 万円 。 
⑥ 何があったから進められたか：総務部長が従業員の年代間の意識のギャップに問題意識を持っ

たこと。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等）：現時点では特に無 
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⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施し

ようとした動機）：働きやすい環境づくり 
７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）：今後  
② MIRROR などの要望項目減少程度：なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較：なし 
④ 心理的安全性：なし 
⑤ 経済的効果：不明 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想： （特にヒアリングをしているわ

けではないが）好評。 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット：職場の居心地の良さ

の向上。 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 

－134－



令和７年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01）

分担研究報告書 

事例の収集 

研究分担者 五十嵐千代 東京工科大学医療保健学部看護学科教授 

研究要旨： 

本研究は、ストレスチェック制度の集団分析結果を職場環境改善に活用するため、先

駆的な産業保健師 2 名の実践事例を収集・分析したものである。両事例では、職業性ス

トレス調査票に加え、ワークエンゲージメント等の指標を用いた詳細な分析と、所属長

への丁寧なフィードバックにより、職場主体の改善活動と好事例の水平展開が促進され

ていた。産業保健専門職の関与が、PDCA に基づく継続的かつ実効的な職場環境改善に

有効であることが示唆された。 

Ａ．研究目的 

2015 年に施行された労働安全衛生法に

ストレスチェック制度は集団分析が努力

義務となっている。集団分析は職場環境

についての評価を行い働きやすい職場形

成を目指していくものであるが、欧州の

PRIMA₋EF1)に見る職場環境の心理的アセ

スメントは個別のストレス度ではなく、

直接労使で職場環境を評価し、改善する

ものとなっており、職場環境改善につな

がりやすいものとなっている。よって、

努力義務となっているストレスチェック

の集団分析は、グローバルな視点からみ

ると、優先されている対策となっている。

本研究の目的は、「集団分析および職場環

境改善の事例を収集し、事業者や産業保

健スタッフ等が集団分析および職場環境

改善を行う際に活用できるマニュアル・

手引き等の作成に向けて、必要な情報の

整理等を行う」ことである。本報告では、

とくに、職場環境改善の課題や困難を克

服している産業保健師の事例にフォーカ

スした。

2025 年の労働安全衛生法改正では、労

働者数 50人未満の事業場に対しても、ス

トレスチェックが義務化されているが、

産業保健専門職の選任が義務化されてい

ないことから、集団分析を活かしながら

職場環境改善を進めることには、工夫が

必要であるといえる。 

よって、本報告から労働安全衛生法 13

条の 2に示されている労働者数 50人未満

の事業場における健康管理の一部または

全部を行うことができる保健師の関わり

から集団分析からの職場環境改善につな

げている活動実態から産業保健師のかか

－135－



 

わりについて明らかにする。 

 
Ｂ．研究方法 

班会議で策定した事例収集の方法（聴

取先の選定）を基に、先駆的産業保健看

護活動を行っている産業保健師 2 名を対

象に好事例を収集した。 

インタビューは、研究班で設定したイ

ンタビュー方法に基づいて、2025 年 11

月 2 日に対面で、それぞれ約１時間をか

けて行った。対象者の承諾を得て、予め

送っておいたインタビューガイドをもと

に、半構造化面接法によりインタビュー

をおこなった。インタビューは録音し、

逐語録を作成し、のちに要点を整理した。 

事例は、研究班で設定した事例提出用

フォーマットに沿ってまとめた。 

 

【倫理面への配慮】 

本調査は、北里大学医学部・病院倫理

委員会（B25-021）の承認を得て実施した。 

 
Ｃ．研究結果 

【事例１：全国に支店が散在する女性が

多い会社の事例】 

事例１は、全社で約 12,000人の従業員

を有する化粧品会社の事例である。産業

保健師として 21年の業務歴。 

ストレスチェックは、本社の健康管理部

門に所属する産業保健師が中心になって実

施している。ストレスチェック項目は、職

業性簡易ストレス調査票 80 項目版に帰属

意識に心理的安全性、KPI等の 18項目と女

性健康管理の視点の 3 軸からなる 100 項目

で構成されている。受検率は 98％であった。 

集団分析は、担当の産業保健師が外部業

者に依頼し、部、課、係、店舗別、年代、

職位、職種など、クロス集計を含む約 680

の切り口で分析をオーダーし分析をおこな

っていた。そして、その情報に加えて、ウ

インドミルモデルによる職場診断 2)と営業

成績を加え、総合的に職場のストレス状況

を分析していた。 

結果については、担当の産業保健師が部

門長に約１時間から 1 時間半程度で、健康

経営の戦略マップや某大学が開発の流れ星

図などを用いてストレス度を見える化した

ものを示し、フィードバックしていた。課

題に加え必ず良い点もフィードバックして

いる。部門長からは結果を楽しみにしてい

るという反応と同時に、職場での問題の相

談などがあるとのことであった。 

ストレスチェックの集団分析から職場環

境改善は、職場の主体性に委ねられており、

翌年に経過を比較することになっている。

職場環境改善の良好事例は、水平展開を図

っている。具体例としては、お互いを労う

声かけや、職場での自主的な話し合いなど

が行われているということであった。 

【事例２：製造業における 1事業所の事例】 

事例２は、約 1,200 人規模従業員の製

造業の会社である。産業保健師として 25

年の業務歴。 
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ストレスチェックは本社で定めた項目

を各事業場で実施しており、事例 2 の事

業場は産業保健師が主となり実施してい

る。 

ストレスチェックの実施項目は、職業

性ストレス簡易調査の 57項目に加え、メ

ンタルヘルス風土尺度の Win、 ワークエ

ンゲージメントや職場の一体感、 個人

のパフォーマンス、ヘルスリテラシーを

評価する 100％オリジナル項目を含め約

100 項目で実施している。 

受検率は 98％であった。 

集団分析は外部委託したデータを産業

保健師がさらに詳しく分析しており、グ

ループ別、職場別、年代別などデータを

見ながら詳しく評価している。WIN につ

いてはアウトソーシングした某大学から

職場別に分析結果が返ってきており、そ

れを活用している。 

ストレスチェックの大まかな分析結果

は全従業員が閲覧できるようになってい

る。WIN については所属長のみにフィード

バックしている。従業員の関心は高い分、

毎年ストレス度が高いのに、所属長はな

にもしてくれないという意見も一部ある。 

ストレスチェック後は、産業保健師か

ら各所属長にむけて報告をしている。 

その後、事業場として、職場の中でデ

ィスカッションするという目標をたてて

いる。 

ワークエンゲージメントについては人

事部発信で改善案を出すように展開して

いる。３つの指標とともに、現職場に残

りたいか、人に薦めたいかなどが示され

ている。産業保健師はそれらもふまえ、

全職場の上司と健康診断の結果とあわせ

て、ストレスチェックの結果について面

談している。 

良好事例については安全衛生委員会で

報告している。具体例としてワンオンワ

ンミーティング、会議を短く、余分な仕

事をなくすなどがある。さらに、好事例

は社内イントラのポータルサイトにもあ

げている。 

健康管理部門が人事部と一体となり、

実施しており、2016 年から各職場にメン

タルヘルスについて小グループディスカ

ッションを実施するように展開している。

安全についての話し合いは毎月実施して

いることから、そこにメンタルヘルスも

併せて実施するように推奨し、各職場で

年度初めに心身の健康づくりについて計

画立てることとなっている。 

例としては、レクリエーションの実施、

若手社員で料理教室、サンキューカード

の展開など各職場でのコミュニケーショ

ンをよくするための取り組みが実施され

ている。エゴグラム研修会など職場から

産業保健師に健康教育の開催などのリク

エストもあり、職場と産業保健師が一体

となって開催した例もあった。所属長か

らはストレスチェックの集団分析をうけ
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て、職場環境改善について報告書を提出

してもらっているが、好事例として、他

にも水平展開もしている。 

このように事業場全体としての取り組

み結果から、産業保健師は職場環境改善

対策の前後でストレスチェックの集団分

析結果（総合健康リスク）、ＷＩＮの偏差

値、笑いの頻度などで職場のストレス度

の経年変化を評価している。 

所属長は毎年ストレスチェックの結果

報告を楽しみにしており、結果報告の希

望予定がすぐにうまってしまうとのこと

だった。 

 

Ｄ．考察 

１．産業保健師による集団分析における

詳細なデータ分析と職場へのフィードバ

ック 

2つの事例に共通するのは、集団分析に

おいて、産業保健師が部門、職場、職種、

性別、年代など詳細に分析しているとこ

ろが特徴である。また、職業性簡易調査

票項目だけでなく、職場診断やワークエ

ンゲージメント、ヘルスリテラシー、生

産性等の他の指標とも組み合わせながら、

職場の課題と強みを明確にしているとこ

ろが共通している。 

そして、それをもとに産業保健師は所

属長に丁寧にフィードバックを行ってい

るところも共通している。その際、職場

の課題や所属長からの悩みなども聞いて

おり、職場改善の伴走者としての役割も

果たしている。 

ストレスチェックの集団分析において、

職場に結果のみが返るのではなく、産業

保健師がかかわることで、その後の職場

環境改善にはずみがついていると思われ

る。そして、産業保健師はＰＤＣＡをま

わしながら、部署および事業場全体の評

価をおこない、それを人事部や安全衛生

委員会に報告をおこない、事業場全体で

職場環境改善についての意識が高まって

いることがわかった。 

２．職場主体の職場環境改善と良好事例

の水平展開 

 ストレスチェック後の職場環境改善に

ついては、職場主体で実施することが共

通していた。ストレスチェックの集団分

析をもとに、職場で働きやすい職場にす

るために話し合ってもらうことを重視し

ており、職場環境改善を従業員が主体的

に推進することが大切であると考える。

具体的な取り組みとしては、ワンオンワ

ンミーティング、サンクスカード、レク

リエーションの実施などすぐにできるこ

とが多く、スモールステップではあるが、

従業員自身が自分たちの職場環境のため

に進めていくことが重要あると言える。 

 そして、良好事例については水平展開

していることも共通していた。集団分析

結果を前向きに活用しており、問題点を

指摘というのではなく、どうすれば働き
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やすい職場になるのかというポジティブ

視点で進めることが大切であると考える。 

 そして、産業保健師がそれの改善に寄

り添いながら、時には、職場のニーズに

あわせ健康教育を企画・実施することも

効果的であることもわかった。 

  
Ｅ．結論 

ストレスチェックの集団分析は、産業

保健師がいる場合、職業性簡易ストレス

チェック項目だけでなく、他の指標と組

み合わせながら、詳細にデータ分析し、

職場や従業員が納得できるデータを提示

することができていた。そして、その結

果を所属長と話し合いながら、職場主体

の効果的な職場環境改善につなげている

ことがわかった。集団分析を進め、職場

環境改善につなげるには、産業保健専門

職が関わっていくことが効果的であると

考える。 

今回、2名の産業保健師がかかわる事例

であったことから、さらに事例数を増や

し、検討していくことが求められる。 

 

Ｆ．研究発表 

 なし。 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
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事例１ 全国に支店が散在する女性が多い会社の事例                  事例通し番号 21 

＜キーワード＞ 
・多角的な集団分析 
・分析結果をもとにした所属長との話し合い 
・従業員主体の前向きな職場環境改善 

 
＜参考になるポイント＞ 

・高ストレス者に対して、健康診断結果をあわせて産業保健師による面談。 

・厚生労働省の 80 項目版に加え、帰属意識，心理的安全性，KPI 等のオリジナル項目＋女性健康管理の 3

軸からなる計 100 項目としている。 

・ウインドミルモデルによる職場診断をあわせることにより、職場の課題とウエルネスを明確にアセスメン

トしている。 

・産業保健師がストレスチェック集団分析の結果を職場診断と合わせて、部門長に対して 1時間から 1時間

半かけて対面にてフィードバックし、相互理解を深めるとともに、部門長の悩みについても相談にのってい

る。 

・企業の経営戦略の中にストレスチェックの集団分析を位置づけている。 

・職場環境改善は、職場主体で進め、良好事例は水平展開している。 

 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
株式会社＊＊＊ 本社事業所 

② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

化粧品製造販売業 

④ 従業員数 

全社：13,013人 本社地区の産業保健師の対象者は全社従業員 

⑤ 本社・支社の別 

本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業保健師（常勤）12名、看護師（常勤）1名、産業医（非常勤）48名、外部カウンセラー（非常

勤）2名、感染症対応医師（非常勤）1名、化学物質管理アドバイザー（非常勤） 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託 Webによる回答、障がい者は紙 

② 委託した外部機関先：＊＊＊株式会社 ＊＊＊大学 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェック Web 回答 個人結果通知 データ分析（分析方法は産業保健師からのオーダー） 

 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：産業保健師 

② ストレスチェックの実施形態 ウェルネス推進室が実施 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票 80項目版+帰属意識，心理的安全性，KPI等のオリジナ

ル項目＋女性健康管理の 3軸からなる計 100項目 

④ ストレスチェックの受検率：98.0％ 
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⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：11．3％ 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：0％ 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：開業医もしくは独立系産業医 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：直接面談及び Web 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

高ストレス状態で悪化している対象者には、健康面談として全員に対面およびオンラインで面談し

ている 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web 閲覧（障がい者には紙面） 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について 
部、課、係、店舗別、年代、職位、職種など、クロス集計も含めて 680 の切り口で分析。それにウ

インドミルモデルによる職場診断とあわせて職場の課題やニーズを分析。ウエルネスについても同

様に分析。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  

部門長にフィードバックしている。健康経営の戦力マップも併せて示し、1 時間から 1 時間半かけ

て集団分析の結果を報告。それをもとに部門長と面談。部門長からは思ったとおりであるとの意見

が多い。産業保健師の視点についての高評価にもつながっている。 
③ 集団分析の実施において工夫していること  

ウインドミルモデルによる職場診断と営業成績をあわせて複合的および総合的に考え、フィードバ

ックしている。部門長との面談により、現場からの情報も把握できる。集団分析は図を使って、わ

かりやすいように見える化している。高リスクの箇所は赤で示し、職場の課題がわかりやすいよう

にしている。 
６． 職場環境改善の実施状況 

① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
実施およびデータ分析は外部機関に委託。データ分析については、産業保健師から細かくオーダー

し、カスタマイズしている。T 大学で立ち上げたベンチャー企業で分析結果を流れ星図として作成

してもらっている。職場の特徴が出てくる。 
② 外部機関の活用内容  

カスタマイズできるところを選定している。 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

人事部と連携しながら、給与改定後に投資の評価や営業管理としてもストレスチェックの集団分析

を活用している。いろいろな部署で分析し、人事部と結果を共有している。また、産業保健師から

経営企画やサステナブル部にも集団分析結果を提案し、企業戦略の参考としてもらっている。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

職場主体で良好事例を水平展開している。 
・営業部門は月に 1 回の出社日に、お互いを労う声かけ運動 
・ストレスチェック結果についての職場ミーティングの開催 

⑤ どれくらいのお金をかけたか 
全社で 380 万円 

⑥ 何があったから進められたか 
・集団分析後の部門長との面談時に、職場環境改善について、産業保健師から提案。 
・現場からのニーズに対して、産業保健師がともに考え、進めており、徐々に充実している。 
・産業保健師の活動が理解してもらえ、集団分析結果のフィードバックを楽しみにされている。 

⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
・工場においては中途採用が多く、企業人としてのマナーや態度が未熟であるため、労務管理を行

う管理職教育の必要性。 
・フィードバックの際の資料のさらなるわかりやすさ 

⑧ 小規模事業場において 
職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
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７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② 健康診断、休業などの統計情報の比較、経年変化などトータルにアセスメントしている 
③ 心理的安全性 
④ 経済的効果や営業成績 
⑤ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 

楽しみにしている 
⑥ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

リアルな従業員の声だと思い、重要視している。産業保健師から部門長だけでなく、経営会議にて

経営層にもフィードバックしており、経営層も大きな関心をもっている。産業保健師としてもやり

がいがある。 
⑦ そのほか 

    健康管理の新体制をつくっている最中であるが、健康診断とあわせてストレスチェックの集団分析 
の結果は、企業にとって従業員の働きやすさをみる指標となり、重要視している。経営層と連携す

る際にも重要な指標となっている。 
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事例２ 本社での方針をうけて、一事業場としてカスタマイズしながら進めている事例   事例通し番号 22 

 
＜キーワード＞ 

・人事部門と連携しながら集団分析を進める 
・職場が主体となった職場環境改善 
・職場のニーズに寄り添い、産業保健師が職場環境改善に協力する 

 
＜参考になるポイント＞ 
  ・集団分析は、様々な角度から丁寧におこない、職場の問題と強みを明確化する。 
  ・職場環境改善は職場が主体となっておこない、良好事例は水平展開する。 
  ・安全とセットで心身の健康づくりについても、職場で話し合ってもらう。 
  ・高ストレスが悪であるということにならないように配慮する。 
  ・産業保健師のやる気次第で、職場環境改善は健康施策とあいまって、どんどん広がっていく。 
  ・働きやすい職場とはどういうものか、従業員に対してポピュレーションアプローチで従業員全体に周知し 

ていく。 
  ・今後は AＩを活用した職場環境改善もあり得るといえる。 
  
１．企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 地方事業所 

② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

製造業 

④ 従業員数 

全社：17,320人 事業所：1200 人 

⑤ 本社・支社の別 

支社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業保健師（常勤）１名、看護師（常勤）1 名、産業医（非常勤）2 名、衛生工学衛生管理者（専

任）者２名、外部カウンセラー（非常勤）2名 

 

 

２．事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 

３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託（Webによる回答） 

② 委託した外部機関先：＊＊＊株式会社, S大学 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェック Web 回答 個人結果通知 

 

４．ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：非常勤産業医と産業保健師 

② ストレスチェックの実施形態 健康管理室が実施 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票 57項目版+Win28項目＋独自項目 

④ ストレスチェックの受検率：98.0％ 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：本体 11％ 下請け会社 30％ 
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⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：0％ 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：独立系産業医 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：基本直接面談 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

一般相談として産業保健師が面談 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web 閲覧 

 
５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について 
事業所全体、30～50 人のグループ単位、その中で 5～10 人の健康リスクは安全衛生委員会の承認

を得て、そのままの数字で傾向のみを伝える。WIN においても傾向のみを伝える。創業評価はそ

のままのスコアとし、集団分析結果は従業員がオンラインで見ることができる。毎年高いのに何も

やってくれないという意見もある。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  
  集団分析結果は所属長にフィードバックをおこない、職場でディスカッションするという目標をた 

てている。ワークエンゲージメントについては、人事部で改善案を出すように展開している。３つ 
の指標があり、「職場に残りたい」「人に勧める職場である」など。約 35 の職場の所属長と対面で 
面談している。健康診断の結果とストレスチェックの結果を参考にしながら実施していく。良好事 
例は安全衛生委員会に報告し、水平展開をおこなっている。ワンオンワンミーティングや会議を短 
くする、余分な仕事をなくすなどの改善案があった。これらは産業保健師主体で展開しており、ポ 
ータルサイトにも良好事例を紹介している。 

③ 集団分析の実施において工夫していること  
    ハイリスク職場だけでなく、2016 年からは各職場に対してメンタルヘルスに対しても小グループ 

でディスカッションするようにしている。安全について毎月ディスカッションを実施していること 
から、その会議にあわせて実施するようにしている。年度初めに、職場ごとに心身の健康づくりの 
年間計画をたててもらって、それを報告してもらっている。例えば、レクリエーションの実施、若 
手従業員での料理教室、サンキューカードの実施などがある。職場のコミュニケーションをよくす 
るために、職場から産業保健師への希望として健康教育の実施などもあり、エゴグラムを活用した 
コミュニケーションの研修会を開催したこともある。所属長が作成した報告書に良好事例があれば、 
それを産業保健師が他の職場に健康施策として展開することもある。 

６．職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無  
  外部講師による研修会や非常勤カウンセラーと協力して高ストレス者の全員面談を実施している。 
② 外部機関の活用内容  

検査のみ（ウェブ）と個人結果の Web 上での開示 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること  

職場環境改善の実施は職場主体で考えてもらう。自分たちの職場は自分たちで改善するという基本 
方針。良好事例は水平展開する。 

④ どんな職場環境改善をやったか 
  レクリエーションの実施、若手従業員での料理教室、サンキューカードの実施などがある。職場の 

コミュニケーションをよくするために、職場から産業保健師への希望として健康教育の実施なども 
あり、エゴグラムを活用したコミュニケーションの研修会を開催したこともある。 

⑤ どれくらいのお金をかけたか 
調査自体は一人 300 円程度（全社で 200 万） 

⑥ 何があったから進められたか 
  ・産業保健師のやる気。集団分析結果は特に丁寧におこない、職場が納得できるものを課題と強み 
  の両方を示していく。 
  ・働きやすい良い職場づくりのイメージを、従業員全体にもてるようにポピュレーションアプロー 

チとして健康教育をおこなっていく。 
・前向きな取り組みとして集団分析を活用し、職場環境改善に取り組んでいく。 
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・職場にやらされ感がないように、職場主体で進めてもらい、産業保健師は上手にファシリテート 
していく。 
・安全の取り組みと一体となり心身の健康づくりを進めていく。 

⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
  ・産業保健師がリードしながら進めているが、健康管理部門にそれをサポートしてもらえる協力者 

がいるとよい。データ分析はかなり自動化してきている。今後は AI がその役割を果たしてくれる 
かもしれない。 

⑧ 小規模事業場において 
職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機） 
NS 

 
７．効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク）；活用している。そのほかＷＩ 
Ｎの偏差値、笑いの頻度 

② MIRROR などの要望項目減少程度； なし 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較；全体の休業とは関係はない 
④ 心理的安全性； 
⑤ 経済的効果； 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想；所属長の感想は聞いている 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット； 
  働きやすい職場づくりに寄与している。高ストレスが悪いことにならないように心がけている。 
  結果のフィードバックの予約がすぐに埋まることから、所属長は集団分析の結果を楽しみにしてい 

る。 
⑧ そのほか 

集団分析の研修をやった時には、職場にもプライバシーがあることから、どこまでをどの範囲で公

開するかルール化し、実施する際にはそれを明確化している。 
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令和 7 年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 
「ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究」

（250301-01）主任研究者：堤 明純 
分担研究報告書

収集事例の概要と課題解決のポイント

研究分担者 渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学・講師）

目的：本研究は、集団分析、および職場環境改善の事例を収集するとともに、事業者や産業保健スタッフ等が集

団分析及び職場環境改善を行う際に活用できるマニュアル・手引き等の作成に向けて、必要な情報の整理等を行

うこと、特に、職場環境改善の課題や困難を克服している事例を発掘することを目的とした。

方法：2025 年 9 月～2026 年 2 月に、機縁法を用いて募集した企業のストレスチェック担当者、産業保健スタッ

フ、および人事労務担当者に対してオンラインのインタビューを実施した (1 回 60 分)。企業基本情報、事業場

の概要、ストレスチェックの実施状況・実施体制、ストレスチェック制度の実施方法、ストレスチェック結果に

基づく集団分析、職場環境改善の実施状況、および集団分析、職場環境改善に対する効果指標について聴取した。

結果：4 事業場 (A～D 事業場) に所属、あるいは当該事業場を支援する、産業保健スタッフ、人事労務担当者、

および衛生担当者 5 名から協力を得た。A 事業場では、ストレスチェック委託先が実施する集団分析の報告会を

基盤に、産業保健看護職が、管理監督者のメンタルヘルス対応への困難感を喚起するよう働きかけながら個別に

支援を行っていた。B 事業場では、本社労務がストレスチェック制度を担当し、産業保健スタッフの業務と役割

を分担するほか、解析に関する専門的スキルを持った人材 (産業保健スタッフ) が解析プログラムを作成・展開

しすることで、ストレスチェック委託先の報告資料では見えない課題を独自に検証していた。C 事業場では、健

康経営優良法人認定への推進を契機とし、集団分析においてポジティブ指標を中心に解析を行い、職場環境改善

策を実行していた。D 事業場では、衛生部門におけるメンタルヘルス対策への先行投資の理解を得て、産業保健

スタッフの配置を委託している事業者と協力して進めていた。

結論：ストレスチェック後の集団分析、および職場環境改善を進めるためには、ストレスチェック制度の担当者、

および役割分担を明確にすること、集団分析における重点指標 (例：ポジティブ指標、独自の解析) や結果返却

のターゲット (例：管理監督者) を決めること、および、健康経営などの他施策と連動し、メンタルヘルス対策

への先行投資への理解を得ることが重要であると考えられる。

Ａ．研究目的

2015 年から施行されたストレスチェック制度にお

いて、ストレスチェック後の集団分析、および職場環

境改善は実施が努力義務となっており、従業員参加型

の職場環境改善は、メンタルヘルス改善に対する科学

的 根 拠 も 蓄 積 さ れ て い る  (World Health 
Organization, 2022)。しかし、ストレスチェックを実

施している事業所のうち、集団分析を実施した事業所

の割合は 75.4%、さらにその分析結果を活用した事業

所は 57.9%にとどまっている (厚生労働省, 2025)。特

に、現在ストレスチェックの実施が義務となっていな

い 50 人未満の小規模事業場においては未だ取組が低

調であり、普及実装に対してさらなる情報収集と対策

の立案が必要である。

本研究は、集団分析、および職場環境改善の事例を

収集するとともに、事業者や産業保健スタッフ等が集

団分析及び職場環境改善を行う際に活用できるマニ

ュアル・手引き等の作成に向けて、必要な情報の整理

等を行うこと、特に、職場環境改善の課題や困難を克

服している事例を発掘することを目的とした。

Ｂ．研究方法

2025 年 9 月～2026 年 2 月に、機縁法を用いて募集

した企業のストレスチェック担当者、産業保健スタッ

フ、および人事労務担当者に対してオンラインのイン

タビューを実施した。インタビューは 1 回 60 分、オ

ンライン会議ツール Zoom を用いて行った。研究参加

者に対し、表1に示す各項目について聴取した。なお、

事例聴取先の事業場が判明しうる情報については、研

究参加者からの希望がない限り、結果として報告して

いない。

研究参加者に対しては事前に研究計画書に関する

説明を行い、インタビュー参加に対する同意を得た。

インタビュー内容は研究参加者の同意のうえで録音

を行った。本研究は、北里大学医学部・病院倫理委員

会の承認を得ている (B25-051)。

Ｃ．研究結果

本分担研究では、分担研究者が所属する職場のメ

ンタルヘルス専門家養成課程の受講者を通じて研究

参加者の募集を行い、4 事業場 (事例 1～4) に所属、

あるいは当該事業場を支援する、産業保健スタッ

フ、人事労務担当者、および衛生担当者 5 名から協

力を得た。以下、各事業場のインタビュー結果の概

要を示す。

（１）事例 1：製造業企業本社 (A 事業場) における

職場環境改善

事業場に勤務する産業保健看護職 1名にインタビュ
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ーの協力を得た。A 事業場は、海外支社を含む全社

1,400 人規模の化学製品を製造する企業の本社である。

本社産業保健スタッフとして、インタビュイーである

常勤の産業保健看護職 1 名、および産業医が 2 名が在

籍している。 
A 事業場では、ストレスチェックを EAP (employee 

assistance program) 機関に委託して実施している。

委託内容には、ストレスチェック Web システムの利

用、集団分析報告書の作成、および分析報告会の実施

が含まれている。 
集団分析は、基本的に回答者が 10 名以上の部署ご

とに行っている。部署の人数が多い場合には、各事業

場の希望を聞いたうえで課、もしくはグループ単位ま

で下ろして集計している。部署横断的に組織されるプ

ロジェクト単位の集計は基本的に行っていない。 
委託先 EAP 機関が作成した集団分析報告書は、各

部署の管理監督者への返却に加え、全社、および各事

業場における集団分析報告会によって委託先 EAP 機

関よりフィードバックがある。この報告会には、社長

を含む役員も参加する。さらに、インタビュイーであ

る産業保健看護職が参加し、ストレスチェックの目的、

良い事例の横展開が重要であること、および職場環境

改善を行う際のコツを伝えている。報告会に先立って、

委託先 EAP 機関の担当者とインタビュイーである本

社産業保健看護職が打ち合わせを行い、会社の背景、

事業場間の比較をしないこと、前年度から改善した点

を中心にフィードバックすること、等の要望を伝えて

いる。加えて、よい結果が得られた部署の管理職に対

しては、報告会においてその結果が得られた理由を議

論している。 
集団分析後の職場環境改善は、報告会後に相談に来

る各部署の管理監督者への個別対応として、インタビ

ュイーである産業保健看護職が中心となって運用し

ている。職場環境改善を実施した部署は少数である。

具体的な改善策として、話しかけてもよい時間帯 (ア
イドルタイム) を設定する、月に 1 度、島を固めて仕

事をする機会を作る、フリーアドレスの机のルールを

作る、ローテーションで分担を決めてオフィスの掃除

を行う (みんなでお掃除)、ストレスチェックに紐づけ

たラインケア研修を実施する、等を行っている。いず

れも、大きな予算を必要としない工夫である。 
職場環境改善の効果評価は現時点では行っていな

い。 
職場環境改善実施の促進要因として、管理監督者が

メンタルヘルスの現状に対して困難を感じているこ

とが挙がった。この困難感を高める工夫として、イン

タビュイーである産業保健看護職が、集団分析報告会

において、職場環境改善を行わないことによるデメリ

ットを伝えていた。職場環境改善実施の阻害要因とし

ては、支社の産業保健スタッフが必ずしも協力的でな

いこと、パルスサーベイ、および組織サーベイが競合

する取り組みとして同時に走っていることが挙がっ

た。 
 

（２）事例 2：情報通信業企業支店 (B 事業場) にお

ける集団分析 
事業場に勤務する産業保健看護職 1名にインタビュ

ーの協力を得た。B 事業場は、3,000 名規模のゲーム

ソフト等の開発、製造、販売、配信、ならびにアミュ

ーズメント施設の運営を行う企業の支店である。産業

保健スタッフとして、インタビュイーを含む常勤の産

業保健看護職 3 名、および産業医が 2 名が在籍してい

る。 
B 事業場では、ストレスチェックを EAP (employee 

assistance program) 機関に委託して実施している。

委託内容には、ストレスチェックの実施、および集団

分析結果の報告書作成が含まれている。 
集団分析は、組織ごと、特に担当しているゲームソ

フトごとにグループを作って集計を行っている。委託

先 EAP 機関の報告資料からは見えてこない課題があ

るため、委託先 EAP 機関からストレスチェックの生

データを取得し、社内で独自の解析を実施している。

解析にあたっては、本社産業医が統計ソフウェア R の

プログラムを作成し、各事業場の産業保健スタッフが

任意の解析ができるよう工夫を図っている。 
解析は基本的には高リスクアプローチであり、休職

者が多い、あるいは高ストレスの部門に対しては、本

社所属の労務担当部門が管理監督者に対してヒアリ

ングを行っている。 
インタビュイーである産業保健看護職が当該年度

から雇用されているという事情もあり、集団分析後の

職場環境改善の実施、およびその後の効果評価に関し

ては不明である。 
職場環境改善実施の促進要因として、ストレスチェ

ックを担当する人と部門 (お金と時間) がきちんと置

かれていることが挙がった。B 事業場では本社所属の

労務担当部門がストレスチェックを担当しており、イ

ンタビューを含む産業保健スタッフが健康経営推進

室に属してラインケア研修の動画資料作成等、別の業

務に従事している。ストレスチェックの対応を仮に産

業保健スタッフが対応するとなると十分な対応が行

えないことが想定されるとの回答があった。 
 
（３）事例 3：サービス業企業本社 (C 事業場) にお

ける職場環境改善 
事業場に勤務する人事労務担当者 1名にインタビュ

ーの協力を得た。C 事業場は、700 名規模の空調衛生

設備のメンテナンス等を行う企業の本社である。産業

保健スタッフは事業場内には在籍しておらず、嘱託の

統括産業医、および保健師を外部業者に委託している。 
C 事業場では、ストレスチェックを EAP (employee 

assistance program) 機関に委託して実施している。

委託内容には、ストレスチェックの実施、および集団

分析結果の報告書作成が含まれている。 
集団分析は、大きく、営業、工事、メンテナンス、

事務方の 4 部門に分け、部署ごとに行っている。ただ

し、所属員が 10 人に満たない部署については、10 人

以上になるようにストレスチェック用の組織に改編

して対応している。地方拠点には数人ずつの事業場も
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あり、それらを統合して集計するとはかなり偏った結

果になることもある。その場合には結果には反映され

ていない情報として個別に対応している。分析結果は、

統括産業医の考察を加えて経営層レベルの会議にて

報告している。また、結果を産業保健スタッフに展開

し、安全衛生委員会にて説明後、各部門長に個別説明

を行っている。 
集団分析においては、全国平均と比較して偏差値が

10 ポイント以上高い／低い尺度の経過を見ている。ま

た、低い水準にある「仕事の意義」や「ワーク・エン

ゲイジメント」の尺度に着目している。さらに、退職

率、時間外・休日出勤等をアウトカム都市、各尺度と

の関連を検討している。 
集団分析後の職場環境改善は、階層別 (経営層・管

理監督者) の労働者教育を実施した実績がある。これ

は、集団分析において、「仕事の意義」や「ワーク・エ

ンゲイジメント」の数値が低かったという結果を踏ま

え、インタビュイーである人事労務担当者のネットワ

ークを通じて大学研究者に講師を依頼し、ジョブ・ク

ラフティングに関する研修を実施している。次年度に

向け、一般職向けのジョブ・クラフティングアプリケ

ーションの導入も進めている。 
C 事業場では、上記に加え、ストレスチェックの集

団分析結果には必ずしも紐づかない職場環境改善活

動を実施している。具体的な改善策として、職場のよ

い点・ありたい姿を尋ねるグループワークを行う職長

昇任 5 年後の職長再教育、経済産業省が公開している

「健康を保持・増進する 7 つの行動」の各事業場への

展開 (経済産業省, 2016)、感謝法を参考に、各部門に

て行われる部門におけるメンバーへの感謝の気持ち

を表明する場の設定、外部委託による「こころとから

だの相談窓口」の設置、およびオフィスの新築・改修

に伴い、フリーアドレスなどの整備、等を行っている。

これらはそれぞれ、健康経営度調査、人事労務担当者

からの持ち込み企画、労働基準監督署からの助言、あ

るいは社長の交代を契機に実現したものであり、スト

レスチェック制度とは直接の関係はない。相談窓口の

設置、およびフリーアドレスの整備は、それぞれ月に

数万円、および数億円のコストをかけて実施している。 
職場環境改善の効果評価は現時点では行っていな

い。 
職場環境改善実施の促進要因として、社内で健康経

営優良法人認定制度の取得に向けた動きがあり、それ

に伴って施策の提案・実行に移せたことが挙がった。

職場環境改善実施の阻害要因としては、所属員が少な

い部署、あるいは地方拠点等において、全員が集まる

機会が少なく、施策の浸透が進まないことが挙がった。

これらの組織では所属員の直行・直帰が多く、始業・

終業時刻もバラバラなため、職場環境改善のためのミ

ーティング等が持ちづらいとの回答があった。 
 
（４）事例 4：製造業企業支社 (D 事業場) における

職場環境改善 
事業場に勤務する衛生担当者 1 名、およびストレス

チェック後の対応を含むメンタルヘルス対策を委託

している事業者に所属する心理職 1名にインタビュー

の協力を得た。D 事業場は、3,000 名規模の情報機器

製造、および保守検査を行う企業の支社である。産業

保健スタッフは事業場内には在籍しておらず、産業医

2 名、保健師 3 名、およびカウンセラー1 名を上記外

部業者に委託している。 
D 事業場では、ストレスチェックを産業保健スタッ

フの配置を委託している事業者のグループ会社に委

託して実施している。委託内容には、ストレスチェッ

クの実施、および集団分析結果の報告書作成が含まれ

ている。高ストレス者の面談等の事後対応については、

産業保健スタッフの配置を委託している事業者に依

頼している。 
集団分析は、おおよそ 150 職場程度を対象に、グル

ープ (課) 単位と部単位の 2 パターンで集計を行って

いる。グループ内の細分化は行っていない。10 名未満

のグループについては、報告の対象がいる場合には、

部単位での集計に含めてグループの所属する部長へ

返却している。プロジェクト型で部・課を横断するケ

ースについては、現時点では対応していない。 
集団分析結果は、部・課の長にメールで返却してい

る。部長にはそこに紐づく各課の結果も合わせて返却

している。メールには、結果の見方を解説する動画の

リンクをつけている。加えて、結果に応じたアドバイ

スをリスク別にメール本文に含めている (定型文)。送
る先によってメールの内容を変えるといったことは

していない。さらに、「仕事の判定図」から得られる総

合健康リスク値が高い職場 (リスク値110～120以上、

あるいは高ストレス者割合が 15%以上) については、

別途個別のメールで状況を確認している。さらに、今

年度からは良好事例の収集も始めており、総合健康リ

スク値 90 以下の職場を対象に、状況をヒアリングし

て全社展開することを企画している。結果について個

別の説明を希望する職場 (上長) に対しては、委託し

ている心理職、あるいは保健師と一緒に解説する場を

設けている。希望する職場は毎年 3～5 職場ほどであ

る。 
集団分析後の職場環境改善は、産業保健スタッフの

配置を委託している事業者と協力して進めている。基

本的には総合健康リスク値をもとにセグメントを分

け、ヒアリングにとどめる、積極的に介入するなどの

方法を変えている。 
具体的な改善策として、事業場が分散しているグル

ープに対する、産業保健スタッフによる全従業員対象

の面談の実施、部長、およびその下の課長職を対象と

した意見交換会、およびその後のリラクセーション 
(管理職のセルフケア研修) の実施、総合健康リスク値

の高い職場を対象とした、自職場の強み・弱みを出し

合う討論会の実施、等を行っている。これらの対応に

対して、産業保健スタッフの配置を委託している事業

者に追加の予算 (例：講座開講の場合に 1 回約 35,000
円) を立てて依頼している。 
職場環境改善の効果評価は、次年度のストレスチェ

ックの結果との比較で行っている。 
職場環境改善実施の促進要因として、専門性の高い
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スタッフ (心理職) からの助言があったことが挙がっ

た。委託に必要な予算については、衛生担当として、

メンタルヘルス対策に必要な投資であれば支出可能

であるという理解があったことの回答があった。職場

環境改善実施の阻害要因としては、慢性的なマンパワ

ー不足が挙がった。特に、ストレスチェック後の 12 月

ごろの時期は職場側の繁忙期とも重なりやすいとの

回答があった。 
 
Ｄ．考察 
本分担研究で収集した事例は、いずれも中規模～

大規模企業における、50 人以上の事業場のものであ

った。いずれの事例においても、産業保健スタッ

フ、人事労務担当者、あるいは衛生担当者が主体と

なってストレスチェックに関わっており、職場環境

改善の課題や困難を克服するうえで有用となる点が

うかがえた。以下に、各事業場における重要な点と

キーワードをまとめる。 
 
（１）事例 1：A 事業場 

キーワード：集団分析報告会、困難感の喚起、低

コストの改善策 
重要な点： 
・EAP 主導の集団分析と経営層を含む報告会を基

盤に、産業保健看護職が管理監督者へ個別支援を行

う体制を整えている。 
・管理監督者を職場環境改善推進の重要な立場と

し、管理監督者のメンタルヘルス対応への困難感を

喚起するよう働きかけている。 
・大きな予算を伴わない現場主体の小規模な職場

環境改善から始めている。 
 
（２）事例 2：B 事業場 

キーワード：生データ活用、R プログラム、本社

労務主導 
重要な点： 
・委託先 EAP 機関の報告資料では見えない課題

を、生データを取得して社内独自の解析で検証して

いる。 
・解析に関する専門的スキルを持った人材 (産業保

健スタッフ) が統計ソフウェア R のプログラムを作

成・展開している。 
・ストレスチェックは本社労務が担当し、高リス

ク職場にヒアリングを行うなどの介入を行ってい

る。産業保健スタッフは別業務に専念して役割分担

を図っている。 
 
（３）事例 3：C 事業場 
キーワード：ポジティブアウトカム、健康経営、

他施策との連動 
重要な点： 
・集団分析では「仕事の意義」「ワーク・エンゲイ

ジメント」などポジティブ指標を中心に解析を行

う。 

・健康経営優良法人認定への推進を絡めて職場環

境改善策を実行している。 
・そのほか、必ずしもストレスチェック制度とは

関わりのない契機を職場環境改善に連動させてい

る。 
 
（４）事例 4：D 事業場 
キーワード：総合健康リスク、専門家による助

言、追加予算の獲得 
重要な点： 
・「仕事の判定図」から得られる総合健康リスク値

を重要な指標とし、それに基づくセグメント化と介

入を実施している。 
・ストレスチェック、および集団分析後の職場環

境改善は、産業保健スタッフの配置を委託している

事業者と協力して進めている。 
・衛生部門において、メンタルヘルス対策が重要

であり、先行投資に対する理解がある。 
 
Ｅ．結論 
ストレスチェック後の集団分析、および職場環境改

善を進めるためには、ストレスチェック制度の担当者、

および役割分担を明確にすること、集団分析における

重点指標 (例：ポジティブ指標、独自の解析) や結果

返却のターゲット (例：管理監督者) を決めること、

および、健康経営などの他施策と連動し、メンタルヘ

ルス対策への先行投資への理解を得ることが重要で

あると考えられる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 

 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 

２．学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 (予定を含む。) 
１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他 
なし 

 
Ｉ．引用文献 
厚生労働省．令和 6 年 労働安全衛生調査 (実態調

査)．2025. 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/r06-46-
50.html (2026 年 2 月 18 日閲覧) 

World Health Organization. Guidelines on mental 
health at work. 2022. 
https://www.who.int/publications/i/item/978924
0053052 (2026 年 2 月 18 日閲覧) 
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経済産業省．健康経営オフィスレポート 従業員がイ

キイキと働けるオフィス環境の普及に向けて．

2016. 
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_servic
e/healthcare/downloadfiles/kenkokeieioffice_re
port.pdf (2026 年 2 月 18 日閲覧) 
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表 1. インタビュー聴取項目 
１．企業基本情報  
 

企業（事業場）名＊、所在地＊、業種、従業員数、本社・支社の別、産業保健ス

タッフの配置状況  
２．事業場の概要 
 

ストレスチェック制度に関し、産業保健総合支援センターおよび地域産業保健セ

ンターへの相談の有無 
ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリン

グを想定） 
産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場へのヒアリング

を想定） 
３．ストレスチェ

ックの実施状況・

実施体制 

〇ストレスチェックの実施方法 
〇委託した外部機関先＊ 
〇ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

４．ストレスチェ

ック制度の実施方

法 
 

○ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 
○ストレスチェックの実施形態 
○ストレスチェックの際に使用した質問票 
○ストレスチェックの受検率 
○受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 
○高ストレス者と判定された者のうち、本人による申し出により実際に医師によ

る面接指導を受けた者の割合 
○高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 
○高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 
○面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 
○ストレスチェックの個人結果の返却方法 

５．ストレスチェ

ック結果に基づく

集団分析 

○集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 
○直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
〇集団分析の実施において工夫していること 

６．職場環境改善

の実施状況 
○職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
○外部機関の活用内容 
〇職場環境改善の実施において工夫していること 
〇どんな職場環境改善をやったか 
〇どれくらいのお金をかけたか 
〇何があったから進められたか 
〇職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
小規模事業場において 
〇職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようと

した動機） 
７．効果指標 ○対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 

○MIRROR などの要望項目減少程度 
○健康診断、休業などの統計情報の比較 
○心理的安全性 
○経済的効果 
〇労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
〇事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 

＊：事例聴取先の事業場が判明するような情報は、事例集として公表しない。 
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事例１ 集団報告会を通じて管理監督者の困難感を喚起し個別の相談に結び付ける事例   事例通し番号 23 
 
キーワード 
⚫ 集団分析報告会 
⚫ 困難感の喚起 
⚫ 低コストの改善策 
 
参考になるポイント 
⚫ EAP 主導の集団分析と経営層を含む報告会を基盤に、産業保健看護職が管理監督者へ個別支援を行う体制

を整えている。 
⚫ 管理監督者を職場環境改善推進の重要な立場とし、管理監督者のメンタルヘルス対応への困難感を喚起す

るよう働きかけている。 
⚫ 大きな予算を伴わない現場主体の小規模な職場環境改善から始めている。 

 

１．企業基本情報 
① 企業（事業場）名 

〇〇〇〇株式会社 
② 所在地 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
③ 業種 

製造業、化学メーカー (主に B to B) 
④ 従業員数 

1400 人 
内訳： 
本社：350 人 (本社管轄) ← 〇〇工場含む (30 名) 
工場：〇〇：250 人、〇〇：200 人、〇〇：300 名、〇〇：200 名 
営業所：全国に 5 か所 
海外：6 か所 (約 20 名) 

⑤ 本社・支社の別 
本社 (インタビュイーが在籍している事業場) 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
本社 1 名 (常勤、インタビュイー)、工場、研究所各 1 名 (契約社員)、計５名 (内、保健師 3 名、看

護師 2 名) 
 

２．事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

相談なし (但し、インタビュイーは産保センターの相談員として外勤をしている) 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

N/A 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

2023 年度まで、常勤の産業保健職とは契約をしていなかったが、健康経営の推進なども踏まえ、

常勤雇用を行うようになった (インタビュイーの雇用が初めての常勤雇用)。 
 

３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
① ストレスチェックの実施方法 

EAP 機関等に委託して実施 
② 委託した外部機関先 

××××株式会社 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

Web システム、集団分析報告書の作成、分析報告会 
 

４．ストレスチェック制度の実施方法 
① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

本社産業医 (2 名) のうち、メンタルヘルス担当の 1 名 
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② ストレスチェックの実施形態 
Web で実施していたが、障害者雇用 (農園で働く知的・発達・精神障害のある方、10 名程度、〇〇

県) を促進していく中で、紙媒体の方がよいケースが発生し、今年度はハイブリッドで実施。紙で

の実施はインタビュイーが直接農園まで説明に伺っている。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

新職業性ストレス簡易調査票 (80 項目版)、障害者雇用の方へは障害のある方向け (57 項目版、イ

ラスト付き) を使用。 
④ ストレスチェックの受検率 

96.7%。会社で決まったことはやるもの、工場同士で競争する、という文化がある。未受検者へは

リマインドを 2 回実施。 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

4～5%。かなりホワイトな会社。 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

本社で 10 名弱、全社で 30 名弱程度。約 4 割。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

面談は各事業場で産業医が実施。工場においては本社産業医が対応することもあり。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

対面・オンライン併用 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

通常の産業保健対応に切り替えるケースで対応。どちらにも応じない場合はリマインド、パルスサ

ーベイや健康診断の結果をフィードバックするなどの別の機会を利用してフォローしている。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web で回答後即時、××××株式会社の Web 画面でフィードバック。紙の場合は個別にインタビ

ュイーがフィードバック。 
 

５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 
① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

基本は部署ごとで、回答者が 10 名以上いる単位で行う。人数が多いときは課・グループまで下ろ

す。各事業場に希望を聞いたうえで集計単位を最大で 3 階層 (グループ単位) まで調整している。

プロジェクト単位の集計は基本的に行っていない。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

全社、および各事業場において、××××株式会社による集団分析報告会を実施、役員 (社長含む) 
も参加。報告会において、産業保健スタッフ (インタビュイー) から、ストレスチェックの目的 (良
い点の横展開である)、および職場環境改善の TIPS を伝えている。 

③ 集団分析の実施において工夫していること 
各事業場には看護師 (ベテラン) がいるので、あまり出すぎないよう、報告会における TIPS の周

知などは本社のみで実施している。 
××××株式会社の担当者には、会社の背景を事前にお伝えする、事業所間の比較をしないでほし

い、良くなったところを中心にフィードバックしてほしいなど、事前に打ち合わせをしている。 
加えて、よい結果の事業場の管理職に対しては、報告会においてその結果が得られた理由を議論し

ている。 
 

６．職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

産業保健スタッフ (インタビュイー) を中心に自社で運用。 
② 外部機関の活用内容 

N/A 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

報告会後に相談に来る各部署の管理職に相談・助言を行っている。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

机に話しかけてもよいかどうかの合図を「旗」を立てる (アイドルタイムの設定)、月に 1 度、島を

固めて仕事をする機会を作る、フリーアドレスの机のルール作り、ローテーションで分担を決めて

オフィスの掃除 (みんなでお掃除)、ストレスチェックに紐づけたラインケア研修の実施。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

いずれも大きな予算を必要としない工夫。 
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⑥ 何があったから進められたか 
管理職が困らないと職場環境改善に着手しない。集団分析報告会において、やらないとこうなるよ、

という「脅し」を少し含ませる。管理職の感度を上げることが大切だと思う。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

各事業場の産業保健スタッフが必ずしも協力的でない。また、パルスサーベイ、組織サーベイも同

時に走っており、そちらへの対応は各担当者は労力を使っている。 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しよ

うとした動機） 
 

７．効果指標 
職場環境改善の効果評価はまだできていない。 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 

ストレスチェックの指示命令系統は産業保健部門と安全部門 (RC、レスポンシブケア) で 2 つあり、時

には対立することもある。 
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事例２ 委託先機関からストレスチェックの生データを取得して独自の集団分析を行う事例  事例通し番号 24 
 
キーワード 
⚫ 生データ活用 
⚫ R プログラム 
⚫ 本社労務主導困難感の喚起 
 
参考になるポイント 
⚫ 委託先 EAP 機関の報告資料では見えない課題を、生データを取得して社内独自の解析で検証している。 
⚫ 解析に関する専門的スキルを持った人材 (産業保健スタッフ) が統計ソフウェア R のプログラムを作成・

展開している。 
⚫ ストレスチェックは本社労務が担当し、高リスク職場にヒアリングを行うなどの介入を行っている。産業

保健スタッフは別業務に専念して役割分担を図っている。 

 

１．企業基本情報 
① 企業（事業場）名 

株式会社〇〇〇〇 
② 所在地 

〇〇〇〇 (〇〇支店) 
③ 業種 

情報通信業 (ゲーム) 
④ 従業員数 

単体 3,379 名 (連結 3,766 名) 
⑤ 本社・支社の別 

支店 (本社：〇〇県) 
⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

〇〇本社・常勤産業医 1 名（週 4 勤務）、非常勤産業医 1 名（週 1 勤務）、常勤産業保健看護職 3 名 
〇〇支店・常勤産業医 1 名（週 3 勤務）、非常勤産業医 1 名（週 1 勤務）、常勤産業保健看護職 3 名 
(インタビュイー含む) 
 

２．事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

相談なし 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

2015 年の義務化に伴い実施 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

N/A 
 

３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
① ストレスチェックの実施方法 

EAP 機関等に委託して実施 
② 委託した外部機関先 

株式会社×××× 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェックの実施、集団分析結果の報告 (レポート) 
 

４．ストレスチェック制度の実施方法 
① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

本社 (〇〇) の産業医、および産業保健看護職 (インタビュイー含む) 
② ストレスチェックの実施形態 

Web での実施。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

国が標準的項目として定める「職業性ストレス簡易調査票」を参考に株式会社×××× 
が開発した独自の調査票 176 問を使用 
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※従業員の健康状態把握と、職場環境の改善、生産性の向上を目的にプレゼンティーズム調査を、

本年度より 1 問追加 
① ストレスチェックの受検率 

95.1%。産業保健スタッフからの依頼を丁寧に行っている。 
② 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

10.4%、約 400 人。 
③ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

高ストレス者のうちの 5.3%、約 20 人。 
④ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

面談は各事業場で産業医が実施。各店舗 (ゲームセンター等) は、50 名以上の事業場の場合は嘱託

の産業医 (〇〇〇〇経由) が担当。50 名未満の事業場の場合は東京支社の産業医が担当している。 
⑤ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

対面・オンライン併用 
⑥ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

リマインドを一度行う。そのほか、通常の産業保健対応に切り替えるケースで対応。 
⑦ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web で回答後即時、株式会社××××の Web 画面でフィードバック。 
 

５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 
① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

組織ごと、特に担当しているゲームソフトごとにグループを作って解析。本社産業医が R のプログ

ラムを開発しており、株式会社××××からはローデータをもらって任意の解析ができるようにし

ている。(インタビュイーは詳細不明とのこと)。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

まだ手探り状態だが、基本的には高リスクアプローチ。休職者が多い、高ストレス値の部門に対し

て、本社 (〇〇) 所属の労務担当部門 (労務対策室) が管理職へヒアリングを行っている。 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

株式会社××××のレポートだけでは見えてこない課題があり、独自の解析ができるよう本社産業

医が工夫している。 
 

６．職場環境改善の実施状況 
いろいろ準備はしているようだが、今年度のことは不明。インタビュイーが今年度からの雇用のため、

昨年度の実績も詳細不明。 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 
② 外部機関の活用内容 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 
④ どんな職場環境改善をやったか 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 
⑥ 何があったから進められたか 

ストレスチェックを担当する人と部門 (お金と時間) がきちんと置かれていることに尽きる。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

健康経営推進室では既にほかの業務があるので、これに労務担当が担っているストレスチェックの

業務が加わると大変かもしれない。インタビュイーは現在、ラインケア研修の動画資料作成等を主

に担っている。 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しよ

うとした動機） 
小規模ではトップダウンの意思決定も多いと思う。風通しが良くないと職場環境改善は機能しない

のではないか。また、パート・アルバイト等、非正規の社員も多いため、その方々のニーズをどこ

まで扱えるかも大切だと思う。 
 

７．効果指標 
職場環境改善の効果評価はまだできていない。 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
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④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 

健康経営推進室の中に、医療スタッフと事務スタッフが入っている。 
高ストレス職場への対応は労務部門 (労務対策室) が対応している。 
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事例３ 健康経営優良法人認定への推進を絡めて職場環境改善策を実行している事例    事例通し番号 25 
 
キーワード 
⚫ ポジティブアウトカム 
⚫ 健康経営 
⚫ 他施策との連動 
 
参考になるポイント 

➢ 集団分析では「仕事の意義」「ワーク・エンゲイジメント」などポジティブ指標を中心に解析を行う。 
➢ 健康経営優良法人認定への推進を絡めて職場環境改善策を実行している。 
➢ そのほか、必ずしもストレスチェック制度とは関わりのない契機を職場環境改善に連動させている。 

 
１．企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
〇〇〇〇〇〇〇〇株式会社 

② 所在地 
〇〇〇〇 

③ 業種 
空調衛生設備業 

④ 従業員数 
753 名 (全社、2025 年 4 月 1 日現在) 

⑤ 本社・支社の別 
本社 (〇〇県)、支社 (南東北 [〇〇県]、北東北 [〇〇県]、北越 [〇〇県]、近畿 [〇〇県]、中四国 
[〇〇県]) 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
専属産業医はなし。嘱託で、統括産業医、保健師を外部業者にまとめて委託 (××××株式会社)。
支社に産業保健スタッフ (人事労務と兼任) が 1 名配置されている 
 

２．事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

無、但し、高ストレス者面談に於いて、相談 実績 有 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

2012 年に某損害保険会社の営業協力として全社員に実施。翌年以降、社内運用にて実施。 
現在は外部委託で実施。 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 
2019 年までは、別の嘱託産業医と契約していたが、労働基準監督署の定期臨検において、産業医の

安全衛生委員会の出席等を求められ、産業医の委託替えを行い、併せて、本社の産業医を統括産業

医として契約をした。 
 

３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
① ストレスチェックの実施方法 

EAP 機関等に委託して非正規社員除く全社員に実施 
② 委託した外部機関先 

株式会社△△△△ 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェックの実施および集団分析 
 

４．ストレスチェック制度の実施方法 
① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 

実施代表者 〇〇〇〇 (日本医師会認定産業医)、共同実施者 〇〇〇〇 (精神科医・労働衛生コンサ

ルタント) 
→ 株式会社△△△△のサービスに紐づいた外部実施者。いずれも面識はない。 

② ストレスチェックの実施形態 
Web 
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③ ストレスチェックの際に使用した質問票 
新職業性ストレス簡易調査票 (80 項目版) ＋ 健康関連 7 項目。追加の 7 項目はこちらで自由に設

定できる。健康経営優良法人の認定を見据え、プレゼンティーズム、アブセンティーズムを追加。 
④ ストレスチェックの受検率 

94.4% (2025 年)。ストレスチェック法制化後、任意の受検が強調されていったん受検率が下がった

が、近年また上昇してきた。一定数、絶対に受検しない人たちがいる。 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

12.7% (2025 年) 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

0.4% (2025 年)。面談申し出の少なさは悩みどころ。面談を受けることに対する抵抗感があるよう

す。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

原則、支社所属先の産業医。産業医の選任義務のない支社については、統括産業医が Web にて面

談実施。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

本人の意向確認の上、対面形式か Web 形式を実施。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

高ストレス者に対する産業医面談の周知、不利益がないことの説明、リマインドメール。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web で回答後即時、結果表がダウンロードできる。 
 

５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 
① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

大きく、営業、工事、メンテナンス、事務方の 4 部門。現組織をベースに集団分析を行っている。

但し、集団分析は 10 人以上を対象としている為、10 人に満たない部署については、10 人以上に

なるようにストレスチェック用の組織に改編して対応している。それほどグルーピングに困ること

はない。 
地方拠点には数人ずつの事業所もあり、事業所によってはかなり偏った結果になることもある。そ

の場合には結果には反映されていない情報として個別に対応している。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

労働者教育の実施： 
2023 年度の集団分析において、「仕事の意義」や「ワーク・エンゲイジメント」の数値が低かった

という結果を踏まえ、階層別研修 (経営層・管理職、一般は次年度以降アプリで対応) として、自

身のネットワークを通じて大学の研究者に依頼し、ジョブ・クラフティング研修を実施した。 
今年度は、ジョブ・クラフティングのアンケートを実施し、さらに次年度は、ジョブ・クラフティ

ングアプリの実装を行う予定。 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

1. 集団分析に於いて全国平均に比し偏差値が 10pt 以上高い尺度、低い尺度を抽出し、経過状況

を見ている。 
2. 例年最下位状態にある「仕事の意義」や「ワーク・エンゲイジメント」の尺度に着目し、各

部門の尺度を抽出している。 
3. 各部門の退職率等と時間外・休日出勤等と平均尺度の関係性の 経過状況を見ているが、因果

関係は確認できず。肌間隔では、年代ごとに退職の理由は異なる印象がある。 
4. 集団分析結果と社内報告用の分析を行い、統括産業医の考察を頂いた上で、経営層レベルの

会議にて報告。 
5. 集団分析結果と社内報告用の分析を産業保健スタッフに展開し、安全衛生委員会にて説明

後、各部門長に個別説明を行っている。 
 

６．職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

なし。 
② 外部機関の活用内容 

N/A 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

職長昇任 5 年後の職長再教育において、〇〇〇〇コース (外部の研修) で学んだ従業員職場環境改
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善のグループワークを参考に、『職場の「よい点」・「ありたい姿」を尋ねる』グループワークを行っ

ている (基本的には全員が対象)。年 2 回、1 回 10 人程度、1 年で 20 人程度が対象となる。ただ

し、現場ベースのワークであり、下請け会社・協力会社に所属する従業員の参加もあるため、スト

レスチェックの集団分析の結果は活用していない。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

下記の 4 つの改善活動を実施。ただし、ストレスチェックに紐づいた改善活動や、上記の職長再教

育と連動した活動ではない。 
1. 健康経営度調査のフィードバックにおいて、「従業員への浸透」が最も評価が悪かった為、経

済産業省が展開している「健康を保持・増進する 7 つの行動」を各事業所に展開し、専任の推進

リーダーを選任し、事業所ごとに健康を保持する具体的な行動を挙げてもらい、対策を講じてい

る。 
2. 各部門等において行われている部会を活用し、人事労務からの持ち込み企画として、全社員

参加型のテーマに基づいた発表を行ってもらっている。感謝法を参考に、メンバーへの感謝の気

持ちを表明する場などを用意。 
3. 2024 年に外部産業保健専門職の会社に依頼し、「こころとからだの相談窓口」を設置。きっ

かけは労基署からの助言。 
4. その他、オフィスの新築・改修に伴い、フリーアドレスなどを整備。きっかけは社長の交

代。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

1 および 2 は費用発生無、3 は月に数万円、4 は数億円のコスト。 
⑥ 何があったから進められたか 

健康経営優良法人認定制度の取得に向けて、課題を洗い出し、施策の提案、実行に移せたのが大き

い。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

弊社に於いては、5 人未満かつ地方の事業所では、全員が集まる機会が少なく、施策の浸透が進ま

ない。直行・直帰が多く、始業・終業時刻もバラバラ、所属長自身がプレイングマネージャーと化

している。 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しよ

うとした動機） 
 

７．効果指標 
職場環境改善の効果評価はまだできていない。 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 

ある事業所において、複数人のストレスチェックの回答をまとめて一人が回答しているということが

あった。受検率は公表しているのでそれだけが重要な指標となってしまった。本末転倒な事象で、困

ったことがあった。 
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事例４ メンタルヘルス対策に対する先行投資の理解を得て専門家の助言を得ている事例  事例通し番号 26 
 
キーワード 
⚫ 総合健康リスク 
⚫ 専門家による助言 
⚫ 追加予算の獲得 
 
参考になるポイント 
⚫ 「仕事の判定図」から得られる総合健康リスク値を重要な指標とし、それに基づくセグメント化と介入を

実施している。 
⚫ ストレスチェック、および集団分析後の職場環境改善は、産業保健スタッフの配置を委託している事業者

と協力して進めている。 
⚫ 衛生部門において、メンタルヘルス対策が重要であり、先行投資に対する理解がある。 

 
１．企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
〇〇〇〇株式会社 

② 所在地 
非公開 

③ 業種 
製造業 (情報機器、保守検査) 

④ 従業員数 
3000 名規模、全国に支社、事業場あり 

⑤ 本社・支社の別 
支社 (インタビュイーが在籍している事業場)。ただし、本社は位置的にはすぐ隣にある。 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
社内では衛生担当者が管理職を含め 5 名。 
産業保健スタッフ (産業医 2 名、保健師 3 名、カウンセラー1 名) は外部事業者に委託して配置。 
 

２．事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 

産業保健スタッフを委託している外部事業者を相談窓口としている。 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

きっかけは法定義務による実施だが、現在法定上の実施義務がない 50 人未満の事業場についても

一律にストレスチェックを実施している。 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

労働安全衛生法における法廷義務としての対応に加え、カウンセラーによる支援も追加でお願いし

ている。メンタルヘルス不調者が一時増加したことがあり、会社としても積極的な対応が求められ

ていたこと、また健康経営度調査が始まったことによるメンタルヘルス対策の強化などがきっかけ

となり、現在の委託に至った。健康経営等のきっかけは幹部にも必要性を伝えやすかった。 
 

３．ストレスチェックの実施状況・実施体制 
① ストレスチェックの実施方法 

毎年一回、外部事業者に委託して実施。 
② 委託した外部機関先 

産業保健スタッフの配置を委託している企業のグループ会社に委託。 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェックの実施、および集団分析結果の集計・分析。ストレスチェックの個人結果、およ

び集団分析結果等については、産業保健スタッフの配置を委託している事業者も共有している。職場へ

の介入、および高ストレス者の面談などは、産業保健スタッフの配置を委託している事業者に依頼して

いる。 
 

４．ストレスチェック制度の実施方法 
① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む） 
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親会社の医師が実施者となっている。インタビュイーの在籍する支社に限っては、配置を依頼して

いる外部の産業保健スタッフが共同実施者に加わっている。 
② ストレスチェックの実施形態 

基本は Web での実施だが、直接員 (100 名程度) に対しては紙面で実施。 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 

従来は職業性ストレス簡易調査票 (57 項目版) を使用していた。今年度から、同調査票の 80 項目

版を導入した。 
④ ストレスチェックの受検率 

例年 90%超程度。衛生担当者としては回答率を 100%に近づけたいという思いがあり、メールによ

るリマインド、および PC へのポップアップによる呼びかけをしつこく行っている。外部産業保健

スタッフから見ても、担当者のフォローが細やかになされている印象がある。 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 

9%未満。会社の KPI に、ストレスチェックの高ストレス者が 9%未満であることが盛り込まれて

いる。 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 

年度によって 1%から 10%程度まで変動するが、平均 5%程度。体感として 10 人未満くらいの人

数。 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 

事業場の産業医が実施。 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態 

基本的には対面で実施。一部遠方の場合は Teams での実施がある。 
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

衛生担当者 (インタビュイー) から受診勧奨のリマインドを行うとともに、面談を希望されなかっ

た方で、ストレス反応が一定程度高い方に対しては、法定外の相談を案内している。 
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 

Web 実施の場合は即時的に結果が PDF で返却される。紙での実施の場合は委託企業から送られて

きた個人結果を社内便で返却。 
 

５．ストレスチェック結果に基づく集団分析 
① 集団分析の単位について（とくにプロジェクト型等の組織が変化する例） 

グループ (課) 単位と部単位の 2 パターンで集計を行っている。おおよそ 150 職場程度。グループ

内の細分化は行っていない。10 名未満のグループについては、報告の対象がいる場合には、部単位

での集計に含めてグループの所属する部長へ返却している。プロジェクト型で部・課を横断するケ

ースについては、今のところ対応していない。 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 

部・課の長に分析結果をメールで返却している。部長にはそこに紐づく各課の結果も合わせて返却

している。そこに、結果の見方を解説する動画のリンクをつけている。加えて、結果に応じたアド

バイスをリスク別にメール本文に含めている (定型文)。送る先によってメールの内容を変えるとい

ったことはしていない。さらに、総合健康リスク値が高い職場 (リスク値 110～120、あるいは高ス

トレス者割合が 15%、をカットオフ値に設定) については、別途個別のメールで状況を確認してい

る。加えて、今年度からは良好事例の収集も始めており、総合健康リスク値 90 以下の職場を対象

に、状況をヒアリングして全社展開することを企画している。 
③ 集団分析の実施において工夫していること 

結果について個別の説明を希望する職場 (上長) に対しては、委託しているカウンセラー、あるい

は保健師と一緒に解説する場を設けている。希望する職場はそれほど多くはないが、毎年 3～5 職

場ほどが希望される。特に、結果がすごく悪いかよいかのどちらかの場合に希望されるケースが多

い。 
 

６．職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無 

産業保健スタッフの配置を委託している事業者と協力して進めている。 
② 外部機関の活用内容 

職場への説明、介入方法の相談。 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること 

総合健康リスク値でセグメントを分け、ヒアリングにとどめる、積極的に介入するなどの方法を変
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えている。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

昨年度までの実績として： 
・事業場が分散しているグループに対して、産業保健スタッフが全従業員対象の面談を実施した。 
・部長、およびその下の課長職を全員集め、意見交換会を実施したのち、管理職対象のリラクセー

ション (管理職のセルフケア研修) を実施した。その後、従業員全員を集めた疲労対策のミニ講座

を開講した。 
・総合健康リスク値の高い職場を集めて、自職場の強み・弱みを出し合う討論会を実施した。 

⑤ どれくらいのお金をかけたか 
この対応に対して、産業保健スタッフの配置を委託している事業者に追加の予算 (例：講座開講の

場合に 1 回約 35,000 円) を立てて依頼している。 
⑥ 何があったから進められたか 

衛生担当としては、メンタルヘルス対策に必要な投資であれば OK という理解があった。 
専門性の高いスタッフからのアドバイスがあったからこそ進めてこられた。 

⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 
慢性的なマンパワー不足はどうしてもハードルになる。特に、ストレスチェック後の 12 月ごろの

時期は職場側の繁忙期とも重なりやすい。 
高ストレス職場であることが悪いことという言い方をしたくはないので、できる限り職場側の要望

に対応しながら進めている。 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しよ

うとした動機） 
 

７．効果指標 
次年度のストレスチェックの結果と比較を行っている。体系的な評価はまだ行っていない。 
高ストレス職場に対しては、不調者の状況を (定性的に) 定期的にフォローするようにはしている。 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

 
８．そのほか（特記事項） 

中小企業でも大企業でも、ストレスチェックにおいてやるべきことはそれほど大きく変わらないと思

っている。結局のところ、従業員を大事に思ってやる、というところに尽きる。 
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令和７年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究（250301-01）

分担研究報告書 

事例の収集 

研究分担者 江口 尚 産業医科大学産業生態科学研究所産業精神保健学・教授

研究要旨： 

2015 年に施行されたストレスチェック制度だが、精神障害の労災認定は過去最多を

更新しており、統計的改善は見られない。本研究は、中小・零細企業においても制度を

「意味のあるもの」とするため、職場環境改善の良好事例を分析し、成功要因を体系化

することを目的とした。 

事例 1（企業グループ）では、本部の専任産業保健看護職が事務を一括管理し小規模

拠点の負担を軽減している。「健康は利益の源泉」というトップの信念のもと、トイレ

への暖房設置など即時性のある物理的改善や、身体・メンタル両面への重層的なアプロ 

ーチを行っている。事例 2（製造業）では、複数の調査を統合し負担を軽減しつつ、現

場の「メンタルヘルス推進員」による月 1 回の巡回（巡思）を通じて職場の空気感を早

期に察知している。トップの「安全・健康が最優先」との方針が浸透し、迅速な環境改

善や礼節研修を通じた信頼関係の醸成が実効性を支えている。 

成功の鍵は、(1)専門リソースの集約による事務負担軽減、(2)経営トップの強力なコ

ミットメント、(3)身体的健康や物理的改善を入り口とした具体化、(4)日常的な見守り

による心理的安全性の醸成、の 4点に集約される。それに加えて、担当者との顔の見え

る関係を築いている地元密着型の外部委託機関の存在も大きい。大規模なシステムがな

くとも、経営者の想いと現場の工夫により、ストレスチェック制度は一次予防の有効な

手段となり得る。 

Ａ．研究目的 

2015 年に施行されたストレスチェック

制度は、労働者のメンタルヘルス不調を

未然に防ぐ「一次予防」の確立を主眼と

して導入された。しかし、令和 5 年度の

精神障害に関する労災補償の支給決定件

数が 883件と過去最多を更新した事実は、

制度導入から 10年が経過した現在も、統

計上の劇的な改善には至っていない現状

を浮き彫りにしている。 

この課題を解決する有力な方策が「職

場環境改善」である。しかし、これは大

規模事業場であってもいまだ試行錯誤の

段階にあるのが実情だ。特にリソースの

－164－



 

限られた小規模・零細企業において、制

度を単なる義務の履行に留めず、実効性

のある「意味のあるもの」として機能さ

せるためには、事業者、人事労務、産業

保健スタッフといった関係者が、集団分

析結果を具体的なアクションへと繋げる

ための手法について、より深い共通理解

を持つことが不可欠である。 

労働安全衛生法に基づく実施マニュア

ルでは、実効性の高い計画立案のために、

事業場内外の「良好事例」を活用するこ

とが推奨されている。職場環境改善を適

切に実施している事業場の事例は、制度

を現場に浸透させる上で極めて有用な資

料となる。 

本研究は、形式的な運用を超えて職場

環境改善を先進的に進めている事業場の

事例を収集・分析し、その成功要因を体

系化することを目的とする。これらの知

見を広く共有することで、小規模事業場

を含むあらゆる現場においてストレスチ

ェック制度を通じたメンタルヘルス対策

が深化し、真に活力ある職場づくりが実

現することに寄与することを目指す。 

 
Ｂ．研究方法 

班会議で策定した事例収集の方法（聴

取先の選定）を基に、２つの好事例を収

集した。好事例の収集にあたっては、研

究協力者の支援を得た。 

インタビューは、研究班で設定したイ

ンタビュー方法に基づいて、現地を訪問

しで、約１時間をかけて行った。対象者

の承諾のもと、インタビューは録音し、

逐語録を作成した。 

事例は、研究班で設定した事例提出用

フォーマットに沿ってまとめた。検索を

容易にするために、キーワードを付すよ

うにした。また、事例のポイントを書き

だすようにしてまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は、北里大学医学部・病院倫理

委員会（B25-021）の承認を得て実施した。 

 
Ｃ．研究結果 

 事例１：経営層の強いコミットメントと

身体的健康管理の連動により、実効性を高

めている事例 

 本事例は、グループ全体で約 500 名の従

業員を擁し、17〜18の事業子会社で構成さ

れる中規模企業グループ（ホールディング

ス体制）の事例である。 

 ストレスチェックの実施にあたっては、

職業性ストレス簡易調査票の 57 項目を使

用しており、外部機関に委託して実施して

いる。運用面では、各子会社の事務負担軽

減とプライバシー保護を両立させるため、

グループ本部の専任産業看護職が全社の実

施事務を一括して担当する体制を構築して

いる。これにより、50名未満の小規模事業

場を含む全拠点において、専門職の関与に
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よる質の高い運用を担保している。 

 集団分析の結果は、グループ子会社の各

社長および役員に直接共有される。集計結

果を単なる統計データに留めず、各組織の

「健康状態」という経営指標として可視化

することで、経営本部が全社の状況を横断

的に把握し、管理を行う仕組みとしている。 

 職場環境改善活動は、「社員の健康が利益

の源泉である」という経営トップの明確な

信念に基づき推進されている。背景には、

過去に現役役員が急逝したという教訓があ

り、現在は全役員に人間ドックの受診と結

果報告を義務化するなど、経営層が自ら範

を示すことで組織全体の意識改革を図って

いる。 

 具体的な改善策としては、衛生委員会で

の報告をきっかけとした「冬場のトイレへ

の暖房器具設置（ヒートショック対策）」と

いった、即時性のある物理的環境の改善が

挙げられる。また、健診結果で肝機能数値

などが著しく悪い社員に対し、幹部から禁

酒・節酒を直接指導するなど、メンタルと

身体の両面から、生活習慣への介入も含め

た重層的なアプローチを行っている。 

 活動の浸透に向けては、高ストレス者へ

の面接指導だけでなく、産業保健看護職に

よる日常的な「保健師面談」を相談窓口と

して定着させている。これにより、相談の

ハードルを下げ、不調の兆しを早期に捉え

る一次予防を実質化させている。経営層が

制度の意義を深く理解し、具体的な改善を

通じて会社が社員を大切にする姿勢を可視

化していることが、職場環境改善活動が組

織に受け入れられる大きな要因となってい

る。 

 

事例２：現場主導の「見守り体制」と経

営層の強いコミットメントにより、一次

予防を実質化させている事例 

本事例は、従業員規模 500 名程度の製

造業の事例である。現在、メンタルヘル

ス不調による休職者ゼロとなっている。 

ストレスチェックは、当初は新職業性

ストレス簡易調査票（120項目版）を行っ

ていたが、2025 年 3 月期からのエンゲー

ジメントサーベイの実施により、質問項

目に重なりがあったことから、回答者の

負担軽減と「本質的な課題把握」を優先

し、現在は職業性ストレス簡易調査票（57

項目版）とエンゲージメント調査を整

理・統合して実施している。人事労務と

安全衛生が連携し、過度な重複を避けつ

つ、組織の活力を多角的に分析する工夫

がなされている。 

本事例の最大の特徴は、各職場に配置

された「メンタルヘルス推進部会」によ

る日常的な「見守り」にある。月に一度、

推進員が他部署を含めた職場パトロール

（「巡『思』」（じゅんし）と呼称）を実施

し、第三者の視点で「普段と様子が違う

社員」や「職場の空気感」を早期に察知

する体制を構築している。これは、年１

回の集団分析を待つのではなく、リアル
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タイムで職場の異変を拾い上げる仕組み

として機能している。 

職場環境改善においては、「安全・健康

は生産や品質よりも優先される」という

経営層の揺るぎない方針が浸透している。

集団分析でコミュニケーションの課題が

顕在化した際には、管理職が自らデスク

を移動させて部下と同じフロアで業務を

行うなど、迅速かつ具体的なアクション

が取られている。また、高年齢化に対応

し、転倒災害防止といった「身体的安全」

の確保を入り口とすることで、メンタル

ヘルス対策への抵抗感を下げ、職場環境

改善への理解を深めている。 

活動を継続・進化させる鍵は、管理職

向けの「ラインケア研修」の徹底にある。

従来の形式的な研修に留まらず、近年で

は「シビリティ（礼節）」をテーマに、職

場内での振る舞いやイライラへの対処な

ど、より具体的な行動変容を促す研修（半

日単位のワーク等）を実施するなど、よ

りレベルの高い、アドバンスな内容に進

化している。こうした「声を上げれば環

境が変わる」という信頼関係と、経営層

まで悪い情報が即座に届く「隠さない文

化」が、小規模な組織単位での実効性の

ある一次予防を支えている。 

 

Ｄ．考察 

1. 経営資源の最適化と専門性の活用 

中小・零細企業において、各事業場が

個別に産業保健体制を構築することはコ

ストや事務負担の面で困難が多い。 

事例①では、ホールディングス体制を

活かし、グループ本部の専任産業保健看

護職が全社の実施事務を一括管理するこ

とで、小規模事業場の負担を軽減しつつ

専門性を担保している。また、外部機関

（職業性ストレス簡易調査票 57項目版を

使用）を効果的に活用し、事務的なプロ

セスを外注化することで、内部スタッフ

が「面談」や「職場環境改善」という本

質的な活動に注力できる環境を整えてい

る。 

事例②においても、ストレスチェック

とエンゲージメント調査を統合し、設問

を整理することで回答者と事務方の双方

の負担を抑えている。限られたリソース

を「調査」そのものではなく、「調査結果

を受けたアクション」に集中させること

が、中小企業における実効性向上の第一

歩と言える。 

 

2. 経営層のコミットメントによる「優

先順位」の明確化 

職場環境改善が進まない最大の要因は、

現場が「生産性や効率」を「健康管理」

よりも優先せざるを得ない状況にあるこ

とだ。 

両事例に共通するのは、経営トップが

「社員の健康こそが利益の源泉である

（事例①）」、「安全・健康は生産や品質に
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優先する（事例②）」という明確なメッセ

ージを全社に発信し、自ら行動で示して

いる点である。 

中小企業はオーナー経営者の影響力が

大きく、トップの意思決定が現場の行動

に直結しやすい。経営層がストレスチェ

ックの結果を単なる統計ではなく、組織

の持続可能性を占う「重要指標」として

捉え、改善活動に「許可（お墨付き）」を

与えることが、現場の管理職を動かす強

力なエンジンとなる。 

 

3. 身体的健康・物理的環境を「入り口」

とした具体化 

メンタルヘルスという抽象的な課題に

対し、具体的に何をすべきか戸惑う現場

は多い。 

事例①では、健診結果（肝機能数値等）

への介入や、冬場のトイレへの暖房設置

といった、目に見える「身体的健康・物

理的環境」の改善から着手している。事

例②でも、高年齢化への対応として転倒

防止等の安全確保とメンタルケアを一体

的に捉えている。 

「働きやすさ」を物理的・身体的側面

から改善することは、従業員に会社の配

慮を実感させやすく、心理的な抵抗感も

低い。こうした小さな成功体験の積み重

ねが、後にコミュニケーションの改善や

組織文化の変革といった、より複雑な職

場環境改善へと繋がっていく。 

 

4. 心理的安全性を支える日常的なコ

ミュニケーション設計 

制度を形骸化させないためには、年 1

回の調査結果を待つのではなく、日常的

に不調の芽を摘む仕組みが不可欠である。 

事例②の「メンタルヘルス推進委員」

による職場パトロール（巡思（じゅんし））

や、事例①の「保健師面談」の定着は、

従業員が「困ったときに声を上げられる」

ためのルートを重層化している。 

特に、管理職への「シビリティ（礼節）

研修」などを通じて、互いを尊重する文

化を醸成することは、小規模な組織単位

での心理的安全性を高める。数値化され

たデータ（集団分析）と、日常的な観察

（人の目）を組み合わせることで、数値

の背景にある「現場の真の課題」を特定

し、実効性のある対策を講じることが可

能となる。 

 

4．地域密着型の外部委託機関との連携 

ストレスチェックの集団分析を職場環

境改善に繋げ、実効性を持たせるために

は、企業側が課題に直面した際に気楽に

相談でき、具体的な解決策を提示できる

担当者と顔の見える関係を築いている地

元密着型の外部委託機関との密な連携が

不可欠である 。 

中小零細企業では、分析結果の解釈や

改善策の立案に資する専門的リソースが
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社内に乏しいのが実情である 。本研究の

事例においても、外部機関の産業保健看

護職が各社の社長や担当者と「顔の見え

る関係」を築き、現場の風土やニーズを

把握しながら伴走する体制が、制度の形

骸化を防ぐ鍵となっていた 。特に、高ス

トレス職場に対する専門職による「全員

面談」の実施や、物理的環境の改善とい

った現場の状況に即した迅速な介入には、

企業の背景を熟知した外部機関の存在が

大きな支えとなる 。 

外部機関が単なるデータ提供者に留ま

らず、解決策を共に創出する実務的なパ

ートナーとして機能することで、リソー

スが限られた事業場でも実効性のある一

次予防が可能になると考える 。 

 
Ｅ．結論 

中小・零細企業における職場環境改善

の普及には、(1)専門リソースの集約によ

る事務負担の軽減、(2)経営トップによる

強力なリーダーシップ、(3)具体的で即時

性のある物理的・身体的改善からの着手、

(4)現場に根ざした日常的な見守り体制

の構築、という 4つの要素が重要である。 

これらの事例は、大規模事業場のよう

な複雑なシステムを持たずとも、経営者

の想いと現場の工夫次第で、ストレスチ

ェック制度を「一次予防」の有効な手段

として活用できる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし。 

 
２．学会発表 

なし。 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

 該当せず。 

 

Ｈ．文献 

1) 厚生労働省労働基準局安全衛生部 

労働衛生課産業保健支援室. 労働安

全衛生法に基づくストレスチェック

制度実施マニュアル 

(https://www.mhlw.go.jp/content/

11201250/001249076.pdf) 
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事例１ 経営層や管理職の理解を得ることが難しい課題解決のヒントになる事例      事例通し番号 27 

 
キーワード 
⚫ 経営トップの意向 
⚫ 産業保健のリソース 
⚫ 現場の理解 
 
参考になるポイント 
⚫ 小規模企業が単独で産業保健スタッフを雇用することは困難ですが、グループ全体や地域でリソースを共有

する仕組みが有効。 

⚫ 実施事務の集約: 産業保健専門職が複数企業の実施事務を一括管理することで、各現場の事務負担を大幅に

軽減。 

⚫ 「保健師面談」の定着: 医師による面接指導（二次予防）だけでなく、産業看護職による日常的な相談窓口

を設けることで、不調の芽を早期に摘み取る「一次予防」が機能。 

⚫ 制度を「義務」ではなく「経営戦略」として位置づけることが、小規模組織では特に重要。 

⚫ トップメッセージの明確化: 「社員の健康が利益の源泉である」という経営哲学を浸透させ、ストレスチェ

ックをその具体策として提示。 

⚫ オーナーシップの醸成: 経営者自身が健康管理に関心を持つことによる、組織全体の優先順位の引き上げ。 

⚫ メンタルヘルスの概念が抽象的で捉えにくい場合、より具体的な身体的リスクと連結させて説明。 

⚫ 健診結果とのクロス分析: 肝機能数値や血圧などのデータとストレス状況を併せて検討し、具体的な生活習

慣の改善（禁酒・節酒指導など）に繋げる。 

⚫ 物理的環境改善からの着手: ヒートショック対策や腰痛予防など、目に見える職場環境の改善を通じて、会

社が社員を大切にしている姿勢を可視化。 

⚫ 他社の成功事例を知ることは、導入のハードルを下げる有力な手段。 

⚫ ポータルサイト等の活用: 厚生労働省の「こころの耳」などに掲載される良好事例を参照し、自社に合った

モデルを見つけることを推奨。 

⚫ グループ・地域内での情報共有: 集団分析の結果を経営層で共有し、互いの取り組みを「見える化」するこ

とで、組織全体を底上げ 。 

１． 企業基本情報 
① 企業（事業場）500 名 

＊＊＊ 
② 所在地 

＊＊＊ 

③ 業種 

製造業・運輸業・鉱業 

④ 従業員数 

全社：500人 

⑤ 本社・支社の別 

本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 

産業医（非常勤）１名、保健師（常勤：２名） 

 

２． 事業場の概要 

① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無：無 

② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：社長の意向 

③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ）：健康管理体制の強化のた

め 

 

３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法：外部委託 
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② 委託した外部機関先：医療機関 

③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 

ストレスチェックマークシート回答 個人結果通知 

 

４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：外部機関 

② ストレスチェックの実施形態 外部機関が実施 

③ ストレスチェックの際に使用した質問票 57項目版 

④ ストレスチェックの受検率：＊＊＊ 

⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合：＊＊＊ 

⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合：0％ 

⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属：＊＊＊ 

⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態：直接面談及び Web 

⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること 

産業保健看護職が実施事務従事者となることで把握する。 

⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法：＊＊＊ 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について：各社単位 
② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法  

⚫ 各社社長への返却 
③ 集団分析の実施において工夫していること  

⚫ ストレスチェックを始めたばかりで、今のところは、集団分析結果を返却しながら、産業保健

看護職が各社の風土の把握に努めている。 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：外部機関の活用はしていない 
② 外部機関の活用内容：ストレスチェックの実施（実施者になっている） 
③ 職場環境改善の実施において工夫していること  

⚫ 職場からの相談がしやすいように、産業保健看護職が各社の担当者や社長と顔の見える関係の

構築と会社側のニーズの把握に努めている 
④ どんな職場環境改善をやったか 

⚫ まだストレスチェックを開始したばかりであり、ストレスチェック制度の意味の周知を進めて

いる 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

⚫ 現場から上がってきたハード面の改善（トイレへの暖房の設置等）など、現場から上がってき

たものについては承認をしている。 
 

⑥ 何があったから進められたか 
⚫ 経営層の強力なリーダーシップと信念 

代表自らが「健康経営」に高い関心を持ち、トップダウンで推進している。「社員の健康が利

益の源泉である」という明確な経営哲学が根底にあり、過去に現役役員が急逝した経験を教訓

として、健康管理を経営の最優先事項と位置づけている。 
⚫ 専門職による集約的なサポート体制 

グループ本部に専任の産業看護職（保健師・看護師）を配置し、各子会社の実施事務を一括し

て引き受ける体制を構築している。これにより、小規模な事業場の事務負担を大幅に軽減しな

がら、専門的な知見に基づいた質の高い運用を維持できている。 
⚫ 身体的健康管理との連動 

ストレスチェックの結果を単独で扱うのではなく、人間ドックや健康診断の結果（肝機能数値

など）と密接に紐付けて運用している。身体的な健康リスクへの介入とセットで行うことで、

従業員にとって制度の目的が具体的で理解しやすいものとなっている。 
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⚫ 「見える化」と迅速な環境改善 
衛生委員会での報告をもとに、冬場のトイレへの暖房器具設置といった具体的かつ即時性のある物

理的環境改善を実行している。会社が社員の声に即座に応える姿勢を可視化することで、制度が形

骸化せず、現場の信頼を獲得できている。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

⚫ 子会社経営層における意識のバラツキ 
グループ全体ではトップダウンの強い方針があるものの、17〜18 社に及ぶ各子会社の社長の

中には、ストレスチェックを「法令遵守のための形式的な事務手続き」と捉える層も存在する。

集団分析の結果を自社の経営課題として自分事化してもらい、改善への投資や協力を引き出す

ための動機付けが常に課題となっている。 
⚫ 分析結果から具体的アクションへの翻訳の難しさ 

「仕事の量が多い」「上司の支援が少ない」といった集団分析の数値結果を、現場の具体的な

どのような行動（業務フローの変更、配置換え等）に落とし込むべきかの判断が難しい。抽象

的なデータを、各現場の状況に即した「納得感のある改善策」へ変換するプロセスは、現在も

試行錯誤が続いている。 
⚫ 事後対応（個別対応）中心の運用からの脱却 

現在は、高ストレス者への面談や不調者への保健師フォローといった「個人のケア（二次予防）」

が活動の中心となっている。組織全体の風土を変える「職場環境改善（一次予防）」へと活動

の重点をシフトさせ、予防的なアプローチを定着させるためのリソース配分やノウハウの蓄積

が、今後の大きなハードルとなっている。 
⑧ 小規模事業場において職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しよう

とした動機） 
NS 

 
７． 効果指標 

① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRROR などの要望項目減少程度 
③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

⚫ 「メンタルヘルス不調による休職者を出さないことを一つの到達点としており、保健師による

早期の「保健師面談」などを通じて、重大な不調に至る前の段階での予防を目指している。 
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事例２ 比較的小規模な事業場で、関係労働者の意見を聴く方法のヒントになる事例        事例通し番号 28 

 
キーワード 
⚫ 安心・安全な職場 
⚫ 経年変化 
 
参考になるポイント 
⚫ 経営トップによる「安全・健康」の優先順位の明確化: 「安全と健康は、生産や品質よりも優先される」と

いう強いメッセージを経営層が発信し、改善活動に「組織としての許可」を与えることが不可欠である。 
⚫ 現場主導の「見守り役（推進員）」の配置: 各部署に「メンタルヘルス推進員」を置き、月 1 回の職場巡回

（「順思」活動）を通じて、数値には表れない「普段と違う様子」や「職場の空気感」を早期に察知する体

制が有効である。 
⚫ 「物理的・身体的」な改善からの着手: メンタルという抽象的な課題だけでなく、デスク配置の変更や転倒

防止といった、目に見える「働きやすさ」や「身体的安全」の確保から始めることで、従業員の抵抗感を下

げることができる。 
⚫ 事務負担の軽減と本質への集中: 複数の調査、サーベイを実施する場合に、類似した設問項目の重複を避け

ることで回答者と事務方の負担を減らしつつ、継続可能な仕組みにする。 
⚫ 管理職への「シビリティ（礼節）」研修: 精神論ではなく、職場での振る舞いやイライラへの対処といった

具体的な「礼節」をテーマにした教育を行うことで、心理的安全性の土台を築くことができる。 
⚫ 「声を上げれば環境が変わる」という成功体験の蓄積: 悪い情報も即座に上層部まで届くルートを確保し、

指摘された課題に対して迅速に改善アクション（配置変更など）を行うことで、従業員との信頼関係を醸成

する。 
⚫ 外部専門職（産業医・保健師）の戦略的活用: 必要に応じて、ストレスチェックを実施している外部機関の

保健師や、産業医の知見を活用する。 
１． 企業基本情報 

① 企業（事業場）名 
＊＊＊株式会社 

② 所在地 
＊＊＊ 

③ 業種 
製造業 

④ 従業員数 
500 人 

⑤ 本社・支社の別 
本社 

⑥ 産業保健スタッフの配置状況 
産業医（嘱託）1 名、衛生管理者 
 

２． 事業場の概要 
① 産業保健総合支援センターおよび地域産業保健センターへの相談の有無 無 
② ストレスチェックを実施することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 
③ 産業保健専門職と契約することになったきっかけ（小規模事業場のみ） 

 
３． ストレスチェックの実施状況・実施体制 

① ストレスチェックの実施方法 オンライン 
② 委託した外部機関先 ＊＊＊（検査のみ） 
③ ストレスチェックの実施に際し、外部機関に委託した内容 検査と高ストレス職場での全員面接 

 
４． ストレスチェック制度の実施方法 

① ストレスチェックの実施者（共同実施者を含む）：外部機関 
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② ストレスチェックの実施形態 オンライン 
③ ストレスチェックの際に使用した質問票 職業性ストレス簡易調査の 57 項目。エンゲージメント

サーベイ 
④ ストレスチェックの受検率 ＊＊＊ 
⑤ 受検者のうち、高ストレス者と判定された者の割合 1 割 
⑥ 本人による申し出により実際に医師による面接指導を受けた高ストレス者の割合 ＊＊＊ 
⑦ 高ストレス者の面接指導を担当した医師の所属 産業医 
⑧ 高ストレス者の面接指導について、事業場において用意している形態  
⑨ 面接指導の申し出がない高ストレス者への対応について工夫していること  
⑩ ストレスチェックの個人結果の返却方法 オンライン 

 
５． ストレスチェック結果に基づく集団分析 

① 集団分析の単位について 
10 名未満の部署については、類似した部署をまとめるようにしている 

② 直近の年度に実施したストレスチェック結果に基づく集団分析の活用方法 
⚫ 階層別の結果共有: 集団分析の結果は、工場長や社長といった経営層まで共有される。特に成

績の良い部署や、逆に懸念のある部署については、会議体で報告が行われる。 
⚫ 部長から課長へのフィードバック: 「健康リスク」や「高ストレス者割合」といった指標をも

とに、部門長（部長）から各課の責任者（課長）へ結果が返される。これにより、現場責任者

が自組織の課題（仕事の量や上司・同僚の支援など）を客観的に把握し、改善を検討する材料

としている。 
 

③ 集団分析の実施において工夫していること 
集団分析の結果は、多くのメンタルヘルス対策の一つの情報として活用している。 
⚫ 調査の統合と効率化 

従業員の回答負担を軽減し、かつ組織の状態を多角的に把握するため、独自の工夫を行ってい

る。具体的には、標準的な「職業性ストレス簡易調査票（57 項目）」に加えて、別途実施して

いた「エンゲージメント調査」を整理・統合して実施している。これにより、個人のストレス

度合いだけでなく、組織への愛着や活力といった側面からも職場環境を分析することを可能に

している。 
⚫ 階層別の詳細なフィードバック 

分析結果を単なる数値報告で終わらせず、組織の各階層に応じた情報共有を行っている。 
➢ 経営層: 工場長や社長に対し、組織全体の健康リスクや高ストレス者の割合を報告し、経

営課題としての認識を促している。 
➢ 現場責任者: 部長から各課の課長に対し、自部署の具体的な強みと弱みをフィードバック

し、改善の必要性を共有している。 
⚫ 「人の目」による定性的な補完（順守活動） 

データ（集団分析）だけに頼らず、現場のリアルな情報を組み合わせている点が特徴的である

職場に配置された「メンタルヘルス推進員」が月に一度、他部署を含めた職場パトロール（同

社では「巡思（じゅんし）」と呼称）を実施している。これにより、数値には表れにくい「職

場の空気感」や「社員の表情の変化」を日常的に捉え、分析結果の背景にある真の課題を特定

しやすくしている。 
⚫ 組織的介入としての「全員面談」 

集団分析で特定の部署が「高ストレス職場」と判定された場合、希望者のみならず、その部署

の「全員面談」を産業医等の専門職が行うことがある。これにより、個人の問題として片付け

るのではなく、職場全体の人間関係や業務配分、コミュニケーションの阻害要因を組織的な課

題として吸い上げている。 
⚫ 具体的アクションと継続的な経過観 

分析結果に基づき、迅速かつ具体的な環境改善を実行している。例えば、コミュニケーション

の課題が指摘された際に、管理職のデスクを部下と同じフロアに移動させるなどの配置変更が

挙げられる。また、対策を講じて終わりにするのではなく、約半年間の「見守り期間」を設け、
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改善が定着しているかを継続的にモニタリングする仕組みを整えている。 
 
 

６． 職場環境改善の実施状況 
① 職場環境改善を実施するにあたって、外部機関の活用有無：活用あり。 
② 外部機関の活用内容 

高ストレス職場への「全員面談」: 単なる高ストレス者個人への面接指導に留まらず、集団分析で

リスクが高いと判定された部署に対しては、外部機関の保健師による「全員面談」を実施したこと

がある。これにより、部署全体に潜む人間関係や業務プロセスの課題を専門家が客観的に吸い上げ、

会社への具体的な対策の提案につながる。 

③ 職場環境改善の実施において工夫していること 
⚫ 「職場環境改善活動」として、何か具体的な活動をすることはなく、基本的には各部署の管理

職に対応を任せながら、関係部署は見守りに徹する。そのような活動を、各部署単位で自律的

に行う風土が醸成をされている。 
④ どんな職場環境改善をやったか 

⚫ 「職場環境改善活動」として、何か具体的な活動をすることはなく、基本的には各部署の管理

職に対応を任せながら、関係部署は見守りに徹する。そのような活動を、各部署単位で自律的

に行う風土が醸成をされている。 
⑤ どれくらいのお金をかけたか 

＊＊＊＊ 
⑥ 何があったから進められたか 

⚫ 「職場環境改善活動」として、何か具体的な活動をすることはなく、基本的には各部署の管理

職に対応を任せながら、関係部署は見守りに徹する。そのような活動を、各部署単位で自律的

に行う風土が醸成をされている。過去には、抄紙機による労働災害を経験しており、労災撲滅

への意識が高い。経営者を含めて、安全と健康はすべてに優先をする、という意識が根付いて

いる。 
⑦ 職場環境改善実施の障害はなにか（他に優先された項目等） 

特にない。自然な形で、ストレスチェックの集団分析の結果から、自然に改善活動が進むような風

土が醸成をされている。 
⑧ 小規模事業場において 

職場環境改善を実施する理由は何か（優先順位が上がった理由、実施しようとした動機）特になし。 
 

７． 効果指標 
① 対策の前後でストレスチェックの集団分析結果（総合健康リスク） 
② MIRRORなどの要望項目減少程度 

③ 健康診断、休業などの統計情報の比較 
④ 心理的安全性 
⑤ 経済的効果 
⑥ 労働者からの感想、事業者・経営者・担当者からの感想 
⑦ 事業場が感じている集団分析・職場環境改善をすることのメリット 
⑧ そのほか 

安全と健康はすべてに優先をするため、集団分析の結果を、経済的な効果と結びつける発送はない。

労災だけではなく、心身の不調を生じさせないようなケアの風土が醸成をされている。 
 

８． そのほか（特記事項） 
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令和 7年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

「ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善に関する調査研究」

（250301-01） 

分担研究報告書 

  

産業保健総合支援センターメンタルヘルス対策促進員の 

ストレスチェックの集団分析結果を活用した職場環境改善の 

取り組みに関する情報収集 

 

【研究分担者】京都工場保健会産業医学研究所               森口 次郎 

 

A．研究目的 

ストレスチェック制度の目的は、職場にお

けるメンタルヘルス不調の一次予防であり、

労働者個人のストレス対応（ストレスへの気

づきと対処）とともに、集団分析と職場環境

改善は、組織的にストレス要因を軽減する重

要な手法である。ストレスチェックの結果を

基にした集団分析と職場環境改善について、

現場で使える事例を整理しマニュアルに反

映されることで、組織的な職場のメンタルヘ

ルス対策が進むことが期待される。 

現行の「ストレスチェック制度実施マニュ

アル」（厚生労働省）1)では、事業場内外の好

事例を資料にまとめておくことは、職場環境

改善の計画を立てるうえで効果的とされて

いる。 

研究要旨 

本研究は、メンタルヘルス対策促進員によるストレスチェック制度における集団分析結果を活用した職

場環境改善の実践事例を把握し、小規模事業場におけるメンタルヘルス対策支援の質的向上に資する知見

を整理することを目的として実施された。京都府、大阪府、滋賀県および島根県の産業保健総合支援セン

ターに所属するメンタルヘルス対策促進員 10 名を対象に、労働者 50 人未満の事業場における支援経験に

ついてインタビュー調査を行った。 

調査の結果、ストレスチェック導入の契機としては健康経営への取組が多く、集団分析の活用は管理監

督者教育の一環として実施される事例が中心であった。職場環境改善に関しては、厚生労働省が示す手引

きやチェックリストを活用した支援のほか、集団分析に必ずしも依存しない労働者参加型の改善手法や、

あいさつ・声かけ等の簡便な取組を促す支援が有効であることが示された。一方で、経営者の理解不足、

費用負担、職場環境改善の経営的効果を明確に示しにくい点等が主な障壁として指摘された。促進員は、

改善内容を一方的に提示するのではなく、労使の主体性を尊重し、親しみやすい表現を用いて取組を支援

する姿勢の重要性を指摘している。本研究は、小規模事業場における実情に即した柔軟な職場環境改善支

援の方向性を示すものである。 
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産業保健総合支援センターのメンタルヘ

ルス対策促進事業は、職場での心の健康づく

りを無料で支援する取り組みである。事業場

がメンタルヘルス対策を取組む上で生じる

様々な問題や悩みに、精神科医などの専門ス

タッフによる相談対応を実施している。また

メンタルヘルス対策促進員（促進員）が事業

場に訪問し、さまざまなサービスを提供して

いる 2)。具体的には、 

1. 「心の健康づくり計画」の策定に関する

支援 

2. 「職場復帰支援プログラム」の作成に関

する支援 

3. 管理監督者教育への講師派遣 

4. 若年労働者教育への講師派遣 

5. ストレスチェック制度の導入や実施後

の職場環境改善等に関する支援 

6. 相談窓口の開設 

 などである。 

本研究の目的は、促進員による小規模事業

場の集団分析および職場環境改善の支援事

例を収集するとともに、全国の促進員等が小

規模事業場の集団分析および職場環境改善

を支援する際に活用できるマニュアル・手引

き等の作成に向けて、必要な情報の整理等を

行うことである。 

 

B. 方法 

研究班で作成したインタビューガイドを

参考に、小規模事業場における促進員のスト

レスチェックに基づく集団分析や職場環境

改善の支援業務に関わる内容を聴取した。 

具体的には、促進員がストレスチェックに

関わる支援サービスを提供した労働者 50 人

未満の事業場について、①事業場の業種、②

事業場の規模、③ストレスチェックを実施す

るきっかけ、④ストレスチェックの実施方法、

⑤ストレスチェック制度の導入支援の有無

と実施時の工夫、⑥集団分析の有無と実施時

の工夫、⑦集団分析の読み方説明会の有無と

実施時の工夫、⑧職場環境改善の有無と実施

時の工夫、⑨集団分析、職場環境改善の障壁

とその改善のための提案、⑩その他の職場環

境改善についての取り組みや意見を聴取し

た。 

インタビュー調査の対象は、分担研究者が

研究参加を依頼して同意を得られた京都府、

大阪府、滋賀県、島根県の産業保健総合支援

センターに所属する促進員 10 名である。対

面またはインターネット経由で約 50 分のイ

ンタビューを実施した。各インタビューの詳

細は本報告書の末尾に添付する。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は、北里大学医学部・病院倫理委員会

（B25-021）の承認を得て実施した。 

 

C. 結果 

１． 対象事業場の基本属性 

 8名の促進員が労働者50人未満規模の事業

場に対してストレスチェックに関わる支援

サービスを提供していた。促進員の記憶に頼

るため正確な規模が明らかでない事業場が

あったが、労働者 10 人未満 1事業場、10-19

人 2事業場、20-29人 0事業場、30-39人 2事

業場、40-49 人 7 事業場であった。業種は製

造業 4事業場、運送業 2事業場、サービス業

2 事業場、医療・保健・福祉 1 事業場、建設

業１事業場、不動産業１事業場、情報通信業

１事業場であった。 

 

２． ストレスチェックを実施するきっかけ 

 健康経営の一環（6名）、法的義務化への早

期対応（3名）、労働基準監督署からの指導（2
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名）、都道府県のいきいき職場制度（1 名）、

経営層の従業員の意識や満足度の現状把握

の希望（1名）、労働者からの要望（１名）、離

職の防止（１名）、働きやすい職場づくりへの

意欲（１名）、心の健康づくりへの意欲（１名）、

親会社の勧め（1名）があげられた。 

 

３． ストレスチェックの実施方法 

 ストレスチェックの設問数は 57項目（4名）

が最多であった。実施方法は外部委託（3名）、

無料の厚生労働省版ストレスチェック実施

プログラム（4名）、こころの耳の職場のスト

レスセルフチェック（2名）があげられた。 

 

４． ストレスチェック制度の導入支援の有

無と実施時の工夫 

 9名の促進員が導入支援を経験していた。 

 

５． 集団分析への支援の有無と実施時の工

夫 

 7 名の促進員が集団分析への支援を経験し

ていた。5 名は管理監督者教育の一部として

集団分析の読み方説明を実施していた。その

うち 1名の促進員は管理監督者教育の前に事

業場から全部署の集団分析結果を受け取り

確認した上で、研修の中で参加者と意見交換

を行っており、好事例を匿名性に配慮した形

で紹介して水平展開を促すアプローチを併

用していた。厚生労働省版ストレスチェック

実施プログラムを用いて事業場で取り組む

うちに行き詰まり、促進員に支援を求めてく

る事例が１件あった。2 名の促進員は、プラ

イバシー保護のために分析の組織規模を 10

人以上と指導していた。 

 

６． 職場環境改善への支援の有無と実施時

の工夫 

6名の促進員が職場環境改善への支援を経

験していた。 

1名の促進員は、これからはじめる職場環

境改善～スタートのための手引～3)や職場環

境改善のためのヒント集項目一覧表 4)を用い

て、集団分析結果の見方、職場環境改善の

内容、安全衛生委員会での報告や提案の方

法などの支援を行なっていた。 

2名の促進員は、ストレスチェック集団分

析の利用を中心とせず、いきいき職場づく

りのための参加型職場環境改善の手引き 5)や

職場改善のためのヒント集（メンタルヘル

スアクションチェックリスト）6)を用いて職

場環境改善に取り組んでいた。 

1名の促進員から、前述の職場環境改善の

ためのヒント集項目一覧表 4)を用いて職場環

境改善の事例を示すことで労働者主導での

職場環境改善が促進された事例が示され

た。他の促進員 1名は、簡単な職場環境改

善事例を示すことで労使の心理的なハード

ルを下げることができると指摘した。 

また 1名の促進員から、心の健康づくり計

画助成金を用いてストレスチェックを実施

した労働者 10名弱の不動産業で、事業者が

ストレスチェック後に職場の困りごとや改

善要望についての独自のアンケートを実施

し、労働者から示された３つの課題に対し

て可能な範囲で対応し、労働者から好評を

得た事例が報告された。 

そのほか、集団分析結果を用いた研修で課

題を特定して具体的な職場環境改善活動へ

つなげる（1名）、促進員が経営層に対して

労働者の意見を聴き共同で職場環境改善策

を検討するよう指導する（1名）、促進員が

具体的な改善内容を押し付けず労使の主体

的な改善行動を促す（1名）、促進員は外部

専門家として適度な介入にとどめる（1
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名）、職場環境改善の手順や形式に捉われす

ぎない（2名）、職場環境改善という言葉を

控えてイキイキ職場づくりなど親しみやす

い言葉を心がける（1名）、集団分析結果を

参考に速やかに職場環境改善の行動に移る

（1 名）などの意見が述べられた。 

 

７． 職場環境改善の障壁とその改善策 

10名全ての促進員から意見が述べられ

た。 

職場環境改善の障壁として、事業者に対

する職場環境改善の経営的なメリット提示

の困難さ（4名）、事業者の無関心や理解不

足（2名）、職場環境改善の費用（2名）、オ

プション扱いの職場環境改善の価格（2

名）、職場環境改善の意義への理解の実施事

務従事者など一部へのとどまり（1名）、職

場環境改善による具体的な課題解決のイメ

ージのしづらさ（1名）、労働者参加型の職

場環境改善における全員の時間調整の困難

さ（1名）、集団分析への余力不足（1名）、

外部機関のオプションの周知不足（1名）な

どがあげられた。 

ストレスチェック全般の障壁として、実

施者の選任の難しさ（4名）、産業医の不在

（1 名）、事業者の制度の理解不足（1名）、

労使のメンタルヘルスへの意識の低さ（1

名）、労働者の当事者意識の低さ（1名）、外

部機関の制度の理解不足（1名）、実施事務

従事者の個人情報管理のストレス（1名）、

小規模事業場の個人情報管理の難しさ（1

名）などがあげられた。 

職場環境改善の障壁の改善策として、事

業者の無関心や理解不足に対して部長など

少し下の役職者のキーパーソンと連携（1

名）や理解促進の機会の提供（1名）、労働

者参加型の職場環境改善における時間調整

は各部署のリーダーに研修を行いリーダー

中心に各部署で改善（1名）、外部機関のオ

プションの周知不足には促進員からの確認

の支援（1名）などが提案された。事業者に

対する経営的な職場環境改善のメリット提

示の困難さ、職場環境改善の意義への理解

の実施事務従事者など一部へのとどまり、

職場環境改善による具体的な課題解決のイ

メージのしづらさ、職場環境改善の費用な

どその他の項目には改善の提案はなかっ

た。 

ストレスチェック全般の障壁の改善策と

して、実施者の選任の難しさには実施者な

しで試行（1名）や外部機関で選任（1名）

や有資格の促進員との個別契約（2名）な

ど、産業医の不在には小規模事業場への産

業医選任義務の拡大（1名）、労働者の当事

者意識の低さには事前に労働者への趣旨説

明の実施（1名）、外部機関の制度の理解不

足には簡便なツールの提供（1名）、実施事

務従事者の個人情報管理のストレスには二

人で担当（1名）などが提案された。事業者

の制度の理解不足、労使のメンタルヘルス

への意識の低さ、小規模事業場の個人情報

管理の難しさなどには具体的な改善の提案

はなかった。 

なお、産業保健総合支援センターで使用さ

れているメンタルヘルス対策支援関係申込

書の「職場環境等の把握と改善にかかる支

援」がストレスチェックの集団分析の解説

や職場改善提案まで含むことを読み取りづ

らいため、表現の見直しが望ましいとの意

見もあった。 

 

８． その他 

小規模事業場ではストレスチェックの集団

分析結果を用いず、声かけや挨拶奨励など
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簡便な職場環境改善を行うことを促すと職

場環境改善が進みやすいことが述べられた

（1 名）。促進員の個人業務（有償）での経

験として、人事担当者が外部専門家（促進

員）から指導を受けた上で各部署の管理職

とワンオンワンで対話して職場環境改善に

繋げたこと（1名）、ストレスチェック結果

を見ながら全員面談を実施して管理職には

部署の集団分析も説明して職場環境改善を

促進したこと（1名）などが紹介された。 

小規模事業場で全労働者に業務用パソコン

が行き届いていない場合はウェブ経由での

ストレスチェック回答に不安を覚える労働

者があり得ること（1名）、事業者宛に面接

指導の希望を申し出る仕組みに不安を覚え

る労働者があり得ること（1名）と合わせて

経営者を通さずに相談できる事業場外の相

談窓口の創設の提案が述べられた。経理担

当者が給与対応などで守秘に慣れており実

施事務従事者に適任であるとの意見があっ

た（1名）。 

 前述のツールに加えて、促進員にとって

便利なツールとして、建設現場の職場環境

改善マニュアル-「建災防方式健康ＫＹと無

記名ストレスチェック」の活用 7)が紹介され

た。 

 

D. 考察  

10 名の促進員から小規模事業場の集団分析

および職場環境改善の支援事例を収集し、さ

らに促進員が感じている職場環境改善の障

壁とその改善策についての意見を聴取した。 

多くの促進員が小規模事業場を対象にスト

レスチェックの導入支援を行っており、小規

模事業場がストレスチェックに取り組むき

っかけは健康経営が有力であることが確認

された。集団分析への支援の多くは管理監督

者教育の一部での集団分析の読み方説明で

あった。 

過半数の促進員が小規模事業場の職場環境

改善に対する支援を経験しており、さまざま

なツールを使用していることが確認された。

また 2名の促進員は職場環境改善の際、スト

レスチェック集団分析の利用を中心とせず、

メンタルヘルスアクションチェックリスト

などによる労働者参加型の職場環境改善を

実施していた。メンタルヘルスアクションチ

ェックリストを用いる参加型職場環境改善

の特徴である、自由討議で職場の現状を一緒

に話し合ってすぐできる改善点を改善計画

にまとめて期限内に実施する手順 8)を促進員

が有用と考えていることが示唆された。 

1 名の促進員が労働者 10 名弱の不動産業の

事業者が職場の困りごとや改善要望につい

ての独自アンケートを実施した事例を報告

した。そのほかに、「労使の主体的な改善行動

を促す」、「手順や形式に捉われすぎない」、

「声かけや挨拶奨励などを促す」、「イキイキ

職場づくりなど親しみやすい言葉を心がけ

る」など柔軟な取り組みが共有された。森口

らが以前実施した小規模事業場 10 社への職

場環境改善の取り組み事例に関するインタ

ビュー調査で 9)、人間関係の改善を中心とし

た比較的簡易な取り組みが多く実施され、

「あいさつ」、「声かけ」、「感謝を伝える」と

いった日常的なコミュニケーションの活性

化や懇親会などを通じた関係構築が重視さ

れる傾向が確認されている。今回の促進員へ

のインタビュー調査でも類似した小規模事

業場の職場環境改善の傾向が確認されたと

考える。 

職場環境改善の障壁として、4名の促進員か

ら、事業者に対する経営的な職場環境改善の

メリット提示の困難さが示され、対応に苦慮
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している状況が把握された。小規模事業場の

安全衛生上の方針において経営者の意思が

強く反映されることが報告されており 10)、小

規模事業場における実効性のあるストレス

チェックのために事業者の理解は重要であ

る。職場環境改善の実施が労働生産性の自己

評価と関連するとの報告 11)や高ストレス者

の離職率が有意に高いとする報告 12)などは、

経営者がストレスチェックや職場環境改善

に興味を持つきっかけとなるかもしれない。

このような情報を分かりやすく周知してい

くことが必要と考えられる。 

ストレスチェック全般の障壁として、実施

者の選任の難しさが 4名の促進員から指摘さ

れ、一部で促進員との個別契約が交わされて

いた。小規模事業場がストレスチェックを外

部機関に委託すれば実施者も依頼できる場

合があるが、厚生労働省版ストレスチェック

実施プログラムなどを用いて事業場内で取

り組む際の課題となる可能性がある。 

 

E. 結論 

 10名の促進員から小規模事業場の集団分

析および職場環境改善の支援事例、これら

の取り組みにおける障壁と改善策などの情

報を収集した。 
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メンタルヘルス対策促進員が関わる小規模事業場における集団分析・職場環境の進め方

の現状と課題 10 件のインタビュー 

 

１：2025-12-04 A 促進員インタビュー 

 
• 日時: 2025-12-04  

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: [森口] 

• インタビュイー: [A促進員] 

論点 

1. 企業基本情報 

• 大企業の分散事業場が多く、労働者 50人以上規模の事業場が多く産業医契約がある

が、メンタルヘルス対応が十分でない場合がある。 

2. 事業場の概要  

• 産業医が集団分析の活用に積極的でない場合、さんぽセンターに相談が寄せられる傾

向がある。 

• ストレスチェックの集団分析結果の見方がわからない 50人以上の事業場に対し、ア

ドバイスを行うことが主。 

3. ストレスチェックの実施状況・実施体制 

• 実施方法は紙とウェブが半々程度。 

• 健診機関への委託が多い。一部、中災防もある。厚生労働省システムでの内製化はな

い。 

• 委託する内容は集団分析までが多い。 

4. ストレスチェック制度の実施方法 

• 実施者や実施形態は不明。 

• 質問票は 57 項目が多い。 

• 受検率は総じて高く 90％台。 

• 高ストレス判定割合は不明。 

• 面接指導実施割合は不明だがほぼゼロ。 

• 担当医は産業医が基本。ただし専門外と考える場合は困難。 

• 高ストレス者への面接指導の申し出が「ここ数年ない」事業場が多く、これは

「本人からの申し出がない限り何もしてはいけない」という誤解が原因の一

端。促進員は、少なくとも一度は声かけをするよう助言している。 

• 個人結果の返却方法は不明 

5. ストレスチェック結果に基づく集団分析 

• プライバシーに配慮し 10人以上の部や課単位での分析が一般的。 

• 実施事務従事者は集団分析や職場環境改善の対応まで行うことを重荷に感じる

場合がある。 

• プライバシー保護への注意が工夫と言える。 

6. 職場環境改善の実施状況 

• 外部機関としてメンタルヘルス対策促進員を活用。 

• 活用内容は、管理職研修の一部や総務担当者（実施事務従事者）への集団分析結果の

読み方説明会としての実施が中心で、具体的な職場改善ワークショップに至ることは

ない（A促進員は未経験）。 
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• 各部署のウィークポイントを特定し、「こころの耳」の職場改善のためのヒント集

（メンタルヘルスアクションチェックリスト）

（https://kokoro.mhlw.go.jp/manual/hint_shokuba_kaizen/）を用いて具体的な改善

策を提示し、事業場や部署が取り組むべき方向性を示す。 

o 費用がかからないこともあり、コミュニケーション、心理的安全性、チームワ

ークなどが取り上げられる傾向がある。 

• 行動目標の設定まで行うが、メンタルヘルス対策促進事業の特性として同一年度内の

観察はできないため、実施内容は把握できず不明である。 

• かけたお金は不明だが、少額にとどめる意識があると見受けられる。 

• 進んだ理由は SC の活用が不十分との事業場の問題意識。 

• 改善実施の障害として、読み方説明を実施事務従事者のみに行なった場合は事業場内

への伝達や展開が適切に進むかの不安がある。管理職の成績表のように扱われて管理

職がネガティブになった経験がある。予防策として、集団分析の位置付けについて丁

寧に説明している。 

• 一部に促進員の個人事務所での対応に進むことがある。 

7. 効果指標 

• 単年度事業であり、効果を評価する機会がない。 

• メンタルヘルス対策は「予防」が中心のため効果を数値で示しにくく、企業内での優

先順位が上がりにくい。 

• 集団分析結果が過去の離職者の所属先と合致しているとの感想が示され、今後は予防

に使えそうとの意見が出たことがある。 
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２：2025-12-15 B 促進員インタビュー 

日時： 2025-12-15 

場所：[ZOOM] 

参加者：[森口] [B促進員]  

メンタルヘルス対策支援の対象となる事業所の実態 

• 事業所の規模 

o 相談を受ける事業所の約 7割は従業員 50人未満の小規模事業所である。 

o 一方で、従業員数が 100人や 300人規模の中堅企業からの依頼も比較的多く存

在する。 

o これらの中堅企業は、大企業が県内に持つ工場などの拠点であることが多い。 

• 依頼内容 

o 50 人以上の事業所からは、主に管理職向けのメンタルヘルス研修の依頼が多

い。集団分析結果の読み解き方や活用法に関する説明が中心となる。 

o 50 人未満の事業所からは、ストレスチェック制度の説明など、より実務的な

導入支援に関する相談が多い。 

• 業種 

o 対応する事業所のほとんどが製造業である。稀に教育現場や病院からの依頼も

ある。 

ストレスチェック導入と職場環境改善の現状 

• 導入のきっかけ 

o 小規模事業所では、退職した元従業員が労働基準監督署にメンタルヘルス不調

を申し立てたことがきっかけとなるケースがある。 

▪ 監督署から事業者に対し、ストレスチェックの実施やメンタルヘルス

研修、心の健康づくり計画の策定などの指導があり、その対応として

相談が寄せられる。 

o 健康経営の取り組みの一環として、自主的・前向きにストレスチェックの導入

を検討する事業者もいる。 

• 実施方法とコスト 

o 50 人以上の事業所では、ほとんどが外部機関に委託してストレスチェックを

実施している。 

o 小規模事業所も、コスト面の課題はあるものの、最終的には外部委託を選択す

るケースがほとんどである。 

o ストレスチェックの実施コストは、制度開始当初に比べて下がってきており、

1人あたり 650円から 700円程度の価格帯も聞かれるようになっている。 

o ウェブでの実施は初期投資がかかるものの、一度導入すれば印刷や郵送のコス

トが削減できるメリットがある。 

o 集団分析は、基本料金に含まれる場合と、オプション料金として扱われる場合

がある。 

• 職場環境改善の進捗 

o 多くの事業所で集団分析は行われているものの、そこから具体的な職場環境改

善の活動にまで進んでいるケースはほとんどないのが実情である。 

o 管理職研修を実施しても、集団分析結果の見方を理解する段階に留まり、具体

的な目標設定まで至らないことが多い。 

小規模事業所における実施の課題 

• PC・スマホの利用問題 
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o 従業員が個人 PC を持っていない場合、機微情報を扱うストレスチェックを会

社の共用 PC で実施することに懸念がある。 

o 実施義務のあるものを従業員個人のスマートフォンで実施させることにも課題

がある。 

• コスト負担 

o 外部機関の費用は下がってきているものの、中小企業にとっては依然として高

いと感じられている。 

• 厚労省システムの利用 

o 厚労省が提供する無料のシステムは存在するものの、専門知識を持つ担当者が

いない小規模事業所が自力で活用し、集団分析まで行うのは困難である。 

高ストレス者への面接指導の実態 

• 高ストレスと判定された従業員から、医師による面接指導の申し出がほとんどないの

が現状である。これは小規模に限らず、中堅規模の事業所でも同様の傾向が見られ

る。 

• 申し出がないため、面接指導の実施に至らないケースが大半である。 

• 申し出のフローが「本人 → 経営者 → 実施機関（地さんぽ等）」となっており、従業

員が申し出にくい構造的な問題が指摘されている。 

50人未満事業所の義務化に向けた懸念 

• 将来的に 50 人未満の事業所でストレスチェックが義務化されたとしても、現状のまま

では面接指導の申し出が増えず、制度の実効性に疑問が残ると考えられる。 

• 義務化に向けては、従業員が経営者を通さずに申し出ができる仕組みや、外部機関の

費用負担の軽減、厚労省システムの使いやすさの改善などが課題として挙げられた。 

職場環境改善の具体的なアプローチ 

• 集団分析結果を基に、管理職セミナーなどを実施した経験が共有された。 

• アンケートやチェックリストを用いて職場の課題を可視化し、改善の優先順位を決定

する手法が有効であると述べられた。 

o 建設現場での事例: 独自のツール『建設現場の職場環境改善マニュアル-「建

災防方式健康ＫＹと無記名ストレスチェック」の活用』

（https://www.kensaibou.or.jp/book_supplies/entry/004791.html）を使

い、アンケート結果から具体的な改善取り組みの優先順位を自動で提示する仕

組みが紹介された。 

o 職場ドック: 「これから始める職場環境改善 スタートのための手引き」を使

用。30 項目程度のチェックリストを使い、できていない項目の中から優先順

位をつけて改善計画を立て、3ヶ月後に成果を確認する手法も紹介された。 

• 分析結果は、部署ごとの課題と強みを上位表示する。 

o 部署で結果を議論し、改善策を決定後、3ヶ月後に成果発表を行うといった活

用が想定されている。 

o 建設現場に特化したバージョン（上記）や、病院向けのバージョン（吉川ら開

発）も存在する。 

• ストレスチェックの分析とは独立して、「職場ドック」のような別のツールを動かす形

で職場環境改善が進められることが多い。 

産業保健スタッフとの連携と外部機関の利用 

• 中堅規模以上の事業所には産業医や保健師がいる場合もあるが、予防的なメンタルヘ

ルス対策までは手が回らないことがある。 
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• そのため、ストレスチェック結果の説明などについては、事業所内のスタッフではな

く、外部の専門家であるメンタルヘルス対策促進員に依頼が来ることが多い。 

• 外部機関として、産保センターの「メンタルヘルス対策促進員」の支援を活用し、管

理職研修などを実施している。 

o 産保センターの事業を利用する場合、費用は基本的にかからない。 

• 産保センターの事業は原則として一事業場につき年 1回だが、追加の研修が必要な場

合は、講師個人と別途有料契約を結ぶケースもある。 

o 大手企業などで、管理職を一度に集められないため、研修を複数回に分けて実

施する際にこの形式が取られることがある。 

研修の効果測定と継続性 

• 研修の効果について、離職率や休職率の減少といった具体的な数値での効果測定は行

われていない。 

o しかし、研修後のアンケートでは好評を得ており、毎年繰り返し依頼されるリ

ピーター企業も存在する。 

• 毎年同じ研修内容にならないよう、工夫がされている。 

o 別の講師に依頼する。 

o アンガーマネジメントやハラスメント研修など、異なるテーマを提案する。 

o 数年経って担当者が変わった頃に、再度基本的な管理職研修に戻すといったサ

イクルを組んでいる。 

制度改善に関する提案 

• 産保センターの事業が年 1回に限定されている現状について、それを超える需要は民

間のサービスに移るのが健全な流れであるという意見で一致した。 

• 職場環境改善を推進するため、以下の提案が挙げられた。 

o 実施者の選択肢として、登録保健師を増やす。 

o 実施者の職種として、現在対象外の産業カウンセラーなどを加えることでリソ

ースを増やす。 
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３：2025-12-25 C促進員インタビュー 

 

日時： 2025-12-25 09:58:56 

場所：[京都さんぽと ZOOM] 

参加者：[森口] [C促進員]  

研究の概要と目的 

• 研究の概要を説明し、同意書の提出方法を確認した。 

会議冒頭の技術的な問題 

• 会議開始直後、スピーカーの音声にエコーがかかり、内容が聞き取りづらい問題が発

生した。 

• 問題解決のため、スピーカーは一度退出し、5分後に別の PC から再接続することで対

応した。 

• 再接続後、音声の問題は解消され、ヒアリングが再開された。 

支援企業の傾向とメンタルヘルス事業の利用動機 

• 支援した企業の業種は、運送業、薬品製造業などが含まれる。 

• 従業員規模は幅広く、労働者 4〜5人の小規模な企業から、最大で 700人規模の企業ま

で様々であった。50 人未満規模は少数。 

• 支援の依頼は、すべて企業の「本社」からであった。 

• 700人規模の企業では、環境安全衛生部のような専門部署が設けられていた。 

• さんぽセンターの主な利用動機として、以下のきっかけが挙げられた。 

o 自治体の認定制度への応募: 都道府県の「いきいき職場」のような制度に応募

するため、取り組みの一環として実施する。 

o 労働基準監督署からの指導: 監督署の調査が入り、メンタルヘルス対策を実施

するよう指導されたケースがあった。背景には労働者の通報があった。 

o 産業保健スタッフの推薦: 産保センターの研修を受けた産業保健スタッフが、

自社へのメンタルヘルス促進事業のセルフケア研修導入を主導し、約 300人を

3回に分けて研修を実施できた。 

o 労働安全衛生週間での活用: 労働安全衛生週間の行事で産保センターの情報を

得て、ストレスチェック活用についての研修が実現した。 

ストレスチェックの実施状況と高ストレス者への対応 

• C促進員が対応した中で 50人未満の企業でストレスチェックを実施していたのは、従

業員 30 人程度の１企業のみであった。 

• 実施理由は、内部通報をきっかけに監督署の調査が入り、その指導に従ったものであ

った。 

• 外部健診機関に委託して実施された。 

• 実施方法は、紙であった（100人以上の規模ではウェブが多い）。 

• 質問項目は、標準的な 57項目が使われていた。 

• ストレスチェックの受検率や高ストレス者率、面接指導の申込率などの具体的な数値

データについては、外部の専門家として関わる立場では把握が困難である。 

• 関連して、従業員 200 人規模企業（医療系製造業）では、社内掲示板などを通じて積

極的に面接指導の利用を呼びかけている事例が紹介された。 

職場環境改善の取り組みと手法 

• 上記の 30人規模企業では集団分析・職場環境改善は実施されなかった。 

• 中小企業はストレスチェック後の集団分析の活用を得意としておらず、結果を読み解

いて職場環境改善に繋げることは難しいと考えているケースが多い。 
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• そのため、集団分析はあまり行わず、高ストレス者への個別対応を行うことで、スト

レスチェックの義務を果たしていると見なす傾向がある。 

• 集団分析の結果を用いず、職場環境を改善するアプローチが多い。 

o 具体例として、挨拶や声かけのキャンペーン、朝礼での雑談などが挙げられ

た。 

• 60人規模のサービス業事業場での事例が紹介された。 

o まずメンタルヘルス対策支援サービスの管理監督者教育への講師派遣として、

ハラスメント対策研修を実施した。 

o 事業者からコミュニケーションに特化した研修（さんぽ事業の範囲外）の追加

依頼があり、C促進員の個人事業として実現。 

o このセミナーでは、挨拶から始まり、報告・連絡・相談（報連相）の仕方など

を扱った。 

• 集団分析の障害 

o 小規模事業場ではストレスチェックが義務化されておらず、集団分析を活かす

意識が低い傾向にある。 

o 集団分析の結果だけでは、具体的な改善策に結びつけにくいという課題があ

る。 

• ヒアリングを通じた改善事例 

o 介護施設で従業員約 60名全員にヒアリングを実施し、職場改善のグループワ

ークを行った事例がある。 

o 実態に即した分析ができただけでなく、従業員の意見が経営層に伝わったこと

で満足感が高まり、心理的安全性の向上に効果があった。 

o 予算の都合で取り組みは 1回で終了したが、継続的な実施が望ましい。 

コミュニケーション研修と産保センター事業の連携 

• 2つの企業でコミュニケーション研修を実施した実績がある。 

o 1社は従業員 60 人規模のサービス業。 

o もう 1社は従業員 10人規模の卸売業。 

• 研修の動機は、ハラスメント防止やコミュニケーション向上による生産性・活力の向

上を目指すものだった。 

o 特に 10 人規模の企業では、従業員の意識が低く各自がバラバラに仕事をして

いる状況を改善し、系統的に仕事を進められるようにしたいという意図があっ

た。 

• コミュニケーション研修のような個別具体的な要望に応えるものは、産保センターの

事業範囲を超える場合がある。 

o 産保センターの事業として研修の導入部分（きっかけ作り）を無料で行い、本

格的な研修は C促進員の個別事業の有料契約で実施するという切り分けが可能

である。 

o ハラスメント研修は産保センターの活動として認められているため、その切り

口からアプローチする方法も考えられる。 

• 研修費用は、1時間あたり数万円を目安に設定している。 

o 相手企業の経営状況などを考慮して金額を決定する。 

• 研修の実施や効果の定着には、役職者の協力が不可欠だが不足していることが多い。 

o 人事担当者から問題意識を伝えても、経営層や役職者と完全に認識を共有でき

ないことがある。 

研修の効果と持続性に関する課題 
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• セルフケア等の研修は参加者から「参考になった」と評価されることが多いが、実際

の効果測定は難しい。 

• 心理的安全性については、研修による効果が期待できるが、少人数の職場では統計的

な測定は困難である。 

• 小規模事業場では、研修に協力的な役職者が少ない場合、施策の効果を評価しても定

着が困難になるリスクがある。 

• 単発の研修では効果が持続しにくく、継続的なフォローアップがない場合、時間経過

とともに状況が元に戻ってしまう可能性がある。 
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４：2025-12-25 D促進員インタビュー 

 

日時： 2025-12-25 10:55:09 

場所：[ZOOM] 

参加者：[森口] [D促進員] 

メンタルヘルス対策支援の実態に関するヒアリング 

• 相談のきっかけ 

o 企業からの相談は、「ストレスチェックを導入したい」「メンタルヘルス対策

とは何か」といった初歩的な内容から始まることが多い。 

o 約 10年の支援経験の中で、当初は 50人以上の事業場からの相談が主だった

が、ここ 5年ほどで 50人未満の小規模事業場からの相談が半々程度の割合ま

で増加した。 

o 特に、コロナ禍以前や助成金制度があった時期に、小規模事業場からの相談が

急増した傾向がある。 

• 相談企業の業種と特徴 

o 相談が多い業種は、製造業、福祉、運輸業の順である。 

o 企業の規模にかかわらず、相談や支援要請は本社の担当部署から来ることがほ

とんどである。 

• 導入の動機 

o 導入の動機は様々で、法的な義務化が大きなきっかけとなった。 

o 義務化以前から、自主的に内容を知りたい、結果の解釈を教えてほしいといっ

た相談もあった。 

o 導入する企業は、「対外的な体裁のために形式的に実施する企業」と、「従業

員の状況を把握するために真剣に取り組む企業」が半々くらいの印象である。 

o 状況に応じて、法的な縛りのない「快適職場調査」のような代替案を提示する

こともある。 

• 導入の背景 

o 小規模事業場がストレスチェックに関心を持つ主な理由として、経営層が把握

しきれていない従業員の状況や満足度を知りたいという動機が挙げられる。 

o また、労働基準監督署からメンタルヘルス対策を強化するよう指導を受け、そ

の一環としてストレスチェックの導入を検討するケースも半数近くある。 

• 実施方法 

o 実施媒体: 事業所の規模にかかわらず、紙媒体での実施が主流である。Webで

の実施は少数派であるとの認識が示された。 

o 実施体制: 多くの企業は外部委託せず、社内リソースで対応している。厚生労

働省が提供する無料のプログラム（Excelベース）や、東京大学川上教授が開

発した無料アプリ（？）などが活用されている。 

o 実施事務従事者: 給与計算などを担当し、守秘義務に慣れている従業員が実施

事務を担うことで、スムーズな運用が可能になる。ただし、Excelの集計方法

（点数の反転項目など）について、後日メール等で質問が寄せられることもあ

る。 

o 実施者: 実施者となる産業医の選定に苦労する企業は多く、ほぼ 100%の新規

導入企業から相談がある。産業医が見つからない場合、健康診断の委託先に相

談するよう助言することがある。 

• 質問票と結果の分析 
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o 質問票の項目数: 厚生労働省が推奨する 57項目の質問票を使用するケースが

ほとんどである。80項目の質問票を最初から利用する企業は少ない。自由記

述欄は、対応に困る内容が書かれるリスクがあるため、ストレスチェック本体

とは別に設けることを推奨している。 

o 高ストレス者への対応: ストレスチェックを既に導入している企業から、高ス

トレス者の割合が 1割を超え、12〜13%程度であることへの相談が複数あった

（製造業、福祉事業など）。相談に対しては、特に「抑うつ」や「不安」の項

目を重視して結果を見ること、また、相談窓口の周知や声かけ、助け合いの雰

囲気作りといった職場環境改善を促すアドバイスが行われた。若い単身者な

ど、特に注意が必要な従業員がいるかどうかも確認するよう助言している。 

• 医師による面接指導 

o 高ストレス者への医師による面接指導は、主に産業医が実施していると推測さ

れる。 

o 従業員が社内で面接を申し出ることに抵抗がある場合を考慮し、行政機関など

の社外相談窓口も併せて案内することが推奨された。 

• 従業員の不調への対応 

o 従業員の不調が懸念される場合、一人暮らしや家族が気づきにくい状況も考慮

し、家族にも状況を確認するなど情報共有を密に図ることが重要であると確認

しました。 

• 結果の解説支援 

o ストレスチェック導入済みの企業から、集団分析結果の解説を求める相談が寄

せられることがあります。 

o このような支援要請がある場合は、促進員が直接企業へ出向き、経営層や人事

担当者と対面で説明を行います。 

o 場合によっては、管理監督者研修の一環として、ストレスチェック結果の見方

や評価方法に関する説明を実施することもあります。 

o 企業側が課題意識を持っている場合、取締役や部門長、現場リーダーなど 3〜

6名が同席し、説明を聞くケースも見られます。 

職場環境改善へのアプローチ 

• 改善策を立案する上で最も重要なのは「現場の声を聞くこと」です。経営層や管理職

だけで考えても、的外れな対策になる可能性があります。 

• 促進員は、企業が自ら現場の意見を吸い上げるプロセスを後押しする役割を担いま

す。 

o 具体的には、衛生委員会や朝礼・ミーティングなどの場を活用し、現場から意

見を収集し、改善策を検討するよう助言します。 

• 外部の専門家が一方的に指示を出すのではなく、企業が主体的に課題解決できるよう

サポートする姿勢が重要です。 

• 関わり方 

o メンタルヘルス促進事業における職場環境改善は、形式張らずに現場と繋がり

ながら進めることが重要である。 

o 専門家として過度に介入しすぎると、事業の趣旨から外れてしまう可能性があ

るため、柔軟な対応が求められる。 

o 専門家という立場を活かし、「専門家からの貴重な意見」として現場に受け入

れられることで、改善提案が通りやすくなることがある。 

• 参加者からのフィードバック 

－192－



o 参加者アンケートでは、外部の専門家を招いたこと自体が新鮮だったという感

想が寄せられることがある。 

o また、「もっとこういう話が聞きたかった」といった具体的な要望や、会社へ

の改善希望が書かれている場合もある。 

• 他社サービスや費用感に関する情報提供 

o 職場環境改善には様々なアプローチがあり、費用に応じた選択肢が存在するこ

とを説明することがある。 

▪ 大規模なものでは、コンサルタントが半年から年間で 50万〜百万円を

かけてプロジェクトチームを組成するようなケースもある。 

▪ これはメンタルヘルス促進事業とは別の、EAP 機関などが提供するサ

ービスの一例である。 

o 費用をかけない方法から、5 万～10万円程度で休憩所を改装するなど、比較的

少額で実施できる設備投資まで、多様な選択肢を提示する。 

o 参加者からは、インターネットでは分かりにくいサービスの価格帯について情

報提供が求められることもある。 

心理的安全性の醸成 

• 職場での声かけや助け合いを促すことは、心理的安全性の向上に繋がります。 

• 現場の意見が実際の取り組みに反映される経験は、従業員に「発言が尊重される」と

いう認識を与え、心理的安全性を高めます。 

• 他者が悪いと非難するのではなく、「あの部署は大変な状況にある」と理解し合う視

点を持つことが、より良い職場環境づくりに繋がります。 

オープンな課題・リスク 

• 産業医がメンタルヘルスに不慣れな場合、ストレスチェックの実施や結果の評価が円

滑に進まないリスクがある。 

• 新規に産業医を探す場合、費用負担が大きくなる可能性がある。 

• 職場環境改善を実施する上での障壁として、経営トップの無関心や否定的な態度が挙

げられます。 

o 「現状で問題ない」「改善しても売上に繋がらない」と考える経営層が存在す

る場合、改善の取り組みが進まない可能性があります。 

o このような場合、部長クラスが中心となって改善を進めるよう促すこともあり

ます。 
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５：2025-12-25 E 促進員インタビュー:  

 

日時： 2025-12-25 16:09:17 

場所：[ZOOM] 

参加者：[森口]、 [E促進員]  

メンタルヘルス対策促進員としての活動実態 

• 県西部を担当しており、さんぽセンターへの依頼件数自体が少ない。 

• 促進員としての 6年間の活動の中で、ストレスチェック関連の相談は多くない。 

• これまでの経験は、主に以下の 2パターンに分類される。 

o 50 人未満の事業所: 

▪ ストレスチェック導入に関する相談が 1〜2件あったが、概要説明のみ

で終了した。 

▪ 産業医がいないことなどから、事業所側が「検討します」という形で

保留になるケースがあった。 

▪ 相談のあった事業所のうち 1つは工場、もう一つは舗装工事業者だっ

た。 

o 50 人以上の事業所: 

▪ 今年度、産業医はいるがストレスチェック未導入だった事業所に対

し、約半年かけて導入から監督署への報告書作成までを支援した。 

• 50人以上の工場 

o 労働基準監督署からの指摘を受け、ストレスチェック導入の相談があった。 

o 制度の概要説明後、事業所は産業医と相談するとして、それ以上の支援には至

らなかった。 

• 50人未満（27人規模）の道路工事会社 

o 健康経営への関心が高く、親会社の方針もあり自主的に導入を検討。 

o メンタルヘルス対策の一環として、小規模でも実施可能か相談があった。 

• 60人規模の建設コンサルタント業者（導入に至った事例） 

o 当初、衛生管理者不在や安全衛生委員会の未設置など体制が未整備で、導入に

消極的だった。 

o さんぽセンターの「両立支援の積極的訪問」をきっかけに相談があり、促進員

の支援を受けて導入に至った。 

建設コンサルタント業者での具体的な取り組み 

• 実施方法 

o 外部委託はせず、厚生労働省提供のプログラム（Web 方式）を社内で活用し

た。 

o 実施者は産業医が担当した。 

• 実施体制 

o 総務の事務担当者 2名が実施事務従事者となった。 

o 当初、窓口担当者は Web操作に不慣れだったが、もう一人の得意な担当者が主

導することで円滑に実施できた。 

• 結果と高ストレス者への対応 

o 質問票は 57 項目版を使用し、受検率は 100%だった。 

o 高ストレス者は 7名（約 10%）発生した。 

o 産業医面接を 3名が希望し、2名を実施した。 
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▪ 1名が会社への報告を望まなかったため、産業医面接を拒否。この従

業員に対しては、事業所の規模（支所は 50人未満）から「ちさんぽ」

の制度（その他の相談）を利用できると判断し、報告義務のない保健

師（E促進員は保健師有資格）による健康相談で対応した。 

• 担当者の意識変化 

o 担当者は当初導入に消極的だったが、段階的な支援を通じて意識が変化した。 

o 高ストレス者が想定より多かったことにショックを受け、対応に熱心に取り組

むようになった。 

o 最終的には「こころの健康づくり計画」の策定にも意欲を見せるようになっ

た。 

集団分析の活用 

• 分析結果の共有 

o 集団分析の見方について、実施事務従事者の 2名に説明が行われた。 

o この担当者は社長の娘であり、経営層への発言権を持つ立場にあるため、分析

結果が経営に伝わりやすい状況だった。 

o 当たっているとの感想があった。 

• 活用の現状と今後 

o 2025年 10月の最終訪問で見方説明した段階で、まだ分析結果を活かした具体

的な職場改善アクションには至っていない。 

o 今後、担当者を通じて経営層へ報告され、何らかの動きにつながることが期待

される。 

未解決事項とリスク 

• 60人規模の建設コンサルタント業者において、集団分析の結果を具体的な職場環境改

善にどう結びつけていくかは、今後の課題として残っている。 

• 建設コンサルタント会社における職場環境改善はまだ道半ばであり、具体的な効果測

定には至っていません。 

• 多くの企業では、ストレスチェックを実施するだけで手一杯であり、集団分析や職場

環境改善まで手が回らないという課題があります。 

ストレスチェック導入支援の経緯と研修の実施 

• ストレスチェックの実施前に、従業員の理解を得ることを目的とした研修が実施され

ました。 

o 研修では、ストレスチェック制度の意義やセルフケアの必要性について、約 1

時間にわたって説明が行われました。 

o この研修をきっかけに、担当者や従業員が制度に対して非常に協力的かつ積極

的になりました。 

• 研修は、ストレスチェックに対する従業員の警戒感を和らげ、メンタルヘルスを身近

に感じてもらうための土台作りの役割を果たしました。 

導入後の企業の意欲向上と今後の展望 

• ストレスチェック導入後、企業側はメンタルヘルス対策への意欲が高まり、「心の健

康づくり計画」の策定も検討しています。 

• この建設コンサルタントへの支援は、すべてさんぽの枠組み内で完結しました。 

• 次年度以降、職場環境改善の取り組みに繋がる可能性があると期待されています。 

小規模事業所におけるメンタルヘルス対策の課題とアプローチ 

• 50人未満の小規模事業所では、産業医がいないため、ストレスチェック制度の導入が

進まないケースが多く見られます。 
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• ある道路工事会社（従業員 20−30人規模）では、法律の規定とは異なるものの、独自

にストレスチェックを毎年実施しています。 

o 今後、小規模事業所向けのマニュアルが整備されれば、それに合わせて内容を

修正していく予定です。 

• サービス業の 10 人弱の事業所では、まずセルフケアの一環として「こころの耳」のス

トレスチェックツールを紹介しています。 

o これにより、従業員自身の気づきを促し、制度改正に向けて慣れてもらうこと

を目指しています。 

ストレスチェックと健康相談の連携 

• メンタルヘルス対策の一環として「こころの耳」のストレスチェックを実施し、その

結果をもとに地産保事業として全員を対象とした健康相談に繋げる取り組みが行われ

ています。 

• 健康相談では、本人の同意があればストレスチェックの結果も参照しながら、フォロ

ーアップを実施しています。 

職場環境改善ツールの紹介 

• 職場環境改善のためのツールとして、「ミラー（MIRROR）」と「職場ドック」が紹介さ

れました。 

o 「ミラー」は、職場の快適度を測るための約 40項目のチェックリストで、改

善すべき優先課題を特定するために使用されます。 

• これらのツールは、集団分析の結果を補完し、具体的な改善活動に繋げることを目的

としています。 
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６：2025-12-26 F 促進員インタビュー 

 

インタビュー情報 

• 日時: 2025-12-26 13:56:14 

• 場所: [都道府県さんぽセンター] 

• インタビュアー: [森口] 

• インタビュイー: [F促進員] 

論点 

1. 小規模事業場におけるストレスチェック導入の背景と動機 

• 導入支援が主な業務: F促進員のここ 2～3年のストレスチェック関連業務は、従業員

50人未満の事業場に対するストレスチェックの導入支援がほとんどである。これらの

事業場は初めての取り組みとして相談に来ることが多い。 

• 導入の動機: 50 人未満の事業場が導入する主な動機は、「健康経営優良法人」の認定

取得、将来の義務化を見越した早期対応、従業員からの実施要望の 3つである。 

• 対象事業場の特徴: 導入支援の対象となる事業場の業種に偏りはなく、製造業、情報

通信業、医療・福祉（訪問看護ステーションなど）と多岐にわたる。規模は 30～40人

程度が多い。10 人程度の企業では説明したものの、人数が少ないとの理由で導入に至

らないケースもある。 

• 導入の経緯: 企業の自主的な動機によるものが多く、大企業のグループ会社であって

も、親会社からの指示ではなく子会社が独自に相談に来るケースが多い。親会社に取

り合ってもらえず、困って相談に来るという状況も見られる。 

2. ストレスチェックの実施方法と課題 

• 実施形態（Web/紙）: 外部委託する場合はほぼ Webで実施される。厚労省のプログラ

ムを利用する場合は、担当者が紙の調査票を配布し、手作業でデータ入力する。 

• 外部委託先の選定: 50人未満の事業場はコスト意識が高く、インターネットで検索し

て最も安価な業者を選ぶ傾向がある。地域性よりも価格が重視され、委託先は健診機

関や人事システムのオプション、全国対応の専門業者の 3パターンに大別される。 

• 実施者の確保（最大の課題）: 実施者の確保が最大の課題（ネック）である。産業医

がいないため、制度導入の初期段階では、法的な要件を満たさなくても、まずは実施

者なしで始めてみることが推奨される場合がある。外部委託では委託先が実施者を用

意するが、人事システム系のオプションでは別途費用が発生することが多い。 

• 実施者が見つからない場合への対応: 促進員は地域の医師会を紹介するまでが業務範

囲だが、それだけでは解決しない。過去には、導入支援終了後に実施者が見つからず

個人的な相談を受け、資格を持つ F促進員自身が個人の業務として対応したケースも

ある。 

• 個人情報の管理: 紙媒体の場合、人事権を持つ上司などが誤って閲覧しないよう厳重

な管理方法を検討する。実施事務従事者は人事総務担当者が多く、PCスキルは十分だ

が、1人での保管はプレッシャーが大きく、退職時の引き継ぎ課題もあるため、2人体

制が推奨される。 

3. ストレスチェック実施後の対応と課題 

• 高ストレス者への面接指導: 50人未満の事業場では、コスト面から「ちさんぽ（地域

産業保健センター）」を第一に紹介する。しかし、地域によっては「ストレスチェッ

クの面接はやっていない」と断られたり、相談が集中する時期には 3～4ヶ月待ちにな

ったりするケースがあり、制度上の課題となっている。 
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• オンライン面接の課題: 外部業者委託の際、オプションの医師面接がオンラインのみ

で、かつ都度異なる医師が担当するスポット対応が多い。これは厚労省の指針（原則

として対面）に照らすと望ましくなく、今後の義務化に向けて課題となる可能性があ

る。 

• 産業医契約への移行課題: 従業員数が 50人近くになると、産業医契約に関する相談が

寄せられる。50 人を超えると「ちさんぽ」が利用できなくなるため、医師面接をどう

するかが問題となる。特に市内では、産業医が見つからない、選び方がわからない、

費用が不明といった不安から、産業医探しが難航するケースが聞かれる。 

• 産業保健における地域連携の重要性: 遠隔サービスは有用だが、産業保健は本来、地

域の医療体制の一部であり対面での関わりが重要である。地域の産業保健機能を軸に

しつつ、遠隔サービスを適切に活用するバランスが求められる。 

4. 職場環境改善への取り組みと障壁 

• 集団分析の活用と支援: 多くの企業はコストを優先し、オプションの集団分析を実施

しない傾向がある。導入後、分析結果の見方がわからないという相談を受け、レクチ

ャーや状況ヒアリングを通じて活用をサポートすることがある（見方説明会）。管理

職研修（ラインケア研修）やセルフケア研修につなげることが多い。 

• 職場環境改善の具体策の難しさ: 多くの企業が、具体的な「職場環境改善」の段階で

何をすればよいか分からず行き詰まる。「環境改善」という言葉が漠然としているた

め、簡単な改善事例を示すなどして、心理的ハードルを下げることが有効である。 

• ワークショップ実施の困難さ: 従業員全員の業務を止める必要がある研修やワークシ

ョップ（従業員参加型職場環境改善プログラム）は、特に小規模事業所では実施が難

しい。始業前時間の利用、キーパーソンへの研修、ウェブツールの活用などの工夫が

考えられる。 

• 担当者による 1on1の可能性: 人事担当者が専門家からレクチャーを受けた上で、各

部署の管理職と 1on1 で対話する形式は、地に足のついた改善活動につながる可能性が

あり。興味深いアプローチである。 

5. ストレスチェック制度の成功要因 

• 経営者の協力の重要性: 職場環境改善が成功するかは、経営者の協力の有無に大きく

左右される。特に 50 人未満の事業所では経営者との距離が近く、その影響は絶大であ

る。経営者がコストとしてしか捉えない場合、取り組みは形骸化しやすい。 

• 導入時の丁寧な説明と目的共有: 実施して終わりではなく、結果をどう活用するかが

重要。導入段階で実施目的や事後措置まで含めたパッケージとして説明し、理解を得

ることが円滑な取り組みにつながる。特に担当者が熱心でも、従業員への趣旨説明が

抜け落ちているケースが多く、この「形に見えない部分」の丁寧な実施が受検率向上

や制度の活性化に不可欠である。 

• 効果測定の難しさと継続の課題: メンタルヘルス対策は即効性が見えにくく効果測定

が難しい。そのため、経営層から意義を問われたり、担当者自身が手応えを感じられ

ず意欲を失ったりすることがある。簡便な尺度の開発を期待している。また促進員な

ど専門家は長期的な視点を持つことの重要性を共有する必要がある。 
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７：2026-01-09 G 促進員インタビュー 

 

インタビュー情報 

• 日時: 2026-01-09 09:14:04 

• 場所: [ZOOM] 

• インタビュアー: 森口 

• インタビュイー: G促進員 

ストレスチェック導入支援の実績・傾向 

• 令和 2年度以降、産業医不在の小規模事業所からの支援依頼で 19社に訪問。50人以

上で産業医がいる事業所は対象外。義務化や健康経営優良法人申請要件を背景に導入

相談が増加し、来年度以降の導入予定や様子見も散見。 

• さんぽ事業は初年度の導入・規程作成・体制再確認に強みがあり、実施後の集団分析

の見方や職場改善提案まで支援。2年目以降は申込によりフォロー可能だが、継続的

実施者の確保が難しく、保健師と公認心理師の資格を持つ G促進員との個人契約へ移

行して継続改善が進む例がある。 

小規模事業場の運用課題と外部委託 

• 自前運用がうまくいかず未実施へ至る例があり、外部委託前提で実施体制・個人情報

の管理委託などを再構築する支援を実施。社内合意形成を経て再来年度導入を目標と

する段階的アプローチが有効。 

• 損保会社の健康管理システムに付随する無料の Webストレスチェック機能が普及する

一方、高ストレス者対応や後工程の支援に課題があり、導入後に困って相談が来るケ

ースがある。有料の実施者契約や医師紹介オプションの存在が企業に認識されていな

い事例もあり、契約内容の再確認支援を実施。 

• 大手外部機関の一括受託では期待業務が満たされず解約・切替に至る事例があり、品

質管理と適正コストの両立、伴走度合の確保が課題。厚生労働省の想定（大手外部機

関が受け皿）と現場の懸念（フォロー不足、低単価受託の慎重姿勢）に需給ミスマッ

チがある。 

実施方法・質問項目・分析の段階設計 

• 紙・Web の混在運用は安定性に課題があり、現場の内製工夫では限界がある。グルー

プ企業では親会社主導の共通オンラインシステム導入で健康経営を推進。 

• 標準は 57項目を基本として小規模でも推奨。状況により 80～120項目へ拡張し高完了

率を得た事例もあるが、23項目程度の短縮版は網羅性不足の懸念があり慎重姿勢。こ

ころの耳のストレスチェックで従業員各自が自由にチェックする場合もあり。 

• 初年度は制度定着と現状把握を優先。2～3年目から集団分析を深化し、部門別等の詳

細分析へ（小規模からの 2年目申し込みは無）。少人数（例：全社 20人）では会社全

体単位が現実的で、集団分析は国の目安である 10人を線引きに細分化しないケースが

多い。 

職場環境改善支援の具体事例・教育資材 

• 労働者 40人弱の医療機関、IT企業では来年度の院内・社内コンセンサス形成と「こ

ころの耳」の周知・説明を実施。 

• 建設業（労働者約 40 名）では、実施前支援、終了後の集団分析解説、職場改善提案の

計 3回の支援を実施。職場環境改善のためのヒント集項目一覧表

（https://kokoro.mhlw.go.jp/manual/hint_shokuba_kaizen/）や「これから始める職

場環境改善」冊子（https://www.mhlw.go.jp/content/000680306.pdf）などを使用し
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て、プレゼン資料の見方、安全衛生委員会での提案方法、改定内容提案まで提供。実

施後の追跡確認は原則なし。 

• 導入ガイドや品質資料、厚労省研究班の「いきいき職場づくり」等の教材を紹介する

が、担当者への活用方法の説明・専門職の伴走支援がないと次のステップに進みにく

い。 

• 参加型ワーク（セルフケア・メンタルヘルス研修）では、ストレスチェックそのもの

は使用せず、職場ドックやアクションチェックリストを用いて、その場の良い点・課

題を抽出・議論。安全衛生委員会で結果が止まり社長に届かない事例には、研修機会

で結果開示・説明を組み込み是正。 

費用感・品質・伴走の重要性 

• 企業側の相場認知不足があり、大手見積を言い値で受け入れる傾向。費用を大きくか

けられない企業も多く、サービス品質とコストのバランス説明が必要。 

• 外部機関の地域制約や体制不足でフォローが行き届かないケースがあるため、オンラ

イン分散支援の活用、複数の方法・見積の提示、外部機関探索を優先し、見つからな

い場合に最後の受け皿として専門家が引き受ける方針が有効。 

• 導入初年度は「安心して導入できた」評価が多く、職場改善の効果実感は 4～5年の継

続支援で語れるテーマ。促進員による継続フォロー自体が企業の安心材料となる。 

申込書表現改善とフォロー体制 

• 職場環境改善実施の障害として、さんぽセンターのメンタルヘルス対策支援関係申込

書の「5：職場環境等の把握と改善にかかる支援」の文言から、ストレスチェックの集

団分析の解説や職場改善提案まで含むことが読み取りづらい。ストレスチェックのフ

ォロー（集団分析支援）まで可能と明記し、単発・毎年の支援申込のしやすさを高め

るべき。 

• 経営層まで分析結果が届く社内報告導線の整備提案、厚労省教材の活用方法の説明資

料の作成・配布、県内産業医との面談体制の継続運用確認、有料外部機関の契約内容

（実施者契約の有無・有料オプションなど）の企業側との確認などが取組促進に必要

との意見を聴取した。 
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８：2026-01-19 H 促進員インタビュー: 

 

日時： 2026-01-19 09:02:17 

場所：[ZOOM] 

参加者：[森口、H促進員] 

メンタルヘルス促進事業における支援内容 

• 企業への支援依頼は、ストレスチェックの導入支援よりも、既に導入済みの企業から

の依頼が多い。 

o 集団分析結果が出たものの、その活用方法が分からず、説明依頼が多い傾向に

ある。 

o 集団分析結果が経営層のみで共有され、現場の管理職は内容を十分に理解・活

用できていないケースが見られる。 

• 労働者４９人規模でストレスチェックを実施して集団分析も行なっている事業場の事

例が紹介された。製造業。 

o ラインケア研修の一部として集団分析結果を説明し、職場環境改善に繋げる提

案を行っている（さんぽ事業として実施）。 

o 事前に企業から全部署のデータを受け取り、研修の中で参加者と分析を行う。 

o 部署名を特定せず、社内の好事例などを匿名性を保った形で紹介し、水平展開

を促すアプローチを取っている。 

▪ 業務負荷の高い部署でも、上司との意思疎通など関係性が良ければス

トレスが低いといった具体的なデータ項目を用いて説明。 

• この４９人規模事業場では、促進員の業務を離れてストレスチェック結果を見ながら

全員面談を行うこともある。管理職には本人の結果に加えて、部署の集団分析も説明

している。 

o データの説明には、厚生労働省が公開している資料（ストレス判定図など）が

用いられる。 

o その後、課題を特定し、目的を定めた上で具体的な職場環境改善活動へとつな

げていく。 

対象企業の規模と特徴 

• 主に関わるのは従業員 1000人以上の大企業が多い。 

o この場合、工場単位では 400～500人規模の事業所が対象となる。 

• 従業員 50人未満の小規模事業所も少数ながら存在する。 

o 産業保健の法的義務を回避するために意図的に従業員を 49人以下に抑えてい

る企業もあり、そうした企業でも毎年ストレスチェックや職場分析を適切に実

施しているケースがある。 

o ＜上記＞このような小規模企業では、ラインケア研修に加え、個人のストレス

チェック結果の読み方説明や個人面談まで実施することがある。この場合、個

人面談は産業保健活動の一環として別枠で対応する。 

• 従業員 10人程度の一般廃棄物処理事業を行う企業が、自主的にストレスチェックを実

施した事例が紹介された。 

o この企業は、厚生労働省が公開している 57項目のストレスチェックをインタ

ーネットで実施し、自ら分析まで行った。 

o 促進員は職場環境改善のヒントなどを提供したが、その後は自走された。 

o 主な動機は、若い人材の離職を防ぎ、働きやすい職場を作りたいというもの

で、30 代から 40 代の経営層が主導した。 

－201－



o 仰々しく形式的なプログラムを組むのではなく、ストレスチェックの結果を元

にすぐに行動に移す方が、企業にとって取り組みやすいという意見が出され

た。 

職場環境改善の取り組みと課題 

• 中規模事業場において、産業医科大学が開発した職場環境改善ツール「MIRROR」の利

用事例が紹介された。 

• 実際の運用では管理職ではなく、入社 5〜6年目の中堅社員をファシリテーターとして

教育し、彼らが主体となって職場環境改善を推進する。 

• ファシリテーターが各職場を回り、進捗状況は半年ごとに全体で共有される。 

• MIRROR の実施は、従業員参加型で全員が記入する場合もあるが、今回の事例ではファ

シリテーターが中心となって進めている。 

• 形式張ったプランを立てるよりも、従業員が無理なく柔軟に参加できる活動を通じ

て、良い成果が得られることの重要性が確認された。 

• 「職場環境改善」という言葉を直接使わずに、管理職向けのチェックリスト（イキイ

キ）を活用している手法が紹介された。 

o このチェックリストには、仕事への姿勢や職場の人間関係に関する具体的な項

目が含まれている。 

o 研修内で管理職にチェックリストを使ってもらい、自身が職場環境のどの側面

を見落としていたかに気づいてもらうことを目的としている。 

• 指示や命令ではなく、自発的な気づきを促すことで、押し付け感をなくし、主体的な

改善行動を促している。 

• カウンセリングの場で従業員がふと漏らす一言が、職場環境改善の重要なヒントにな

ることがある。 

o 個人面談で「ドアの外には現実が待っている」と言われた経験から、個人のメ

ンタルケアだけでは不十分で、職場環境自体の改善が不可欠であると再認識し

た。 

o こうした本音の言葉を経営層にフィードバックすることが、効果的な改善に繋

がる場合がある。 

• 公的機関など、組織風土が長年固定化されている組織では、職場環境改善の必要性が

認識されても、具体的な変革には至りにくい。 

o 改善提案は行われるものの、最終的には「変えるのは無理だ」という結論にな

りがちである。 

ストレスチェックの実施状況と課題 

• 実施状況 

o 従業員 49人の企業では、集団分析の結果を社長と共有する程度で、リソース

不足から MIRRORを用いた改善活動までは実施していない。 

o 小規模でのストレスチェック実施の動機として、健康経営優良法人「ブライト

500」の認定を受けており、その取り組みの一環としてストレスチェックを実

施している。 

• 実施方法 

o 多くの小規模事業所では、ストレスチェックの実施を外部業者に委託してい

る。 

o 調査方法は Webではなく、紙媒体が主流である。 

o 質問項目数は、簡易版の 23 項目ではなく、57項目版が主に使われている。 

• 実施体制 
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o ストレスチェックの実施事務従事者は、社内の総務や人事担当者が担うことが

多い。 

• 高ストレス者への面接 

o 産業保健総合支援センター経由の業務では、高ストレス者の詳細な情報は提供

されない。 

o 産業医として個別契約している企業では、高ストレス者への面接も実施する。 

o 企業の産業医が精神科専門でない場合、メンタルヘルス対応に消極的なケース

が見られる。 

• 集団分析 

o プライバシー保護のため、分析単位は 10人以上を原則としている。5人など

の少人数での分析は実施しない。 

• 職場環境改善 

o 小規模事業所では、衛生委員会を設置しても個人情報が特定されやすいため、

高ストレス者の人数などを共有することが難しい。 

o 改善活動の手前で止まってしまうのが多くの事業場の実情である。 
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９：2026-01-19 I 促進員インタビュー 

 

日時： 2026-01-19 11:07:46 

場所：[都道府県産業保健総合支援センター] 

参加者：[森口、I促進員] 

概要整理 

• ストレスチェック導入支援・啓発の実施状況 

o センター経由で業界団体や勉強会（センター事業外）にて「ストレスチェック

のやり方」を複数回説明。2015 年の制度開始に合わせた依頼が中心で、それ

以前の導入はなし。 

o カラー刷り資料による周知、他支援の場で制度紹介と説明提供可能の案内。 

o 具体例として、製造業企業（約 500人）でのラインケア研修にストレスチェッ

ク要素を加えた事例。 

• 対象事業所の規模と依頼傾向 

o 50 人未満では導入支援依頼はほぼなし。一方で 50人を少し超える規模では説

明など支援を実施。 

o 小規模事業所は EAP費用が高く厚労省システムによる自社実施を選択しがち。

予算上、上層部から自力実施を求められるケースが多い。 

• 自社実施と導入後の課題 

o 厚労省様式で自社実施した事業所から「集団分析の見方・その後の対応」が不

明との相談。 

o 部署ごとのストレス度把握、読み方と活用の方向性の助言を提供。 

• 具体的事例（府県南部の 50〜100人規模の事業所） 

o 3年継続関与。管理職へのラインケア研修で説明後、総務が自力導入を決断。 

o 導入後に行き詰まり、集団分析の読み方や対応を助言。 

• 導入の動機・依頼経路 

o 100 人未満でも義務がある理解から制度対応としての実施が中心。50人未満で

は健康経営や環境改善の動機があり得るが具体動機は不明な部分あり。 

o センターに依頼があり説明を行うことが基本で、個人事務所の仕事へ転じる可

能性はある。 

ストレスチェック実施体制と役割 

• 産業医配置義務と事業所規模 

o 50 人以上の事業場では産業医選任が必要。100人未満規模で産業医不在の事例

があり、外部機関活用や社内体制構築の必要性がある。 

• ストレスチェックの実施者と運用 

o 実施者は産業医・保健師（一部看護師）・精神保健福祉士・公認心理師、歯科

医師が担える。外部業者の「名前だけ」対応の言及あり。 

o 実施者の役割は、57項目などの使用決定、高ストレス判定基準設定（厚労省

目安など）、結果通知後フォローの程度（声掛け回数）などの社内方針整備。 

o 守秘義務を課した総務など社内ルートを定め、実施者は助言主体で「聞かれた

ら答える」スタンスが一般的。 

• 医療・クリニックでの体制 

o 開業医が経営者の場合、自ら実施者を兼ねるのは避ける方がよく、他の医師に

依頼が望ましい。 
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o 近隣クリニック同士で実施者を相互に融通するモデルは制度上可能（歯科医師

会的な連携のイメージ）。 

外部委託と品質管理 

• 外部委託の費用・零細事業所のジレンマ 

o 家内・零細規模では誰が実施者を担うかが課題、外部委託は費用負担がネッ

ク。外部業者は慈善ではなく相応の対価が必要。 

o 厚労省は外部機関による実施を想定するが、費用面でハードル。 

• EAP等の品質管理 

o 小規模向けマニュアルは EAP 活用を想定するが、人的余力や品質管理に不安。

医師の雇用には組織差があり、全国的品質枠組みは不明。 

o 全衛連は健診機関の品質管理機能を持つが、ストレスチェック限定の品質管理

とは異なる。 

受検運用と指標把握 

• 紙・ウェブ、項目数の実務 

o 厚労省のダウンロードは基本「紙」運用が前提の認識。「57項目」が標準。 

o 「こころの耳」などウェブ活用例がある。実施形態（紙かウェブか）、項目数

の増減は十分に把握できていないことが多い。 

• 指標把握の難しさ 

o 受検率、高ストレス判定率、面接申出・実施数、医師面接担当の把握は促進員

としては積極的に聞かず情報欠落が生じがち。 

o 3年継続支援の事業場でも、受検実態や面接実施者は不明。 

集団分析の意義と運用上の注意 

• 分析単位と受容性 

o ガイドラインでは「10人以上」を分析単位の目安。総務運用でその程度に区

切るケース。 

o 管理職が部署比較を嫌う傾向が強く、集団分析が「成績表」化しない工夫が必

要。 

▪ 「部署の現状の分析結果」であり「管理職の成績表ではない」と経営

層へ明確に説明。 

継続実施の効果と現場のモチベーション 

• 継続の課題 

o 毎年のストレスチェックが「やりっぱなし」になりがち。個人は結果を操作可

能で同じ設問への毎年の回答に疑問を持ち、会社はコストの割に「役立ち不

明」の疑念を持つ。 

o 集団分析は「改善までのツール」として価値があるが、改善活動まで進む事例

は少ない。 

o 100 人未満規模では「読めないから説明してほしい」相談はあるが、職場環境

改善の実行まで至らないケースが多い。 

実施事例と前提条件 

• 具体事例の示唆 

o 府県南部の事業所や大企業での事例への言及。後者ではメンタルヘルス安全衛

生会議内で「個人の集団分析」資料の読み方相談から読み方研修へ展開。 

• 前提条件 

o 大手では担当者の熱意と上層理解の両立で導入・運用が進む傾向。 
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o 健診受診率が高い組織でなければストレスチェックまで到達しづらい。大規模

工場は前提が小規模と異なる。 

未解決点・リスク 

• 導入動機が不明確な事業所があり、継続的支援の必要性や介入範囲が定まらない。 

• 小規模事業所の外部機関の費用負担が大きく、自社実施の質と継続性にリスク。 

• 集団分析の読み方・活用スキル不足が残存し、導入後の実効性が担保されにくい。 

• 実施形態（紙・ウェブ）、項目数（57項目か否か）、実施者の具体的選任が不明の事

業所がある。 

• 受検率、高ストレス判定率、面接申出・実施数、医師面接担当の情報未把握で評価・

改善につながりにくい。 

• 零細規模では費用の観点から外部委託が進みにくく、実施者不在のリスクが残る。 

• 管理職の部署比較忌避で集団分析の受容性が低下し、改善活動が停滞する可能性。 

• フォロー過剰対応が従業員のストレスを増大させるリスクがあり、適切な介入強度の

設計が必要。 

• 経営者の理解不足と投資消極性が職場環境改善の最大の阻害要因。→理解の促進が必

要である。 

• 小規模事業所の実施者体制（誰が担うか、地域連携の具体化）が不明確。 

• EAP等の品質管理枠組みが不透明で、安心して委託できる基準が不足。 

• 受講者・労使へのメリットの見える化が不十分で、制度導入の動機づけに課題。 

• 国や団体の資料は制度説明中心で、現場の工夫や具体運用例が不足。 
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１０：2026-01-26 J促進員インタビュー 

 

日時： 2026-01-26 09:57:08 

場所：[都道府県さんぽセンター] 

参加者：[森口、J促進員] 

50人未満の事業所におけるストレスチェックの課題 

• 相談内容の傾向 

o 50 人未満の事業所から最も多い相談は、ストレスチェックの導入方法に関す

るものです。 

o 特に「実施者がいないので紹介してほしい」という問い合わせが多数を占めて

います。 

• 実施者確保の課題と対応策 

o 50 人未満の事業所では、面接指導を行う医師（実施者）の確保が大きな課題

です。 

▪ 福祉施設では看護師がいても常勤医師が不在のことがあり、50人以上

の事業所のように産業医を利用できない場合があります。 

▪ 施設長が医師であれば面接指導を行うことができるが、望ましくない

とされています。 

o 事業所は厚生労働省の無料プログラムを利用して安価に済ませたいと考えがち

ですが、その後の実施者が見つからないという問題に直面します。 

o 解決策の一つとして、健康診断を委託している健診機関にストレスチェックと

合わせて依頼する方法を提案しています。 

▪ 健診機関は医師を抱えているため、事業所にとっては一括で依頼しや

すく、現実的な選択肢となり得ます。 

o 健診機関側もストレスチェックに関する知識が不足している場合や、ビジネス

として安価での提供が難しいという課題も存在します。 

▪ 一例として、委託先の機関が「守秘義務がある」として、面接指導後

の意見書などを一切会社側に開示しないケースが紹介されました。 

▪ これは制度の根本的な誤解から生じています。 

• 実施方法 

o 紙媒体での実施は少なく、委託先の健診機関や EAP機関のシステムを利用する

ケースが多いと推測されます。 

• グループ会社の取り扱い 

o 親会社がグループ全体のストレスチェックを実施する場合、報告義務のない

50 人未満の子会社の分までまとめて報告してしまうなど、制度の解釈に混乱

が見られます。 

• 50人未満の事業所が安価にストレスチェックを実施したいニーズと、外部機関がビジ

ネスとして提供するサービスの価格との間に乖離が存在します。 

ストレスチェック制度に関する解釈の課題 

• 個人情報の取り扱いと小規模事業所向けマニュアル 

o 小規模事業所向けのストレスチェックマニュアルには「直接事業者に申し出る

場合、基本的には事業者が個人のストレスチェック結果の提供を受けることは

想定されていません」とあり、従来のマニュアルの高ストレス該当かの確認方

法の「当該労働者からストレスチェック結果を提出させる」と差異を感じると

の指摘がありました。 

－207－



▪ 小規模事業所における個人情報の適切な取り扱いの促進の意図がある

と考えられます。 

• 高ストレス者への対応に関する誤解や混乱 

o 高ストレス者が既に精神科に通院していることを理由に、会社が面接指導を断

る話を聞いたことがありますが、申し出があった以上、事業所は面接指導を実

施しなければなりません。 

o 委託機関の一部がストレスチェック制度の目的（一次予防ではなく医療に近い

対応）を誤解しており、企業で適切な措置が講じられないリスクがあります。 

• 事業所によっては高ストレス者の割合が 6割といった高い数値が出ることがありま

す。 

o 年々受検者が減っており、ストレスや不満を抱える者の回答比率が高まってい

ると推察されます。 

o 職場環境自体に問題がないかも確認する必要があります。 

ストレスチェックの質問項目について 

• ストレスチェックの質問項目は、標準的な 57項目版と、職場資源の項目などを追加し

た 80項目版が用いられています。 

• 80項目版は、職場の資源（強み）を分析し、職場環境改善活動に活用する際に有益と

考えられます。 

• 集団分析結果の活用法が不明なケース 

o ある程度の規模の事業所でも、集団分析結果の数値をどう解釈し、改善に役立

てればよいか分からないという相談がありました。 

▪ 部署ごとの数値で特に悪い箇所に介入する方法や、全体的に改善策を

展開する方法をアドバイスされました。 

• マニュアル通りに実施できないケース 

o 従業員 50人規模の事業所で、さんぽセンターの職場環境改善マニュアル

（https://www.johas.go.jp/Portals/0/data0/sanpo/material/download/H30s

yokubakaizen.pdf）通りに職場環境改善を実施したいが、自信がないため講師

を依頼された事例がありました。 

▪ 全社一斉展開だけでなく、まず人事・総務部門で試行し、感触を掴ん

で全体に広げる段階的な方法も提案されました。 

• 小規模事業所における職場改善の成功事例 

o 社員 6人ほどの小規模な会社で、「心の健康づくり計画」の助成金を活用した

際の事例が共有されました。 

o 担当者がまずストレスチェックを実施し、その後、職場内での困りごとや改善

要望に関する独自のアンケートを全社員に配布しました。 

o アンケートの結果、2階の事務部門の社員が 1階駐車場のトイレ掃除も担当し

ているという問題が明らかになりました。 

o 6名程度の事業所（不動産業あるいは駐車場業）です。 

o 従業員から「1階のトイレは 1階の従業員が清掃する」「急な欠員への対応

策」「人員増」という 3つの提案が出されました。 

▪ トイレ清掃問題の解決: 会社が 1階の従業員に相談したところ、自分

たちの使用するトイレを自身で清掃することに合意が得られました。 

▪ 欠員対応策: 社長の家族が近隣に住んでいるため、緊急時には手伝い

に入ることが決まりました。 

▪ 人員増の要望: 人員増はすぐには実施できないと回答されました。 

－208－



o これらの回答を文書化して全従業員に配布した結果、納得度が高く、特にトイ

レ清掃の負担がなくなった 2 階の従業員から高い評価を得ました。 

o 実施後のアンケートでは、「前より気持ちがスッキリしました」という回答が

多く見られ、従業員の精神的な負担が軽減されたことが示されました。 

o さらに人事担当者が外部研修でストレスについて学び、ストレッチ方法などの

情報を掲示するといった自主的な取り組みも行われました。 

• アクションチェックリストの活用 

o ストレスチェックの結果に直接依存しない職場環境改善の手法として、職場改

善のためのヒント集（メンタルヘルスアクションチェックリスト）を用いたワ

ークショップが有効です。 

o この手法は、少人数グループで、できていること・できていないこと・優先度

の高い課題を整理し、改善策を話し合います。 

▪ 普段は話さないような会社の課題について、立場を超えて前向きな視

点で議論できる場を提供します。 

▪ 議論のルールとして個人攻撃や愚痴を控えることで、建設的な対話が

促進されます。 

• 集団分析だけを行い、その後の職場改善に繋げないケースは、かえって管理職の負担

を増やすだけで逆効果になる可能性が指摘されました。 

小規模事業所におけるメンタルヘルス対策の課題と普及への道 

• 50人未満の小規模事業所の多くは、産業保健総合支援センターの事業が全てのストレ

スチェックに関わる支援を無料で提供してくれると誤解している傾向があります。 

• 支援は一部に限定されマンパワー的な限度もあり、実施者の選任など事業所で対応す

べきことがあるという認識が不足しています。支援を断ると驚かれることが多いで

す。 

• 集団分析の課題 

o 集団分析は一般的に 10人以上の単位で行うことが推奨されており、10人を下

回る場合は個人の特定につながるリスクがあるため注意が必要です。 

o 小さな部署単位で分析を行うと、結果の悪い部署で誰が原因か特定できてしま

う可能性があり、個人情報保護の観点から問題となることがあります。 

• J促進員は、健康経営の一環や、50 人未満の事業所への義務化を見越して、3年を待

たずにストレスチェック導入を検討する企業が増えていると感じています。 

• 普及に向けた課題 

o 小規模事業所経営者は、ストレスチェックや職場環境改善の生産性向上への効

果を実感しにくく、導入に積極的でない傾向があります。 

o 従業員の定着率向上など、経営的なメリットを明確に提示することが普及の鍵

となります。 

o 導入のハードルを下げるために、複雑な手法ではなく、シンプルですぐに実施

できるようなツールやプログラムを提供することが重要です。 
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ストレスチェック制度について…（1）

１．はじめに
本稿では、建設業で働く人のメンタルヘルス

対策に関連して、ストレスチェック制度の概要
と実際について解説し、建設業労働災害防止協
会が普及を進めているストレスチェックを応用
した取組について紹介する。

２．ストレスチェック制度の概要
事業場における労働者のメンタルヘルスケア

は、労働者が自らのストレスに気付いて適切に
対処できるようにする支援および職場環境を改
善することでメンタルヘルス不調の発生を未然
に防止する一次予防と、メンタルヘルス不調を
早期に発見して必要に応じて専門家に紹介する
など適切な対応を行う二次予防、メンタルヘル
ス不調となった労働者の再発を防止し職場復帰
を支援する三次予防で構成される。
ストレスチェック制度は、労働者のストレス

の状況について定期的に検査をし、その結果を
労働者に知らせて、ストレスの状況について気
付きを促すこと、検査結果を職場の集団で分析
して、職場環境の改善につなげることによって、
メンタルヘルス不調を発生しないようにする一
次予防を主な目的としている。さらに、ストレ
スの高い労働者を早期に把握し、希望者には医
師による面接指導を実施することでメンタルヘ
ルス不調の早期発見・早期対策を図る二次予防

が副次的な目的となる。
ストレスチェック制度は、現在、常時50人以
上の労働者を使用する事業場において、１年以
内ごとに１回の実施が義務付けられている。第
217回国会において、労働安全衛生法および作
業環境測定法の一部を改正する法律が公布さ
れ、今後３年以内に、ストレスチェック制度の
実施義務が、50人未満の労働者を使用する事業
場を含む全ての事業場規模に拡大されることと
なった。集団ごとの分析およびその結果に基
づく職場環境改善等は、事業者の努力義務で
ある。
事業者は、ストレスチェック制度を、各事業
場の実態に即して実施される二次予防および三
次予防も含めた労働者のメンタルヘルスケアの
総合的な取組の中に位置付け、メンタルヘルス
ケアに関する取組方針の決定、計画の作成、計
画に基づく取組の実施、取組結果の評価およ
び評価結果に基づく改善といった一連の取組
（PDCA）を継続的かつ計画的に進めることが
望ましいとされている。
労働者の心の健康の保持増進のための指針で
は、事業場の全員が役割をもってメンタルヘル
スを推進していくことが謳われており、それぞ
れの役割は、四つのケアとして、第１表のよう
にまとめられている。このうち、ストレスチェッ
クを導入することでできることは、下線部分に
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ストレスチェック制度について…（2）

なる。すなわち、ストレスチェック制度は、労
働者の心の健康の保持増進のための指針でࣔさ
れている主要なケアを実施するためのπʔルと
。る͑ݴ

̏．ストレスチェックの࣮ࡍ
ストレスチェックは、事業者による方針の表

明と、実施方法などについて、（安全）衛生ҕ
員会で調査৹ٞが行われた後、実際の検査（ス

トレスチェック）が実施者によって行われる。
ストレスチェックの結果は労働者に௚接௨知さ
れ、労働者は、その結果を見て、ηルϑケアに
役ཱてることになる。ストレスチェックの結果、
高ストレス者と൑அされ、医師との面接指導を
希望する労働者には面接指導が行われる。職場
環境の改善に役ཱてるため、ストレスチェック
結果を一定規模の集団ごとに集計・分析する集
団分析も行われる（第１図）。

ୈ１දɹ労働者の心の健康の保持増進のための指針で謳われている四つのケア

ୈ１ਤ
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ストレスチェック制度について…（�）

̏ʵ１ɹ৬ੑۀストレス؆қௐࠪථ
実際の検査（ストレスチェック）では、職業

ੑストレス؆қ調査ථの使用が推঑されてい
る。職業ੑストレス؆қ調査ථは、職場で؆ศ
に使用できる自هݾ入ࣜの調査ථで、࢓事のス
トレス要Ҽ、ストレス൓応、म০要Ҽの三つで
構成されている。࢓事のストレス要Ҽでは、࢓
事のྔ的ෛ୲、࣭的ෛ୲、਎ମ的ෛ୲、ίント
ϩʔル、対人関܎によるストレスなどが、スト
レス൓応としては、཈うつ、ΠϥΠϥײ、ർ労
気、਎ମयૌなどが、म০要Ҽでは、上׆、ײ
࢘΍ಉ྅による支援が評価できる。職業ੑスト
レス؆қ調査ථには、ඪ४的な57߲目൛と、2�
߲目からなる؆қ൛がある。さらに、80߲目か
らなる৽職業ੑストレス؆қ調査ථもར用され
ている。
̏ʵ２ɹ໘઀ࢦಋ
面接指導は、ストレスチェックの結果、スト

レスの高い者（高ストレス者）としてબ定され、
面接指導をडける必要があると実施者がೝめた
労働者に対して、医師が行う面接と指導である。
ストレスに関連する心਎の状況およびۈ務の状
況などを֬ೝすることにより、౰֘労働者のメ
ンタルヘルス不調のϦスクを評価し、本人に指
導を行うとともに、必要に応じて、事業者によ
る適切なા置につなげる。
面接指導の対৅者は、医師に高ストレス者と

൑அされ、医師との面接指導を希望する労働者
である。面接指導の実施者（面接指導者）は医
師と規定されており、౰֘職場の環境をよくཧ解
している専ଐ・৤ୗの࢈業医を面接指導の実施
者とすることが推঑されている。֎部ҕୗする
場合でも、࢈業医֨ࢿを༗する医師が望ましい。
̏ʵ̏ɹूஂ෼ੳ
ストレスチェックにより、労働者ݸʑ人のス

トレスを௿ݮさせるとともに、検査結果を集団
ごとに集計・分析して、職場におけるストレス
要Ҽを評価し、職場環境の改善につなげること
で、ストレスの要Ҽそのものを௿ݮすることが

められている。実施者は、ストレスチェックٻ
結果を一定規模の集団ごとに集計・分析し、分
析結果は、職場環境の改善のために׆用される。
職業ੑストレス؆қ調査ථを使用する場合
は、集団分析にʮ࢓事のストレス൑定図ʯをར
用できる。ʮ࢓事のストレス൑定図ʯは、職業
ੑストレス؆қ調査ථの߲目のうち、12߲目を
使って作図され、職場のストレスを見͑るԽで
きる（第̎図）。ར用している߲目は、それぞれ、
事のίントϩʔル、上࢘࢓、事のྔ的なෛ୲࢓
およびಉ྅のαϙʔトを測定するもので、高い
ྔ的ෛ୲（要ٻ度）、௿いίントϩʔル、௿い
αϙʔト状態がストレスϑルであることをࣔ
す。࢓事のストレス൑定図では、作図時にࢉग़
される総合健康Ϧスクのಘ఺で、ඪ४的な職場
から、Կύʔηント増しで健康Ϧスクが高いか
の目安がಘられる。

ୈ２ਤɹ࢓事のストレス൑定図

建設機械 2025．9．��
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ストレスチェック制度について…（�）

̏ʵ̐ɹ৬৔ڥ؀վળ
労働者のストレスをܰݮしメンタルヘルス不

調を予防するために、職場環境等を改善する。
集団分析を行うことにより、高ストレスの労働
者がଟい部ॺが明らかになる。౰֘部ॺの業務
内༰΍労働時ؒなどの৘ใと合わせ、事業場΍
部ॺとして࢓事のྔ的・࣭的ෛ୲が高かったり、
पғからのαϙʔトが௿かったりするなど、職
場の健康Ϧスクが高いことがೝめられた場合に
は、職場環境等の改善によりϦスク௿ݮを図る。
ʮ職場環境等ʯには、労働者の心の健康に関
事上のあらΏる要Ҽが含まれる。職場࢓する܎
環境（作業環境、作業方法、労働者の心਎のർ
労の回復を図るための施設および設උ等、職場
生׆で必要となる施設および設උ等）のΈなら
ͣ、労働時ؒ、࢓事のྔと࣭、職場の人ؒ関܎、
職場の組৫および人事労務؅ཧମ制、職場のจ
Խ΍෩౔といった見͑ないストレス要ҼにՃ͑
て、ॵ೤などの෺ཧ的要Ҽ、Խ学෺࣭などのԽ
学的要Ҽ、ײછ঱にጶױするといった生෺学的
要Ҽもメンタルヘルスに関連するストレス要Ҽ
となる。職場の作業環境΍作業方法をよく࡯؍
し、心ཧ的なストレスのݪҼとなるような要ૉ
をϦストアッϓし、これを一つͻとつ改善する
ための計画をたて実行する。
職場環境改善の進め方には、主として事業者

΍（安全）衛生ҕ員会が行う職場環境改善、主
として؅ཧ؂ಜ者が行う職場環境改善およびै
業員ࢀՃܕの職場環境改善がある（第̎表）。
その事業場の状況に合わせて決めてよいし、ど

れかのタΠϓにݻ定をする必要もない。しかし、
Կらかのܗで労働者のҙ見を取り入れる޻෉が
。められるٻ

ձのऔ૊ڠࢭ๷֐ࡂ࿑ಇۀઃݐ．̐
建設業労働災害防止協会（建災防）では、建
設現場におけるメンタルヘルスと職場環境改善
対策として�ʮ建災防方ࣜ健康,:（ݥة予知）と
ແ໊هストレスチェックʯの普及に取り組Μで
いる（IUUQT���XXX�LFOTBJCPV�PS�KQ�TBGF@UFDI�
MFBqFU�pMFT�QBNQIMFU8P@1908�QEG）。 ྆ 者 は、
建設現場の安全施޻αΠクルに組ΈࠐΜで実施
する二つの取組である。
健康,:は、,:׆ಈにおいてਭ຾、৯ཉ、ମ
調に関する三つの໰いかけを職௕から各作業員
にຖ೔܁りฦし行い、೔ʑのମ調のมԽを把握
する取組である。作業લに実施する現஍,:に
おいて、職௕から各作業員に対し、ʮよく຾れ
たかʯʮおいしく（ご൧を）৯΂たかʯʮମ調は
よいかʯという三つの໰いかけを行い、ಉ時に
࢟੎΍表৘等の࡯؍を行って、健康状態を把握
する。健康,:を行って、作業員のମ調に心഑
なことがある場合、職௕は作業ॴ௕等΁ใࠂす
る。ใࠂをडけた作業ॴ௕等は、௚ちに૬ஊ機
関等΁連བྷした方がよいと൑அできる場合をআ
き、よりৄしい健康状態を֬ೝするためʮਭ຾
スίアʯを実施する。ʮਭ຾スίアʯ実施の結果、
総఺਺が一定ಘ఺以上の場合、౰֘作業員がॴ
ଐする事業場΁連བྷするか૬ஊ機関等を紹介す
る、といったྲྀれで、健康上の,:を実施する。

ୈ２දɹ職場環境改善の主導のタΠϓと主な内༰

��　建設機械 2025．9．
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ストレスチェック制度について…（5）

ແ໊هストレスチェックは、建設現場におけ
るਫ਼ਆো害発঱にかかる労働災害の対策には、
ストレス対策がޮ果的と͑ߟられることから、
ਫ਼ਆ面から不安全行ಈ防止およびա労ࢮ・ա労
自ࡴの防止を図Ζうというものである。安全ே
ྱ等、現場にै事するݩ੥ࣾ員、作業員全員が
集合する場で一੪に実施し、その分析結果を౿
ま͑て、より働き΍すい職場環境を実現するた
めの取組で、޻期内にෳ਺回実施する。
建災防方ࣜ健康,:は労働者ݸ人の健康؅ཧ

の取組で、ແ໊هストレスチェックは、ストレ
スチェックを応用した職場のϦスクアηスメン
トと͑ݴる。本稿の主ࢫにそって、ແ໊هスト
レスチェックの۩ମ的な進め方を以下にهす。
̐ʵ１ɹ�ແ໊هストレスチェックͰの
ɹɹɹɹूஂ෼ੳのਐめํ
まͣ、ແ໊هストレスチェック実施にあたり、
現場ॴ௕による作業ॴ方針の表明とともにʮ実
施者（実施੹೚者）ʯをબ೚し、現場での実施
ମ制を੔උする。ແ໊هストレスチェックの実
施は、実施౰೔、安全ேྱの場において現場ॴ
௕等からແ໊هストレスチェックのझࢫおよび
実施方法を説明した後、ݩ੥ࣾ員および作業員
等に職業ੑストレス؆қ調査ථ2�߲目൛を഑布
し回౴してもらう。全員の回౴がऴわったら、
その場で଎΍かに回ऩし、実施者に回౴ࡁΈ調
査ථをૹ付する。実施者は、建設現場用の集計
分析πʔル（ʮ建災防൛ແ໊هストレスチェッ
ク実施ϓϩάϥϜʯ（IUUQT���XXX�LFOTBJCPV�
PS�KQ�TBGF@UFDI�NFOUBM@IFBMUI�UPPM�IUNM）を用
いて集団分析を行う。このϓϩάϥϜは、全国
の建設現場のඪ४஋（全国ฏۉ஋）を基ૅにし
て作成されており、౰֘現場のストレスのಛ௃
を表すʮ࢓事のストレス൑定図ʯとʮストレス
൓応指਺ʯを؆୯にग़力することができる。
̐ʵ２ɹूஂ෼ੳ͔Β৬৔ڥ؀վળ΁
ແ໊هストレスチェックの集団分析結果と事

લに作業ॴ௕および職௕から回౴をಘたʮ職場
環境改善チェックϦストʯの結果を、ʮ職場環

境改善γʔト（3A方ࣜ）ʯに൓өさせながら、
職場環境改善の۩ମ的な取組をબ定する。ここ
で用いるγʔトは、建設޻事ै事者にਁಁして
いるϦスクアηスメントख法を取り入れて作成
されたもので、ʮ࢓事のストレス൑定図ʯによっ
て測定される四つのストレス要Ҽ（࢓事のྔ的
ෛ୲、࢓事のίントϩʔル、上࢘およびಉ྅の
支援）と関連のある�0のチェック߲目について
ʮ֘౰のఔ度ʯおよびʮӨڹ度ʯの؍఺からϦ
スク評価を行い、Ϧスクಘ఺の高いチェック߲
目の༏ઌ度にैって改善策（Ϧスク௿ݮા置）
を決定するものである。
ʮ職場環境改善γʔト（3A方ࣜ）ʯは、γʔ
トにԊってબ୒されたϦスクに対する、Ϧスク
௿ݮા置の۩ମྫがࣔされている。୲౰者は、
۩ମྫをߟࢀに、࠾用したા置と、役割の分୲
を決定し、現場で改善策（Ϧスク௿ݮા置）を
じる。職場環境改善計画のऴ結時に、再度ແߨ
ストレスチェックを実施し౰֘取組の評価໊ه
を行い、次の৽たな取組΁とܨげていく（PDCA
αΠクル）。

̑．͓ΘΓに
建設現場では、ストレスチェック制度が、ड
け入れ΍すいܗでӡ用されている。建設業で働
く人の心の健康޲上のため、༗ޮに׆用されて
いくことが望まれる。

ँࣙ
本稿は、労災࣬පྟচڀݚ事業අิॿۚʮス
トレスチェックの集団分析結果を׆用した職場
環境改善に関する調査（01-250�01）ڀݚʯの成
果෺である。

అɹ໌७
　北里大学　医学部　ڭत

ʲචऀ঺հʳ

建設機械 2025．9．��
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特集
1

「やって終わり」にしない・させない
ストレスチェックNow

はじめに

　2015年 12݄に施行され10年目をܴ͑た本年
5݄の国会で、ストレスチェック制度の50人未
満の事業場義務Խが決まりました。今後�年以内
に施行される予定です。この国会決ٞには、50
人未満の事業場のෛ୲などに഑ྀし、施行までの
े分な४උ期ؒを֬保することがٻめられていま
す。ऺ྆ࢀӃのް生労働ҕ員会の付ଳ決ٞには、
ストレスチェックの実施義務対৅が拡大すること
から、中খྵاࡉ業を支援するため、࢈業保健׆
ಈ総合支援事業に関するମ制੔උを行うとともに、
業保健スタッϑのҭ成に努めることが࢈・業医࢈
。されていますه
　本稿では、ストレスチェック制度が労働者਺
50人未満の事業場にల։されることを೦಄に置
いて、ストレスチェック制度における࢈業ޢ؃職
の役割について੔ཧしたいとࢥいます。

ストレスチェック制度の知識の
おさらい

　ストレスチェック制度は、労働者਺50人以上
の事業場において、年一回以上、労働者のストレ
ス状況を検査し、その結果を本人に௨知すること
で、メンタルヘルス不調のϦスクを௿ݮさせる制
度です。労働者自਎のストレス΁の気づきを促す
とともに、職場改善につなげ、働き΍すい職場づ
くりを進めることによって、労働者のメンタルヘ
ルス不調を未然に防止すること（一次予防）を主
な目的としています。
　ストレスチェックは、労働者が自਎のストレス
状況を知り、必要な対応（ηルϑケア）をとるこ
とを支援します。ストレスチェックを実施した後、
高ストレス者と൑定された労働者が面接指導をड
けることを希望した場合は、医師が面接指導を実
施することになります。このʮ面接指導୲౰医ʯ
は、実施者となっている࢈業医が୲౰することが
望ましいとされています。֎部にҕୗする場合で
も、より面接指導についてのཧ解がある、࢈業医

総論

ストレスチェック制度をめぐる
最新の動向：産業看護職の役割とは

堤 明純
つつみ・あきずみ
北里大学医学部 公衆衛生学単位 教授
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1

ストレスチェック制度のΤϏσϯス

　高ストレス者は、そうでない労働者にൺ΂て、
࣬පٳ業΍཭職のϦスクが増Ճするというใࠂが
あります。ۚ༥業のஉঁ労働者1�
718人を 1年
ؒ௥੻したલ޲きڀݚで、1Χ݄以上の࣬පٳ業
Ϧスクがஉੑ高ストレス者は、そうでないஉੑ労
働者の6�6 ഒ、ঁੑ高ストレス者はそうでないঁ
ੑ労働者の2�8 ഒ増Ճすることが֬ೝされていま
す。࣬පٳ業を高ストレス状況が説明する割合
（集団د༩ݥة割合）は、உੑ2��8ˋ、ঁੑ 21�0
ˋで、高ストレス状況をなくすことで2割の࣬ප
業者をなくすことがՄೳなことがࣔされていまٳ
す（図 1）2）。また、ಉ一ίϗʔトから、ࢀՃ基४
を満たした9
657人を �年൒௥੻した解析では、
཭職がஉੑ高ストレス者で2�9 ഒ増、ঁੑで1�5
ഒ増となり、それぞれの集団د༩ݥة割合は8�2

を༗する医師にґཔすることが望ましいとさ֨ࢿ
れています。
　さらに、ストレスチェックの結果は、集団で分
析することにより、職場環境の改善のためにもར
用Մೳです。集団分析とは、ストレスチェックの
結果を事業場内の一定規模の集団（部または՝な
ど）ごとに集計して、౰֘集団のストレスのಛ௃
および޲܏を分析することをいいます。集団分析
により、高ストレスの労働者がଟい部ॺが明らか
になります。࢓事の要ٻ度ʵίントϩʔルʵαϙ
ʔトϞσルに基づいて։発されたストレス൑定
図 1）を使うと、職場のストレス要ҼをՄࢹԽして
職場の健康Ϧスクを推定することができます。こ
れらにՃ͑て、職場のストレスの要Ҽとなる෺ཧ
的レΠア΢ト、労働時ؒ、作業方法、人ؒ関܎な
どの職場環境を改善することで、労働者のストレ
ス൓応をܰݮしメンタルヘルス不調の発生を予防
しようとする職場環境改善に進むことがՄೳです。

高ストレス者及びそれ以外の労働者の
疾病休業の累積ハザードリスク

ストレス調査後に、男女労働者
（7356人、7362人）を1年間
追跡し疾病休業の発生を観察し
た。

男性
Adjusted HR 6.6 (3.0-14.3)
Population attributable risk 24%

女性
Adjusted HR 2.8 (1.3-5.8)
Population attributable risk 21%

Tsutsumi et al., JOH 2018

疾病休業に対する高ストレス
の集団寄与危険割合は20%超

図 1  高ストレス者およびそれ以外の労働者の疾病休業の累積ハザードリスク
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ˋ、8��ˋでした �）。ストレスチェック制度の結果
をもとにしたストレス対策が、ٳ業΍཭職対策に
つながることがࣔࠦされています。

ストレスチェック制度にお͚Δ
৬の໾ׂޢ؃ۀ࢈

　ストレスチェック制度における࢈業ޢ؃職の役
割は、メンタルヘルスの一次予防を支͑るॏ要な
பの一つです（表 1）。事業者は、労働者に対して、
医師、保健師ຢはް生労働大ਉが定めるݚमをम
ྃしたࣃՊ医師、ޢ؃師、ਫ਼ਆ保健෱࢜ࢱएしく
は公ೝ心ཧ師（以下ʮ医師等ʯという。）による
ストレスチェックを行う、となっており、保健師
およびݚमをमྃしたޢ؃師は、ストレスチェッ
ク制度の実施者になれます。
　実施者は、事業者がストレスチェックのための
調査ථをબ定し、評価方法を決定することを支援

します。ストレスチェックをا画し、結果の評価
に関༩します。さらに、ストレスチェックの結果
を֬ೝし、評価を行います。その΄か、必要に応
じて、実施事務ै事者に指ࣔして行うこととして、
ᶃݸ人のストレスチェック結果についてه࿥を作
成する、ᶄ検査をडけた各労働者΁、ݸ人のスト
レスチェック結果を௨知する、ᶅ集団分析を行い、
その結果を事業者΁ఏڙする、ᶆ面接指導対৅者
に対して、面接指導のਃしग़を行うようק঑する、
などがあります。
　実施者としての役割を୲う࢈業ޢ؃職は、౰֘
事業場をख़知した専門家のཱ場から、その事業場
の実৘にԊうܗでのストレスチェックの実施方法
について、建設的なҙ見をड़΂ることが期଴され
ます。また、労働者のストレスチェックड検は努
力義務ですが、制度のޮ果を高めるためにも、೔
ごΖの労働衛生ڭҭにおいて、労働者にストレス

表 1   ストレスチェック制度における産業看護職の役割

制度運営への参画

・衛生委員会での審議・制度設計に専門的見地から助言
・実施体制の構築（実施者・実施事務従事者の選定など）に関与

ストレスチェックの実施者

・事業者が調査票を選定する際の、専門的な見地からの助言
・高ストレス者の選定基準や評価方法について、専門的な見地からの助言
・ストレスチェック結果に基づき、医師による面接指導が必要かどうかの判断

相談・フォロー体制の整備

・労働者が安心して相談できる環境・体制づくり（含　相談窓口の整備）
・面接指導対象外の労働者への相談対応

職場環境改善への橋渡し

・集団分析結果をもとに、管理監督者と連携して職場改善を提案
・メンタルヘルス対策の実効性を高めるための教育・啓発活動

メンタルヘルス教育

・労働者向けのメンタルヘルス研修や啓発活動
・管理職監督者向けのメンタルヘルス研修や啓発活動
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1

チェックのҙ義を఻͑、ੵۃ的なड検に導きたい
ものです。
　ストレスチェック制度は、たͩ、ストレスチェ
ックを実施することͩけでޮ果が上がるわけでは
ありませΜ。ストレスチェック結果を基に、労働
者がηルϑケアを行い、職場環境の改善に結びつ
くことが؊要です。労働衛生ڭҭを含む೔ごΖの
保健׆ಈを௨じて、ストレスチェック制度のҙ義
と目的をे分にप知・ڭҭするとともに、事業場
の実態に合わせて、ड਍ק঑方法を含めた૬ஊし
΍すい࢓組Έづくりを行っておくことがॏ要です。
すなわち、事લ४උとして、労働者が気ܰに૬ஊ
できるମ制づくり（૬ஊ૭ޱの設置とप知）΍、
労働者΍؅ཧ؂ಜ者޲けのメンタルヘルスݚम΍
められٻ職にޢ業؃࢈、ಈで׆ಈは大切な׆発ܒ
る役割は大きなものがあります。
　以下に、ストレスチェックの中֩をなす、面接
指導と集団分析・職場環境改善について、࢈業؃
。職の役割をৄしくड़΂ますޢ

�ʣ໘઀ࢦಋにؔΘΔ໾ׂ

　高ストレス者のうち、医師の面接指導をडける
割合は、10ʙ15ˋఔ度であることがわかってい
ます �）。医師の面接指導をडけなくても、適切な
ηルϑケアができていれ͹໰୊はありませΜが、
ストレスチェック制度に対するཧ解の不଍΍、ϓ
ϥΠόγʔがकられないのではないかというޡ解
によってストレスチェックの機会が׆かされない
のは࢒೦なことです。労働者が安心してストレス
チェックをडけられるような制度設計とप知に果
たす役割はॏ要です。
職が事લにิॿ面接を行い、必要に応ޢ業؃࢈　
じて、医師による面接指導につなげることもՄೳ
です。医師による面接指導をਃしग़ない労働者に

対しては、௨常の健康૬ஊをར用しての保健指導
΍、健康਍அ後の保健指導も行うことができます。
必要に応じて、ηルϑケアのための৘ใఏڙ΍ड
਍ק঑も行います。
　面接指導対৅者（高ストレス者）でありながら
ਃしग़をしない労働者もいます。લड़のようにิ
ॿ面接で医師の面接指導につなげられることもあ
りますが、そうならない場合、高ストレスの状態
で์置されないよう、健康਍அ後など௨常の保健
指導をར用して૬ஊ΍ϑΥϩʔの機会を設ける、
௚接会う機会が作れなくても、事業場内֎のηル
ϑケアのための৘ใをఏڙする、そのଞの૬ஊ機
関の紹介などの支援をするといった働きかけもՄ
ೳです。

�ʣूஂ෼ੳɾ৬৔ڥ؀վળにؔΘΔ໾ׂ

　ストレスチェック制度の集団分析結果を用いて
行われる職場環境改善についても、࢈業ޢ؃職は
ॏ要な役割を୲います。職場環境の改善は計画的
に行っていくことがॏ要です。ストレスチェック
の検査実施とともに、集団分析΍、職場環境改善
のスケδϡʔルをཱҊする支援をします。集団分
析の結果の把握΍解ऍなど、専門家のཱ場からॿ
します。職場環境改善の実施方法は、その実施ݴ
主ମが、事業者΍安全衛生ҕ員会、؅ཧ؂ಜ者、
労働者ࢀՃܕなど、事業場によってҟなるとࢥわ
れますが、࢈業保健スタッϑには、それぞれ支援
の࢓方があります。
　事業者が自ら、あるいは（安全）衛生ҕ員会に
おいてストレスチェックの集団分析の結果をもと
に労働者のメンタルヘルスにӨڹを༩͑る職場環
境などを評価し、対策をཱҊし実施する、事業者
΍（安全）衛生ҕ員会が主ମとなる職場環境改善
では、組৫ମ制΍制度の見௚しといった大きな՝
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題や集団分析の結果をもとに管理監督者の教育研
修を企画するなどがあります。産業看護職は産業
保健スタッフの一員として、事業者や（安全）衛
生委員会が行う職場環境等の評価への助言や計画
立案の支援を行います。
　管理監督者が主体となる職場環境改善では、一
般に、管理監督者に対して担当部署のストレスチ
ェックの集団分析の結果が示され、それぞれの職
場で職場環境等を評価し、自主的に対策を立案し
実施します。改善内容には、業務スケジュールの
修正や他部署への応援依頼等が含まれます。産業
看護職は、産業保健スタッフの一員として、管理
監督者に対する面談などを通じて、集団分析結果
の読み方や職場環境等の評価の仕方、対策の立案
の支援などを行います。（安全）衛生委員会など
が行う進捗管理や効果の評価も支援します。
　当該部署のストレスチェックの集団分析の結果
をもとに、管理監督者が労働者と話し合いながら、
職場環境などの評価と改善のための計画を検討す
る労働者参加型では、整理整頓や職場のレイアウ
トの変更といった、現場で考案できる、安価です
ぐ実施可能なタスクレベルの改善が行われます。
産業看護職は産業保健スタッフの一員として、労
働者が意見出しをする職場環境改善ワークショッ
プの企画、実施、ワークショップでの意見を反映
した改善計画作成の支援、計画実施のフォローア
ップなどを行います。ワークショップでは、労働
者の間で活発な意見交換がなされ、有効な改善計
画の提案がなされるようにファシリテーターの役
目を務める場合もあると思います。

খن໛ۀࣄ৔΁のٛ຿Խͱ
৬の໾ׂޢ؃ۀ࢈

　精神障害による労災認定件数の増加や、メンタ

ルヘルス不調者の増加を受けて、ストレスチェッ
ク制度の小規模事業場への導入が進められていま
す。産業医の選任義務がない事業場が多いため、
産業看護職が制度運営の中心的な役割を担うこと
が予測されます。
　小規模事業場のメンタルヘルス対策が遅れてい
ることは、わが国の課題です。メンタルヘルス対
策に取り組む事業場の割合は、労働者数50人以
上の事業場で94.3％となっていますが、30〜49
人の事業場では69.1％、10〜29人では 55.3％と、
小規模事業場においては未だ取り組みが低調です。
ストレスチェックを実施している事業場の割合は、
50人以上の事業場で89.8％、実施が努力義務で
ある30〜49人の事業場で57.8％、10〜29人の事
業場で58.6％となっています。集団分析を実施し
た事業所の割合は、50人以上の事業所で80.0％、
30〜49人の事業場で72.9％、10〜29人の事業場
で73.5％となっています。併せて、職場環境改善
の実施状況については、集団分析結果を活用した
事業所の割合は50人以上の事業所で82.2％、30
〜49人の事業場で75.2％、10〜29人の事業場で
73.9％となっています 5）。ストレスチェックおよ
び集団分析の結果を活用した職場環境改善の実施
率は、少しずつ上昇していますが、実効性のある
活動になることが大切です。
　小規模事業場でメンタルヘルス対策が進まない
のは、リソースが不足していることも一因です。
今後、ストレスチェック制度が小規模事業場に拡
充されるにあたって、地域における保健活動がま
すます重要になります。例えば、単純に計算して
も、面接指導の人数は数万人規模で増加すると思
われます。今後、労働者数50人未満の事業場に
拡大すると、地域産業保健センター（地産保）な
どによる支援の必要性が増大します。
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「やって終わり」にしない・させない
ストレスチェックNow

特集

1

　খ規模事業場でストレスチェック制度が実施さ
れる場合の実務上の՝୊としては、表 2のよう
なことがڍがっています 6）。૝定される࢈業ޢ؃
職の対応ですが、まͣ、࢈業医が不在となる状況
に対して、医師との連ܞମ制の構ங、面接指導の
ޢ঑は大きな役割になります。ϓϥΠόγʔ保ק
も大きな࿦఺です。খ規模事業場ではݸ人ಛ定の
Ϧスクが高いため、ϓϥΠόγʔ഑ྀのӡ用設計
がॏ要になります。結果௨知・保ଘの適正ӡ用、
ಉҙ取ಘの支援といった৘ใ؅ཧ面でも࢈業ޢ؃
職の役割が期଴されます。その΄か、ストレスチ
ェックの実施は、ݪଇとして֎部ҕୗが推঑され
る方޲ですが、実施ίストも՝୊です。事業者が

ストレスチェック制度に主ମ的に取り組Μでいく
ために、൴らに対する֎部ҕୗઌબ୒に関するॿ
められるՄೳੑもٻ用のఏҊなどが׆ॿ成ۚ、ݴ
あります。もちΖΜ、ैདྷの集団分析の実施と職
場環境改善ఏҊのϑΥϩʔも期଴されます（表 3）。

·ͱめ

職は、ストレスチェック制度をӡӦすޢ業؃࢈　
るための୯なるิॿ者ではなく、職場のメンタル
ヘルスจԽをҭてるΩʔύʔιンです。࢈業ޢ؃
職はストレスチェック制度のʮ୲いखʯとして、
実施からϑΥϩʔアッϓ、職場改善まで一؏して

表 2   50人未満の事業場に即した実施体制・実施方法などについてマニュアルで示されるべきポイント

・労働者のプライバシー保護の観点、職場の人間関係に対する配慮 
・衛生委員会などの設置がない場合の、関係労働者の意見を聴く方法 
・ ストレスチェックの実施を労働者のプライバシー保護の観点から外部委託する場合であっても、事業者としてス
トレスチェック制度に主体的に取り組んでいくための実施内容 

・ 産業医の選任の有無や安全衛生推進者または衛生推進者の選任の有無、10人未満などの特に小規模な事業場など
のケースごとに、現状に即した取り組み可能な実施内容 

・集団分析・職場環境改善の対応が困難な単位集団のケースにおける対応など 
・地域産業保健センターなどの支援の活用

表 3   特に小規模事業場導入時に関わってくるストレスチェッ
ク制度における産業看護職の新しい役割

制度導入支援・体制整備

・実施体制の構築（実施者・事務従事者の選定）
・外部委託先の選定支援や、実施マニュアルの整備
・衛生委員会が設置されていない場合の代替的な助言機能

ストレスチェックの実施者としての活動

・調査票の選定、実施、結果通知、面接指導の勧奨など
・高ストレス者への面接指導の必要性判断と医師への橋渡し
・面接指導後の職場環境改善提案（特に産業医不在時）
・集団分析結果の活用と、改善提案の実施支援

個人情報保護

・プライバシー配慮の運用設計への助言
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ؔ༩することがظ଴されます。ಛに小規模事業場
では、産業保健のઐ໳性を࣋つ人ࡐがݶられてい
るため、産業看護職の役割はより実ફ的なもの、
แׅ的なものになってい͘でしΐう。

ँࣙ
　ຊߘは、労災࣬පྟচ研ڀ事業අ（250301�1）
ʮストレスチェックの集団分析結果を活用した職
場環境改善にؔする調ࠪ研ڀʯの成果の一部です。
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1Ҫ上΄かɿBJSQを用いた集団分析とその׆用についての޻෉

抄録：目的：職業ੑストレス؆қ調査ථ（Brief Job Stress 
Questionnaire, BJSQ）を用いたストレスチェック結果に基
づく集団分析に関する޻෉事ྫを੔ཧすることを目的と
した．対象と方法：γスςϚςΟックレϏϡʔを行った．
2023年 8݄ 7೔に医中ࢽWebɼ2023年 9݄28೔にPubMed
を用いてจݙの検ࡧを実施した．組Έ入れ基४はɼᶃ労
働者を対৅としてɼᶄBJSQか৽BJSQを用いた調査を行
いɼᶅ集団分析を行ってɼᶆストレスチェック制度実施
Ϛχϡアルにࡌهされたඪ४的な方法にとどまらない޻
෉が集団分析あるいはその׆用に関してใࠂされɼᶇ೔
本ޠかӳޠで表هされているものとした．ڀݚ分୲者 2
໊でٞ࿦の上で本ڀݚに組Έ入れɼその内༰を࣭的に要
໿した．結果：医中ࢽWebの検ࡧでは204݅ɼPubMedの
検ࡧでは94݅がநग़されɼうち޻෉があったと൑அした
30事ྫを組Έ入れた．BJSQ΍৽BJSQの߲目を用いた集
団分析の޻෉ではɼ࢓事のストレス൑定図の作成に必要
な߲目ͩけでなくɼBJSQの全߲目を分析対৅としてৄ
な職場環境の把握に努めていたྫがೝめられた．BJSQࡉ
΍৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した޻෉ではɼ労働生ੑ࢈
を測定して BJSQの各߲目との関連を検౼しɼ改善を行
う職場環境の༏ઌॱ位の検౼に役ཱてていたྫがあった．
集団分析結果のϑΟʔυόックに際しての޻෉ではɼ支
援者が؅ཧ職との面ஊを行い職場の実態とつなげて結果

を解ऍする支援が行われているྫがあった．アクγϣン
ϓϥンのཱҊの޻෉ではɼ事業場内のྑ޷事ྫを集ੵす
ることでٞ࿦をޮ཰Խするྫがೝめられた．考察と結
論：集団分析΍その׆用にあたってはɼ集団分析に使用
する BJSQ΍৽BJSQの߲目に対する޻෉ɼBJSQ΍৽
BJSQにՃ͑てଞの指ඪをซ用する޻෉ɼϑΟʔυόッ
クに際して結果のฦ٫にՃ͑て面ஊ等を組Έ合わせる޻
෉ɼおよびطଘのアクγϣンチェックϦストにՃ͑て事
業場内のྑ޷事ྫを集ੵする޻෉等がೝめられた．本ݚ
෉の実ફྫを੔޻用に関する׆はɼ集団分析とのそのڀ
ཧしたことでɼ今後の集団分析΍職場環境の改善׆ಈに
おいてߟࢀとなる৘ใをఏࣔした．一方ɼ組Έ入れた事
ྫのଟくがɼ実ફした内༰のใࠂにとどまっておりɼ޻
෉によるޮ果にݴ及した事ྫはۃめてগなかった．
（15–1 :（1）68 ;2026 ࢽ衛࢈）
doi: 10.1539/sangyoeisei.2025ô009-E

キーワードɿMental health, National policy, Stress check, 
Psychosocial work environment improvement, Workers

1．研究目的

　わが国のストレスチェック制度におけるストレス
チェックɼおよび集団分析にはɼ職業ੑストレス؆қ調
査ථ（Brief Job Stress Questionnaire, BJSQ）1, 2）を使用する
ことが推঑されている．BJSQは57߲目で構成されʮ࢓
事のストレス要Ҽʯɼʮ心਎のストレス൓応ʯɼʮपғのα
ϙʔトʯの 3ྖҬを測定できるのにՃ͑ɼ2012年に։発
された৽BJSQ3）はඪ४൛84߲目ɼ୹ॖ൛23߲目（BJSQの
57߲目に௥Ճした場合ɼඪ४൛141߲目ɼ୹ॖ൛80߲目）

15–1 :（1）68 ;2026 ࢽ衛࢈

総　説

職業性ストレス簡易調査票を用いた集団分析とその活用の工夫： 
システマティックレビューによる組み入れ論文から抽出した30事例
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で構成されɼ部ॺレϕル΍事業場レϕルのʮ࢓事のݯࢿʯ
の΄かɼϫʔク・ΤンήΠδメントɼ職場のιʔγϟ
ル・Ωϟϐタルɼϋϥスメントなども測定できる．
BJSQɼおよび৽BJSQはɼଟ༷な࢓事のストレス要Ҽを
部ॺ΍άルʔϓผに集計できる΄かɼ࢓事のストレス൑
定図4）を使用してকདྷの࣬පٳ業に対するϦスクをࢉग़
することができる．しかしɼྩ࿨ 5年の労働安全衛生調
査（実態調査）5）ではɼストレスチェックを実施した事業
場のうちɼ集団分析を実施しɼかつ結果を׆用した事業
場は全ମの54.0ˋにとどまっていた．これまでのෳ਺の
からɼ୯にストレスチェックをड検するͩけでなくɼڀݚ
その後の職場環境改善もซせて実施することでɼ労働者
の心ཧ的ストレス൓応が改善することがࣔࠦされてい
る6ô9）．第14次労働災害防止計画でもʮストレスチェック
結果をもとに集団分析を行いɼその集団分析を׆用した
職場環境の改善まで行うことでɼメンタルヘルス不調の
予防をڧԽするʯとしている．職場環境改善のख法につ
いてはൢࢢのॻ੶などで৘ใがఏڙされているもののɼ
集団分析結果から職場環境改善につなげるϊ΢ϋ΢のগ
なさが指ఠされてきた10, 11）．集団分析結果の׆用にあ
たってはストレスチェック制度実施Ϛχϡアル12）のࡌه
ͩけではɼ৘ใが不଍しているՄೳੑがある．
　ストレスチェック制度実施Ϛχϡアル12）ではɼ集団分
析の۩ମ的な方法として BJSQを使用する場合はʮ࢓事
のストレス൑定図ʯによることが適౰であることɼBJSQ
ではないಠ自の߲目を用いる場合にはɼʮ࢓事のストレス
൑定図ʯをߟࢀとしつつɼこれまでのڀݚ΍実ફ事ྫを
業において適切な集計・分析方法をاとしながら各ߟࢀ
定めることɼ集団分析結果に基づき適切なા置をͣߨる
にあたって医師ɼ保健師ɼ心ཧ職などからા置に関する
ҙ見をௌきɼॿݴをडけることが望ましいことɼા置の
内༰には集団分析結果ͩけでなく؅ཧ؂ಜ者΍労働者ɼ
さࡌهҊすることがצ業保健スタッϑからの৘ใ等も࢈
れておりɼ׆用ྫでは集団分析結果の見方΍職場環境改
善の進め方について؅ཧ؂ಜ者޲けの説明会΍ݚमを行
う場の設定などが紹介されている．
　ઌ行ڀݚにはɼストレスチェック制度の実施状況とそ
のޮ果を検౼したγスςϚςΟックレϏϡʔがある13）．
このڀݚではɼ総説ɼ学会ঞ࿥ɼใࠂॻɼおよび査ಡを
डけていないจݙをআく18݅のจݙを組Έ入れているがɼ
集団分析に関連したจݙは集団分析΍職場環境改善の実
施཰をใࠂした 2݅にとどまりɼ΄かは労働者ݸ人のス
トレス൓応の評価΍その対応ɼストレスチェックの実施
཰΍ड検཰といったࡌهにݶられていた．ストレス
チェック制度実施Ϛχϡアルɼあるいはݪஶ࿦จを中心
としたจݙのレϏϡʔからではɼ集団分析を職場環境改
善までつなげるための۩ମ的な޻෉についてのࣔࠦをಘ
ることがे分にできない．一方ɼઌ行するγスςϚ

ςΟックレϏϡʔ13）で対৅とならなかった総説等ではɼ
集団分析結果の׆用に際してɼBJSQに৽たな߲目を௥
Ճすることでよりਂく職場の実態を把握し職場環境の改
善につなげることができるՄೳੑ΍14）ɼ職場の՝୊をؑ
Έɼかつ職場環境改善に׆用できるかどうかというࢹ఺
で集団分析のଐੑ΍分析࣠を検౼する΂き15）といったこ
とがݴ及されている．
　したがってɼ集団分析における۩ମ的な޻෉に関する
知見を要໿するにはɼΤϏσンスレϕルが必ͣしも高く
ない総説΍学会ঞ࿥におけるใࠂを޿くऩ集する必要が
ある．これらのใࠂを要໿することはɼ۩ମ的な޻෉を
られる．し͑ߟ業保健現場で実ફすることに役ཱつと࢈
かしɼ上هを目的としたγスςϚςΟックレϏϡʔはೝ
められない．以上から本ڀݚではɼ総説΍学会ঞ࿥を含
めたଟ༷なจݙを対৅にɼBJSQあるいは৽BJSQを用い
てストレスチェックを行いɼ集団分析に関する޻෉をՃ
͑た事ྫを޿くऩ集しɼ੔ཧすることを目的とした．

ù．研究方法

　集団分析とその׆用について޻෉を行った事ྫをऩ集
するためɼThe PRISMA 2020 statement16）をࢀরしɼγス
ςϚςΟックレϏϡʔを行った．2023年 8݄ 7೔に医中
Webɼ2023年ࢽ 9݄28೔にPubMedを用いてจݙの検ࡧを
実施した．医中ࢽWebでは検ࣜࡧをɼ（職業ੑストレス؆
қ調査ථ/AL or ストレスチェック/AL or BJSQ/AL）and
（集団分析/AL or 職場環境改善/AL）とした．PubMedで
はɼlbrief job stress questionnairez΍lgroup stress surveyzな
どを含む医中ࢽWebの検ࣜࡧとಉ義のӳจで検ࡧした．
表 1に検ࣜࡧの全จをࣔす．検ࡧ時にϑΟルタʔは使用
しなかった．さらにɼ2023年12݄にڞஶ者から検ࡧ࿙れ
のՄೳੑを指ఠされ紹介された関連จݙを௥Ճした．จ
のநग़にあたりɼ組Έ入れ基४はɼᶃ労働者を対৅とݙ
してɼᶄBJSQか৽BJSQを用いた調査を行いɼᶅ集団分
析を行ってɼᶆストレスチェック制度実施Ϛχϡアルに
෉が集団分析޻されたඪ४的な方法にとどまらないࡌه
あるいはその׆用に関してใࠂされɼᶇ೔本ޠかӳޠで
表هされているものとした．さらに組Έ入れ基४のうち
ᶆの޻෉については以下のいͣれかに֘౰することとし
た．この൑அ基४はɼڀݚάルʔϓで協ٞしてあらかじ
め定めたものである．
1． ストレスチェック制度実施Ϛχϡアルにはʮ࢓事の
ストレス൑定図ʯを集団分析に用いることがすすめ
られているがɼ集団分析に用いられたそれ以֎の方
法がࡌهされている

2． ストレスチェック制度実施Ϛχϡアルでは BJSQ/৽
BJSQの使用が推঑されているがɼBJSQ/৽BJSQͩ
けでなくଞの指ඪをซ用したことがࡌهされている
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ද 1．PubMedの検ࡧで用いた検ࣜࡧ
(`brief job stress questionnaire` OR BJSQ OR ((stress AND check) OR stress-check))
AND
(bgroup stress survey` OR bgroup analysis` OR bstress survey on a team basis`)
AND
(lOccupational Groupsz[Mesh] OR lOccupational Healthz[Mesh] OR lenterprise*z[tiab] OR lbusiness*z[tiab] OR lemployedz[tiab] OR lemployee*z[tiab] 
OR lemployer*z[tiab] OR lemployment*z[tiab] OR linformal sector*z[tiab] OR linformal work*z[tiab] OR llaborer*z[tiab] OR llabourer*z[tiab] OR loccu-
pation*z[tiab] OR lpersonnel*z[tiab] OR lprofessionalz[tiab] OR lprofessionalsz[tiab] OR lstaffz[tiab] OR lstaffing*z[tiab] OR lvocationz[tiab] OR lvoca-
tionsz[tiab] OR lworkerz[tiab] OR lworkersz[tiab] OR lworkforcez[tiab] OR lworkplace*z[tiab] OR lwork place*z[tiab] OR lworksite*z[tiab] OR lwork 
site*z[tiab] OR laidez[tiab] OR laidesz[tiab] OR laudiologist*z[tiab] OR lambulance*z[tiab] OR lcare assistant*z[tiab] OR lclinician*z[tiab] OR lcoast-
guard*z[tiab] OR lcoast guard*z[tiab] OR ldentist*z[tiab] OR ldetective*z[tiab] OR ldisaster responder*z[tiab] OR ldoctor*z[tiab] OR ldomestic health 
carez[tiab] OR ldomiciliary care*z[tiab] OR lemergency service*z[tiab] OR lemergency responder*z[tiab] OR lemergency medicalz[tiab] OR lfirefighter*z
[tiab] OR lfire fighter*z[tiab] OR lfirst responder*z[tiab] OR lgeneral practitioner*z[tiab] OR lhealth care provider*z[tiab] OR lhealthcare provider*z[tiab] 
OR lhealth visitor*z[tiab] OR lhome care service*z[tiab] OR lhumanitarian aid*z[tiab] OR lhumanitarian relie*z[tiab] OR lhumanitarian service*z[tiab] OR 
llaw enforc*z[tiab] OR llifeguard*z[tiab] OR llife guard*z[tiab] OR lmedical resident*z[tiab] OR lmedicz[tiab] OR lmedicsz[tiab] OR lnurse*z[tiab] OR 
lnursingz[tiab] OR lmidwi*z[tiab] OR lparamedic*z[tiab] OR lpolicemenz[tiab] OR lpolicemanz[tiab] OR lpolice menz[tiab] OR lpolice manz[tiab] OR 
lpolice womenz[tiab] OR lpolice womanz[tiab] OR lpolice officer*z[tiab] OR lfiremenz[tiab] OR lfiremanz[tiab] OR lfire menz[tiab] OR lfire manz[tiab] 
OR lfire womenz[tiab] OR lfire womanz[tiab] OR lpharmacis*z[tiab] OR lpsychologist*z[tiab] OR lphysician*z[tiab] OR lpractitioner*z[tiab] OR lrelief 
work*z[tiab] OR lrescuer*z[tiab] OR lrescue work*z[tiab] OR ltherapist*z[tiab] OR lveterinaria*z[tiab])
AND
(lEmployee Grievancesz[Mesh] OR linservice training*z[tiab] OR lin service training*z[tiab] OR lorganizational intervention*z[tiab] OR lorganisational 
intervention*z[tiab] OR lparticipatory intervention*z[tiab] OR lteam intervention*z[tiab] OR lWork Schedule Tolerancez[Mesh] OR lcompressed hour*z
[tiab] OR lcompressed work*z[tiab] OR lcompressed week*z[tiab] OR lday-timez[Tiab] OR lflexible schedule*z[tiab] OR lflexible work*z[tiab] OR 
linflexible schedule*z[tiab] OR linflexible work*z[tiab] OR lfull-timez[Tiab] OR lgig economyz[tiab] OR llong hour*z[tiab] OR lnight-timez[Tiab] OR 
lnight shift*z[tiab] OR lovertime*z[tiab] OR lpart-timez[Tiab] OR lrecoveryz[tiab] OR lremote work*z[tiab] OR lshift work*z[Tiab] OR lself-schedulingz
[tiab] OR ltemporary work*z[Tiab] OR lwork schedule*z[tiab] OR lworking schedule*z[tiab] OR lworking hour*z[Tiab] OR lwork hour*z [tiab] OR 
lworking timez[Tiab] OR lwork shift*z[Tiab] OR lzero hour*z[tiab] OR (llifez[tiab] AND lbalancez[tiab]) OR (lwork*z[tiab] AND llifez[tiab] AND lbal-
ancez[tiab]) OR (llifez[tiab] AND lfamilyz[tiab]) OR (lreconcilingz[tiab] AND lwork*z[tiab]) OR (llivingz[tiab] AND lworkingz[tiab]) OR lwork overload*z
[Tiab] OR lwork over-load*z[Tiab] OR lwork pacez[tiab] OR ltime pressure*z[Tiab] OR ldecision latitudez[Tiab] OR ldemand resource*z[Tiab] OR leffort 
reward*z[Tiab] OR lhigh demand*z[Tiab] OR ljob controlz[Tiab] OR ljob demand*z[Tiab] OR ljob strainz[Tiab] OR llack of controlz[Tiab] OR ltask 
restructur*z[tiab] OR llow controlz[Tiab] OR lwork demand*z[Tiab] OR lwork controlz[Tiab] OR lwork influence*z[Tiab] OR lwork strainz[Tiab] OR 
lboredomz[Tiab] OR lcopingz[Tiab] OR ((lcontrolz[tiab] OR lunpleasantz[tiab] OR laversivez[tiab]) AND ltask*z[tiab]) OR ljob contentz[tiab] OR 
monoton*[tiab] OR lunder stimulat*z[tiab] OR lBullyingz[Mesh] OR lInterpersonal Relationsz[Mesh] OR lPrejudicez[Mesh] OR lSocial Discriminationz
[Mesh] OR lharassment, non-sexualz[Mesh] OR lageismz[Tiab] OR laggressionz[tiab] OR lbullyingz[Tiab] OR ldiscriminationz[Tiab] OR linterpersonal 
relation*z[Tiab] OR lharass*z[Tiab] OR lhomophobiaz[Tiab] OR lmicroaggressionz[tiab] OR lprejudicez[tiab] OR lracismz[Tiab] OR lsexismz[Tiab] OR 
lsilent workplace*z[Tiab] OR lsocial capitalz [Tiab] OR lsolitary work*z [tiab] OR lisolated work*z [tiab] OR lsupervisionz[tiab] lvictimization*z[Tiab] 
OR lwork place conflict*z[Tiab] OR lworkplace violen*z[Tiab] OR lwork place violen*z[Tiab] OR llean managementz[tiab] OR lrisk managementz[Mesh] 
OR lrisk managementz[tiab] OR lsafety managementz[tiab] OR lwork environmentz[tiab] OR lworking environmentz[tiab] OR lwork condition*z[tiab] OR 
lworking condition*z[tiab] OR lwork organizationz[tiab] OR lwork designz[tiab] OR lOrganizational Culturez[Mesh] OR lOrganizational Policyz[MeSH] 
OR lleadershipz[Mesh] OR lcommunication*z[tiab] OR lorganisational culturez[tiab] OR lorganizational culturez[tiab] OR lorganisational functionz[tiab] 
OR lorganizational functionz[tiab] OR lorganisational injustice*z[Tiab] OR lorganizational injustice*z[Tiab] OR lhealth and safetyz[tiab] OR lorganisational 
justice*z[Tiab] OR lorganizational justice*z[Tiab] OR lleadershipz[tiab] OR llean productionz[Tiab] OR llean managementz[tiab] OR llabour relation*z
[tiab] OR lmanagement practice*z[tiab] OR lmanagement culturez[tiab] OR lmanagement measure*z[tiab] OR ((lparticipationz[tiab] or linvolvementz[tiab]) 
AND ldecision making*z[tiab]) OR lorganisational policyz[tiab] OR lorganizational policyz[tiab] OR lorganisational policiesz[tiab] OR lorganizational 
policiesz[tiab] OR lpsychosocial risk*z[tiab] OR lprocedural justicez[tiab] OR lprocedural injusticez[tiab] OR lclear rolez[tiab] OR lskill discretion*z[Tiab] 
OR lrole ambiguityz[Tiab] OR lrole conflict*z[Tiab] OR lrole clarityz[tiab] OR lunclear rolez[tiab] OR lwork role*z[Tiab] OR lPersonnel Downsizingz
[Mesh] OR lStaff Developmentz[Mesh] OR lEmployee Performance Appraisalz[Mesh] OR lcareer developmentz[tiab] OR ljob securityz[Tiab] OR ljob 
insecurityz[Tiab] OR lover skilledz[tiab] OR lperformance evaluationz[tiab] OR lprofessional developmentz[tiab] OR ((lworkz[tiab] OR ljobz[tiab]) AND 
lpromotionz[tiab]) OR lstaff developmentz[Tiab] OR lunder skilledz[tiab] OR lteam buildingz[tiab] OR lteambuildingz[tiab] OR (lteamz[tiab] AND lpar-
ticipatoryz[tiab]) OR lteamwork*z[tiab] OR ((lteam*z[tiab] OR lco workerz[tiab] OR lcolleague*z[tiab] ) AND (lworkz[tiab] OR lbuildingz[tiab] OR 
lprogram*z[tiab])))
AND
((lMental Disordersz[Mesh] OR lMental Healthz[Mesh] OR lPsychology, Industrialz[Mesh] OR lStress, Psychologicalz[Mesh] OR ladjustmentz[tiab] OR 
laffective disorder*z[tiab] OR lanxiet*z[tiab] OR lbipolar*z[tiab] OR lburn out*z[tiab] OR lburnout*z[tiab] OR lCMDz [tiab] OR ldepressi*z[tiab] OR 
leating disorder*z[tiab] OR lmental disorder*z[tiab] OR lmental health*z[tiab] OR lmental illness*z[tiab] OR lmood disorder*z[tiab] OR lobsessive com-
pulsive disorder*z[tiab] OR locdz[tiab] OR lpanic disorder*z[tiab] OR lphobi*z[tiab] OR lpost traumatic*z[tiab] OR lpsychiatric diagnos*z[tiab] OR 
lpsychiatric disease*z[tiab] OR lpsychiatric disorder*z[tiab] OR lpsychiatric illness*z[tiab] OR lpsychological disorder*z[tiab] OR lpsychos*z[tiab] OR 
lpsychotic*z[tiab] OR lpsychological distress*z[tiab] OR lptsdz[tiab] OR lptssz[tiab] OR lsomatoform disorder*z[tiab] OR lschizophren*z[tiab] OR 
lstress*z[tiab]) OR
(lOptimismz[Mesh] OR lPersonal Satisfactionz[Mesh] OR lSelf Conceptz[Mesh:NoExp] OR lSelf Efficacyz[Mesh] OR lSelf-Controlz[Mesh] OR llife 
engag*z[tiab] OR llife satisf*z[tiab] OR lmeaning of lifez[tiab] OR lpurpose in lifez[tiab] OR lpositive affect*z[tiab] OR lpositive emotion*z[tiab] OR 
lresilien*z[tiab] OR lself concept*z[tiab] OR lself control*z[tiab] OR lself efficac*z[tiab] OR lself esteem*z[tiab] OR lswbz[tiab] OR lwell being*z[tiab] 
OR lwellbeing*z[tiab] OR lJob Satisfactionz[MeSH] OR ljob satisf*z[tiab] OR lwork satisf*z[tiab] OR lwork engag*z[tiab]) OR
(lWork Capacity Evaluationz[Mesh] OR leffectivenessz[tiab] OR lemployabil*z[tiab] OR lpresenteeism*z[tiab] OR lproductivit*z[tiab] OR lwork abilit*z
[tiab] OR lwork capacit*z[tiab] OR lwork disabilit*z[tiab] OR lwork function*z[tiab] OR lwork participati*z[tiab] OR lwork performan*z[tiab]))
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3． ストレスチェック制度実施Ϛχϡアルでは集団分析
結果を׆用するためɼ集団分析結果の見方΍職場環
境改善の進め方について؅ཧ؂ಜ者޲けの説明会΍
मを行うことが紹介されているがɼそれ以֎に集ݚ
団分析結果が׆用されるため؅ཧ؂ಜ者などに୲౰
部ॺの集団分析結果を౉す際に行ったことがࡌهさ
れている

4． ストレスチェック制度実施Ϛχϡアルでは集団分析
結果に基づき適切なા置をͣߨるにあたって医師ɼ保
健師ɼ心ཧ職などからા置に関するҙ見をௌきɼॿ
をडけることが望ましいとされているがɼそれ以ݴ
֎に適切なા置の検౼のため行ったことがࡌهされ
ている

σβΠン΍ɼޮ果測定の༗ແについては組Έ入れ基ڀݚ
४には含めなかった．集団分析に関連する޻෉を໢ཏ的
にऩ集するためɼ本ڀݚのจݙ検ࡧに際してはɼ࿦จͩ
けでなく学会ঞ࿥も組Έ入れ対৅とした．組Έ入れのՄ
൱൑அはɼ࢈業医としてストレスチェック制度にै事し
たݧܦ（ 8年ؒおよび 2年ؒ）を持つ医学ڀݚՊの公ऺ
衛生学ܥത࢜՝ఔ大学Ӄ生 2໊が行った（RI, YS）． 2໊
の൑அが不一கの場合は合ٞの上で決定することとしɼ
それでも合ҙにࢸらない場合にはڀݚ੹೚者（AT）に൑
அを͙ڼこととした．
　組Έ入れとしたจݙはɼストレスチェックの実施に使
用している調査πʔルはԿか（BJSQを用いているかɼ৽

BJSQを用いているかɼBJSQあるいは৽BJSQ以֎のई
度もซ用しているか）ɼ集団分析の評価߲目はԿかɼ集団
分析結果のϑΟʔυόックの޻෉ɼ集団分析結果に基づ
き適切なા置をͣߨるにあたってのアクγϣンϓϥン
（ʮ୭がいつまでにԿをするかʯといった۩ମ的な行ಈ΍
खॱをࣔした計画）のཱҊの༗ແ΍޻෉について੔ཧし
た．நग़したจݙを組Έ入れ作業を行った 2໊で要໿し
た．
　本ڀݚはطଘڀݚのレϏϡʔでありɼώトを対৅とし
なかったためɼྙཧ的഑ྀはٻめられなかった．また本
．はレϏϡʔϓϩトίルをొ࿥しなかったڀݚ

ú．研究結果

　事ྫのબ定ϓϩηスを図 1にࣔす．医中ࢽWebでは204
݅ɼPubMedでは94݅がநग़されɼڞஶ者から検ࡧ࿙れ
のՄೳੑを指ఠされた 2݅のจ18 ,17ݙ）を௥Ճした．この
うちɼ組Έ入れ基४に合கした31จݙをநग़した．組Έ
入れたจݙの概要を表 2にࣔす．จݙ਺は31であったがɼ
จݙ൪߸40と41はಉじ໊ࣾのಉ੏ಉ໊のஶ者でɼಉ༷の
取組Έがใࠂされていたためಉ一事ྫと͑ߟɼ事ྫ਺は
30とした．組Έ入れ基४のうち޻෉についての൑அ基४
である1–4でɼ࠷もۙいものに事ྫを分ྨしɼそれぞれ
ʮ 1．集団分析に使用する BJSQ/৽BJSQの߲目に対する
෉ʯɼʮ޻ 2．BJSQ/৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分

データベースでの検索: 
医中誌 (n = 204) 
PubMed (n = 94) 

除外: 重複 (n = 0) 

取得した⽂献 
(n = 298) 

フィルターによる除外: (n = 0)

組み⼊れ基準で評価した⽂献 
(n = 298) 

除外: 
BJSQ、あるいは新 BJSQを
⽤いていなかった (n = 221) 
集団分析やその活⽤に⼯夫が
認められなかった (n = 47) 

共著者から検索漏れを 
指摘された⽂献 (n = 2) 

組み⼊れ基準で評価した⽂献 
(n = 2) 

除外: 
BJSQ、あるいは新 BJSQを
⽤いていなかった (n = 1) 

レビューに組み⼊れた⽂献
(n = 31) 

データベースを⽤いた⽂献の同定 他の⽅法による⽂献の同定 

検
索

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

組
み
⼊
れ

取得した⽂献 
(n = 2) 

フィルターによる除外: (n = 0)

ਤ 1．จݙબ定のϑϩʔチϟʔト
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析の޻෉ʯɼʮ 3．集団分析結果のϑΟʔυόックの޻
෉ʯɼʮ 4．アクγϣンϓϥンの作成の޻෉ʯとした．事
ྫによってはɼ 2つの分ྨにまたがっているものもあっ
た．30事ྫはɼ13の࿦จと17の学会ঞ࿥にࡌܝされてい
た．組Έ入れた事ྫにはɼ޻෉した取組Έとその結果が
されࡌه෉した取組ΈのΈが޻されているものとɼࡌه
その結果のࡌهがないものがあった．以下に分ྨした事
ྫの要໿をྻڍする．なおɼそれぞれの分ྨの中でɼෳ
਺Έられる޻෉についてはଟいॱにまとめてྻڍした．

3ô1． 集団分析に使用する BJSQ/৽BJSQの߲目に対する
෉޻

1）BJSQの全ての߲目を集団分析に用いた事ྫ
　໺上ら19, 20）は࢓事のストレス൑定図がʮ 4つのई度ɼ
࣭໰57߲目中12߲目にݶ定されるためɼ全ମ޲܏がつか
Έ΍すい൓面ɼその部ॺのಛ৭を൑அするにはݶքʯが
あるとしてɼ57の߲目全てを使用したストレスϓϩ
ϑΟʔルを作成しɼॴଐผの΄かɼ年ྸɼ職छɼ࢒業時
ؒなどの૚ผにも分析し結果を検౼した．
ಓら21）は健康ϦスクͩけでなくɼBJSQ各߲目に対すٶ　
る回౴の分布΍ɼ事業場内の集団ؒでのൺֱができるࢄ
布図を作成し各職場੹೚者に഑布した．

2） 総合健康Ϧスクの改善΍高ストレス者割合の௿ݮと
関連する指ඪを検౼した事ྫ

໦ら22）はɼϫʔク・ΤンήΠδメントとストレス൓ࠇ　
応からࢉग़する指਺を組৫健康度としてɼ各部ॺの組৫
健康度をࢉग़しɼ組৫健康度の改善が総合健康Ϧスクの
改善΍部ॺ内の高ストレス者割合の௿ݮにつながること
を֬ೝした．またɼ組৫健康度からੑ׆Խɼ不ੑ׆Խɼ
ർฐ予උ܉ɼ௿Ϟチϕʔγϣンに部ॺを分ྨした内ɼ׆
ੑԽ状態ではʮ役割׉౻ʯʮ࢓事のίントϩʔルʯʮ࢓事
のҙ義ʯʮ成௕の機会ʯʮݸ人のଚॏʯの 5つの要ૉが༗
ҙに高くɼ不ੑ׆Խ状態ではಉじ 5つの要ૉとも༗ҙに
௿い結果であった．

3）まとめ
　集団分析に使用するBJSQまたは৽BJSQの߲目に対す
る޻෉は 4つの事ྫでೝめられた．۩ମ的にはɼ࢓事の
ストレス൑定図΍総合健康Ϧスクに用いられるʮ࢓事の
ྔ的ෛ୲ʯʮ࢓事のίントϩʔルʯʮ上࢘の支援ʯʮಉ྅の
支援ʯといった߲目ͩけでなくɼଞの߲目からも職場の
状況を把握しようとしている取組Έがೝめられた19ô21）．
またɼ総合健康Ϧスクの改善΍高ストレス者の௿ݮと関
連する߲目を検౼することでɼ職場環境の改善のために
஫目するϙΠントをさ͙る取組Έもೝめられた22）．

3ô2．BJSQ/৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分析の޻෉
ଵのσʔタを用いた事ྫۈ（1
　໺上ら20）΍ࠇ໦ら22）はɼストレスチェックにおいて

BJSQあるいは৽BJSQに࢒業時ؒ਺（自ݾਃࠂ）を௥Ճ
して用いた．໺上ら20）のใࠂではɼ࢒業が݄81時ؒ以上
の集団において高ストレス者割合が༗ҙに高かった．ࠇ
໦ら22）のใࠂではɼ࢒業が݄60時ؒ以上ではർฐ予උ܉
が༗ҙに高かった．
ۈ務ɼִ೔ۈ務ɼ໷ۈら23）はタクγʔ৐務員をன؛ࠜ　
務に分けて評価しɼίϩφՒલの2019年において໷ۈ務
が健康Ϧスク΍਎ମयૌが࠷も高いことを把握した．
　北઒ら24）はɼストレスチェックの集団分析においてɼ
ड検時ؒɼड検༵೔にண目した．೔ۈ時ؒ（ 8時–18時）
以֎のड検者はɼ೔ۈ時ؒのड検者とൺ΂て高ストレス
者の割合が高くɼಛに 0時–2時のड検者では高ストレス
者割合が20ˋを௒͑ていた．またɼฏ೔よりもि຤（౔
೔）のड検者の高ストレス者割合が高かった．

2）労働生ੑ࢈を用いた事ྫ
　WFun（Work Functioning Impairment Scale）を用いた
事のストレス要Ҽが高い者はɼ健康໰࢓ཛྷら25）はɼेޒ
୊による労働機ೳো害をఄする޲܏をೝめたことをใࠂ
した．
　٢઒ら26）はWFunを用いてɼࢀՃܕ職場環境改善によ
る介入ޮ果評価を行いɼ介入લ後で労働生ੑ࢈のมԽは
ೝめなかった．
　WLQ-J（Work Limitations Questionnaire೔本ޠ൛）を用
いた高ڮら27）はɼ健康Ϧスク஋が生ੑ࢈と૬関している
ことをࣔした．
　ా中28）はʮBJSQのΈではݸ人࣭ࢿを検౼することは೉
しいʯとしてストレス要Ҽとストレス൓応との関連を؇
িする作用がใࠂされている29）टඌ一؏֮ײをݸ人࣭ࢿ
として BJSQとซせて測定した．टඌ一؏֮ײの構成要
ૉのうち把握Մೳײが高஋であれ͹不安ײが௿஋にɼ処
ཧՄೳײが高஋ͩと཈うつײが高஋であったことをใࠂ
した．

3）定期健康਍அのσʔタを用いた事ྫ
　Kurisuら17）は事業場ಠ自のϋϥスメントに関連する࣭
໰ 3߲目とɼ定期健康਍அの結果のうち BMIɼऩॖ期݂
ѹɼ೘୿നɼҿञɼ٤Ԏの߲目をซ用した．
　ਿ౻30）はɼメンタル面（ストレスチェック）のσʔタ
ͩけでなくɼϑΟδΧル面（健康਍அ）のσʔタも集団
分析に含めた．ྫ͑͹ɼ٤Ԏ཰ɼBMIɼ健਍߲目の༗ॴ
見者཰などについて集団分析していた．ストレスチェッ
クの集団分析をडけた職場環境改善の取組Έͩけでなくɼ
ϑΟδΧル面からも改善׆ಈに取り組Έ΍すいようにɼ
健康਍அ結果から見͑てきた޲܏をߟࢀにɼΦϦδφル
のϑΟδΧル൛アクγϣンチェックϦストを作成した．
職場でメタϘ対策΍٤Ԏ対策に取組Μͩ結果ɼίϛϡχ
ケʔγϣンが޲上したという事ྫがあった．

4）組৫׆力調査ථを用いた事ྫ
大学大ژ力調査ථ（౦׆૔ら31）΍本ؒら32）はɼ組৫ࠤ　
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ද 2．組Έ入れจݙの概要

分ྨ ஶ者年
BJSQを用いた
集団分析を
している

৽BJSQを
用いた集団分析
をしている

BJSQ/৽BJSQ
以֎のई度も
ซ用している

集団分析の評価߲目
集団分析結
果のϑΟʔ
υόックの
༗ແ

アクγϣン
ϓϥンの
ཱҊの༗ແ

アクγϣンϓ
ϥンཱҊの対
৅職場の
બ定߲目

アクγϣン
ϓϥンཱҊ時
のπʔルྨ

アクγϣン
ϓϥンの
実行の༗ແ

アクγϣンの۩ମ的内༰ アクγϣンのޮ果の測定߲目
アクγϣン
のޮ果の
測定時期

1．集団分析に使用する
BJSQ/৽BJSQの߲目に
対する޻෉

1）BJSQの全ての߲目
を集団分析に用いた事ྫ

໺上ら19）

2022 はい いい͑ いい͑

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

໺上ら20）

2018 はい いい͑ はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

（ಓら21ٶ

2021 はい いい͑ いい͑
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

2）総合健康Ϧスクの
改善΍高ストレス者割
合の௿ݮと関連する指
ඪを検౼した事ྫ

（໦ら22ࠇ

2018 いい͑ はい はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・高ストレス者の割合
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA

2．BJSQ/৽BJSQ以֎の
指ඪをซ用した集団分析
の޻෉

ଵのσʔタを用ۈ（1
いた事ྫ

໺上ら20）

2018 はい いい͑ はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

（໦ら22ࠇ

2018 いい͑ はい はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・高ストレス者の割合
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA

（ら23؛ࠜ

2020 はい いい͑
はい

ۈ態（னܗ務ۈ・
務・໷ۈ務・ִ೔ۈ
務）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

なし なし NA NA なし NA NA NA

北઒ら24）

2017 はい いい͑ はい
・ड検時ؒ・ड検༵೔

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

2）労働生ੑ࢈を用い
た事ྫ

（ཛྷら25ेޒ

2018 はい いい͑
はい

・Work Functioning 
Impairment Scale
（WFun）

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援

なし なし NA NA なし NA NA NA

٢઒ら26）

2019 はい いい͑
はい

・Work Functioning 
Impairment Scale
（WFun）

NA なし あり
介入ڀݚにࢀՃ
しڀݚ協力をঝ
୚した職場

・BJSQの߲目 あり NA ・ストレス要Ҽ
・ストレス൓応

3か݄の
介入後

高ڮら27）

2019 はい いい͑
はい

・Work Limitations 
Questionnaire Japanese 
Version（WLQ-J）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

ా中28）

2019 はい いい͑
はい

・Sense of Coherence
（SOC）

・ストレス要Ҽ（࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

3）定期健康਍அの
σʔタを用いた事ྫ

Kurisuら17）

2023 はい いい͑
はい

・ಠ自のϋϥスメン
トに関する࣭໰ථ
・健康਍அ結果

・ストレス要Ҽ
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

あり あり 業のϦスクのٳ
高かった職場

・アクγϣン
チェックϦスト あり

ए年者に対しては EAPによるαϙʔトをप知しɼٳ業のϦスクが
高かった部ॺに対してはɼアクγϣンチェックϦストを用いた職
場環境の改善׆ಈを行った．アクγϣンチェックϦストを用いた
改善の内༰は不明．

NA NA

ਿ౻30）

2017 はい いい͑ はい
・健康਍அのσʔタ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援

あり あり NA ・BJSQの߲目 あり NA NA NA

4）組৫׆力調査ථを
用いた事ྫ

（૔ら31ࠤ

2017 はい いい͑ はい
・組৫׆力調査ථ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・高ストレス者の割合 なし なし NA NA なし ؅ཧ職等がϦʔμʔγッϓを発شしɼ各ʑの役割を明֬にࣔしなが

ら業務の指ࣔ΍指導ができるようなڭҭをすることが検౼された． NA NA

本ؒら32）

2016 いい͑ はい はい
・組৫׆力調査ථ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり

職場環境の改
善に関心の
あった職場

・BJSQの߲目 あり ϑレックスۈ務の導入及びϑϦʔアυレスヘのมߋを実施した．
・ストレス要Ҽ（そのଞのス
トレス要Ҽ）
・ストレス൓応

次年度

5）そのଞのई度を用
いた事ྫ

ླ໦ら33）

2018 はい いい͑

はい
・Stress Self-Regula-
tion Inventory（SSI）
・Monitor-Blunter 
Style Scale（MBSS）
・ストレス஋（入職
時のストレスを50と
したときの主؍஋）

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA
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7Ҫ上΄かɿBJSQを用いた集団分析とその׆用についての޻෉

ද 2．組Έ入れจݙの概要

分ྨ ஶ者年
BJSQを用いた
集団分析を
している

৽BJSQを
用いた集団分析
をしている

BJSQ/৽BJSQ
以֎のई度も
ซ用している

集団分析の評価߲目
集団分析結
果のϑΟʔ
υόックの
༗ແ

アクγϣン
ϓϥンの
ཱҊの༗ແ

アクγϣンϓ
ϥンཱҊの対
৅職場の
બ定߲目

アクγϣン
ϓϥンཱҊ時
のπʔルྨ

アクγϣン
ϓϥンの
実行の༗ແ

アクγϣンの۩ମ的内༰ アクγϣンのޮ果の測定߲目
アクγϣン
のޮ果の
測定時期

1．集団分析に使用する
BJSQ/৽BJSQの߲目に
対する޻෉

1）BJSQの全ての߲目
を集団分析に用いた事ྫ

໺上ら19）

2022 はい いい͑ いい͑

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

໺上ら20）

2018 はい いい͑ はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

（ಓら21ٶ

2021 はい いい͑ いい͑
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

2）総合健康Ϧスクの
改善΍高ストレス者割
合の௿ݮと関連する指
ඪを検౼した事ྫ

（໦ら22ࠇ

2018 いい͑ はい はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・高ストレス者の割合
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA

2．BJSQ/৽BJSQ以֎の
指ඪをซ用した集団分析
の޻෉

ଵのσʔタを用ۈ（1
いた事ྫ

໺上ら20）

2018 はい いい͑ はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

（໦ら22ࠇ

2018 いい͑ はい はい
業時ؒ࢒・

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・高ストレス者の割合
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA

（ら23؛ࠜ

2020 はい いい͑
はい

ۈ態（னܗ務ۈ・
務・໷ۈ務・ִ೔ۈ
務）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

なし なし NA NA なし NA NA NA

北઒ら24）

2017 はい いい͑ はい
・ड検時ؒ・ड検༵೔

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

2）労働生ੑ࢈を用い
た事ྫ

（ཛྷら25ेޒ

2018 はい いい͑
はい

・Work Functioning 
Impairment Scale
（WFun）

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援

なし なし NA NA なし NA NA NA

٢઒ら26）

2019 はい いい͑
はい

・Work Functioning 
Impairment Scale
（WFun）

NA なし あり
介入ڀݚにࢀՃ
しڀݚ協力をঝ
୚した職場

・BJSQの߲目 あり NA ・ストレス要Ҽ
・ストレス൓応

3か݄の
介入後

高ڮら27）

2019 はい いい͑
はい

・Work Limitations 
Questionnaire Japanese 
Version（WLQ-J）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応

なし なし NA NA なし NA NA NA

ా中28）

2019 はい いい͑
はい

・Sense of Coherence
（SOC）

・ストレス要Ҽ（࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援
・ストレス൓応
・高ストレス者の割合

なし なし NA NA なし NA NA NA

3）定期健康਍அの
σʔタを用いた事ྫ

Kurisuら17）

2023 はい いい͑
はい

・ಠ自のϋϥスメン
トに関する࣭໰ථ
・健康਍அ結果

・ストレス要Ҽ
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

あり あり 業のϦスクのٳ
高かった職場

・アクγϣン
チェックϦスト あり

ए年者に対しては EAPによるαϙʔトをप知しɼٳ業のϦスクが
高かった部ॺに対してはɼアクγϣンチェックϦストを用いた職
場環境の改善׆ಈを行った．アクγϣンチェックϦストを用いた
改善の内༰は不明．

NA NA

ਿ౻30）

2017 はい いい͑ はい
・健康਍அのσʔタ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援

あり あり NA ・BJSQの߲目 あり NA NA NA

4）組৫׆力調査ථを
用いた事ྫ

（૔ら31ࠤ

2017 はい いい͑ はい
・組৫׆力調査ථ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・高ストレス者の割合 なし なし NA NA なし ؅ཧ職等がϦʔμʔγッϓを発شしɼ各ʑの役割を明֬にࣔしなが

ら業務の指ࣔ΍指導ができるようなڭҭをすることが検౼された． NA NA

本ؒら32）

2016 いい͑ はい はい
・組৫׆力調査ථ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり

職場環境の改
善に関心の
あった職場

・BJSQの߲目 あり ϑレックスۈ務の導入及びϑϦʔアυレスヘのมߋを実施した．
・ストレス要Ҽ（そのଞのス
トレス要Ҽ）
・ストレス൓応

次年度

5）そのଞのई度を用
いた事ྫ

ླ໦ら33）

2018 はい いい͑

はい
・Stress Self-Regula-
tion Inventory（SSI）
・Monitor-Blunter 
Style Scale（MBSS）
・ストレス஋（入職
時のストレスを50と
したときの主؍஋）

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼそ
のଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

なし なし NA NA なし NA NA NA
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学Ӄ医学ڀݚܥՊとࣜג会ࣾ෋࢜௨ιϑト΢ェアςクϊ
ϩδʔζとの࢈学ڞಉڀݚにおいて։発された成果෺）
をซ用した．

5）そのଞのई度を用いた事ྫ
　ླ໦ら33）はɼBJSQにՃ͑ɼストレスチェックの法制Խ

લにストレス自ݾ౷制ई度（Stress Self-Regulation Inven-
tory: SSI）ɼ気分ई度（Profile of Mood States: POMS）ɼ心
ཧಛੑ（Monitor-Blunter Style Scale: MBSS）ɼストレス஋
（入職時のストレスを50としたときの主؍஋）を組Έ合わ
せて心ཧ的όΠタルαΠン（Psychological vital sign: 

分ྨ ஶ者年
BJSQを用いた
集団分析を
している

৽BJSQを
用いた集団分析
をしている

BJSQ/৽BJSQ
以֎のई度も
ซ用している

集団分析の評価߲目
集団分析結
果のϑΟʔ
υόックの
༗ແ

アクγϣン
ϓϥンの
ཱҊの༗ແ

アクγϣンϓ
ϥンཱҊの対
৅職場の
બ定߲目

アクγϣン
ϓϥンཱҊ時
のπʔルྨ

アクγϣン
ϓϥンの
実行の༗ແ

アクγϣンの۩ମ的内༰ アクγϣンのޮ果の測定߲目
アクγϣン
のޮ果の
測定時期

2．BJSQ/৽BJSQ以֎の
指ඪをซ用した集団分析
の޻෉

5）そのଞのई度を用
いた事ྫ

দҪら36）

2017 はい いい͑

はい
・Scale of Mental 
Health Climate for 
Workplace Invigora-
tion（WIN）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり 総合健康Ϧスク
・BJSQの߲目
・そ の ଞ の
πʔル

あり NA NA 次年度

৽ଜら38）

2014 はい いい͑
はい

・ιϑト΢ェア։発
業務のストレッαʔ
ई度

NA あり あり NA ・BJSQの߲目 あり
作業の集中時ؒとଧ合せ༏ઌ時ؒの֬保ɼ業務分୲の再੔ཧ΍
ϑΥϩʔମ制の੔උによる業務΍知ࣝのฏ४Խɼใࠂॻのݮ࡟΍
ແବな଴ち時ؒのݮ࡟などの対策を実施した．

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的
ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼ
そのଞのストレス要Ҽ）

次年度

ਫ本39）

2016 いい͑ はい
はい

場保健会ಠ޻౎ژ・
自のई度

NA あり あり NA ・BJSQの߲目 あり
事の役割΍ҙ義が不明֬であることがϞチϕʔγϣンの௿さに࢓
関連しているという՝୊がڍがりɼϞチϕʔγϣン޲上をςʔϚ
としたݚम会を実施した．

・職場の支援
・そのଞの߲目

取組Έの
1か݄後

3．集 団 分 析 結 果 の
ϑΟʔυόックの޻෉

1）支援者が面ஊなど
で集団分析結果と職場
の՝୊を結びつける支
援を行った事ྫ

ാ中ら40）

2022 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

ໆ本ら41）

2021 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり 総合健康Ϧスク ・アクγϣン
チェックϦスト あり NA NA NA

؂෺ら42）

2019 はい いい͑ いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり なし NA NA なし NA NA NA

ੴ઒ら43）

2019 はい いい͑ いい͑ NA あり あり す΂ての職場
・事業ॴಠ自
のπʔルʮ職
場ϑΥϩʔ表ʯ

あり

事がଐ人的でɼ作業ෛ୲にภりがあるという໰୊に対しɼᶃ؅࢓
ཧの޻෉（લ޿なݸ人スケδϡʔルの把握など）ɼᶄ人員の増員ɼ
再഑置ɼϩʔςʔγϣンɼᶅ一時的な業務ෛՙの増Ճに対して՝
内でྟ時の人員༥௨ができる࢓組Έの構ஙɼを実施した．働きߕ
൹の௿下ɼকདྷల望の不安という໰୊に対しɼᶃ業務の際に本人
にྔࡋを持たせるɼᶄಛ定作業をݸ人指定せͣɼ෯޿く഑分し適
正を֬ೝɼᶅকདྷϓϩδェクトの検౼にܞわってこなかったチʔ
Ϝのएखࣾ員を検౼にࢀ画させることɼを実施した．

NA NA

༑常ら44）

2020 はい いい͑ いい͑ NA あり なし NA NA なし NA NA NA

༑常ら45）

2018 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

（本ら46ڮ

2017 はい はい いい͑ NA あり なし NA NA なし NA NA NA

年มԽ΍ࣾ内でܦ（2
の部ॺごとのൺֱと
いった結果の見せ方を
෉した事ྫ޻

দҪら36）

2017 はい いい͑

はい
・Scale of Mental 
Health Climate for 
Workplace Invigora-
tion（WIN）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり 総合健康Ϧスク
・BJSQの߲目
・そ の ଞ の
πʔル

あり NA NA 次年度

খ஑ら47）

2019 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり す΂ての職場 ・BJSQの߲目
・MIRROR あり θϩ対策ɼʮ༪めるʯことをҙࣝغՋ์ٳҭϓϥンの௥Ճɼ年次ڭ

した内༰でं࠲ϛʔςΟンάを൒期ຖに։࠵することを実施した．
事のストレス൑定図かつʗ࢓・
または総合健康Ϧスク 次年度

༑常ら49）

2016 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

4．アクγϣンϓϥンの
作成の޻෉

1）アクγϣンϓϥン
の検౼を支援した事ྫ

Kurisuら17）

2023 はい いい͑
はい

・ಠ自のϋϥスメン
トに関する࣭໰ථ
・健康਍அ結果

・ストレス要Ҽ
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

あり あり 業のϦスクのٳ
高かった職場

・アクγϣン
チェックϦスト あり

ए年者に対しては EAPによるαϙʔトをप知しɼٳ業のϦスクが
高かった部ॺに対してはɼアクγϣンチェックϦストを用いた職
場環境の改善׆ಈを行った．アクγϣンチェックϦストを用いた
改善の内༰は不明．

NA NA

（૔ら31ࠤ

2017 はい いい͑ はい
・組৫׆力調査ථ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・高ストレス者の割合 なし なし NA NA NA

؅ཧ職等がϦʔμʔγッϓを発شしɼ各ʑの役割を明֬にࣔしな
がら業務の指ࣔ΍指導ができるようなڭҭをすることが検౼され
た．

NA NA

（໦ら50ࠇ

2020 いい͑ はい いい͑
・ストレス要Ҽ（࢓事のෛ୲）
・ストレス൓応
（作業レϕル・部ॺレϕル・事業場レϕル）ݯࢿ事の࢓・

なし あり す΂ての職場
・アクγϣン
チェックϦスト
・そ の ଞ の
πʔル

あり
ʮಓ۩置き場の੔ཧʯをςʔϚとしɼ޻۩ֻけの作成が実施され
た．ʮスΩルアッϓ・֨ࢿ取ಘの支援ʯをςʔϚとしɼۭき୨を本
୨に作りม͑て֨ࢿ関܎のςΩストྨを設置した．

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的
ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼ
そのଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援・ストレス൓応

そのଞの
時期

（ら52ݪࠤ

2021 はい いい͑ いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり NA
・BJSQの߲目
・アクγϣン
チェックϦスト

あり
ۈの増Ճ΍業務の見͑るԽɼweb会ٞのར用による在୐ྔࡋ人ݸ
務のब業環境มԽ΁の対応ɼ在୐ۈ務下における؅ཧ職からの഑
ྀが実施された．

事のストレス൑定図かつʗ࢓・
または総合健康Ϧスク 次年度

ੴ઒ら53）

2019 はい いい͑ いい͑ NA あり あり す΂ての職場 ・そ の ଞ の
πʔル あり NA NA NA

2）アクγϣンϓϥン
の実行を促進する޻෉
を行った事ྫ

઒֯54）

2019 はい はい いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり す΂ての職場 ・そ の ଞ の
πʔル あり NA 事のストレス൑定図かつʗ࢓・

または総合健康Ϧスク 次年度

஫． BJSQ: Brief Job Stress Questionnaire; NA: Not Applicable; MIRROR: Mental health Improvement and Reinforcement Research of Recognition.
஫．NA: Not Applicable.
˞分ྨ൪߸　 1．集団分析に使用する BJSQ/৽BJSQの߲目に対する޻෉　 2．BJSQ/৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分析の޻෉　 3．集団分析結 

果のϑΟʔυόックの޻෉　 4．アクγϣンϓϥンの作成の޻෉

ද 2．組Έ入れจݙの概要（続き）
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9Ҫ上΄かɿBJSQを用いた集団分析とその׆用についての޻෉

PVS©）としɼޢ؃学生のメンタルヘルス評価に用いてい
た．ଟ施設を対৅としたڀݚでɼPVSによって測定した
実शલ後のストレス΍レδϦΤンスには施設によるޢ؃
ଟ༷ੑがあること34）ɼPVSのݸ人内มಈから学生の心の
健康度の評価がՄೳであるとするใࠂがある35）．ஶ作ݖ

のある POMSの୅わりに BJSQを組ΈࠐΜͩ PVSηルϑ
チェックγスςϜを用いてපӃ職員のストレスチェック
を行った．
　দҪら36）の中でใࠂされた事ྫではɼBJSQにՃ͑ɼメ
ンタルヘルス෩౔調査ථWIN（Scale of Mental Health 

分ྨ ஶ者年
BJSQを用いた
集団分析を
している

৽BJSQを
用いた集団分析
をしている

BJSQ/৽BJSQ
以֎のई度も
ซ用している

集団分析の評価߲目
集団分析結
果のϑΟʔ
υόックの
༗ແ

アクγϣン
ϓϥンの
ཱҊの༗ແ

アクγϣンϓ
ϥンཱҊの対
৅職場の
બ定߲目

アクγϣン
ϓϥンཱҊ時
のπʔルྨ

アクγϣン
ϓϥンの
実行の༗ແ

アクγϣンの۩ମ的内༰ アクγϣンのޮ果の測定߲目
アクγϣン
のޮ果の
測定時期

2．BJSQ/৽BJSQ以֎の
指ඪをซ用した集団分析
の޻෉

5）そのଞのई度を用
いた事ྫ

দҪら36）

2017 はい いい͑

はい
・Scale of Mental 
Health Climate for 
Workplace Invigora-
tion（WIN）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり 総合健康Ϧスク
・BJSQの߲目
・そ の ଞ の
πʔル

あり NA NA 次年度

৽ଜら38）

2014 はい いい͑
はい

・ιϑト΢ェア։発
業務のストレッαʔ
ई度

NA あり あり NA ・BJSQの߲目 あり
作業の集中時ؒとଧ合せ༏ઌ時ؒの֬保ɼ業務分୲の再੔ཧ΍
ϑΥϩʔମ制の੔උによる業務΍知ࣝのฏ४Խɼใࠂॻのݮ࡟΍
ແବな଴ち時ؒのݮ࡟などの対策を実施した．

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的
ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼ
そのଞのストレス要Ҽ）

次年度

ਫ本39）

2016 いい͑ はい
はい

場保健会ಠ޻౎ژ・
自のई度

NA あり あり NA ・BJSQの߲目 あり
事の役割΍ҙ義が不明֬であることがϞチϕʔγϣンの௿さに࢓
関連しているという՝୊がڍがりɼϞチϕʔγϣン޲上をςʔϚ
としたݚम会を実施した．

・職場の支援
・そのଞの߲目

取組Έの
1か݄後

3．集 団 分 析 結 果 の
ϑΟʔυόックの޻෉

1）支援者が面ஊなど
で集団分析結果と職場
の՝୊を結びつける支
援を行った事ྫ

ാ中ら40）

2022 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

ໆ本ら41）

2021 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり 総合健康Ϧスク ・アクγϣン
チェックϦスト あり NA NA NA

؂෺ら42）

2019 はい いい͑ いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり なし NA NA なし NA NA NA

ੴ઒ら43）

2019 はい いい͑ いい͑ NA あり あり す΂ての職場
・事業ॴಠ自
のπʔルʮ職
場ϑΥϩʔ表ʯ

あり

事がଐ人的でɼ作業ෛ୲にภりがあるという໰୊に対しɼᶃ؅࢓
ཧの޻෉（લ޿なݸ人スケδϡʔルの把握など）ɼᶄ人員の増員ɼ
再഑置ɼϩʔςʔγϣンɼᶅ一時的な業務ෛՙの増Ճに対して՝
内でྟ時の人員༥௨ができる࢓組Έの構ஙɼを実施した．働きߕ
൹の௿下ɼকདྷల望の不安という໰୊に対しɼᶃ業務の際に本人
にྔࡋを持たせるɼᶄಛ定作業をݸ人指定せͣɼ෯޿く഑分し適
正を֬ೝɼᶅকདྷϓϩδェクトの検౼にܞわってこなかったチʔ
Ϝのएखࣾ員を検౼にࢀ画させることɼを実施した．

NA NA

༑常ら44）

2020 はい いい͑ いい͑ NA あり なし NA NA なし NA NA NA

༑常ら45）

2018 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

（本ら46ڮ

2017 はい はい いい͑ NA あり なし NA NA なし NA NA NA

年มԽ΍ࣾ内でܦ（2
の部ॺごとのൺֱと
いった結果の見せ方を
෉した事ྫ޻

দҪら36）

2017 はい いい͑

はい
・Scale of Mental 
Health Climate for 
Workplace Invigora-
tion（WIN）

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり 総合健康Ϧスク
・BJSQの߲目
・そ の ଞ の
πʔル

あり NA NA 次年度

খ஑ら47）

2019 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり あり す΂ての職場 ・BJSQの߲目
・MIRROR あり θϩ対策ɼʮ༪めるʯことをҙࣝغՋ์ٳҭϓϥンの௥Ճɼ年次ڭ

した内༰でं࠲ϛʔςΟンάを൒期ຖに։࠵することを実施した．
事のストレス൑定図かつʗ࢓・
または総合健康Ϧスク 次年度

༑常ら49）

2016 はい いい͑ いい͑ 事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・ あり なし NA NA なし NA NA NA

4．アクγϣンϓϥンの
作成の޻෉

1）アクγϣンϓϥン
の検౼を支援した事ྫ

Kurisuら17）

2023 はい いい͑
はい

・ಠ自のϋϥスメン
トに関する࣭໰ථ
・健康਍அ結果

・ストレス要Ҽ
・職場の支援
・ストレス൓応
・そのଞの߲目

あり あり 業のϦスクのٳ
高かった職場

・アクγϣン
チェックϦスト あり

ए年者に対しては EAPによるαϙʔトをप知しɼٳ業のϦスクが
高かった部ॺに対してはɼアクγϣンチェックϦストを用いた職
場環境の改善׆ಈを行った．アクγϣンチェックϦストを用いた
改善の内༰は不明．

NA NA

（૔ら31ࠤ

2017 はい いい͑ はい
・組৫׆力調査ථ

事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・高ストレス者の割合 なし なし NA NA NA

؅ཧ職等がϦʔμʔγッϓを発شしɼ各ʑの役割を明֬にࣔしな
がら業務の指ࣔ΍指導ができるようなڭҭをすることが検౼され
た．

NA NA

（໦ら50ࠇ

2020 いい͑ はい いい͑
・ストレス要Ҽ（࢓事のෛ୲）
・ストレス൓応
（作業レϕル・部ॺレϕル・事業場レϕル）ݯࢿ事の࢓・

なし あり す΂ての職場
・アクγϣン
チェックϦスト
・そ の ଞ の
πʔル

あり
ʮಓ۩置き場の੔ཧʯをςʔϚとしɼ޻۩ֻけの作成が実施され
た．ʮスΩルアッϓ・֨ࢿ取ಘの支援ʯをςʔϚとしɼۭき୨を本
୨に作りม͑て֨ࢿ関܎のςΩストྨを設置した．

・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的
ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔルɼ
そのଞのストレス要Ҽ）
・職場の支援・ストレス൓応

そのଞの
時期

（ら52ݪࠤ

2021 はい いい͑ いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり NA
・BJSQの߲目
・アクγϣン
チェックϦスト

あり
ۈの増Ճ΍業務の見͑るԽɼweb会ٞのར用による在୐ྔࡋ人ݸ
務のब業環境มԽ΁の対応ɼ在୐ۈ務下における؅ཧ職からの഑
ྀが実施された．

事のストレス൑定図かつʗ࢓・
または総合健康Ϧスク 次年度

ੴ઒ら53）

2019 はい いい͑ いい͑ NA あり あり す΂ての職場 ・そ の ଞ の
πʔル あり NA NA NA

2）アクγϣンϓϥン
の実行を促進する޻෉
を行った事ྫ

઒֯54）

2019 はい はい いい͑
事のストレス൑定図かつʗまたは総合健康Ϧスク࢓・
・ストレス要Ҽ（࢓事のྔ的ෛ୲ɼ࢓事のίントϩʔル）
・職場の支援

あり あり す΂ての職場 ・そ の ଞ の
πʔル あり NA 事のストレス൑定図かつʗ࢓・

または総合健康Ϧスク 次年度

஫． BJSQ: Brief Job Stress Questionnaire; NA: Not Applicable; MIRROR: Mental health Improvement and Reinforcement Research of Recognition.
஫．NA: Not Applicable.
˞分ྨ൪߸　 1．集団分析に使用する BJSQ/৽BJSQの߲目に対する޻෉　 2．BJSQ/৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分析の޻෉　 3．集団分析結 

果のϑΟʔυόックの޻෉　 4．アクγϣンϓϥンの作成の޻෉
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Climate for Workplace Invigoration）37）をซ用しɼ職場環境
の改善のϙΠントについて検౼した．
　৽ଜら38）はɼBJSQにซせてιϑト΢ェア։発業務のス
トレッαʔई度（ 7要Ҽɼ36߲目）を׆用したࢀՃܕの
職場環境改善を行った．ࢀՃܕの職場環境改善の׆ಈを
3年ؒɼ継続的に行った後はɼ取組Έલとൺֱして࢓事
のྔ的・࣭的ෛ୲ɼ対人໰୊ɼ࢓事のίントϩʔルɼ࢓
事の適ੑ度ɼ働きがいについて༗ҙな改善をೝめた．
　ਫ本39）はɼژ౎޻場保健会ಠ自のई度をซ用しɼそれ
らを׆用したϥΠンケアݚम΍ηルϑケアݚमを։発し
た．

6）まとめ
　BJSQまたは৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分析の
෉は16の事ྫでೝめられɼBJSQ΍৽BJSQ以֎にՃ͑޻
られた指ඪはɼۈଵɼ労働生ੑ࢈ɼ定期健康਍அσʔタ
などଟذにわたった．

3ô3．集団分析結果のϑΟʔυόックの޻෉
1） 支援者が面ஊなどで集団分析結果と職場の՝୊を結
びつける支援を行った事ྫ

　ാ中ら40）は集団分析のϑΟʔυόックにあたってɼ集
団分析とʮ࢈業ޢ؃職がײじたໃ६఺に目を޲けɼ職場
のಛੑを把握することにつとめɼ集団分析結果を؅ཧ؂
ಜ者に見てもらう際にはɼ職場にدりఴったݴ༿΍௥ه
จをఴ͑て௨知ʯした．
　ໆ本ら41）は؅ཧ職を対৅にϑΟʔυόック面ஊを実施
しɼ一方的な説明とならないようɼʮ؅ཧ職が๊͑ている
೰Έ・՝୊を明֬にʯできるような޻෉を行った．
　؂෺ら42）は集団分析結果をॴଐ௕にϑΟʔυόックし
ていたがɼ集団分析結果の改善がೝめられなかったためɼ
保健師がॴଐ௕に集団分析結果を説明しɼ職場の状況の
ώアϦンάを行う場を設定した．ώアϦンάの結果ɼॴ
ଐ௕のଟくが業務ྔ΍ҟಈに൐うෛՙにはཹҙしていて
もɼ人ؒ関܎によるストレスには஫ҙが޲いていなかっ
た．
　ੴ઒ら43）は՝௕΁のϑΟʔυόックのΈでは職場環境
の改善につなげるにはݶքがあるとしてɼ՝௕の上位職
位の部௕に対してのϑΟʔυόックもซせて行った．՝
௕΁のϑΟʔυόックの後ɼ職場の໰୊఺ɼ対策Ҋɼそ
れまでに取り組Μͩ対策とその結果ɼ部௕΁の要望を規
定のϑΥʔϚットにまとめてもらいɼ部௕΁のϑΟʔυ
όックの際には՝௕のまとめたϑΥʔϚットもఏࣔした．
　༑常ら44, 45）はɼ集団分析結果についてɼ࠷খ୯位の組
৫の௕等に対する30分ఔ度の説明会ɼ部・ࣨ௕ɼάルʔ
ϓϚωʔδϟʔ対৅のݸผ面ஊɼ޻場௕に対するϑΟʔ
υόックを行った．
本ら46）はɼ؅ཧ職にϑΟʔυόックするલにɼ人事ڮ　
労務୲౰者΍࢈業保健スタッϑで集団分析結果のಡΈࠐ

Έ会を行いɼ結果をࣾ内ల։する際の஫ҙ఺ɼ౰֘職場
の৘ใɼ؅ཧ職のർฐײɼϦςϥγʔɼϥΠンケアのਁ
ಁ۩合を౿ま͑た検ূを行った．その上でɼ؅ཧ職に対
するϑΟʔυόックが༗ޮかɼあるいはそのଞの取り組
Έが༏ઌされるか検౼した．؅ཧ職΁のݸ人ϑΟʔυ
όックの際にはɼ؅ཧ職の೔ʑの実ײ΍޻෉ɼࠔりごと
を安心して࿩せるงғ気づくりを心ֻけɼ؅ཧ職ととも
に職場をৼりฦりɼ対策を検౼した．

年มԽ΍ࣾ内での部ॺごとのൺֱといった結果のܦ （2
見せ方を޻෉した事ྫ

　দҪら36）のจݙの中でใࠂされた事ྫにおいてはɼ集
団分析の結果をϑΟʔυόックする際ɼ౰֘職場のある
஍۠の結果とその中でのϥンΩンάをࣔした．
　খ஑ら47）はɼ各部ॺの健康Ϧスクの結果をܦӦ者と各
ॴଐ௕΁ϑΟʔυόックして MIRROR（Mental Health 
Improvement & Reinforcement Research of Recognition）48）を
用いた改善׆ಈの推進を行いɼ改善׆ಈを行った部ॺで
次年度の健康Ϧスクの改善をೝめた．
　༑常ら49）はɼ分ࢄ事業場がଟいا業においてɼ各஍Ҭ
事業部の人事労務部門௕と事業部௕に対してɼ׋؅の支
ళ୯位の結果をܦ年มԽ΍ࣾ内（ଞ事業部ɼଞ支ళなど）
でのൺֱなどの結果を含めϑΟʔυόックした．

3）まとめ
　集団分析結果のϑΟʔυόックの޻෉は 9つの事ྫで
ೝめられɼ支援者が面ஊなどで集団分析結果と職場の՝
୊を結びつける支援を行っていた事ྫ40ô46）΍ɼܦ年มԽ
΍ࣾ内での部ॺごとのൺֱといった結果の見せ方を޻෉
した事ྫ36, 47, 49）をೝめた．それぞれの事ྫの中にはɼ
ϑΟʔυόックを職場によって行う΂きかの検౼46）΍ɼ
ෳ਺のҟなる職位の؅ཧ職をϑΟʔυόックの対৅とし
てそれぞれのཱ場での検౼と対策を促したもの43ô45, 49）ɼ
ϑΟʔυόックにあたって؅ཧ職の心৘をؑΈɼ؅ཧ職
の心৘にدりఴうといった޻෉もೝめられた40, 41, 46）．

3ô4．アクγϣンϓϥンの作成の޻෉
1）アクγϣンϓϥンの検౼を支援した事ྫ
　Kurisuら17）は BJSQのストレス൓応のスίアが高いこ
とɼए年者ɼ部ॺがɼ 7೔以上のٳ業との関連がڧいこ
とを֬ೝした．このためɼ高ストレス者をબ定する఺਺
をٳ業との関連で調੔を行うことɼए年者に対しては
EAPによるαϙʔトをप知することɼٳ業のϦスクが高
かった部ॺに対してはɼメンタルヘルスアクγϣン
チェックϦスト51）を用いた職場環境の改善׆ಈを行うこ
となどをఏҊした．ఏҊ内༰について安全衛生部の部門
௕などとٞ࿦し実行されることになった．
にまたがるখ規模ళฮをల։するݝ૔ら31）はɼෳ਺ࠤ　
খച業を対৅としてɼ全事業場にڞ௨して適用Մೳなア
クγϣンϓϥンの検౼を支援するためɼストレスチェッ
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クの集団分析結果にɼै業員΁のώアϦンάをՃ͑て分
析した．ώアϦンάの対৅はɼ高ストレス者割合΍総合
健康Ϧスク等からબग़されたタʔήットάルʔϓとɼ全
ࣾの定期ҟಈ者とした．分析の結果ɼストレス൓応にӨ
事の഑分ɼ役割のᐆດさɼ࢓を༩͑ていたのはɼ公正なڹ
Ϧʔμʔγッϓ等のϚωδメントに関するものであった．
アクγϣンϓϥンとしてɼ؅ཧ職等がϦʔμʔγッϓを
発شしɼ各ʑの役割を明֬にࣔしながら業務の指ࣔ΍指
導ができるようなڭҭをすることが検౼された．
職場環境改善についてै業員΍支援ܕՃࢀ໦ら50）はࠇ　
者のෛ୲をܰݮする޻෉を行った．メンタルヘルスアク
γϣンチェックϦスト51）を用いた 2年ؒにわたるϫʔク
γϣッϓを行いɼ 1年目のϫʔクγϣッϓではπʔルの
入方法΍౼ٞの進め方の説明に時ؒをさかれै業員のه
άルʔϓ౼ٞにे分な時ؒを֬保できないことが࡯؍さ
れた． 2年目には事લにϑΝγϦςʔタʔが職場ストレ
スϦスクアηスメントπʔルの集計を行いɼ職場のྑ޷
఺と改善఺をॱ位付けしたものをࣔした上でϫʔク
γϣッϓを։࢝したことでɼޮ཰的なٞ࿦につなげた．
事のストレス൑定図を用いて࢓ら52）はɼ以લからݪࠤ　
各職場での՝୊と対策の検౼を進めていた．総合健康Ϧ
スクがલ年度より10ϙΠント以上ݮগした職場を対৅と
してɼʮ働きқい職場づくりʯについて取組Έを把握する
ためメンタルヘルスアクγϣンチェックϦスト51）をར用
したબ୒ࢶをఏࣔしɼ健康Ϧスクがݮগした要Ҽと͑ߟ
られる取組Έについて回౴をಘた．調査結果は全部門௕
にϑΟʔυόックしɼ各職場で改善に取り組むためのࢀ
．したڙྉとしてఏࢿߟ
　ੴ઒ら53）は՝௕職がまとめた改善の実੷などをσʔタ
ϕʔスԽしɼ事業場ಠ自の職場改善Ϧストを作成したも
のをɼࢿߟࢀྉとして全職場にల։した．

2）アクγϣンϓϥンの実行を促進する޻෉を行った事ྫ
　઒֯ら54）はɼアクγϣンϓϥンがண実に実行されるよ
うɼ۩ମ的な計画を部門KPI（Key Performance Indicator）
に入れる޻෉を行った．部門 KPIにすることでɼ౰֘職
場ͩけでなく事業場全ମ΁のप知につなげた．

3）まとめ
　アクγϣンϓϥンの作成の޻෉は 6つの事ྫでೝめら
れた．このうち 5事ྫはɼࣾ内のྑ޷事ྫを集めて৘ใ
ఏڙするなどɼ職場におけるアクγϣンϓϥンの検౼を
支援するものͩった17, 31, 50, 52, 53）．

û．考　察

　จݙレϏϡʔによりɼBJSQ/৽BJSQを用いた集団分析
に関して޻෉がೝめられた事ྫについて੔ཧした．޻෉
はʮ集団分析に使用する BJSQ/৽BJSQの߲目に対する
෉ʯɼʮBJSQ/৽BJSQ以֎の指ඪをซ用した集団分析の޻

෉ʯɼʮアク޻෉ʯɼʮ集団分析結果のϑΟʔυόックの޻
γϣンϓϥンの作成の޻෉ʯの 4つに分ྨすることがで
きた．
　ઌ行ڀݚにおいてɼ集団分析とその׆用に関する޻෉
についてのレϏϡʔはೝめられていない．本ڀݚはɼ総
説΍学会ঞ࿥を含めたଟ༷なจݙにࡌهされた集団分析
とのその׆用に関する޻෉の実ફྫを੔ཧしたことでɼ
今後の集団分析΍職場環境の改善׆ಈにおいてߟࢀとな
る৘ใをఏࣔできたものと͑ߟる．
　ઌ行ڀݚであるɼストレスチェック制度の実施状況と
そのޮ果を検౼したγスςϚςΟックレϏϡʔでは13）ɼ
レϏϡʔ対৅の18݅のうち集団分析に関連したจݙは集
団分析΍職場環境改善の実施཰をࣔした 2݅のΈであっ
た．またɼ集団分析の方法についてఏݴした 2݅のจݙ
ではɼ۩ମ的な事ྫをఏࣔしているもののɼแׅ的な事
ྫのレϏϡʔを行っているものではなかった14, 15）．本ݚ
くऩ集することでɼ޿ではɼ集団分析に関連する事ྫをڀ
集団分析の߲目΍分析の࢓方の޻෉によって職場の状況
をৄࡉに把握しɼ集団分析結果を職場環境の改善׆ಈに
つなげるために実施されてきた޻෉を੔ཧすることをࢼ
Έた．
　集団分析の޻෉についてはɼ࢓事のストレス൑定図΍
総合健康Ϧスクに用いられるʮ࢓事のྔ的ෛ୲ʯʮ࢓事の
ίントϩʔルʯʮ上࢘の支援ʯʮಉ྅の支援ʯといった߲
目ͩけでなく BJSQのଞの߲目も集団分析に用いたりɼ
生ੑ࢈ɼۈଵɼ健਍結果などBJSQ΍৽BJSQ以֎のଟذ
にわたる指ඪを用いてɼৄࡉに職場の状況を把握しɼ職
場環境の改善につなげる努力がҝされていた．࢒業時ؒ
などのۈଵ৘ใ΍ɼιϑト΢ェア業務ै事者のストレッ
αʔई度といった事業場ಠ自の指ඪを用いたྫのようにɼ
事業場でメンタルヘルスとの関連をݒ೦する߲目を取り
入れる事ྫがೝめられた．事業場によってメンタルヘル
スについての՝୊はҟなるためɼこういった取組Έはɼ
Ϧスクの高い集団のಛ定΍ɼ職場環境の改善のためのώ
ントをಘ΍すくなるՄೳੑが͑ߟられる15）．ストレス
チェックの実施にあたってはɼBJSQ΍৽BJSQをߟࢀと
してɼ事業場としての՝୊をもとに集団分析の方法΍߲
目をٞ࿦することが望ましいͩΖう．
　集団分析結果のϑΟʔυόックの޻෉ではɼ࢈業保健
スタッϑが面ஊを行うなどɼ集団分析結果と職場の՝୊
を結びつける支援40ô46）をはじめɼ支援者によるࡉ΍かな
഑ྀがใࠂされていた．ϑΟʔυόックをաڈに行って
も職場環境の改善につながらなかったため方法を޻෉し
たとใࠂした事ྫがෳ਺ೝめられ42, 43）ɼ職場が自主的に
集団分析結果から職場環境の改善に取り組むことには
ϋʔυルがあるものと͑ߟられる．人的Ϧιʔスが๡し
い事業場ではɼ集団分析結果を職場の՝୊に結びつける
支援をಘることは༰қではない．今後ɼストレスチェッ
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クの実施の義務Խが予定されている50人未満の事業場に
おいてはɼಛに集団分析結果から職場環境改善につなげ
ることが՝୊となるՄೳੑがある．
　アクγϣンϓϥンの作成の޻෉においてはɼ職場にお
けるアクγϣンϓϥンの検౼を支援したものがଟくೝめ
られた．ࣾ内のྑ޷事ྫのڞ༗52, 53）΍ɼࢀՃܕ職場環境
改善のٞ࿦のޮ཰Խ50）といったことにとどまらͣɼ支援
者が۩ମ的なϓϥンのఏҊをしている事ྫ17, 31）もあった．
これまでɼ職場環境の改善をすすめるϋʔυルとしてɼ
ଟ๩で取り組む時ؒがないこと΍職場環境改善の࢓方が
分からない55）といったことがڍげられておりɼ本ڀݚの
レϏϡʔからも事業場内֎の支援者によるखްいαϙʔ
トで΍っと取組Έが行われている事業場があることがう
かが͑る．職場環境の改善は職場の自主的な取組Έとし
て定ணすることが望ましいとする指ఠがあり11）ɼ支援を
डけたのちのܦաについても今後の調査が必要であΖう．
　本ڀݚではɼ集団分析とその׆用に関する޻෉につい
て事ྫを੔ཧしɼ集団分析の実施とその׆用においてࢀ
քとしてɼݶのڀݚした．一方でɼ本ڙとなる৘ใをఏߟ
組Έ入れた事ྫのଟくがɼ実ફした内༰のใࠂにとど
まっておりɼ޻෉によるޮ果にݴ及した事ྫはۃめてগ
なかった఺がڍげられる36, 50）．またɼ事ྫは学会のঞ࿥
がա൒਺を઎めておりɼ৘ใྔがݶ定されていた．集団
分析に関連する޻෉によってಘられるޮ果の検ূはɼ今
後の՝୊と͑ݴる．

ü．結　論

　集団分析にあたってはɼBJSQ/৽BJSQ以֎の߲目を用
いたりɼ対৅集団におけるストレスに関連する߲目を検
౼するなどɼ職場環境改善につなげるための৘ใをಘて
いた．集団分析のϑΟʔυόックではɼ結果のಡΈ取り
の支援などɼ集団分析の結果が職場環境改善に׆かされ
΍すい޻෉がされていた．アクγϣンϓϥンの作成にお
いてはɼै業員のෛ୲ײをܰݮする޻෉がされていた．

ँࣙ：本ڀݚはɼྩ࿨ 6年度労災࣬පྟচڀݚ事業අิ
ॿۚ．職業ੑストレス؆қ調査ථに関する৽しい基४஋
のఏҊ（230201ô01）およびྩ࿨ 7年度労災࣬පྟচڀݚ
事業අิॿۚ．ストレスチェックの集団分析結果を׆用
した職場環境改善に関する調査ڀݚ（250301ô01）の成果
の一部である．

རӹ૬൓ࣗݾਃࠂ：઒上ݑ人は一ൠࡒ団法人३෩会から
୅表ཧ事ཧ事௕としてใुをಘている．
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Contrivances for group analysis using the Brief Job Stress Questionnaire and its 
utilization: A systematic review

Reiko INOUE
1, Yasuhiro SEKINE

1, Kazuhiro WATANABE
1, Yuko ODAGIRI

2, Akihito SHIMAZU
3, Norito KAWAKAMI

4,  
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1Department of Public Health, Kitasato University School of Medicine
2Department of Preventive Medicine and Public Health, Tokyo Medical University
3Faculty of Policy Management, Keio University
4Department of Digital Mental Health, Graduate School of Medicine, The University of Tokyo
5Institutional Research Center, University of Occupational and Environmental Health, Japan

Abstract: Objectives: This study reviewed and organized practical cases of group analysis and the contrivances involved on the 
basis of Stress Check results using the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ). Methods: We conducted a systematic literature review, 
searching the Japan Medical Abstracts Society database on August 7, 2023 and PubMed on September 28, 2023. The eligibility 
criteria were as follows: (1) studies targeting workers, (2) studies using the BJSQ or the new BJSQ, (3) studies conducting group 
analysis, (4) studies reporting contrivances beyond the standard methods described in the Stress Check Program manual regarding 
group analysis or its application, and (5) studies written in Japanese or English. Two researchers selected and summarized the cases. 
Results: We searched The Japan Medical Abstracts Society database and PubMed, identifying 204 and 94 articles, respectively. We 
included 30 cases involving contrivances. Although the Stress Check guidelines recommend using items related to quantitative job 
overload, job control, and worksite (supervisor and coworker) support for group analysis, some cases employed contrivances such 
as analyzing all items of the BJSQ or the new BJSQ to obtain a more detailed understanding of the work environment. In cases 
where measures other than the BJSQ or the new BJSQ were used in combination, the relationship between labor productivity and 
each item of the BJSQ or the new BJSQ items was examined to prioritize workplace environment improvements. Contrivances 
regarding feedback from the group analysis were identified. Support staff conducted interviews with managers to provide feedback 
on the group analysis, and helped them interpret the results in relation to actual workplace situations. Contrivances for devising 
action plans to improve workplace environments were also identified. In these cases, good practices were accumulated to facilitate 
efficient discussion of workplace environment improvements. Conclusions: We identified the following four types of contrivances: 
contrivances for the items of the BJSQ and new BJSQ used for group analysis, contrivances for using other scales in addition to the 
BJSQ and new BJSQ, contrivances for combining interviews with feedback on the results, and contrivances for accumulating good 
practices in the workplace, in addition to existing action checklists. This study presents practical examples of group analysis and its 
application, providing helpful information for future group analysis and improving work environment activities. However, most of 
the examples included were limited to reports on the content of practices, with very few examples mentioning the effects of contriv-
ances.
(Sangyo Eiseigaku Zasshi 2026; 68: 1–15)
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long-term sickness absence among a working population 
with various backgrounds: a two-wave longitudinal study
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Abstract
Objectives: We aimed to examine the prospective association between stress profile as defined using the Stress 
Check Program manual and long-term sickness absence among a working population with various backgrounds. 
Methods: We analyzed 1,741 participants who participated in two online surveys in December 2023 and October 
2024. In the first survey, we asked participants to complete the Brief Job Stress Questionnaire and evaluated their 
stress profile using the Japanese Stress Check Program manual. In the second survey, we asked participants if they 
had experienced sickness absence for 1 month or longer between the first and second surveys. We then examined 
the association between stress status in the first survey and experience of sickness absence during the waves. We 
calculated the odds ratio after adjusting for gender, age, marital status, educational attainment, household income, 
employment contract, average working hours per week, occupation, and industrial sector. To estimate the impact of 
high stress on sickness absence, we calculated the population attributable risk for high stress. Results: After adjust-
ing for confounding factors, we found that high stress was associated with sickness absence, with an odds ratio 
of 3.54 (95% confidence interval, 2.05–6.12). The corresponding population attributable risk for high stress was 
21.4%. Conclusions: The observed prospective association between high stress (as defined using the Stress Check 
Program manual) and long-term sickness absence among a working population from a wide range of occupations 
and industries provides evidence supporting the usability of the index in occupational health practice.
Keywords: Brief Job Stress Questionnaire, population attributable risk, predictivity, validity

Introduction
The Japanese Stress Check Program was launched in 

2015 and has been in place for almost 10 years1). The 
program mandates that workplaces with 50 or more 
employees must conduct assessments of psychosocial 

stress in employees at least once a year, and recommends 
the use of the Brief Job Stress Questionnaire (BJSQ) 
as a structured questionnaire for the assessment2). The 
BJSQ measures job stressors, psychological responses, 
and buffering factors, which help practitioners to plan 
stress management in the workplace3). To prevent mental 
health problems by screening for high-risk workers and 
providing them with opportunities to undergo physician 
interviews, the Stress Check Program manual proposes 
criteria for defining high stress profiles by combining 
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three factors measured by the BJSQ4).
In Japan, the national work style has changed rapidly in 

recent years. Following the coronavirus disease 2019 pan-
demic, many companies adopted telework or hybrid work 
models, giving rise to new ways of balancing work and 
personal life. The government-led “Work Style Reform” 
aims to reduce long working hours and encourage 
employees to take paid leave. Because more organiza-
tions are embracing freelancing and allowing employees 
to engage in side businesses, many employees perform 
multiple types of work. Given this changing environment, 
it is important to confirm whether stress profiles can still 
be evaluated appropriately using standard assessment 
tools.

The predictivity of a questionnaire is an important 
aspect of validity. To the best of our knowledge, three 
previous studies have examined the predictivity of the 
stress profile as defined using the Stress Check Program’s 
recommended criteria5-7). In a prospective study of a 
financial service company, employees who were identi-
fied as high stress (as defined using the Stress Check Pro-
gram manual) were found to have a significantly elevated 
risk of sickness absence of 1 month or longer during the 
1-year follow-up period5). A further analysis of data dur-
ing a 3-year follow-up period in the same cohort found a 
higher turnover rate among high-stress employees com-
pared with their counterparts without high stress levels6). 
In contrast, Song et al. found no significant association 
between high stress and sickness absence of 7 days or 
longer because of mental illness in a retrospective cohort 
study of a manufacturing company7). Both of these data 
sets were obtained from restricted populations (only one 
company in each case) shortly after the Stress Check Pro-
gram was launched.

We examined the association between stress profile and 
long-term sickness absence among a working population 
with various backgrounds using a longitudinal design.

Methods
Study design and setting

We conducted a two-wave longitudinal study. We 
recruited employees registered with a Japanese private 
online survey company with over two million avail-
able registrants. An advertisement was sent to randomly 
selected registrants offering online shopping points worth 
several hundred yen (i.e., several United States dollars) as 
an incentive for participation in the survey. Respondents 
were selected on a first‐come, first‐served basis. Data 
regarding marital status, educational attainment, house-
hold income, and industrial sector were obtained from the 
registration information of the online survey company, 
and other variables including exposure and outcome 
were measured using a self‐administered web‐based 
questionnaire. We conducted the first (baseline) survey on 

December 19–22, 2023, and the second survey on Octo-
ber 25–31, 2024. Individuals who completed both surveys 
were included as the analyzed population.

Participants
We recruited individuals (including executives) who 

were employed by a company, organization, government 
agency, or self-employed owner or private household 
earning a salary or wage, through the online survey 
company, and asked them to complete an online question-
naire. We recruited adults aged between 18 and 64 years 
old. The online survey company was given the following 
requirements for sampling: 1) the age-group ratios of the 
sample should match those of the current national work-
force in Japan (age group: 18–24, 25–34, 35–44, 45–54, 
and 55–64 years in respective ratios of 1:2:2.5:3:2.5)8); 2) 
the male/female ratio should be approximately 1:1. Addi-
tionally, to include employees with a new work style, 
over-sampling was employed to ensure that half of the 
sample were teleworkers9).

We informed participants that the aim of the survey 
was to update the standard values of the BJSQ and con-
tribute to the utilization of the Stress Check Program. 
Participants’ consent was obtained electronically before 
the survey commenced.

Variables and measurement
Outcome

In the second survey, we asked participants if they had 
taken a sickness absence for 1 month or longer between 
the waves.

Assessment of stress profile
The Stress Check Program recommends the use of the 

BJSQ as a structured questionnaire for assessment2). The 
BJSQ consists of 57 items used to assess job stressors 
(high job demand and low control, psychological and 
physical stress responses, and buffering factors)3). The 
BJSQ was developed on the basis of the General Job 
Stress Questionnaire from the United States National 
Institute for Occupational Safety and Health10). The BJSQ 
measures the following job stressors: quantitative job 
overload (three items), qualitative job overload (three 
items), physical demands (one item), job control (three 
items), skill utilization (one item), interpersonal conflict 
(three items), poor physical environment (one item), suit-
able jobs (one item), and intrinsic rewards (one item). 
The 18-item scale measures five aspects of psychologi-
cal stress response: vigor (three items), irritation (three 
items), fatigue (three items), anxiety (three items), and 
depression (six items). The 11-item scale measures physi-
cal stress responses. In addition, the scale measures the 
following buffering factors: supervisor support (three 
items), coworker support (three items), and support from 
family and friends (three items). The BJSQ also measures 
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job satisfaction and life satisfaction (one item for each). 
All BJSQ scales have demonstrated acceptable or high 
levels of internal consistency reliability and factor-based 
validity3), and the scale has been used widely for occupa-
tional health studies and practice11).

The Stress Check Program manual proposes criteria for 
defining high-stress employees using the BJSQ2). High 
stress is defined as the highest level of stress response 
(criterion A) or having a moderate or higher level of 
stress response (criterion B), together with having the 
highest job stressors or lowest social support in the work-
place (criterion C). We calculated the stress response, job 
stressor, and workplace support scores by summing the 
item scores of the 4-point Likert scale (1 = low stress to 
4 = high stress). The scores for stress response and job 
stressors together with workplace support ranged from 
29 to 116, and from 26 to 104, respectively. Cronbach’s 
α coefficients were 0.77, 0.88, and 0.94 for job stressors 
(17 items), workplace support (nine items), and stress 
response scale (29 items), respectively. The Japanese 
Stress Check Program pragmatically uses an index by 
summing multiple scale scores of job stressor and work-
place support. The α coefficient for the scores used in this 
study was 0.84 (26 items). The proposed cutoff points 
were 77 for the stress response score for criterion A, 63 
for the stress response score for criterion B, and 76 for 
the job stressor together with workplace support score for 
criterion C.

Because the frequency of applicable employees can 
change depending on the circumstances of each work-
place2), we examined the validity of the example criteria 
rather than validating the criteria themselves as definitive.

Demographic variables
The following demographic variables were measured as 

confounding factors: gender, age (18–34, 35–44, 45–54, 
or 55–64 years), marital status (married or unmarried), 
educational attainment (high school graduates, some 
college graduates, university graduates or higher, and 
others), annual household income (400 × 104 JPY or less, 
401–600 × 104 JPY, 601–800 × 104 JPY, 801–1,000 × 104 
JPY, 1,001–1,200 × 104 JPY, 1,201–1,500 × 104 JPY, and 
1,501 × 104 JPY or more), employment contract (regular 
contract or non-regular contract [fixed-term, part-time, 
or temporary]), average working hours per week ( ≤ 30, 
31–40, 41–50, 51–60, and ≥ 61), occupation (managerial, 
professional/technician, clerks/service, and manual/other), 
and industrial sector, on the basis of the Japan Standard 
Industrial Classification (18 categories, with three catego-
ries of primary industries combined into one [agriculture, 
floristry, fishing, and mining and quarrying of stone and 
gravel] because of the relatively small number of respon-
dents for these categories).

Statistical analysis
After describing participants’ demographic profiles, 

we examined the association between stress status at the 
first survey and experience of sickness absence during the 
waves using a chi-square test. Additionally, we employed 
weighted logistic regression analysis to examine the 
association by calculating odds ratios (ORs) and 95% 
confidence intervals (CIs). To ensure sufficient repre-
sentation of those workers engaged in teleworking, we 
oversampled this subgroup to comprise 50% of the initial 
cohort, despite its estimated prevalence of approximately 
15% in the current workforce of workers aged 20 and 
over9). To adjust for the oversampling of teleworkers, we 
applied inverse probability weights based on the known 
population proportions (0.15 for teleworkers and 0.85 for 
non-teleworkers). We calculated crude ORs and ORs after 
adjusting for confounding variables. Ordinal variables 
were represented by dummy variables. To estimate the 
impact of high stress on sickness absence, we calculated 
the population attributable risk (PAR) for high stress. We 
calculated PAR as (RR-1)*p/[1 + (RR-1)*p], in which p 
is the prevalence of high stress in the total population at 
baseline and RR is the relative risk for sickness absence 
for high stress versus others.

We conducted additional analysis. First, to determine 
whether teleworking (a new work style) is related to the 
association between stress profile and sickness absence, 
we conducted a sub-group analysis stratified by partici-
pants who were engaged in teleworking with those who 
were not. Second, to examine the usability of possible 
alternatives to stress profile as defined using the Stress 
Check Program manual, we repeated analyses to sepa-
rately test stress profiles defined using criteria A (based 
solely on the level of stress response) and B/C (based on a 
combination of high job stressor and low workplace sup-
port). All probability values were two-tailed, and values 
of p < 0.05 were considered to be statistically significant. 
StataNow 19.5 (StataCorp, College Station, TX, USA) 
was used for the statistical analyses.

The study aims and protocol were approved by the 
Research Ethics Committee of the Kitasato University 
Medical Ethics Organization (No. B23–52).

Results
A total of 2,891 workers participated in the first sur-

vey. The number of participants who responded to both 
surveys was 1,967 (68.0% of those respondents of the 
first survey). We analyzed data from 1,741 participants, 
excluding those who did not consent to participate in the 
second survey (n = 166) and those who did not work in 
the second survey (n = 60) (60.2% of respondents in the 
first survey) (Figure 1). The excluded respondents from 
the first survey (n = 1,150) included more younger, non-
regular, manual/other, and non-teleworkers compared 
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with the analyzed population (eTable 1).
Table 1 shows participants’ demographic profile infor-

mation. An almost equal number of women and men 
participated in the survey. Participants had a mean age of 
45.6 years. The proportion of participants in the young 
age group (18–34 years) was lower than the propor-
tion of the current workforce in Japan in that age group. 
Although the proportion of primary industry participants 
was small, employees from various backgrounds partici-
pated.

In the first survey, a total of 306 participants (17.6%) 
were identified as high stress. Additionally, 122 par-
ticipants (7.0%) reported experiencing long-term sickness 
absence after the first survey.

Table 2 shows the association between high stress in 
the first survey and sickness absence experience after 
the first survey. Participants with high stress experienced 
sickness absence more often than those without high 
stress (χ2= 28.275, p < 0.001).

The results of logistic analyses are shown in Table 3. 
We found that high stress was associated with sickness 

absence with a crude OR of 3.14 (95% CI, 1.92–5.13). 
The PAR was 21.4%. We found a similar association (OR 
3.54; 95% CI, 2.05–6.12) after adjusting for confounding 
factors.

Table 4 shows the results of sub-group analysis of 
participants who were engaged in teleworking and those 
who were not. Statistically significant ORs were found 
for employees who were engaged and those who were 
not engaged in teleworking. However, ORs were higher 
among employees who were not engaged in teleworking 
compared with those who were.

High stress prevalence defined using criterion A was 
14.6%, and that defined using criteria B/C was 7.6%. The 
crude OR for long-term sickness absence for criterion A 
was 3.88 (95% CI, 2.35–6.41) and the fully adjusted OR 
was 4.35 (95% CI, 2.51–7.57). For criteria B/C, the crude 
OR was 2.11 (95% CI, 1.07–4.16) and the fully adjusted 
OR was 2.45 (95% CI, 1.14–5.28). The correspond-
ing PARs were 23.2% and 5.1% for criteria A and B/C, 
respectively.

Responded to the first survey with 

consent 

N=2,891 

Did not respond to the second survey 

N=924 

Those responded to both surveys 

N=1,967 

 Excluded

Did not give consent to participate 

in the second survey 

N=166 

Did not work at the second survey 

N=60 

Data available for analysis 

N=1,741 

Fig. 1. Recruitment and follow-up flow diagram
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Table 1. Participants’ baseline characteristics (N = 1,741)
Characteristics n %

Gender Men 862 49.5
Women 879 50.5

Age group, years 18–34 338 19.4
35–44 427 24.5
45–54 537 30.8
55–64 439 25.2

Marital status Married 958 55.0
Not married 783 45.0

Educational attainment High school graduate 306 17.6
Some college 361 20.7
University graduate or higher 1,050 60.3
Others 24 1.4

Household income (JPY) 400 × 104 or less 431 24.8
401–600 × 104 406 23.3
601–800 × 104 343 19.7
801–1,000 × 104 252 14.5
1,001–1,200 × 104 136 7.8
1,201–1,500 × 104 94 5.4
1,501 × 104 or more 79 4.5

Employment contract Regular contract 1,273 73.1
Non-regular (fixed-term, part-time, dispatched) 468 26.9

Average working hours/week ≤30 338 19.4
31–40 522 30.0
41–50 596 34.2
51–60 185 10.6
≥61 100 5.7

Occupation Managerial 268 15.4
Professional/technician 438 25.2
Clerks/service 755 43.4
Manual/other 280 16.1

Industrial sector Agriculture, forestry, fisheries, and mining and quarrying of stone and gravel 10 0.6
Construction 67 3.9
Manufacturing 328 18.8
Electricity, gas, heat supply and water 24 1.4
Information and communications 170 9.8
Transport and postal services 69 4.0
Wholesale and retail trade 165 9.5
Finance and insurance 90 5.2
Real estate and goods rental and leasing 34 2.0
Scientific research, professional and technical services 49 2.8
Accommodation, eating and drinking services 40 2.3
Living-related and personal services and amusement services 29 1.7
Education, learning support 98 5.6
Medical, health care and welfare 207 11.9
Compound services 25 1.4
Other services (Not Elsewhere Classified) 170 9.8
Public administration (Excluding Not Elsewhere Classified) 109 6.3
Others 57 3.3

Teleworking Teleworker 810 46.5
Non-teleworker 931 53.5

Stress profile High stress 306 17.6
Others 1,435 82.4
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Discussion
The results of the present study provide supportive 

evidence for the predictive validity of the Japanese Stress 
Check Program screening tool by showing a prospec-
tive association between high stress as defined using the 
Stress Check Program’s recommended criteria and ele-
vated risks of long-term sickness absence among employ-
ees from various backgrounds. Telework increased in 
prevalence after the coronavirus disease 2019 pandemic, 
and the study population included many teleworkers. The 
findings were obtained after adjusting for several poten-
tial confounding variables. The proportion of sickness 
absence attributable to high stress (over 20%) replicated 
the findings of a previous study5), indicating the impor-
tance of reducing stress to prevent sickness absence in the 
workplace.

The current study differed from previous studies in 

several important ways5,7). First, the current study was 
conducted using a working population with various back-
grounds. The previous studies were done in single compa-
nies (one was a financial service company5), and the other 
was a manufacturing company7)). Second, study designs 
were different. Compared with the retrospective design 
of Song et al.7), we adopted a prospective longitudinal 
design. However, because we did not collect data relat-
ing to when participants took sickness absence, we were 
unable to estimate the hazard ratio as was done in a previ-
ous study5). Third, the measured outcome in the current 
study differed from that employed by Song et al.7), who 
examined sickness absences of 7 days or longer because 
of mental illness as the outcome. Finally, incidence of 
sickness absence in their study7) appeared much lower 
compared to the other two studies (discussed below). In 
addition to research methodology, their negative find-
ings may have been attributed to the low incidence of 

Table 2. Association between stress profile in the first survey and experiencing 
subsequent long-term sickness absence

Sickness absence
Total

Did not experience Experienced

Stress profile

High stress
n 263 43 306

% 85.9 14.1 100.0

Others
n 1,356 79 1,435

% 94.5 5.5 100.0

Table 3. Associations between stress profiles as defined using the Stress Check Program manual and incident long-
term sickness absence: logistic regression analyses

Odds ratio 95% confidence interval Adjusted odds ratioa 95% confidence interval

Stress 
profile

High stress 3.14 1.92–5.13 3.54 2.05–6.12
Others 1 (Reference) 1 (Reference)

a Adjusted for gender, age, marital status, educational attainment, household income, employment contract, average 
working hours per week, occupation, and industrial sector.

Table 4. Associations between stress profiles as defined using the Stress Check Program manual and incident long-
term sickness absence stratified by teleworking: logistic regression analyses

Odds ratio 95% confidence interval Adjusted odds ratioa 95% confidence interval

Teleworkers
Stress 
profile

High stress 2.65 1.54–4.56 2.21 1.17–4.17
Others 1 (Reference) 1 (Reference)

Non-teleworkers
Stress 
profile

High stress 3.25 1.81–5.82 4.43 2.23–8.80
Others 1 (Reference) 1 (Reference)

a Adjusted for gender, age, marital status, educational attainment, household income, employment contract, average 
working hours per week, occupation, and industrial sector.
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the outcome (i.e., excellent stress management in their 
company).

Despite the differences described above, the current 
results revealed a level of PAR for high stress that was 
similar to that reported in a previous study5). We found 
that 20% of sickness absences were explained by high 
stress in the workplace. This finding indicates the impor-
tance of reducing work stressors. Another previous study 
reported that high stress profile was associated with 
employee turnover during a 3-year period, with a PAR 
for high stress of 9%6). With the increasing fluidity of 
employment, securing and retaining workers has become 
a significant concern for employers. This finding supports 
the notion that workplace stress management is closely 
linked to health-oriented management.

As an example of a new work style, we recruited many 
workers who were engaged in teleworking. Increased risk 
of sickness absence was shown regardless of engagement 
in teleworking, whereas ORs were higher among those 
not engaged in teleworking compared with those engaged 
in teleworking. However, this does not necessarily indi-
cate that the impact of occupational stress on sickness 
absence was stronger among employees who were not 
engaged in teleworking compared with those who were. A 
previous scoping review identified that the way telework 
is structured and organized for employees creates fewer 
barriers to work despite feeling unwell, thus increasing 
the likelihood of employees engaging in presenteeism 
behaviors, whereas employees who have lower access 
to telework show a higher likelihood of absenteeism12). 
Additionally, some employees chose to work from home 
despite being ill, to avoid experiencing guilt when taking 
absence12).

As reported in a previous study5), the strength of the 
association between high stress profile as defined using 
the Japanese Stress Check Program manual and long-
term sickness absence was weaker than that of criterion 
A (based on the level of stress response) and stronger 
than that of criteria B/C (based on a combination of high 
job stressor and low workplace support). Regarding 
sickness absence as an outcome, stress response may be 
a better predictor than high stress as defined using the 
Stress Check Program’s recommended criteria. In the 
framework of the Stress Check Program, the BJSQ is 
used for prediction of variables other than stress profiles. 
Using a machine learning model, Kurisu et al. showed 
that higher scores on the BJSQ stress response predicted 
sickness absence because of mental disorders with suf-
ficient predictive accuracy in a study of employees at the 
same company in which no predictivity of stress profile 
was found by Song et al.13). Kawamura et al. identified six 
items of the BJSQ as independent predictors of long-term 
psychiatric sick leave in a nested case-control study of 
university employees14). Inoue et al. reported a positive 
association between job dissatisfaction and long-term 

sickness absence, and the association was explained by 
psychosocial job characteristics also measured using the 
BJSQ15). Takahara performed multilevel survival analyses 
on stress check data to construct models for predicting 
turnover in a service company and showed sufficient 
discrimination of turnover16). Although these studies 
examined restricted populations (single companies or uni-
versity employees), the findings suggest the utility of the 
BJSQ for predicting health outcomes.

Although the current study population included indi-
viduals from a range of backgrounds, the sample size was 
small for examining the sickness absence risk associated 
with high stress profile according to participants’ back-
ground factors. We conducted subsidiary analyses strati-
fied by background factors. Although reliable ORs could 
not be calculated for some factors (particularly industrial 
factors) because of the small sample size, associations 
between high stress profile and sickness absence were sta-
tistically significant across multiple employee character-
istics. The association was more pronounced among men 
compared with women, and among non-regular employ-
ees compared with regular employees. Age-wise, younger 
employees (18–34 years) showed stronger associations 
than employees in the other age groups. Regarding educa-
tional attainment, significant associations were observed 
among employees with high school qualifications and 
those with university degrees or higher. Lower income 
earners also demonstrated elevated associations. In terms 
of occupation, other than managerial positions exhibited 
significant associations. Employees working less than 51 
hours per week exhibited statistically significant associa-
tions, whereas no meaningful differences were identified 
in relation to marital status (eTable 2).

The current study population was not representative 
of the general working population in Japan. The sample 
characteristics should be considered when interpreting the 
findings of online surveys, which typically include more 
people living in metropolitan areas than in rural areas and 
people with higher educational backgrounds17). Although 
several strategies have been proposed to minimize the 
non-representativeness of study samples18), we were only 
able to adopt proportional sampling for gender and age. 
In addition to differences in demographic characteristics 
(e.g., a low proportion of young employees and employ-
ees engaged in the primary industrial sector, and a high 
proportion of teleworkers), the high incidence of sickness 
absence (7% over 10 months) should be evaluated with 
caution. The prevalence of employees with high stress 
profiles was also higher than that estimated on the basis 
of 11 million employees (12.9%)19), suggesting that our 
study population tended to include a high proportion of 
employees who were experiencing work-related stress 
and who had a strong interest in stress assessments. Addi-
tionally, we found that the excluded population contained 
more young employees, non-regular employees, manual/
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other employees, and non-teleworkers compared with 
the analyzed population (eTable 1). Regarding industrial 
sector, compared with recently reported statistics20), the 
electricity, gas, heat supply and water, information and 
communications, finance and insurance, compound ser-
vices, other services (not elsewhere classified), public 
administration (excluding not elsewhere classified) sec-
tors were overrepresented in the current sample, whereas 
the agriculture, forestry, fisheries, and mining and quar-
rying of stone and gravel, construction, wholesale and 
retail trade, accommodation, eating and drinking services, 
living-related and personal services, and amusement 
services sectors were underrepresented. Considering the 
estimated sample characteristics and the results according 
to background factors together suggests that the observed 
associations between stress profile and sickness absence 
were reasonable and may not have been overestimated.

Because we did not identify participants who took 
sickness absence before the baseline survey, we were 
unable to exclude them from the study population. The 
impact of reverse causation and the accuracy of incidence 
estimates were not ideally controlled. However, this does 
not exclude the possibility that practitioners may be able 
to identify employees with distress to prevent sickness 
absence by conducting a survey along with using the 
Stress Check Program manual4).

Despite these limitations, we found that employees 
identified as high stress (as defined using the Stress Check 
Program manual) exhibited significantly elevated risks 
for long-term sickness absence during the 10-month fol-
low-up period, using data from a wide range of occupa-
tions and industries. The current findings did not indicate 
that high stress profiles always predict health outcomes in 
all types of occupation and industry. Regarding specific 
companies, it should be noted that the incidence of sick-
ness absence depends on not only the stress status of the 
company (prevalence of high stress profiles) but also how 
actively the company implements stress management. 
However, reduction in the proportion of employees with 
high stress profiles according to the Stress Check Pro-
gram manual is a reasonable stress management measure 
in occupational health practice.
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